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まえがき 

 
このカントリーレポートは，当研究所の研究者が世界の主要各国について農業・農政の分析 

を行った成果を広く一般に提供するものである。 

 当研究所においては，平成19（2007）年度から，単年度の「行政対応特別研究」の枠組みの 

下で毎年カントリーレポートを作成・公表してきたが，平成25（2013）年度からは，研究の枠 

組みが3年度にわたる「プロジェクト研究」に移行した。一期目のプロジェクト研究は平成27 

（2015）年度に終了し、平成28（2016）年度から二期目を実施することとなった。 

 二期目の「主要国の農業戦略と世界食料需給の横断的・総合的研究」においては，一期目に 

引き続き，我が国の農業政策立案や食料需給の観点から重要な国・地域を対象として，農業政 

策とその背後にある戦略や食料需給動向の把握・分析を行うとともに，多くの国々が相互の関 

係を深め，共通あるいは関連する課題を抱えるようになっている現状に鑑み，これまでの各国 

単独での分析に加えて，地域や課題のまとまりを捉えて，関係国相互の関係や立場の違いの横 

断的な把握に新たに取り組んだ。また，主要国・地域の分析と世界食料需給見通しとの連携の 

強化を通じて，一層的確な需給見通しの策定に努めた。 

 本レポートは，農林水産政策研究所における研究成果をまとめたものであるが，学術的な審 

査を経たものではない。農林水産政策研究所では今後も海外農業情報の収集・分析を充実させ 

る方針であり，広範の読者の方より，御指導・御指摘を賜れば幸いである。 
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第１部 横断的・地域的研究 

第 1章 価格・所得等政策の横断的分析 

 主要国におけるデカップル支払いに関する横断的分析 

 

 勝又 健太郎  

 

１．課題 

 

プロジェクト研究「主要国の農業戦略と世界食料需給の横断的・総合的研究」における各

国横断的な分析の一環として，価格所得等政策(1)をテーマに平成 28 年度から調査・分析に

取り組んできたところである。 

初年度は，OECD の PSE（Producer Support Estimate：農業政策によって生じる消費

者や納税者から農業者への移転金額を示す OECD が開発した指標である「生産者支持推定

量」）と WTO の AMS（Aggregate Measurement of Support：WTO 農業協定の国内助成

約束において削減対象となる補助金や価格支持に係る「助成合計量」）により，主要国の農

業支持の水準とその動向を把握し，次年度は WTO 補助金通報の価格所得等政策に係る補

助金データ（AMS はその一部）により主要国の農業支持の構造とその変遷を把握した(2)。 

最終年度は，以上の成果を踏まえながら，価格所得等政策のうちで生産刺激や貿易歪曲効

果が最も少ない市場志向型の政策として OECD において評価され(3)，WTO 農業協定に基

づいて削減対象となる AMS から除外されている「デカップル所得支持」（デカップル支払

い）(4)を取り上げ，調査・分析を行う。  

具体的には，各国・地域におけるデカップル所得支持（デカップル支払い）について， 

①制度導入の背景・意図 

②制度の概要 

③実施状況・経過 

④今後の動向 

等に関して調査・整理した上で，横断的に比較・整理することにより，デカップル支払いが

価格所得等政策においてどのように位置づけられ，どのような役割を果たしてきたのかに

ついてとりまとめることとする。 

対象とする国・地域は, 研究担当者の専門領域等にかんがみ，WTO の国内助成に関する

通報において，デカップル所得支持（デカップル支払い）の掲載実績のある EU，米国，ロ

シア，韓国，中国，メキシコである(5)。 

対象とする国・地域のデカップル支払いについて，以下，導入された年次の早い順に記述

していくこととする。 
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２．主要各国におけるデカップルの状況 

 

（１）メキシコ 

 

１）導入の背景と意図(6) 

1982 年に対外債務危機が発生したことから，メキシコ政府は，貿易自由化等の市場経済

化改革を実施することを条件に IMF や米国財務省等による救済措置を受け入れた。 

1986 年に GATT に加盟し，さらに，農産物を含めた貿易の例外なき完全自由化を目指す

NAFTA については，1991 年に交渉が開始され 1994 年に発効した。メキシコの最重要農産

物であるとうもろこしの貿易の完全自由化については，2008 年までの 15 年間を移行期間

として段階的に実施することとされた。 

このような農産物の輸入の段階的な完全自由化に対応するため，農産物の価格所得等政

策については，市場志向型の農業政策への転換を図って，1990 年代初頭から末にかけて価

格支持政策（国営食料公社がとうもろこし，小麦等の主要農産物を保証価格で買い入れる制

度）を廃止するとともに，デカップル支払いである PROCAMPO（プロカンポ）が NAFTA

発効と同時に導入された。プロカンポは，導入当初，とうもろこしの貿易完全自由化の移行

期間に合わせて 15 年間限定の移行支払いとして位置づけられた。 

 

２）制度の概要(7) 

農地面積 1 ヘクタール当たり一定額が支給される。 

対象面積は，1990（秋冬期）年～1993（春夏期）年に，とうもろこし，豆類，小麦等の

農産物を作付していた農地面積である（プロカンポ導入の直近の過去 3 年間の作付面積に

固定）。 

対象者は，対象面積において農産物を作付けしている，あるいは，当該面積を畜産，森林

経営，環境保護プロジェクトに利用している農業者である。 

 

３）実施状況・経過(8) 

デカップル支払い（プロカンポ）は当初から価格所得等政策の主要な役割を担ってきてお

り，当初予定していた 15 年間（2008 年まで）で終了せずに，2013 年まで延期して実施さ

れた。このように継続された背景としては，当該制度が国民の支持を得てきたことや大規模

農家や有力者を中心に制度の廃止に強い反対運動が展開されたこと等が指摘されている。 

しかしながら，面積支払いであることから，大部分が少数の大規模農家に支給されたため

に大規模農家を優遇する政策であるとの批判もあった(9)。 

このため，2001 年には 1 ヘクタール未満の小規模農家に対して 1 ヘクタール分相当額が

支給されることとし，制度延長後の 2009 年には，5 ヘクタール以上は単価を引き下げると

ともに 5 ヘクタール未満の単価を引き上げる等の小規模農家を優遇するような変更が行わ

れた。 
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 デカップル支払いの支出額が導入当初から一貫して増加傾向にありながら，2000 年以降

に PSE（MPS を除く(10)）におけるシェアが減少傾向に転じているのは，NAFTA 発効以来

の経済発展と人口増加による食料需要に対応した生産振興を図るために商業的農家に対し

ては別途の制度として不足払いを導入したことが反映されているものと考えられる（第 1

図）。  

このように商業的農家に関しては，デカップル支払いは，不足払いの上乗せ支払いの位置

づけになり，デカップル支払い持つ市場志向型政策としての効果が失われることとなった

(11)。 

2013 年 12 月に採択された農業発展計画（2013～18 年）においては，特に小規模農家の

生産性の向上が主要な項目として位置づけられた。2014 年には，同計画に沿った形で，プ

ロカンポが，生産性向上を目的とした直接支払いプログラムである PROAGRO（プロアグ

ロ）に組み替えられた。プロアグロにおいては，支給方法についての変更はないが，農産物

を生産することが要件とされるとともに，支給された農家は，機械，種子，肥料，保険，組

織再編，価格ヘッジ等の技術，生産，組織又は投資の改善に支給額が使用されたことを証明

しなければならないこととされた。このようにプロカンポの後継プログラムであるプロア

グロはカップル支払いとなり，デカップル支払いは廃止されることとなった。（WTO 国内

助成に係る通報においては，緑の政策である「投資補助を通じた構造政策」として位置づけ

られている(12)。） 

 

第１図 メキシコのデカップル支払いの支給額とPSE(MPSを除く)におけるシェアの推移 

資料：Producer and Consumer Support Estimates database, Country files, Mexico, Data より筆者作成． 

注．OECD, Producer and Consumer Support Estimates database, Country files, Mexico, Definitions and sources

においては，プロアグロは 2014 年から実施されていると説明されているが，OECD, Producer and Consumer 

Support Estimates database, Country files, Mexico, Data においては 2013 年から実施されている整理となっ

ていることから，プロカンポの 2013 年のデータはプロアグロのデータを代替として使用した． 
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４）今後の動向 

WTO 国内助成約束を果たすために黄の政策を減少しなければならない状況ではなく，こ

の観点からは，現在のところデカップル所得支持が再導入される見込みはないものと考え

られる。 

 

（２）米国 

 

１）導入の背景と意図(13) 

 1973 年農業法以来，小麦，飼料作物，コメ，綿花については，価格所得等政策として不

足払いと生産調整が実施されてきた。 

1990 年代前半になると連邦政府の財政赤字額は過去最高となり，1995 年に議会におい

て大幅な財政支出の削減（7 年後に財政均衡を実現）に関する決議が行われ，価格所得等政

策についても大幅な支出削減が求められた。 

一方，穀物の需給は逼迫して農産物価格の上昇傾向が続き，1995 年度には過去最高とな

り，農家からの生産調整の廃止と作付け自由化の要求が高まっていた。 

このような状況を踏まえ，1996 年農業法において，価格所得等政策に係る財政支出の削

減を計画的に実施するとともに，農業者からの要望に対応するために，生産調整を廃止して

作付けも自由化しつつ，不足払いを廃止してデカップル支払いである「生産弾力化契約支払

い（Production Flexibility Contract Payment）」を導入して市場志向型の農業政策への転

換を図った。当該支払いは，当初，1996 年農業法の施行期間である 7 年間限りの移行支払

いとして位置づけられていた。 

このような政策転換が農業者に受け入れられたのは，当時，価格の高騰により，当面は不

足払いが支給されない見込みであり，高価格にもかかわらず固定額が支給される方が農業

者にとって好都合であったためである。 

 

２）制度の概要(14) 

農地面積 1 エーカー（約 0.4 ヘクタール）当たり一定額が支給される。 

対象面積は，小麦，飼料作物，コメ，綿花の品目毎の過去数年間の平均作付面積である（小

麦，飼料作物の場合は 1991～1995 年の平均面積，コメ，綿花の場合は 1993～1995 年の平

均面積）。 

 対象面積 1 エーカー当たりの支給単価は，過去に作付けしていた品目別に設定された（過

去に作付けしていた品目によって異なる単価が設定された）。 

 対象者は，対象面積を農用地として利用している（休耕も含む）農業経営者である。 

また，対象面積においては，野菜・果実以外の品目について作付けは自由となっている。 

 

３）実施状況・経過(15) 

農産物価格が 1996 年から 1998 年にかけて急落しデカップル支払い（生産弾力化契約支
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払い）による補てんのみでは農業経営の維持が困難な状況となった。このため，1998 年か

ら 2001 年にかけて農家に対して緊急支援支払いが実施されることとなった（米国の単年度

の財政収支は，1998 年度以降黒字に転じていた）。 

このような状況を踏まえ，2002 年農業法においては，新たな不足払いが，デカップル支

払いに追加される形で再び導入され，農家への直接支払いがデカップル支払いと不足払い

により構成されることとなった。このため，デカップル支払いの持つ市場志向型政策として

の効果が失われることとなった。 

2004 年にブラジルに提訴された WTO 綿花紛争の結果，2008 年には WTO 紛争解決機

関において，米国がデカップル支払いとして実施している支払いは「生産に関連する」た

め WTO 農業協定上のデカップル支払いに該当しないという判断が確定された(16)。 

2009 年になると財政赤字は史上最大となり，それ以降 2013 年度にかけて財政事情が厳

しい状況が続いた。一方で，価格は 2010 年から上昇し，2013 年には過去最高の水準とな

り，高価格にもかかわらずデカップル支払いが支給されることへの批判が高まった。 

このため，2014 年農業法においては，直接固定支払いを廃止するとともに，従来の不足

払い型支払いである PLC（Price Loss Coverage：価格損失補償）が創設された。 

以上のようにデカップル支払いは，市場志向型農業政策への転換を図り導入されたが，

2002 年以降は不足払いが再導入されたことによりデカップル支払いの持つ市場志向型政策

としての効果が失われることとなった。デカップル支払いに係る支給額の PSE（MPS を

除く）におけるシェアについては，導入当初は約 40％まで増加したが，その後の増減の推

移は，1998 年から 2001 年の緊急支援支払いや 2002 年以降の不足払いの再導入の政策変

更を反映したものとなっていると考えられる（第 2 図）。 

 

 

第２図 米国のデカップル支払いの支給額と PSE(MPS を除く)におけるシェアの推移 

資料：OECD, Producer and Consumer Support Estimates database, Country files, United States, Data より

筆者作成． 
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４）今後の動向 

WTO 国内助成約束を果たすために黄の政策を減少しなければならない状況ではなく，こ

の観点からは，現在のところデカップル支払いが再導入される見込みはないものと考えら

れる。 

 

（３）中国 

 

１）導入の背景と意図(17) 

食糧の価格所得等政策については，保護価格政策による財政負担を軽減し，2001 年の

WTO 加盟による市場開放に対応するために，2000 年から自由化政策（保護価格での買付

数量を段階的に縮小等）に移行した。その結果，食糧の価格が低下するとともに生産量が減

少することとなり，特に 2003 年には食糧の輸入が急増した。そこで，2004 年から生産の

拡大のために生産補助政策に方針が転換され，コメ，小麦を対象に最低買付価格制度（価格

支持制度）と食糧の生産補助のための直接支払いが導入された。 

WTO加盟時の国内助成に関する約束については，品目特定的および品目非特定的なAMS

ともに「デミニミス」枠は，総生産額の 8.5％以下とされた。 

このため，生産補助のための直接支払いの導入に当たっては，WTO 国内助成約束を考慮

して制度設計したものと考えられ，支出額で見ると，当該直接支払いの大部分がデカップル

支払いとなり，「食糧直接補助」として導入された(18)。（当該補助金とともに生産補助のため

の直接支払いとして，農作物優良品種補助（品目特定 AMS）と農機具購入補助（品目非特

定 AMS）が導入された(19)。また，臨時買付備蓄制度（価格支持制度）がとうもろこしにつ

いては 2007 年から，大豆については 2008 年から導入された。） 

 

２）制度の概要(20) 

農地面積 1 ムー（約 1/15 ヘクタール）当たり一定額が支給される。 

対象面積は，大多数の省では 2000 年代前半の農村税費改革時に査定した過去の課税土地

面積である。（ただし，OECD においては「現在の作付面積に基づく支払い」に分類されて

いることから，過去の課税土地面積をベースとしていない場合がある可能性がある。） 

また，支給対象者は，対象面積の耕地請負権を有する農民である。 

 

３）実施状況・経過(21) 

デカップル支払い（食糧直接補助）の支給額は 2004 年の 116 億元から 2007 年にかけて

151 億元まで増加し，それ以降は 2014 年まで同水準で維持されてきた（第 3 図）。 

一方，2000 年代後半に入ると食糧の生産費が顕著に上昇し始めたことから，2006 年に生

産補助のための直接支払いとして「農業資材総合補助（農薬，肥料等の農業資材の価格上昇

分の補填するもので品目非特定 AMS）」が導入された。その後も，生産費の上昇とともに当

該補助金が増加したこともあり，食糧直接補助の PSE（MPS を除く）におけるシェアも

2004 年～2015 年にかけて約 10％から約 4.5％に減少している(22) （第 3 図）。 
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第３図 中国のデカップル支払いの支給額と PSE(MPS を除く)におけるシェアの推移 
資料：OECD, Producer and Consumer Support Estimates database, Country files, China, Data より筆者作成． 

 

また，コメと小麦の最低買付価格制度やとうもろこしと大豆の臨時買付備蓄制度の買付

価格については，導入当初から継続的に引き上げられてきたこともあり，品目特定的なAMS

は，近年，とうもろこしと大豆については WTO 国内助成約束の水準（8.5%）を超過してお

り，コメや小麦についても約束水準に接近している状態である （第 4 図）。 

 

第４図 中国の品目特定的 AMS の品目別総生産額に対する割合の推移 

資料：WTO(2010, 2011, 2015, 2018b, c, d, e, f, g)より筆者作成． 
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2016 年に生産補助のための直接支払いのうち，二つのカップル支払い（品目特定および

非特定 AMS に該当）を従来のデカップル支払いと統合して，カップル支払いの相当な部分

をデカップル化したが，その背景には以上のような事情があることも考えられる。 

具体的には，食糧直接補助（デカップル支払い），農業資材総合補助（品目非特定的なカ

ップル支払い），農作物優良品種補助（品目特定的なカップル支払い）については，耕地地

力保護と食糧適正規模経営を目標とする農業支持保護補助へ統合し，予算額については，耕

地地力保護に農業資材総合補助の 80％と食糧直接補助および農作物優良品種補助のすべて

が配分された。耕地地力保護補助は，黒竜江省での実施状況等から，生産に関連しない所得

支持としての直接支払いを意識したものと考えられ，食糧直接補助と同様に，2016 年分に

ついては「デカップル所得支持」として通報されている(23) (24)（ただし，農業資材総合補助

等の品目非特定 AMS については，2015 年まで総生産額の 2%未満の水準が続いており，

WTO 国内助成約束の観点からは余裕がある状態であった。） 

このため，2015 年以降，デカップル支払いの PSE（MPS を除く）におけるシェアも約

30％に急増している（第 3 図）（なお，2015 年 5 月に農業支持保護補助に関する指導意見

が発布され，安徽省等 5 省の一部で試験実施等がされている）。 

 

４）今後の動向 

中国の価格所得等政策については，以上見てきたように，近年， 品目によっては WTO

国内助成約束を超過している状況である。このため，WTO 国内助成約束の範囲内で農家の

十分な支援を継続していくためには，今後は，価格所得等政策におけるデカップル支払い

（もしくは緑の政策としての生産補助）の役割はますます重要になってくるものと考えら

れる(25)。 

 

（４）EU 

 

１）導入の背景と意図(26) 

1992 年のマクシャリー改革において，価格支持水準を大幅に引き下げるとともに，農業

者所得の減少を補償するための直接支払い（補償支払い）が導入された。当該支払いは品目

別に支給され，当該品目を生産することが支給の要件となっているカップル支払いであっ

た（「青の政策」と位置づけられた）。 

2001 年に開始された WTO ドーハ・ラウンド（DDR）交渉の進展の中で「青の政策」が

補助金の削減対象となる方針が定まってきたことから，「緑の政策」として削減対象外とす

るために，直接支払いの大部分をデカップル化することとし，「単一支払い」として各加盟

国において 2005 年から 2007 年までに導入することとされた。 

 

２）制度の概要(27) 

農地面積 1 ヘクタール当たり一定額が支給される。 



農林水産政策研究所 [主要国農業戦略横断・総合]プロ研資料 第 9 号（2019.3） 

 

 

- 9 - 

 

対象面積は，過去の基準期間（2000～2002 年）において，直接支払い（補償支払い）対

象となっていた農地面積である。すべての品目の基準期間における補償支払いの受給実績

を農家ごとに品目横断的にまとめた上で，その合計額を各農家の農地面積で除して，面積当

たり（1 ヘクタール当たり）で算出した額が単一支払いの単価とされた。 

対象面積の 1 ヘクタールごとに単一支払いの支払受給権が設定することとし，対象者は

当該面積の支払受給権を有する農業者とされた。 

 

３）実施状況・経過(28) 

デカップル支払い（単一支払い）は，2005 年から 2007 年までの導入期間後から現在ま

で価格所得等政策の主要な役割を担ってきており，PSE（MPS を除く）におけるシェアも

45％前後で推移している（第 5 図）。 

2014 年の共通農業政策（CAP）改革（2014～2020 年）においては，デカップル支払い

等の直接支払いの財源確保のために，直接支払いを EU 全体の優先政策（気候変動緩和や

環境保全）に位置づけて正当化する必要があったことから，当該財源の 30％について気候

と環境に有益な措置を実施するという要件を課すグリーン化支払い等を導入した。気候と

環境に有益な措置とは，「作物の多様化」，「永年草地の維持」，「生態系保全用地の確保」で

ある。  

このことにより，デカップル支払いに EU 域内の国民が等しく受益する環境保全，気候安

定等の公共財の供給を促進する機能（所得支持以外の機能）を与えることとなった。 

 しかしながら，「作物の多様化」措置に係る要件を課したことにより，作付けする品目の

選択について従来はなかった制限を設けることとなり，デカップルの程度が低下したと考

えられる(29)。 

 

第５図 EU のデカップル支払いの支給額と PSE(MPS を除く)におけるシェアの推移 
資料：OECD, Producer and Consumer Support Estimates database, Country files, European Union, Data よ

り筆者作成． 
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４）今後の動向 

次期 CAP（2021 年～）改革案では，グリーン化支払い要件は新たなクロスコンプライア

ンス基準（Conditionality に改称）に組み込まれることとなっている（グリーン化支払いは

廃止）。そして，Conditionality よりも環境保全・気候変動対策に貢献する取組を要件とす

る“Eco-scheme”をデカップル支払いの一部として実施することとなっている。このよう

に今後もデカップル支払いの公共財供給の機能を高めることが意図されている(30)。 

 一方，2019 年 3 月 28 日に EU から離脱する予定の英国における単一支払いの今後の動

向については，例えば，イングランドにおいては，単一支払いは，農業者の農地面積に基づ

いて支給されるので，生産性向上のインセンティブを阻害し，農地市場の適切な価格形成の

機能を歪めている等と指摘されている。イングランドの今後の農業政策については，「公的

資金を公共財に（public money for public goods)」との考え方に基づき，環境の保全等を重

視した政策体系に転換することとされ，農業法案（2018 年 9 月公表）においては，現行の

直接支払いについて，2021 年から 2027 年までの 7 年間で徐々に減少させて，2028 年から

は廃止する方針である(31)。 

 
（５）韓国 

 

１）導入の背景と意図(32) 

主要農産物であるコメについては，価格所得等政策として 1962 年から一定水準の価格で

購入する政府買入制度（価格支持政策）が実施されてきた。ウルグアイ・ラウンド農業合意

においては，コメは関税化の例外措置となり輸入割当としたが(33)，WTO 国内助成約束につ

いては，AMS を 1995 年から 2004 年にかけて 2 兆 2,595 憶ウォンから 1 兆 4,900 億ウォ

ンまで約 32％削減しなければならないこととなった。 

その間，黄の政策である政府買入制度については，買入数量を減らしながら継続していた

が，AMS が 2004 年の時点で WTO 約束水準の限界に近づくような状態となった(34)。また，

2004 年のミニマムアクセス（MA）延長交渉の結果，コメの輸入割当は 2005 年以降も延長

することとなったが，ミニマムアクセスの拡大を余儀なくされ，米価が一層下落することが

憂慮されるようになった。 

政府買入制度の生産量に占める買い入れ量は，1995 年の 29.3%から 2004 年の 14.2%と

減少し，農家所得の安定や需給調整の機能が低下してきていたこともあり，ミニマムアクセ

スの拡大以降も政府買入制度によりコメの支援を維持することが困難な状況となった。 

このため，黄の政策を削減しながらコメの支援を維持するためにコメ政策を抜本的に変

更することとし，2005 年に政府買入制度を廃止して，新たにコメ所得補填直接支払制度（デ

カップル所得支持を含む）を導入した。 

 

２）制度の概要(35) 

コメ所得補填直接支払制度は，固定支払い部分と変動支払いから構成されており，固定支

払い部分がデカップル支払いである。 

固定支払いにおいては，農地面積 1 ヘクタール当たり一定額が支給される。 
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対象面積は，1998 年から 2000 年まで水田農業（コメ以外にもレンコン，セリ，カンエ

ンガヤツリなどを作付け）に利用された農地面積である。 

対象者は，当該面積に係る水田農業（休耕も含む）経営者である。 

また，変動支払い（黄の政策である不足払い）は，現時点でコメを生産している固定直払

い対象者に支給される。 

変動支払いにおいては，政府が目標価格（精米 80kg 当たり）を定め，収穫期（10 月から

翌年 1 月）の産地平均価格が目標価格よりも低い場合に，目標価格と当該平均価格の差額

の 85％を算定し，当該 85％の額と比較して，平均価格と固定支払い額（80kg 当たりに重

量換算したもの）の合計額が低い場合に，その不足分が支給されることとなっている。 

 

３）実施状況・経過(36) 

2005 年以降，デカップル支払い（固定支払い）の支出額が一定水準以上を維持している

が，PSE（MPS を除く）におけるシェアが年によって上下に変動しているのは，コメの市

場価格の動向により変動支払いの支出額が上下に変動することもある程度は反映している

ものと考えられる（第 6 図）。 

目標価格への補填率（第 1 表）は，2005 年以降 95%以上であり，米価が高く形成された

年には 100％を越えている。 

以上のように，コメ所得補填直接支払制度においては，AMS に算入される不足払いの助

成額を減少させる目的でデカップル支払いを利用することにより WTO 国内助成約束の範

囲内で十分な支援が実施されてきている。 

 

４）今後の動向 

WTO 国内助成約束の範囲内でコメ農家を支援していくためには，デカップル支払いは必

要不可欠であることから，今後も維持されていくものと考えられる。 

 
第６図 韓国のデカップル支払いの支給額と PSE(MPS を除く)におけるシェアの推移 

資料：OECD, Producer and Consumer Support Estimates database, Country files, Korea, Data より筆者作成． 
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第１表 直払い金による農家の受け取り金額 

単位：ウォン/80kg（1,000 ウォン≒100 円） 

 

資料：樋口（2018）より引用掲載． 

 

（６）ロシア 

 

１）導入の背景と意図(37) 

2000 年代以来，輸入代替・自給率向上が農業政策の主要目的とされてきており，2012 年

の WTO 加盟時の主な価格所得等政策としては，融資利子助成（2000 年～実施）(38)と無機

肥料等購入費補填などの農業生産主体が無機肥料や農薬等の生産財を購入する経費の一部

を助成する施策（1990 年代～実施）が実施されていた(39)。 

2012 年 8 月の WTO 加盟時の国内助成に関する約束については，2012 年から 2018 年に

かけて，譲許 AMS を 90 億ドルから 44 億ドルまで引き下げていくこととされた。2012 年

の通報実績は 58 億ドルであり，44 億ドルを超過していたこともあり，黄の政策である無機

肥料や農薬等の生産財の購入費の一部を助成する施策について緑の政策化をすることとし，

2013 年から「耕種農業分野の農業商品生産者に対するデカップル支持（耕種デカップル支

持）」が導入された。 

 

２）制度の概要(40) 

農地面積 1 ヘクタール当たり一定額が支給される。 

対象面積は，穀物，豆類，飼料作物の現在の播種面積である。 

対象者は，対象面積に係る農業商品生産者（商業的農業経営者）である。 

また，耕種デカップル支持の実施体制については，連邦構成主体が実施主体となって農業

生産主体に支給し，これに要する費用のうち連邦予算で負担する部分を連邦構成主体に補

助金として交付する仕組みとなっている。 

年産
農家受取価格

(a)

目標価格
(b)

(a)/(b)

（%）

2005 165,574 170,083 97.3

2006 166,727 170,083 98

2007 167,192 170,083 98.3

2008 173,781 170,083 102.2

2009 165,924 170,083 97.6

2010 165,305 170,083 97.2

2011 177,803 170,083 104.5

2012 185,288 170,083 108.9

2013 187,420 188,000 99.7

2014 184,730 188,000 98.3

2015 182,399 188,000 97

2016 179,083 188,000 95.3
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連邦から連邦構成主体に対する交付額の算出方式については，配分のベースになるのは，

穀物等の各連邦構成主体における播種面積が連邦全体に占める割合であるが，各連邦構成

主体の土地の肥沃度，穀物等の平均単収，財源の確保度等で補正し，より条件の不利な連邦

構成主体により多くの補助金が交付される仕組みである。 

また，耕種デカップル支持に係る支出の効率性を，連邦農業省が毎年度評価することとな

っており，効率性の基準として，「連邦構成主体における支持交付以前と比較した穀物，豆

類，飼料作物の播種面積の増加」が規定されている。 

以上のようにデカップル支払いと位置づけているが，規定や運用状況から条件不利地域

施策・生産振興施策の色彩も強いものであると考えられる(41)。 

 

３）実施状況・経過(42) 

デカップル支払い（耕種デカップル支持）は，緑の政策化する以前の無機肥料や農薬等の

生産財の購入費の一部を助成する施策と同様に，生産財の購入費の補てんするために利用

されてきた。負担の資金のない短期資金としてのニーズはあることから，2013 年～2016 年

に PSE（MPS を除く）におけるシェアは約 14％であった。 

2014 年のウクライナ危機後，逆制裁としての食品輸入禁止措置の発動等の結果，国産シ

フトの加速もあり，多くの品目で自給が達成に近づき，農産物輸出の促進が課題になってき

ている状況である。このため，農業政策においては生産力拡大が重視されるようになったこ

とから，デカップル支払いのように生産基盤の強化に直結しない施策については，優先度が

低下したため 2017 年に支出額は減少している(43)（第 7 図）。 

 

 

第７図 ロシアのデカップル支払いの支給額と PSE(MPS を除く)におけるシェアの推移 

資料：OECD, Producer and Consumer Support Estimates database, Country files, Russia, Data より筆者作成． 
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４）今後の動向(44) 

ロシアのように，農業生産拡大・農産物輸出振興を農政の主目的とする国においては，生

産とは切り離した形で農業者の所得を支持する施策は，政治的に支持を得にくいと思われ

る。また，WTO 国内助成約束については，デミニミスの活用によって大幅に超過達成して

いる状態が続いているため，緑の政策化のインセンティブは弱いものと考えられる。一方で，

デカップル支払いは，収穫・播種の時期の自己負担のない短期の運転資金としてのニーズが

あることから，運用上の生産振興施策の色彩を強めつつ限定的な形で存続するものと考え

られる。 

 

３．横断的分析 

 

以上見てきた主要国のデカップル支払いの状況について，要点をまとめると第 2 表のと

おりである。なお，各国とも原則として過去の農地をベースに当該農地の単位面積当たり

で一定額を支給する方式を採用している。（ロシアは，現在の農地をベースにしている。） 

デカップル支払いは，生産刺激や貿易歪曲の効果が最も少ない市場志向型政策の効果が

あるものとして OECD で評価され，WTO 農業協定では国内助成削減の対象からも除外さ

れているが，実際にデカップル支払いを導入した各国においてどのように位置づけられ，

どのような役割を果たしてきたのであろうか。 

米国やメキシコにおいては，市場志向型政策に転換するために移行支払いとして導入し

たものの，その後，不足払いと併用されるようになり，デカップル支払いから市場志向型

政策の効果が失われることとなった。このように，導入当初の政策意図を実現できない状

況が続き，デカップル支払いは，現在は廃止されている。 

中国，韓国，ロシアは，WTO 国内助成約束を考慮して導入されたことから，市場志向

型政策への転換を目的としていなかったものと考えられる。 

中国において，近年，デカップル支払いを始めとする緑の政策を拡大する意向が強くな

ってきているのは，生産振興のため黄の政策の拡大を続けた結果，品目によっては WTO

国内助成約束の水準を超過している状態であり，農家支援制度の設計にあたって WTO 国

内助成約束を考慮する必要に迫られていることが大きな要因と考えられる。 

韓国においては，コメの支援制度は，不足払いとデカップル支払いから構成されてお

り，WTO 約束の範囲内に削減対象となる黄の政策の助成額を減少させるためにデカップ

ル支払いを利用している状況である。 

また，生産力拡大が重視されるロシアにおいては，WTO 約束はデミニミスの活用によ

り大幅に達成している状況では，生産基盤の強化に直結しないデカップル支払いのような

施策については，優先度が低下せざるを得ないと考えられる。 

EU においては，WTO ドーハ・ラウンドの交渉状況を考慮して，青の政策（補償支払

い）を緑化する必要性からデカップル支払いが導入された。それ以来，所得支持の主要な

役割を担い続けているのは，単価水準が，補償支払いの受給実績をベースに設定されたこ
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とから，所得支持として十分に高いものとなっているからであると考えられるが，公共財

の提供の機能を与えたこと（グリーン化）により，作付けする品目の選択について従来は

なかった制限を設けることとなり，デカップルの程度が低下したことに留意する必要があ

る。 

 

第２表 主要国のデカップル支払いの導入の背景，実施経過等の比較 

 導入の背景・意図 実施経過 今後の動向 

メキシコ 

1994 年

～ 

NAFTA による

自由化のため，市

場志向型農政に

転換 

価格支持を廃止し，デカップル支払いを導入。所得支

持の主要な役割を果たした。2000 年代に生産振興を

図り，不足払いを導入。2014 年，生産性向上のため

のカップル支払いに組み替え，廃止。 

WTO 約束のため

に必要でなく，再

導入の見込みはな

い 

米国 

1996 年

～ 

財政事情の悪化

に伴い，市場志向

型農政に転換 

不足払いを廃止し，デカップル支払いを導入。その

後，価格の急落により 1998～2001 年に緊急支援支

払いを実施。2002 年，デカップル支払いに追加する

形で不足払いを再導入。2014 年に廃止。 

WTO 約束のため

に必要でなく，再

導入の見込みはな

い 

中国 

2004 年

～ 

2001 年 WTO 加

盟， 

WTO約束を考慮

して政策を設計 

食糧の増産を目的としてデカップル支払いを導入。

2000 年代後半から，生産費の上昇に伴い，カップル

支払いの拡大や価格支持水準の引上げを継続的に実

施。近年，WTO 約束水準を超過している。 

WTO 約束範囲内

で十分な支援を維

持するため，デカ

ップル支払いの役

割は重要 

EU 

2005 年

～ 

WTO・DDR の交

渉状況を踏まえ

青の政策を緑化 

デカップル支払いは所得支持の主要な役割を果たし

ている。2014 年改革において，直接支払いの財源確

保のために，デカップル支払いの一部をグリーン化

（作物の多様化等を要件化）することにより正当化

（公共財の提供）。 

（英国）デカップル支払いは，所得支持効果の反面，

生産性向上や経営管理能力の向上を阻害している等

の指摘。 

新たな環境保全の

要件を検討。 

 

 

 

英国は EU 離脱後

の廃止も検討 

韓国 

2005 年

～ 

コメの MA 拡大，

WTO約束対応の

ためコメ政策を

転換 

価格支持政策を廃止し，不足払いとデカップル支払

いを導入。デカップル支払いのみでは目標支給額に

達しない場合に不足払いを支給。不足払いの目標価

格に対する補てん率は 95％以上を維持。 

WTO 約束範囲内

で十分な支援が実

施されており，継

続される見込み 

ロシア 

2013 年

～ 

2012 年 WTO 加

盟， 

WTO約束対応の

ため黄の政策を

緑化 

生産財購入費の助成施策をデカップル支払いに組み

替え。以降，短期の運転資金として利用。2014 年の

ウクライナ危機後，生産力拡大が重視され，2017 年

に支出が減少。 

短期の運転資金と

してのニーズがあ

り，限定的に維持

される見込み 

資料：筆者作成． 
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注(1) 価格所得等政策は，価格や所得の低下分等を直接支払いで補償するものや価格を支持するという政策だけで

はなく，生産財への補助，低利融資等，生産コストを実質的に引き下げることによって所得の確保を図る政策

も含めている。 

(2)  初年度の成果については玉井(2017a)を，次年度の成果については玉井(2018)を参照。 

(3)  デカップル支払いの OECD における評価については，荒幡（2014）の[付属資料１]を参照。 

(4)  本稿における「デカップル支払い」は，WTO 農業協定の附属書二 国内助成(削減に関する約束の対象からの除

外の根拠)第 6 項において「Decoupled income support」として以下とおり規定されているものとする。 

 「生産に関連しない所得支持 

(ａ) この支払を受けるための適格性は，定められた一定の基準期間における収入，生産者又は土地所有者で

あるという事実，要素の使用，生産水準その他の明確に定められた基準に照らして決定される。 

(ｂ) いずれの年におけるこの支払の額も，(a)の基準期間後のいずれかの年において生産者によって行われる

生産の形態又は量(家畜の頭数を含む。) に関連し又は基づくものであってはならない。 

(ｃ) いずれの年におけるこの支払の額も，(a)の基準期間後のいずれかの年において行われる生産に係る国内

価格又は国際価格に関連し又は基づくものであってはならない。 

(ｄ) いずれの年におけるこの支払の額も，(a)の基準期間後のいずれかの年において使用される生産要素に関

連し又は基づくものであってはならない。 

(ｅ) この支払を受けるために，いかなる生産を行うことも要求されてはならない。」 

（外務省ホームページを参照。） 

(5) オーストラリアもデカップル支払いの通報実績があるが，これは経済的に困難な状況にある生活費にも困って

いる農業者に対して社会保障給付に相当する支援を行う補助金であり，農業という事業に係る収入の一部を補

てんするという趣旨のものではないことから本稿の対象に含まないこととした。(玉井(2017b)を参照。) 

(6) メキシコにおけるデカップル支払いの導入の背景や意図については，阮 (2013), 玉井 (2017a, 2018), 

Congressional Research Service (2017)を参照。 

(7) メキシコにおけるデカップル支払いの制度の概要については，OECD, Producer and Consumer Support 

Estimates database, Country files, Mexico, Definitions and sources, USDA/ERS(2005a)を参照。 

(8) メキシコにおけるデカップル支払いの実施状況・経過については，プロマーコンサルティング(2013), 阮(2013), 

玉井(2018), OECD (2015) を参照。 

(9) メキシコの農業は，天水を利用した特に南部の自給的農業を営む小規模農家が農家数で大部分を占める一方で，

大規模農家が，特に北部の灌漑農地において商業的・企業的経営を行い，農業生産額の大半を占めているとい

う二重構造であることが特徴である。（阮(2013), OECD (2015) を参照。） 

(10) 本稿においては，デカップル支払いの価格所得等政策における位置づけの推移については，MPS を除いた

PSE におけるシェアを指標とした。PSE は，価格支持（国境措置も含む）に関連した政策と農業者に対する直

接的・間接的支払いから構成されているが，このうち，MPS については，国内政策の変更がない場合でも国際

価格と為替レートの変動の影響により大きく変動することがあるからである。（本稿で対象とする国・地域につ

いては，デカップル支払いの導入後，価格支持や国境措置について大きな変更はないものと考えられる。） 

(11) 2000 年代当初から「目標所得」政策が本格的に実施されるとともに，2004 年以降はさらに「契約栽培」政策

が実施されている。（プロマーコンサルティング(2013), 阮(2013)を参照。） 

(12) WTO (2018a)を参照。 
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(13) 米国におけるデカップル支払いの導入の背景や意図については，勝又(2018), Novak et al.(2015)を参照。 

(14) 米国におけるデカップル支払いの制度の概要については，USDA/ERS(1996, 2005b)を参照。 

(15) 米国におけるデカップル支払いの実施状況・経過については，勝又(2018)を参照。 

(16) WTO 農業協定においては，デカップル所得支持（デカップル支払い）について「いずれの年におけるこの支

払いの額も生産者によって行われる生産の形態に関連し又は基づくものであってはならない」と規定されてい

る。米国のデカップル支払いについては，対象面積における野菜と果実の生産制限が要件となっており，対象

面積に野菜と果実を作付けした場合は，デカップル支払いの支給額が当該作付面積については減額されること

となっている。つまり，野菜と果物という生産の形態に関連して支給額が増減することとなる。したがって，

米国のデカップル支払いは，WTO 農業協定上のデカップル支払いに該当しない。（中川(2004), Congressional 

Research Service (2011)を参照。） 

(17) 中国におけるデカップル支払いの導入の背景や意図については，河原(2017), 菊池(2019), 玉井(2017a, 2018), 

USDA/ERS(2013)を参照。 

(18)  最低買付価格制度については，外部参照価格の方が国内行政価格より高かったことから，WTO 国内助成の約

束の観点からは問題とならなかったものと考えられる。（WTO (2010)を参照。） 

(19)  食糧直接補助については食糧の増産，農作物優良品種補助は優良品種の普及が目的であり，農機具購入補助

は，一般の農家が直接の対象となるのではなく，農業機械を購入する農民専業合作社，農業サービス組織，一

部の大規模農家等に交付されるものであった。（菊池(2019)を参照。） 

(20) 中国におけるデカップル支払いの制度の概要については，菊池(2019), USDA/ERS(2013), OECD, Producer 

and Consumer Support Estimates database, Country files, China, Definitions and sources を参照。 

(21) 中国におけるデカップル支払いの実施状況・経過については，河原(2017), 菊池(2019), 玉井(2017a, 2018), 

USDA/ERS(2013)を参照。 

(22) PSE（MPS を除く）のうち生産補助のための直接支払い以外の主要なものは，農業資材メーカー，農業普及

事業，自然災害救済，脆弱農地の森林復元に係る補助金である。（OECD, Producer and Consumer Support 

Estimates database, Country files, China, Data および Definitions and sources を参照。） 

(23) 2018 年 4 月 9 日に黒竜江省農墾総局から発出された「2018 年耕地地力保護補助資金の支払に関する通知」

では，補助金額は 71.7 元／ムーであり，その中の中央財政支出が 14.12 元／ムー，省支出が 57.58 元／ムーと

なっている。また，補助面積は，前年の耕地地力保護補助の総量を変えないという原則に基づき，各機関が確

定するとしており，これは，2016 年に同省政府が発出した「耕地地力保護補助の指導意見」において，土地請

負経営権確定登録事業完成（2018 年末）後はその確定登録面積とするが，当面は 2003 年の農業税納税面積と

第二期請負耕地面積によるとしている。（菊池(2019)を参照。） 

(24) 2017 中国農産品貿易発展報告において，2016 年の三項補助を統合して農業支持保護補助とした改革は，政策

目標を耕地地力保護および食糧適正規模経営とし，農民への直接支払いと耕地地力保護を関係づけ，荒廃，用

途変更などの耕地を補助対象としないとして，改革後，農業補助政策が WTO の緑の政策の基準にさらに符合

するようになったとより具体的に記載されている。（菊池(2019)を参照。） 

(25) 2018 年の中央 1 号文件では，農業支持保護制度について，緑の政策の実施範囲と規模を拡大すると記載され

ているが，2015 年の中央 1 号文件，2016 年の中国の第 13 次 5 カ年計画にも同様の記載がある。また，2016

年には，とうもろこしの臨時買付備蓄制度を廃止して生産者補助制度へ移行し，2017 年には，2014 年から試

行されてきた大豆の目標価格制度を廃止して生産者補助制度へ移行した。また，2018 年には，2018 年には，
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最低価格買付制度における買付価格を小麦で初めて引き下げ，また，コメの全区分で大幅に引き下げるととも

に主産省で生産者への補助を行う等生産補助政策の大幅な見直しが行われているところであり，将来的には，

以下に見る韓国における場合と同様な政策転換が実施される可能性がある。（菊池(2019)を参照。） 

(26) EU におけるデカップル支払いの導入の背景や意図については，勝又(2016)を参照。 

(27) EU におけるデカップル支払いの制度の概要については，勝又(2016)を参照。 

(28) EU におけるデカップル支払いの実施状況・経過については，勝又(2016)を参照。 

(29) 「作物の多様化」の措置とは「10 ヘクタール超 30 ヘクタール以下の農地には 2 種類以上，30 ヘクタール超

の農地には 3 種類以上の作物を作付ける」ことである。従来は，どの品目をどのくらい生産するか自由に選択

できたが，作物の多様化の要件により品目の選択が制限されることとなる。 

(30) 次期 CAP（2021～）では，グリーン化支払いは廃止され，3 要件は Conditionality（現行 CAP のクロスコン

プライアンスから改称）に組み込まれることが決定。これに伴い，農地を「良好な農業的および環境的状態」

(GAEC: Good Agricultural and Environmental Conditions)で維持するための受給条件が拡張され，「作物多様

化」は「輪作体系（Crop rotation）」，「生態系保全用地の確保」は「非生産地の確保（Non-productive areas）」 

として基礎支払いを受給するための遵守項目となる。なお，「永年草地の維持」は名称が変わらず，同様に

Conditionality の GAEC 一要件として組み込まれる。グリーン化支払いの廃止に伴い，これに取って替わる措

置として各加盟国は“Eco-scheme”を第一の柱の財源を用いて実施せねばならない。Eco-scheme で実施される

取組は，Conditionality の GAEC 要件よりもより環境保全・気候変動対策に貢献する取組となるが，具体的に

は CAP Strategic Plan において各国の裁量で定めることができるとしている。Strategic Plan とは，CAP の

経済的，環境的，社会的側面に沿った九つの目標に関して第一および第二の柱の両方を含む包括的な戦略計画

を各国が策定するもので，実施に際しては欧州委員会の承認を得る必要がある。なお，Eco-scheme に係る措置

の実施は農家の自発的（Voluntary）な採用に任されており，この点で義務的（Mandatory）な Conditionality

とは違う。なお，Eco-scheme の支払い根拠は，①所得補償の一部（グリーン化支払いと同様）あるいは②措置

の実施による損失分の補償（第二の柱の農業環境支払いと同様）のいずれかで良いとされ，これも各国が

Strategic Plan にて根拠を示すとしている。（IEG Policy(2018), European Commission(2018)を参照。） 

(31) 桑原田(2019)を参照。 

(32) 韓国におけるデカップル支払いの導入の背景や意図については，玉井(2017a, 2018), 樋口(2018), Lim(2007), 

USDA/ERS (2016)を参照。 

(33) コメの輸入割当は 10 年間の期間を一度延長して，2014 年まで継続したが，2015 年から関税化に移行した。

（樋口(2018)を参照。） 

(34) WTO(2007)を参照。 

(35) 韓国におけるデカップル支払いの制度の概要については，樋口(2018), Lim(2007), USDA/ERS (2016)を参照。 

(36) 韓国におけるデカップル支払いの実施状況・経過については，樋口(2018)を参照。 

(37) ロシアにおけるデカップル支払いの導入の背景や意図については，長友(2017, 2019)を参照。 

(38) 融資利子助成は，短期融資と投資的融資から構成されている。短期融資は，期間が１年以内であり，毎年の作

付けや収穫の作業に必要な種子，肥料，農薬，農機用燃料等の資材購入費に充てられる。投資的融資は，期間

が１年超であり，機械・設備の更新や施設の建設費に充てられる。(長友(2017)を参照。) 

(39) 2001 年から穀物の市場介入制度も実施されてきているが，外部参照価格の方が国内行政価格より高かったこ

とから，WTO 国内助成の約束の観点からは問題とならなかった。また，運用実態から地域的な穀物の供給過剰



農林水産政策研究所 [主要国農業戦略横断・総合]プロ研資料 第 9 号（2019.3） 

 

 

- 19 - 

 

が生じた場合に販売機会を提供する役割を担ってきたと考えられ，現在まで制度に大きな変更はないまま存続

している。(長友(2017), WTO(2016)を参照。) 

(40) ロシアにおけるデカップル支払いの制度の概要については，長友(2019)を参照。 

(41) 連邦レベルの法令では，穀物等の生産について農業商品生産者を対象とすると規定されている。「住民副業経

営を営む市民」（自給が主目的）は対象外とされているので，具体的には農業組織（企業），農民経営等が対象

者となる。また，支給要件は，対象作物の作付けられた播種地が存在することとなっている。連邦構成主体レ

ベルの規定（アルタイ地方（西シベリアの春小麦主産地）の例）では，対象作物は，穀物，豆類，飼料作物と規

定されている。補助金の 1 ヘクタール当たり基礎単価は，例えば，穀物については，作物について収穫保険を

契約しており，乳牛 300 頭以上又は肉牛 200 頭以上を飼育している場合には郡ごとに 120 ルーブル～181 ルー

ブル，それ以外の場合には郡ごとに 67 ルーブル～130 ルーブルとなっている。(長友(2019)を参照。) 

(42) ロシアにおけるデカップル支払いの実施状況・経過については，長友(2019)を参照。 

(43) 2017 年の農業発展計画の実施に係る連邦の支出の見直しは，融資利子助成を，融資体制の強化を含めて拡充

するとともに，機械・設備の充実や土地改良の推進について直接的な助成を行うことを通じて，農業生産主体

による農業生産基盤への投資を促進し，生産力を拡大することに重点を置いた内容となっている。また，2017

年には，耕種農業の収益額や土壌肥沃度の指標の合計順位が最上位となる 8 連邦構成主体に対しては，補助金

を交付しないと決めている。このように連邦からの配分についても，生産性が既に高い地域ヘの配分を削減し，

デカップル所得支持以外の生産基盤の強化に直結する施策を優先する意図がうかがえる。(長友(2019)を参照。) 

 (44) ロシアにおけるデカップル支払いの今後の動向については，長友(2019)を参照。 
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第２章 土地（農地）政策の横断的分析 

１．ロシア・中国・ベトナムの土地（農地）制度 
―制度の変遷と農業構造の変化― 

 

土地・農地政策グループ  

 

１．研究の目的，体制等 

 

（１）目的 

 

土地（農地）制度は，農業生産主体の形態や農業構造のあり方と経営の形態や生産の

あり方と密接に関係する最も基本的な制度である。とりわけ，社会主義体制の下での指令

経済から市場経済への移行を行った移行経済諸国においては，改革の一環として土地（農

地）制度についても抜本的な改革が行われており，その変遷や現状を把握することは当該

国の農業を理解する上で欠かせない。 

移行経済諸国の中でも，ロシア，中国及びベトナムは，ソ連に起源を発する土地の国

公有化，農業集団化の実施とその解体という共通の歴史的経験を有し，現在はそれぞれ，

世界最大級の小麦輸出国，穀物生産・自給国，コメ輸出国として，世界の食料需給に大き

な影響を及ぼす存在となっている。これら3国の農業の今後の発展方向を考える上での基

礎的な知見として，土地（農地）制度を巡る状況を把握するとともに，その下でいかなる

農業構造が構築されてきたかを把握することは重要な意味を持つ。 

このため，これら3国を対象として，農業構造の変化との関係に着目しつつ，土地（農

地）制度を巡る経緯，現状及び今後の課題について研究することとした。 

 

（２）研究体制及び報告の公表 

 

本研究は，平成28年度から30年度の3年間，土地（農地）政策グループの3名で以下の

分担により実施した。 

・ 取りまとめ及びロシア：長友謙治 農林水産政策研究所上席主任研究官 

・ 中国：河原昌一郎 福井県立大学教授 

・ ベトナム：岡江恭史 農林水産政策研究所主任研究官 

中国については平成28年度に河原，ロシア及びベトナムについては平成29年度に長友

及び岡江がそれぞれ最初のレポートを作成・公表した。取りまとめ年度に当たる平成30

年度においては，各国担当者がその後の研究成果も含めて最終レポートを作成するととも

に，それらを踏まえた全体の総括として長友が本稿を作成した。 
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２．各国の研究成果の概要 

 

ロシア，中国及びベトナムの報告から，体制変革を経て変化する各国の土地制度と農

業構造の動向と今後の課題に着目して取りまとめると，概要は以下のとおりである。 

 

（１）ロシアの土地制度と農業構造 

 

１）社会主義体制下 

1917年にロシア革命（十月革命）が発生し，社会主義体制の確立が進められた。当初

は，土地は国有化されたものの土地利用と農業生産の主体は個々の農家だったが，スタ

ーリン体制が確立された1930年代に農業の集団化が強行された。土地利用と農業生産の

主体はコルホーズに代わり，コルホーズは五年計画による急速な工業化・国防力強化の

原資を獲得するための収奪の対象とされた。産業的な生産を担う大規模な集団農場と自

給を主目的とする住民副業経営の併存というソ連農業の基本構造は当時に始まり，その

枠組みは現在まで基本的に引き継がれている。 

 

２）市場経済移行改革 

第二次世界大戦後，復興・経済発展が進む中で，農業の位置づけは次第に保護の対象

へと変化し，農業や食料に対する財政支出が拡大する一方，1980年代が近づくころには

市民に対する食料の円滑な供給がしばしば滞り，農業改革が提唱されるようになった。 

ソ連の土地改革・集団農場改革は，1985年に発足したゴルバチョフ政権の下で開始さ

れ，エリツィン政権下のロシアで1991年のソ連解体を挟んで1990年代中頃までに実施さ

れた。農業生産主体については，コルホーズ等は解体されず法人企業（農業組織）とし

て存続し，住民副業経営も存続する一方，企業的な個人農として新たに創設された農民

経営が加わり，三重構造が形成された。多くの農地が私有化され，農民経営や住民副業

経営には具体的な土地区画の所有権が与えられたが，集団・国営農場の土地は従業員等

による「集団的持分所有」（多数の権利者が土地区画の分割なく土地を共有する形態）と

なり，集団農場等を承継する農業組織はこれを借りて農業生産を行うという独特の形態

が取られることとなった。 

 

３）新たな動きと今後の課題 

農業組織においては，2000年前後の経営難の時期を経て再編・淘汰が進み，農外の投

資家による支配やアグロホールディングによるグループ化が進行した。アグロホールデ

ィングによる農業組織のグループ化を通じ，大きなものではグループ全体で数十万haに

も及ぶ巨大な面積の土地を実質的に支配するようになっており，この過程は現在も進行

している。農民経営においても経営体の淘汰が進む一方，生き残った経営体では経営面
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積の拡大が進んでいるが，その主な手段は土地の貸借となっている。こうした動きの背

景には，私有化された農用地の大半を占める「集団的持分所有」の土地を農業組織が実

質的に支配していること，集団的持分所有地については権利関係の複雑さ，不明確さな

どから分割・売買等を通じた簡明な形での法的関係の処理が行いにくいこと等があると

考えられる。「集団的持分所有」は，限られた期間の中で，コルホーズ等の実体を農業組

織に承継させながら土地の私有化を進める上では有効な手法だったが，今後の土地関係

の安定的発展にとっては障害になる可能性をはらんでいる。 

 

（２）中国の土地制度と農業構造 

 

１）社会主義体制下 

1949年の中華人民共和国建国前後に実施された土地改革によって地主制度が廃止され

，農村の土地が農民に分配された結果，中国農村の土地所有は極めて多数の農家による

ほぼ均等な小土地所有へと移行した。その後，1950年代において農業合作化運動を通じ

て農業生産の共同化が進められ，土地その他の生産手段は集団有へと移行した。さらに

1950年代末からは合作社を統合・大規模化した上で行政機能をも取り込む形で人民公社

への移行が進められ,1962年までに安定した体制が確立した。人民公社は公社・生産大

隊・生産隊の3段階で構成され，その中で生産隊が農業の経営と土地等の所有を担った。 

 

２）市場経済移行改革 

1978年に始まった改革開放政策の下で導入された農家請負経営の普及が進んだ結果，

人民公社は存立基盤を失い解体へと向かった。公社は鄕鎮，生産大隊は村，生産隊は村

民小組へと改組され，行政機能はそれぞれに移管された。人民公社の解体は，1985年ま

でには完了した。農家土地請負経営においては，土地は村又は村民小組レベルの農民集

団が所有するものとされる一方で，その土地を利用した農業経営は個々の農家が主体と

なって行うこととなり，多数の零細農家が農業生産を担う体制が復活した。その後は農

家土地請負経営の安定的発展が重要課題となり，土地請負期間の延長（30年）や当事者

の権利義務の明確化等，制度の確立と精緻化が進められてきた。 

 

３）新たな動きと今後の課題 

中国の経済発展が進んだ結果，近年では農村労働力が過剰から不足に転換する地域も

増えてきており，農村土地の経営権を流動化して担い手たるべき経営体に集積すること

が重要となってきた。こうした状況に対応し，農民の権利を守りながら土地請負経営権

の移転を推進するため，2014年には，農村の土地に対する権利を，「所有権」（農民集団

が有する。），「請負権」（集団員として土地を請け負う権利を本質とする。），「経営権」（

農家が土地において農業経営を行う権利）の三権に分け，「経営権」のみを譲渡可能とす

る「三権分置」の仕組みが国の方針として提示され，2018年にはその法制的な具体化を
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主な目的として農村土地請負法の改正が行われている。しかし，請負権（農民の集団へ

の帰属を前提とし譲渡できない）と経営権を分離し，後者のみ譲渡可能とするという矛

盾を内在した制度の構築は難しく，制度を巡る混乱の発生が流動化の制約要因となる可

能性をはらんでいる。 

 

（３）ベトナムの土地制度と農業構造 

 

１）社会主義体制下 

1945年に成立したベトナム民主共和国（北ベトナム）においては，中国の経験に学ぶ

形で1954年から56年にかけて土地改革が進められ，地主の土地が貧農に分配された。

1958年からは農業集団化が始まり，合作社の結成と集団化水準の引上げが進められる過

程で土地は共有化された。北ベトナムの合作社化はベトナム戦争が終結する1975年まで

には完了していた。中国と比べ村落自治の伝統が強いベトナムでは，合作社と行政を一

体化する人民公社化は行われなかった。1976年の統一ベトナム発足以降，南部でも北部

と同様の政策の導入が図られたが，経済・社会の混乱を招き，市場経済との妥協を余儀

なくされた。なお統一後初の憲法である1980年憲法では、土地はすべて国有であると明

記されたが、北ベトナムでは上記のように1950年代から土地の国家管理が行われていた。 

 

２）市場経済移行改革 

農業生産における農家請負制は，1970年代に地方で始まり，1981年には中央レベルで

公認された。1986年からドイモイ政策が始まると農家請負制の導入が進み，1988年には

請負地からの農産物の自由処分が認められるようになって集団農業生産は終焉を迎えた。

農業経営における権限を縮小され合作社は解体が進み，多数の零細な農家が農業生産の

主体となる体制が復活した。土地については，所有の面では国有を維持しつつ，農民に

使用権を付与する形が採られた。土地使用権については，譲渡，賃貸借や抵当権の設定

等の処分が認められている。土地使用権の期間は，1993年を起点として，当初20年間と

され，その後50年間に延長されている。 

 

３）新たな動きと今後の課題 

ベトナムの農家の経営規模は零細であり，経営面積は，北部の紅河デルタでは90％以

上が0.5ha以下，南部のメコンデルタでも0.5～2.0ha層が40％程度，それ以下の層が50

％程度となっている。しかも土地使用権の配分に際して均等性を重視した結果，農地の

極度の細分化と分散錯圃の問題が発生していた。経営規模拡大により農業生産の合理化

を進めたい政府は，2000年代に入って交換分合を推進しているが，分散錯圃の解消はあ

る程度進んだものの，大規模経営体の形成までには至っておらず，将来に向けて引き続

き課題が残されている。 
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３．まとめ 

 

ロシア，中国及びベトナムの三国は，社会主義体制下で土地の国公有化と農業集団化

という共通の経験を持った。それはソ連で始まり，中国そしてベトナムへと伝えられて

いった。そしてこれら三国は，市場経済移行改革を通じて集団農場や土地の所有・利用

の見直しを行ったという点でも共通の経験を持っている。しかし，歴史的な経緯や経済

・社会の特性の違いなどから，集団農場や土地の所有・利用の見直しにはそれぞれの国

の個性が表れた。 

ロシアでは農地の多くが私有化されたものの，集団農場を引き継ぐ大規模な法人企業

による経営が農業生産の多くの部分を担う体制が残った。これに対して中国やベトナム

では，土地の私有化は行われなかったものの，個々の農家による土地の使用が認められ，

多数の零細農家が農業生産を担う体制が生まれた。農業集団化以前の体制への実質的な

回帰と言ってもよいだろう。 

こうした違いの背景には，市場経済移行改革を行うずっと以前の時点において，少な

い農村人口と大型機械による農業生産体系が確立していたソ連・ロシアと，市場経済移

行改革を開始した時点においては農業の機械化がまだ進展しておらず，膨大な農村人口

を抱えていた中国・ベトナムという農業構造の相違があったと考えられる（下表参照）。 

 

表 ソ連・中国・ベトナムの市場経済移行改革と農業機械化状況 

  トラクター1 台当たり穀物収穫面積（ha） トラクター1 台当たり農村人口（人） 

ソ連（1975 年） 52  44  

中国（1978 年） 174  1,422  

ベトナム（1986 年） 198  1,648  

資料：FAOSTAT より筆者作成． 

注．中国は改革開放政策を開始した 1978 年，ベトナムはドイモイ政策を開始した 1986 年，ソ連についてはそ
れらに先立つ 1975 年のデータを取った． 

 

また，集団化の実施から市場経済移行改革までの間に経過した年月の長さの違い（ロ

シアでは50～60年，中国・ベトナムでは20年～30年）も，集団化以前の体制に実質的に

戻れるかどうかに少なからず影響したであろう。1990年代のロシアには集団化以前の農

業を記憶している人はもはや少なかったはずである。 

そして，実質的に集団化以前の農業生産体制に回帰した中国とベトナムを見ても，土

地の集団所有にこだわり，土地請負経営権，三権分置と複雑な制度を構築していった中

国と，実質的に所有権に近い土地使用権を農民に付与したベトナムという違いが見られ

る。この点には，両国で歴史的に形成されてきた国家権力と農村社会との関係性の違い

が反映されていると考えられる。 

このように，各国の土地（農地）制度とその下で形成される農業構造には，各国の歴

史的，経済的，社会的な違いを反映した違いが生じている。その一方で，現在において

は，ロシア，中国，ベトナムともに市場経済移行改革から数十年を経て経済・社会の変
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化が進み，農業構造にも様々の変化が現れている。そうした現実の変化に対応して今後

とも適切な土地制度を構築していくことが求められているという点は三国に共通してお

り，その成否は今後の各国農業の発展にとって重要な意味を持つ。そうした観点から，

今後とも各国の土地制度の変化を追っていきたいと考えている。 
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２．ロシアの土地制度と農業生産主体の構造変化 

 

長友 謙治  

 

１．はじめに 

 

1991 年のソ連解体を挟んで行われたロシアの土地改革は，単なる土地制度の改革にとど

まるものではなかった。それは，約 60 年の長きにわたって続いた集団農場や国営農場，そ

してその管理下にあった農民を，市場経済下の生存競争に委ねるという劇的な社会改革だ

った。当面の土地改革や集団農場改革そのものは，1990 年代半ば頃には実質的に終了した

が，土地の所有・利用や農業生産主体の構造は，改革を出発点として，その後も変化を続け

ている。 

ロシアにおいては，近年とみに穀物生産の拡大が進み，小麦では既に世界最大の輸出国と

なった。畜産においても養鶏や養豚では輸入代替・自給がほぼ達成され，徐々に輸出も行わ

れるようになっている。今後の世界の食料需給を考える上でロシアの役割を軽視すること

はできない。そして，ロシアの農業生産拡大の背景を理解するためには，土地（農地）制度

と，その下で形成された農業生産主体による土地の所有・利用構造に対する理解が基礎的知

見として欠かせない。これが今回のプロジェクト研究においてロシアの土地制度を取り上

げた理由である。 

本章の構成は以下のとおりである。まず第 2 節においては，ロシア革命後の土地国有化・

農業集団化からソ連解体前後に行われた土地改革・集団農場改革を経て現在の土地制度が

形成されるまでの経緯を概観する。第 3 節においては，土地改革の結果として具体化され

た現在のロシアの土地法制の概要を把握する。そして第 4 節においては，ロシア土地白書

や 2006 年及び 2016 年に行われた全ロシア農業センサスの結果などに基づき，ロシアの土

地・農地を巡る現状を整理する。 

 

２．ロシアの土地改革 

 

第 2 節では，ロシア革命後の土地国有化・農業集団化から現在の土地制度が形成される

までの経緯を，ソ連解体前後の 1980 年代中頃から 1990 年代中頃にかけて集中的に行われ

た土地改革・集団農場改革に重点を置いて概観する。 

 

（１）ロシア革命後の土地国有化・農業集団化とソ連末期の再改革の開始 

 

1917 年のロシア革命（十月革命）の後，地主や貴族の所有していた土地は国有化され，
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農民にはその利用権が与えられた (1)。農民が革命に対して最も望んでいた土地の配分はこ

の時点で実現された。 

しかしスターリンが実権を握ると，1920 年代末から 1930 年代前半にかけて農業の集団

化が強行された。農業生産の主体は農家からコルホーズに変わり，土地はコルホーズが占

有・使用するところとなった。集団化の過程においては，穀物の強制的な徴発と大規模な

飢饉の発生，抵抗に対する弾圧などにより，膨大な数の農民が犠牲になった。スターリン

体制下においては，コルホーズの農業は五か年計画による急速な工業化・国防力強化の原

資を獲得するための収奪の対象とされ，コルホーズ農民は自留地での農業生産によってか

ろうじて生存を維持する状況に追い込まれた。集団農場と住民副業経営の併存というソ連

農業の基本構造は当時に始まり，その枠組みは現在まで引き継がれている。 

1945 年に第二次世界大戦が終結し，1953 年にスターリンが死去すると，後を継いだフ

ルシチョフ，更にブレジネフの下で経済の復興・成長が進んだ。その中で，農業の位置づ

けは収奪の対象から保護の対象へと代わり，政権への支持をつなぎ止める観点から国民に

対しては食料品の低価格での供給が続けられた。農業や食料に対する財政支出の拡大は，

ブレジネフ政権の終わりには国防費と並んで国家財政を圧迫するまでになるが，商品を求

める行列は市民の日常となり，「食料問題」が喧伝されるようになった。その原因として

農業生産の不振が強調され，解決策として農業改革の推進が提唱された。 

農業改革は，ブレジネフ政権最末期の 1980 年代初頭から始められ(2)，1985 年に発足し

たゴルバチョフ政権下で加速化された。目指されたのは農業生産における農民の小集団や

家族の役割の強化であり，当初の「集団請負」から 1980 年代終わりの「賃貸借請負」へ

と，農民と土地や農業機械などの生産財との結びつきを強め，経営としての主体性を高め

る方向で改革が進められた。しかし，基本的にはコルホーズ等の枠内での改革であったた

め，コルホーズの指導者等の保守的勢力からの抵抗は根強く，「集団請負」等の形式的な

普及とは裏腹に，改革の実を挙げることは難しかった。改革派は，コルホーズ等の土地を

農民に分配し，独立した農民経営を創出すべきとの主張を強めるようになる。 

ソ連邦構成共和国における土地改革の基本的な枠組みを定めるソ連土地基本法は，議会

（ソ連人民代議員大会）における改革派と保守派の論争と妥協の結果，1990 年 2 月に成立

した。同法においては，土地の私有化は認められなかったものの，「相続可能な終身土地占

有権」の下で農民経営の創設が認められた。 

 

（２）エリツィン・ロシアの土地改革 

 

ソ連土地基本法の制定後，ロシア共和国において土地改革法令が相次いで制定された。ソ

連のゴルバチョフとロシア共和国のエリツィンが改革を巡ってリーダーシップ争いを繰り

広げた当時の政治状況を反映し，その内容はソ連土地基本法が定めた枠組みを乗り越える

大胆なものとなった。 

ロシア共和国においては，土地改革の枠組みを定める法律として「土地改革法」及び「農
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民経営法」が 1990 年 11 月に，また「土地法典」が 1991 年 4 月に制定された。本稿ではこ

れらを総称して「土地改革三法」という。ロシア共和国そしてソ連解体後のロシア連邦で実

施されることになる土地改革・集団農場改革の中核となった措置は次の点だったが，特に重

要な①～③は土地改革三法で既に定められており，③と関連する措置である④は 1991 年末

のソ連解体後に実施された。 

① 土地の私的所有を認める。 

② コルホーズやソフホーズから独立した農業経営主体として農民経営の創設を進める。

農民経営に対しては，境界の画定された具体的な土地区画の所有権を与える。 

③ コルホーズ等の土地は，農民経営等に与えられたものを除いて，コルホーズの構成員等

による集団的共有の形で私有化される。土地の共有持分を与えられた構成員等には権利

証書が発給される。コルホーズ等は土地持分を賃借等する形で農業生産を継続する。 

④ コルホーズやソフホーズを改組し，法人形態を株式会社，有限責任会社，農業生産協同

組合等，市場経済の法制度に基づく私法人（「農業企業」や「農業組織」と総称される）

に改める(3)。 

これらの措置は，1990 年代半ばまで続くロシアの土地改革の過程の中で，時々の政治情

勢とも絡んで一進一退を繰り返しながら実行されていった。以下その状況を概観する。 

 

１）農民経営の創設 

農民経営の創設に当たっては，希望者に土地（境界が確定された土地区画の所有権）が分

与される。ロシアの土地改革の過程における農民経営への土地分与の方式には，基本的に次

の三つがあった(4)。 

① 農民経営希望者が，直接コルホーズ等と交渉し，その同意を得て土地分与を受ける。 

② 各地区で将来の農民経営のための「再配分土地ファンド」を形成し，申請があるごとに，

その中から土地を分与していく。 

③ コルホーズ等で働いていた者が，自分の「土地持ち分」をもらって当該農場から脱退し，

農民経営を創設する。 

1990 年 2 月のソ連土地基本法制定後，①の方式で農民経営の創設を試みる者が現れたが，

この時点では農民経営創設のための土地分与の具体的な手続きはいまだ規定されておらず，

コルホーズ等から土地分与の同意を得ることも困難で，農民経営の創設は直ちには進まな

かった。これが進展するようになったのは，1990 年 11 月にロシア共和国の土地改革法や

農民経営法が制定され，②や③の道筋が作られてからだった(5)。 

第 1 図で農民経営の創設動向を確認してみよう(6)。ロシアの農民経営の各年末現在の登録

数は，1991 年から 1993 年にかけて急速に増加しており（1990 年 4.4，1991 年 49，1992

年 182.8，1993 年 270.0，単位はいずれも千経営体），農民経営の創設はこの時期に集中的

に進んだ。これは，1990 年から 1991 年にかけてロシア共和国で土地改革三法が制定され，

農民経営創設のための根拠法令や推進体制の整備が進んだことを受けて，農民経営の創設

が進捗したことを示していると考えられる。 
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その後は農民経営の登録数の増勢が止まり，1994 年末 279.2 千経営体，1995 年末 280.1

千経営体とわずかに増加した。1996年以降はおおむね減少を続け，2006年末時点では 255.4

千経営体となった(7)。農民経営の増勢の停止は，その時期に，農業の交易条件が極度に悪化

する中で，政府の援助の削減や金利負担の上昇が重なったことが原因だったと指摘されて

いる (8)。 

 

 

 

２）コルホーズ・ソフホーズの改組とその土地の私有化 

コルホーズやソフホーズの改組とその土地の私的化の確立を巡っては，政治情勢が改革

派に有利になると急進的な措置が打ち出され，保守派の抵抗によって措置の内容が見直さ

れるという状況を繰り返しながら，徐々に改革が進められた。 

1991 年 12 月 26 日にソ連解体が決定されると，ロシアにおいては急進改革派のガイダル

副首相らの主導の下で急進的な市場経済移行政策が推進されることとなり，土地改革の分

野でも，コルホーズ及びソフホーズの緊急改組を目指して次の措置が打ち出された(9)。 

① コルホーズ等は，1992 年内に組織を改正し，ロシア共和国法に適合する形態（株式会

社，有限責任会社等の市場経済制度下の法人）に改めた上で再登録を行う。 

② コルホーズ等においては，1992 年 3 月 1 日までに土地の利用形態をロシア共和国土地

法典に定める個別所有や集団的持分所有の形に改める。地域の行政機関は，土地の持分所

有者となった市民に対し権利証書を交付する。 

③ 債務を返済できないコルホーズ等に対しては，1992 年 2 月 1 日までに破産宣告，同年

第 1 四半期のうちに清算・再生処理が行われ，財産が売却される。 

これらの急進的な措置に対してはコルホーズの指導者等が強く反発した。1992 年 2 月に

農政の最高責任者に任命されたルツコイ副大統領が集団農場の緊急改組に歯止めをかける

方針を打ち出し，農業企業の改組と再登録は当初の想定より長い期間をかけて行われるこ

ととなった。結局，1995 年初めの時点までに，ロシアの 26,900 の農業企業のうち 7 割弱
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第１図 ロシアの農民経営の推移（1990-2006：各年末現在）

農民経営に提供さ

れた土地区画の面

積：右軸（千ha）

農民経営登録数：

左軸（千経営体）

1経営体当たり土地

区画平均面積：左

軸（ha）

資料：ロシア連邦統計庁「ロシア連邦統計年鑑」2001版～2007版より筆者作成．
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の 17,300 が株式会社，有限責任会社等の新しい形態に改組した。土地所有の形態について

も，コルホーズ等として再登録された企業も含めて大部分が集団的持分所有に移行し，

1,130 万人が土地持分の所有者となった(10)。しかし，当時の改革は往々にして形式的で実体

を伴わないものだったことが指摘されている。法人形態の変更については，形式的には株式

会社や有限会社でも実質的には生産協同組合的な組織という場合が多く(11)，土地の所有形

態についても，持分所有権はコルホーズ構成員等に配分されたものの権利証書が交付され

ず，多くの農民は自分が土地の所有者になったとは認識していなかったとされる(12)。 

1993 年の 10 月事件(13)の直後にも土地改革の再加速化を目指した大統領令 (14)が発出さ

れ，土地の処分の自由を承認することや(15)，土地の持分権者に対して権利証書を交付する

ことが定められた。しかし，後述のように 1993 年 12 月に新憲法が制定され，土地の私的

所有と処分の自由が憲法上も認められたが，保守派が強い勢力を維持する議会では，新土地

法典の制定を巡る論争がその後も長期間にわたって続けられたため，この大統領令による

措置はほとんど実行に移されなかった(16)。 

新土地法典の制定が遅れ，土地法制の空白が続く状況を補完するために多くの大統領令

が発出された。そのなかでも重要なのは 1996 年 3 月，大統領選を間近に控えて発出された

大統領令 (17)であり，土地の集団的持分所有者の権利の明確化を図る観点から，ロシア連邦

政府及びロシア連邦構成主体政府に対し，持分権者に対する権利証書の発給，土地を使用す

る農業企業等と持分権者との間の土地使用契約の締結，の 2 点を 1996 年内に実現させるよ

う求めた。エリツィンが大統領選に勝利したこともあって，この大統領令はそれなりに実行

されたと指摘されている(18)。 

 

（３）ロシア連邦土地法典及び農業目的地取引法の制定 

 

1993 年憲法においては，市民による土地の私的所有が改めて確認されるとともに，所有

者による土地の処分の自由が規定された。既往の土地法令のうち 1993 年憲法の規定に矛盾

する内容をもつものは廃止又は改正を求められた(19)。最重要課題は，新しい「ロシア連邦土

地法典」の制定だった。 

状況は，ロシアの土地改革プロセスが実質的に完了し，その結果を恒久的な法制度に落と

し込んでいく段階に入ったが，土地改革を巡る改革派と保守派の対立は続いた。連邦議会に

おける土地法典案の審議では，土地，特に農地等の自由な取引を認めるか否かが最大の争点

となった。新土地法典案の連邦議会下院での審議は 1994 年に始まったが，保守派が優勢の

議会で作成される法案は，エリツィン大統領が受入可能な内容ではなく，同大統領在任中に

は新土地法典は成立しなかった。 

新土地法典が成立したのは 2001 年であり，連邦議会での審議開始から 7 年が経ってい

た。成立の背景には，チェチェン紛争への対処で国民的な支持を得て 2000 年に大統領に就

任したプーチンの下で，連邦議会下院においても，現在の「統一ロシア」につながる政権与

党の優位が確立されたことが大きく寄与していた。 
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プーチン大統領は，2000 年 1 月の年頭教書において土地法典の早期成立の必要性を強調

した。プーチンは農地等の取引を認めない下院の土地法典案には反対だったが，土地取引の

完全自由化に否定的という点では議会と立場を同じくしていた。土地法典案の議会審議の

焦点となった農地等の取引関係の規定を土地法典から外し，中道派の支持を得られるもの

とするとともに，農地等の取引については別法で対応するという対議会戦術も功を奏し，新

土地法典は 2001 年 9 月に下院， 10 月に上院で可決され，プーチン大統領の署名を経て同

月中に成立，施行された。 

土地法典から切り離された農地等の取引に関する規定については，「農業目的地取引法」

という別の法律にまとめられることになった。2002 年頃までには，議会や世論の大勢は「農

用地の取引は規制の下で容認」との方向性でコンセンサスが成立していた。農業目的地取引

法の政府案は 2002 年 2 月に下院に提出された。下院では，農地所有の上限面積を郡の 35％

から 10％に引き下げるほか，外国人には農地の所有を認めず賃貸借のみを許容するとの修

正を行った(20)。農業目的地取引法は，2002 年 6 月に下院，同年 7 月に上院で可決され，プ

ーチン大統領の署名を経て成立し，翌 2003 年の 1 月から施行された。 

 

３．ロシアの土地に関連する現行法制度 

 

（１）基本法制（憲法，民法） 

 

ロシア連邦憲法は，前述のとおり 1993 年に制定された。土地に関しては，私的所有権を

保障するとともに，所有者に土地の処分の自由を認めている。 

具体的には，第 9 条第 2 項において「土地その他の天然資源は，私有，国有，地方自治体

有その他の形態の所有の対象となる」と規定し，第 36 条において，①市民及びその団体は

土地に関する私的所有の権利を有すること，②土地その他の天然資源の占有，使用及び処分

は，環境に害を及ぼさず，他の者の権利や法的利益を害さない限り，その所有者によって自

由に行われること，③土地の使用に係る条件及び手続きは，連邦法に基づいて定められるこ

と，を規定している。 

ロシア連邦民法典は，4 部に分かれ，1994 年から 2008 年までかけて制定された。土地に

関しては，第 1 部に第 17 章「土地に対する所有権その他の物権」が置かれている。同章の

第 260 条においては，土地区画の所有権者に，法令による特段の制限のない限り土地区画

の売却，贈与，抵当権設定，賃貸等の処分の自由を認めるとの原則を定める一方で，農業目

的地については，その目的の範囲内で用いられなければならない旨を規定している。 

土地区画の売買や賃貸借等に係る法律関係は，民法典に定められる物権法や債権法の基

本原則に律せられる。一例を挙げれば，民法典第 8 条の 1 第 2 項には，「国家登記制度の下

に置かれる財産に対する権利は，当該権利の登記の時から発生する」と規定されており，登

記が土地に対する所有権等の権利の成立要件とされている。不動産の賃貸借契約について

は，民法典第 609 条第 2 項にこれを国家登記制度の下に置く旨が規定されている。 
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（２）土地法制（土地法典，農業目的地取引法） 

 

１）ロシア連邦土地法典 

ロシア連邦土地法典（2001 年 10 月 25 日付け連邦法典第 136-FZ(21)。以下「土地法典」

という）の内容は私法的な規定から行政法的な規定まで多岐にわたる。本稿の主たる関心は

農地制度にあることから，最初に土地の権利主体について確認した上で，「農業目的地」を

はじめとする土地の類型区分に関する規制について整理する。 

 

（ⅰ）土地の権利主体 

土地法典においては，第 5 条で，「土地関係の当事者」として，ロシアの土地を巡って権

利義務関係の主体となりうる者を定めている。まず「土地関係の当事者は，自然人，法人，

ロシア連邦，ロシア連邦構成主体及び地方自治体である」（第 1 項）と規定するとともに，

「外国人，無国籍者及び外国籍の法人が土地区画の所有権を取得する権利については，本法

典その他の連邦法によって定められる」（第 2 項）としている。 

外国人等による土地区画の所有権の取得に関しては，土地法典では「外国人，無国籍者及

び外国籍の法人は，連邦法に従って大統領が定めるリストに掲載された国境隣接地域，その

他連邦法で定める特別の地域においては，土地区画を所有することができない」（第 15 条

第 3 項）と規定されており，それ以外の土地については原則として外国人等にも所有権の

取得が認められると考えられるが，農業目的地については，農業目的地取引法において外国

人等は所有権を取得することができない旨が定められている。 

土地法典第 43 条第 1 項には「自然人及び法人は，本法典その他の連邦法に異なる定めの

ない限り，土地区画に対する自らに帰属する権利を自己の判断において行使することがで

きる」と規定されており，土地区画の所有者は，連邦法による規制がない限り，自らの所有

に属する土地区画について売買や賃借権の設定等の処分を自由に行うことができると解さ

れている(22)。そして，土地法典第 27 条第 3 項において「土地区画の取引に係る制限の内容

は，本法典その他の連邦法において定める」と規定した上で，同条第 6 項において農業目的

地の取引は農業目的地取引法で規制する旨を定めている。 

 

（ⅱ）土地の類型区分 

土地法典においては，土地について，その目的に応じて下記の七つの類型（категория）

を定めており（第 7 条第 1 項），ロシア連邦のすべての土地はそのいずれかに区分される。

土地はそれぞれの類型の目的に即して利用されなければならないとされており，類型区分

の変更に対しては，後述するように，土地法典その他の連邦法による規制が課されている。 

① 農業目的地（земли сельскохозяйственного назначения） 

② 都市・集落地（земли населенных пунктов） 

③ 産業，エネルギー，交通，通信，ラジオ放送，テレビ放送及び情報通信のための土地，

宇宙活動遂行のための土地，国防及び安全保障のための土地，その他特別の目的のための
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土地（ земли промышленности, энергетики, транспорта, связи, радиовещания, 

телевидения, информатики, земли для обеспечения космической деятельности, 

земли обороны, безопасности и земли иного специального назначения）（以下「産

業・国防等目的地」） 

④ 特別保護地（земли особо охраняемых территорий и объектов） 

⑤ 森林フォンド地(23)（земли лесного фонда） 

⑥ 水利フォンド地（земли водного фонда） 

⑦ 保留地（земли запаса） 

 

（ⅲ）農業目的地 

農業目的地については土地法典の第 14章に具体的な規定が置かれている。「農業目的地」

の定義は(24)，「都市・集落の境界の外にあって，農業の用に供され，又は当該目的に供する

ことを予定されている土地」と規定されている（第 77 条第 1 項）。農業目的地には，具体

的には「農用地，経営体内の道路，通信，有害な影響から土地を保全するための森林植生の

用に供される土地及び水利設備に供される土地並びに農産物の生産，保管及び一次加工の

ために用いられる建物，建築及び施設の用地」が含まれる（同条第 2 項）。 

「農用地」（сельскохозяйственные угодья）(25)については，「農用地－すなわち，耕地，

採草地，放牧地，休耕地及び多年生樹木植栽地（果樹園，ぶどう園等）は，農業目的地の中

にあって，利用における優先性を有し，特別の保護の下に置かれる」と規定されている（第

79 条第 1 項）。 

 

（ⅳ）土地の類型区分の変更 

土地法典においては，土地の類型区分の変更は，連邦あるいはその下のレベルの行政機関

が行うこととされており，具体的には，土地の所有権が属する者に応じてどのレベルの行政

機関が土地区分の変更を行う権限を有するかが定められている。 

原則としては，ロシア連邦の所有に属する土地であれば連邦政府，連邦構成主体（共和国，

地方，州など）の所有地であれば連邦構成主体の執行機関，地方自治体（連邦構成主体の下

の郡，市など）の所有地又は私有地であれば地方自治体の機関が，それぞれ土地の類型区分

の変更の権限を有するとされている。ただし，農業目的地については権限を有する機関のレ

ベルが一部で引き上げられており，地方自治体有及び私有の農業目的地については，土地の

類型区分の変更を行う権限を有するのは，地方自治体ではなく，連邦構成主体の執行機関と

されている（土地法典第 8 条第 1 項）。 

土地の類型区分の変更に係る手続きは，具体的には 2004 年 12 月 21 日付け連邦法第 172-

FZ「土地又は土地区画の類型区分の変更について」（以下「土地類型区分変更法」）(26)によ

って定められている。担当機関は関係者からの申請に対して可否の判断を行うことになる

ところ，同法では，網羅的ではないが，第 2 章（第 7 条～第 13 条）において，土地の類型

ごとに類型区分の変更が許容される場合（この場合原則は変更不可となる）や，逆に許容さ
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れない場合（原則として変更可となる）を示している(27)。農業関係では，農用地を農業目的

地以外の類型区分に変更する場合について規定があり（同法第 7 条），他の類型区分への変

更が許容される場合を下記のとおり列挙する形の規定となっている(28)。 

【土地類型区分変更法】 

第 7 条第 1 項 農用地に属する土地又はその構成部分である土地区画を，農業目的地から

他の類型区分に変更することは，以下の各号列記に係る場合に限って認められる。 

① 土地の保全 

② 特別保護自然地域の設立又は自然保護，歴史・文化，レクリエーションその他の特に

価値の高い目的の用地への土地の編入 

③ 都市・集落の境界の設定又は変更 

④ 産業施設の設置であって，その台帳価格が郡・市の平均価格を上回らない土地への設

置である場合，又はそれ以外の土地への設置となるが他に選択肢のない場合であって

本条第 2 項に定める土地への移転に該当しない場合 

⑤ 農業生産に適さない土地の森林フォンド，水利フォンド又は保留地への編入 

⑥ 道路，送電線，通信線，石油パイプライン，ガスパイプラインその他のパイプライン，

鉄道線路，その他類似の施設（以下「線状施設」という）の建設であって，線状施設の

建設中に使用された農用地の再生につき，所定の手続きに従い承認された計画を備え

ている場合 

⑦ ロシア連邦の国際的な義務の履行並びに国防及び国家安全保障の確保に関し，所要

の施設の設置について他に選択肢のない場合 

⑧ 天然資源の採掘であって，承認された土地の再生計画を備えている場合 

⑨ 社会施設，住民生活施設，保健施設又は教育施設の設置であって，他の選択肢のない

場合 

第 7 条第 2 項 農用地に属する土地又はその構成部分である土地区画であってその台帳価

格が郡市の土地の平均価格を 50％以上上回るもの及び土地法典第 79 条第 4 項に定める

特に価値のある生産性の高い農用地については，農業目的地から他の類型区分への変更

は，本条第 1 項第 3 号，第 6 号，第 7 号及び第 8 号に該当する場合を除き，これを認め

ない。 

 

土地類型区分変更法第 7 条第 1 項において，農用地を農業目的地以外の類型区分に変更

することを原則的には禁止とし，特定の場合にのみ許容することとした上で，同条第 2 項

において価値の高い農用地について類型区分の変更が認められる場合を特に厳しく限定し

ている背景には，農用地は農業生産目的を優先して利用すべきであり，特に優良な農用地は

重点的に保全すべきであるというという考え方がある。この点については土地法典第 79 条

に以下のとおり規定されている。 

【土地法典】 

第 79 条第 1 項 農用地－すなわち，耕地，採草地，放牧地，休耕地，多年生樹木の植栽地
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は，農業目的地の中にあって，利用において優先されるとともに，特別の保護の下に置か

れる。 

第 79 条第 4 項 特に価値の高い農用地，例えば，研究・教育機関の農用地，台帳価格が郡・

市の平均を上回る農用地は，連邦構成主体の法律に従って，他の目的への使用が認められ

ない土地のリストに掲載される。 

 

２）農業目的地取引法 

農業目的地取引法（2002 年 7 月 24 日付け連邦法第 101-FZ「農業目的地の取引につい

て」）(29)は，土地法典第 27 条に基づき農業目的地の取引に係る規制について定める特別法

である。主な内容としては，農業目的地の所有に係る規制，取引（売買，賃貸借等）に関す

る規制，共有持分権に関する規制などがあるので，本稿執筆時点における最新（2018 年 12

月 27 日付けロシア連邦法第 503-FZ による改正後）の条文に即して，以下順次その詳細を

見ていこう。 

 

（ⅰ）農業目的地取引法の適用範囲等 

農業目的地取引法においては，農業目的地に含まれる土地区画の所有や利用に係る関係

を規制するとともに，農業目的地に含まれる土地区画や土地区画の共有持分の取引に適用

される規則を定めている（農業目的地取引法第 1 条第 1 項）。 

ただし，農業目的地取引法は，すべての農業目的地に適用されるわけではない。農業目的

地に含まれる土地区画であっても，住民副業経営などに用いられている土地区画には適用

されない(30)。これらの土地区画の取引については，農業目的地取引法ではなく土地法典の

規定が適用される（農業目的地取引法第 1 条第 1 項）(31)。 

 

（ⅱ）農業目的地の所有に関する規制 

外国人や外国法人，あるいはロシア法人であってもその定款資本金に対する外国人等の

持分割合が 50％を超える法人については，農業目的地の所有は原則として認められない(32)。

一方，これらの者が所有者との賃貸借契約を通じて農業目的地を使用することは認められ

ている（農業目的地取引法第 3 条）。 

農業目的地の所有権を取得することができる者であっても，その所有には一定の制限が

課されている。重要と考えられるのは，所有できる農用地の上限面積に関する規制である

(33)。農業目的地取引法第 4 条第 2 項においては，「一の郡内において一の自然人又は法人が

所有できる農用地の総面積の上限は，当該土地区画の譲渡及び（又は）取得の時点において

当該郡内にある農用地の総面積の 10％を下回らない範囲で連邦構成主体が定める」と規定

し，具体的な基準の設定を連邦構成主体に委ねている(34)。 

連邦構成主体における具体的な規制の一例としてヨーロッパ・ロシア南西部の主要農業

生産地域の一つであるヴォロネジ州を取り上げる。同州においては，農用地所有の上限に係

る規定は，2008 年 5 月 13 日付けヴォロネジ州法第 25-OZ「ヴォロネジ州の領域における
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土地関係の規制について」第 11 条第 6 項に定められている。ヴォロネジ州には 31 の郡が

あるが，原則としては，一の自然人又は法人が一つの郡で所有できる農用地の総面積の上限

は，郡の総農用地面積の 25％と定めている。例外的に三つの郡については，郡の総農用地

面積の 25％を超える値で基準を設定している（ニジネデヴィツク郡 50％，カンテミロフカ

郡 40％，ヴォロビョフカ郡 30％）(35)。 

外国人等に対する農業目的地の所有の禁止，あるいは，農用地の所有面積に係る上限規制

への違反が判明した場合においては，違反者は土地区画を処分することを求められる。連邦

構成主体の機関は，これらの規制に対する違反の事実を知った日から 1 月以内に，当該土

地区画を競売によって売却することを求める訴訟を提起するものとされている（農業目的

地取引法第 5 条第 2 項）。そして，当該土地区画を取得する意向を表明する者がいない場合

には，連邦構成主体（連邦構成主体法で定める場合には地方自治体）は当該土地区画を市場

価格で取得しなければならないとされている（同条第 3 項）。 

ただし，こうした農用地の所有面積に係る上限規制については，複数の農業企業（それぞ

れは別々の法人格を有する）を傘下に収める親会社が，一つの郡内において複数の傘下企業

に農地を所有させる形で，上限規制を実質的にすり抜けることが可能となっているとも指

摘されている(36)。 

 

（ⅲ）農業目的地の取引に関する規制 

農業目的地に含まれる土地区画の売買に当たっては，連邦構成主体（連邦構成主体法で定

める場合には地方自治体）に先買権が認められている（農業目的地取引法第 8 条第 1 項）。 

このため，農業目的地に含まれる土地区画を売却しようとする者は，連邦構成主体の最高

執行機関又は地方自治体の機関に対して，土地区画の価格，面積及び所在地等を示した書面

をもって，当該土地区画を売却する意向を通知しなければならない（同条第 2 項）。 

そして，連邦構成主体又は地方自治体が，当該土地区画を購入しない場合，又は通知が到

達した日から 30日以内に土地区画の売却者に対して書面で購入の意思を通知しない場合に

おいては，土地区画の売却者は，1 年の間，通知に示した金額を下回らない価格で土地区画

を第三者に売却する権利を有するとされている（同条第 3 項）。 

農業目的地に含まれる土地区画の賃貸借については，国家登記を経た土地区画は，持分所

有に属するものも含め，賃貸借に供することができるとされている（同法第 9 条第 1 項）。

賃貸借契約上の義務を適切に履行した賃借人は，法律又は賃貸借契約に異なる定めのない

限り，賃貸借契約期間の満了時において，同等の条件で賃貸借契約を更新する優先的な権利

を有するとされている（同条第 5 項）。このように，農業目的地に含まれる土地区画の賃貸

借については，所有権の売買と比較して自由に行うことができるとともに，賃借人の利益に

対しても一定の考慮が払われている。 

 

（ⅳ）農業目的地の共有持分権に係る規制 

ソ連時代には，コルホーズやソフホーズが占有・使用する土地は，無償・無期限の使用が
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認められた国有地だった。こうした土地は土地改革の過程でコルホーズの構成員等の集団

所有とされ，構成員等に共有持分権が配分されたが，留意すべきは，配分された共有持分権

は，それまでコルホーズ等が占有してきた土地を多くの者が所定の割合で共有する抽象的

な持分権であり（まれに割合が定められない場合もある），個人ごとに土地の具体的な区画

を特定した所有権ではなかったことである。 

多数の者が集団で共有する農業目的地については，共有持分権の行使に当たって持分権

者間の調整が不可欠であり，単独での権利行使は難しいことから，農業目的地取引法にはこ

れを前提として権利義務関係を処理するための規定が設けられている。一方，集団所有の農

業目的地の共有持分権については，その賃貸借契約の取扱いや権利者が不明となってしま

った共有持分権（権利行使のない土地持分）の処理といった土地改革の経緯とも関係する重

要な問題があり，これらに対応した規定も設けられている。以下具体的に見て行こう。なお，

共有持分権の賃貸借契約の取扱いや権利行使のない土地持分の処理については，ここでは

現行の農業目的地取引法の規定内容に絞って記述し，その実態については第 4 節で改めて

記述する。 

 

ⅰ）農業目的地の共有持分権の行使に係る現行法の規定 

農業目的地に含まれる土地区画の共有持分の取引に対しても民法典の規定（共有一般に

ついて規定した第 16 章など）が適用されるが，農業目的地に含まれる土地区画の持分権者

の数が 5 人を上回る場合においては，民法典の規定は農業目的地取引法第 12 条，第 13 条

及び第 14 条に定める特例に留意して適用される（農業目的地取引法第 12 条第 1 項）。 

持分所有に属する農業目的地の占有，利用及び処分は，原則として持分権者総会の決定に

基づいて行うこととされている（同法第 14 条） 

農業目的地の共有持分権者は，原則として，土地持分に基づいて土地区画の分割を行った

後でなければ，自己の判断で持分を処分することができない。ただし，持分権を持分所有に

係る土地区画を使用している農業組織や当該土地区画に係る他の共有持分権者に譲渡する

ことなど，当該土地区画を巡る法的関係に本質的な変更を加えない処分は，土地区画の分割

を行わなくても自己の判断で行うことができ，他の持分権者への通報も要しないとされて

いる（農業目的地取引法第 12 条第 1 項，第 2 項）。 

農業目的地に含まれる土地区画の持分権者は，自ら有する土地持分に基づき土地区画の

分割を求める権利を有しており，土地区画の分割・形成は，持分権者総会の決定に基づいて

行われる（同法第 13 条第 3 項）。 

 

ⅱ）農業目的地の共有持分権の賃貸借の取扱い 

農業目的地取引法制定前には，土地の共有持分権を対象として賃貸借契約を締結するこ

とができ，土地改革の初期には広く行われていた(37)。しかし，農業目的地取引法においては

農業目的地の共有持分権は賃貸借契約の対象として認められないこととなった。同法で認

められたのは国家登記簿に登記された土地区画の賃貸借であり（同法第 9 条第 1 項），賃貸
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借契約の対象となりうるのは境界が画定された具体的な土地区画に限られた。  

これに伴い，農業目的地取引法制定前に締結された土地の共有持分権の賃貸借契約は，民

法典及び農業目的地取引法第 9 条第 2 項(38)の規定に適合するように措置されなければなら

ないとされた（同法第 16 条第 1 項）。これに対応するためには，例えば最も一般的と思わ

れる，農業組織がかつてのコルホーズ構成員等（やその相続人）の集団所有に属する土地を

使用する場合においては，対象となる土地区画すべてについて，境界画定が必要であればこ

れを行い，登記を完了した上で，持分権者総会から委任を受けた代表者と農業組織の間で土

地区画の賃貸借契約を締結し，当該賃貸借契約の登記を行わなければならないこととなっ

た。こうした措置は，現行の農業目的地取引法では「本法施行の日（筆者注：2003 年 1 月

28 日）から 8 年以内」に行うこことされている（同法第 16 条第 1 項）(39)。 

 

ⅲ）権利行使のない土地持分の処理 

共有持分権については，土地改革の過程での混乱やその後の年月の経過などによって権

利者が不明となってしまったものも少なくない。このような共有持分権の処理については

2010 年の改正で追加された農業目的地取引法第 12 条の 1 に規定されている。 

同条においては，自然人の所有に属する土地持分であって，当該自然人が 3 年以上の期

間継続して賃貸借に供さず，その他の態様においても使用していない土地持分は，それが登

記されている場合を除き「権利行使のない土地持分」(40)として認定することができるもの

とされている（同条第 1 項）。また，土地改革の過程で行われた農用地の私有化に関する地

方自治体の決定の中で持分権者に関する情報が示されていない土地持分についても同様で

ある（同条第 2 項）。 

農業目的地取引法第 12 条の 1 に定める権利行使のない土地持分の認定手続きは，概略以

下のとおりである。 

まず，持分所有に属する土地区画の所在する市町村の機関は，その土地持分が権利行使の

ない土地持分とされる可能性のある者のリストを作成し，これを一定の期間公示するとと

もに，持分権者総会の承認を受けるものとされる。 

自分が根拠なくリストに掲載されていると考える者は，市町村の機関に書面で異議を提

出するとともに，持分権者総会において自己の権利を主張することができる。当該リストが

持分権者総会で承認されれば，それ以降，当該リストに掲載された土地持分権者は権利を行

使していないものとみなされる。持分権者総会が所定の期間内に決定を行わない場合には

市町村において当該リストを承認する。 

市町村の機関は，以上の手続きによって権利行使がないものと認められた土地持分につ

いて，市町村が所有権を有することを承認するよう求める訴えを裁判所に提起することが

でき，裁判の結果，土地持分の所有権が市町村に属することが確定した後には，当該土地区

画をしかるべき農業生産者に再配分する等により，当該土地区画の適切な利用を図ってい

くことになる。 
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（３）農業生産主体に係る法制度 

 

土地制度と関連の深い農業生産主体に係る法制度についても簡単に整理しておく。 

 

１）農業組織 

コルホーズやソフホーズについては，前述のとおり，1991 年 12 月大統領令を受けて組

織形態を市場経済下の法人組織に改める措置が講じられた。コルホーズ等の後継組織は農

業組織と総称されている。農業組織の法的形態は，2000 年代に外部からの投資やインテグ

レーションの進展などを背景として，「組合から会社（特に非公開型の会社）へ」という変

化が進んだ。農業組織の法人形態別構成比は，2003年においては農業生産協同組合50.4％，

有限責任会社 15.2％，閉鎖型株式会社 10.3％，公開型株式会社 5.5％だったが，2011 年に

は有限責任会社 49.8％，農業生産協同組合 27％，閉鎖型株式会社 7.3％，公開型株式会社

6.2％へと変化している(41)。 

これらの法人形態については，現行法ではロシア連邦民法典に根拠が置かれている(42)。

民法典第 4 章第 2 節（第 66 条～第 106 条）には商事会社に関する規定が置かれ，合名会

社，合資会社，有限責任会社，株式会社（公開型及び閉鎖型）等の組織が定められている。

また同章第 3 節（第 107 条～第 112 条）には生産協同組合に関する規定が置かれている。 

 

２）農民経営 

ロシアの農民経営の最初の根拠法は，1990 年に制定された「ロシア共和国農民経営法」

だった。現行の根拠法は，2003 年 11 月 6 日付けロシア連邦法第 74-FZ「農民（フェルメ

ル）経営について」（以下「現行農民経営法」）である(43)。 

現行農民経営法においては，農民経営は「血族及び（又は）姻族関係によって結びつき，

共有の財産を有し，共同で，自ら従事して生産その他の事業活動（農産物の生産，加工，保

管，輸送及び販売）を行う市民の結合体」と定義されている（農民経営法第 1 条第 1 項）。 

ロシア共和国農民経営法においては，農民経営は法人とされていたが，現行農民経営法に

おいては，農民経営は法人を形成することなく事業活動を行う旨規定されており（第 1 条

第 3 項），農民経営は法人格を有さない。一方，現行農民経営法においては，国家登録を行

うことが農民経営としての成立要件とされている（第 5 条）。 

 

３）住民副業経営 

現行の根拠法は，2003 年 7 月 7 日付けロシア連邦法第 112-FZ「住民副業経営について」

である(44)。同法において，住民副業経営は，「農産物の生産及び加工に係る非企業的な活動

の形態」（第 2 条第 1 項）であり，「市民により，また市民とその家族構成員との協力によ

り，個人消費を充足する目的で，住民副業経営を営むために提供され及び（又は）取得され

た土地区画において営まれるものである」（同条第 2 項）と定義されている。そして「市民

は土地区画に係る権利の国家登記を行ったときから住民副業経営を行う権利を有する。住
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民副業経営の登録は求められない」（同法第 3 条第 2 項）とされている。このように，住民

副業経営の存在は，これを営むために分与された土地の登記をもって確認され，農民経営と

は違って経営体そのものの登録は求められていない。 

 

４．ロシアの土地（農地）を巡る現状と変化 

 

（１）ロシア土地白書に見る現状と変化 

 

ロシアの土地を巡る現状については，ロシア連邦経済発展省に置かれた連邦登記・台帳・

地図作成庁が「ロシア土地白書」を毎年公表しているので，本稿執筆時点で最新のロシア土

地白書 2016 年版（数値は 2017 年 1 月 1 日現在）で現状を整理するとともに，過去の土地

白書からここ 10 年の変化を把握する。 

 

１）ロシアの土地の類型・地目区分別面積 

ロシア連邦の土地の総面積は 17 億 1,252 万 ha である(45)。最初に，ロシア連邦土地法典

に定める類型区分別の土地面積を見ると，農業目的地 3 億 8,361 万 ha（22.4%），都市・集

落地 2,038 万 ha（1.2%），産業・国防等目的地 1,742 万 ha（1.0%），特別保護地 4,725 万

ha（2.8%），森林フォンド地 11 億 2,626 万 ha（65.8%），水利フォンド地 2,807 万 ha（1.6%），

保留地 8,953 万 ha（5.2%）となっている。最大の面積を占めるのが森林フォンド地，次い

で農業目的地で，両者合計でロシアの土地全体の 88.2%に達する(46)。 

次に，地目（угодья）区分別の土地面積を見てみよう(47)。地目は，大きく「農用地」

（сельскохозяйственные угодья）と「非農用地」（несельскохозяйственные угодья）に

分けられる。さらに「農用地」は，耕地，休耕地，多年生樹木植栽地，採草地，放牧地に分

けられる。また，「非農用地」は，林地，林木植栽地，道路敷地，建物敷地，水底地，沼沢

地，荒廃地，その他の土地に分けられる(48)。農用地の総面積は 2 億 2,204 万 ha であり，内

訳は，耕地 1 億 2,271 万 ha，休耕地 492 万 ha，多年生樹木植栽地 190 万 ha，採草地 2,402

万 ha，放牧地 6,849 万 ha である。また，「非農用地」の総面積は 14 億 9,049 万 ha であ

り，内訳は，林地 8 億 7,071 万 ha，林木植栽地 2,631 万 ha，道路敷地 811 万 ha，建物敷

地 606 万 ha，水底地 7,229 万 ha，沼沢地 1 億 5,454 万 ha，荒廃地 106 万 ha，その他の

土地 3 億 5,149 万 ha となっている(49)。 

ある類型区分に含まれる土地の内訳を地目で区分することもできる。第 1 表で類型区分

「農業目的地」の地目別内訳を見てみよう。農業目的地の総面積 383.6 百万 ha のうち，農

用地は 197.7 百万 ha（農業目的地の 51.5％）を占めている。農用地の内訳は，耕地 116.2

万 ha（農用地の 58.8％），休耕地 4.4 百万 ha（同 2.2%），多年生樹木植栽地 1.2 百万 ha

（同 0.6%），採草地 18.7 百万 ha（同 9.5%），放牧地 57.2 百万 ha（同 28.9%）である。農

業目的地から農用地を除いた残りの 186 百万 ha（同 48.5％）は，林地，林木植栽地，道路

敷地，建物敷地，水底地，その他の土地で構成されている(50)。 
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第１表 農業目的地の内訳（2017 年 1月 1日現在） 
土地の種類 面積（百万 ha） 構成比（%） 

計 383.6  100.0  

農用地 197.7  51.6  

内
訳 

耕地 116.2  58.8  

休耕地 4.4  2.2  

多年生樹木植栽地 1.2  0.6  

採草地 18.7  9.5  

放牧地 57.2  28.9  

林地 24.7  6.4  

林木植栽地 19.2  5.0  

道路敷地 2.3  0.6  

建物敷地 1.1  0.3  

水底地 13.1  3.4  

その他の土地 125.4  32.7  

資料：ロシア土地白書 2016 年版 13 頁表 1.3 を筆者が和訳の上体裁を整えたもの． 

 

ロシア連邦の地目「農用地」の総面積が 222.0 百万 ha であるのに対し，類型区分「農業

目的地」内の地目「農用地」の面積は 197.7 百万 ha であり，両者の間には 24.3 百万 ha の

差がある。これは「農業目的地」以外の類型区分に含まれる農用地の面積の計である。例え

ば，類型区分「都市・集落地」には 8.7 百万 ha の農用地が含まれており，都市・集落地の

総面積 20.4 百万 ha の 42.9%を占めている。 

 

２）ロシアの土地の所有権の帰属－類型区分別状況 

ロシア連邦の土地を，類型区分別・所有別に整理したものが第 2 表である。 

土地を所有権の帰属先で見ると，ロシア連邦の総土地面積 17 億 1,252 万 ha のうち，国

公有（国又は地方自治体の所有）地が 15 億 7,910 万 ha（92.2％）と圧倒的に多く，私有地

は 1 億 3,342 万 ha（7.8％）にとどまる。 

 

第２表 ロシア連邦の土地の類型区分別・所有別賦存状況（2017 年 1 月 1日現在） 

類型区分 総面積（万 ha） うち国公有地面積 私有地面積 
私有地割合

（%） 

計 171,252  157,935  13,317  7.8  

農業目的地 38,361  25,563  12,798  33.4  

都市・集落地 2,038  1,550  488  23.9  

産業・国防等目的地 1,742  1,713  29  1.7  

特別保護地 4,725  4,724  1  0.0  

森林フォンド地 112,626  112,626  0  0.0  

水利フォンド地 2,807  2,807  0  0.0  

保留地 8,953  8,952  1  0.0  

資料：ロシア土地白書 2016 年版 46-47 頁表 1.11（国公有地面積）及び 170-171 頁付表 1（総面積）より筆者作
成．私有地面積及び割合は筆者計算（私有地面積＝総面積－国公有地面積）． 

 

類型区分別の私有地の面積は，農業目的地に属するものが１億 2,798 万 ha，都市・集落

地に属するものが 488 万 ha，産業・国防等目的地に属するものが 29 万 ha であり，類型区

分の土地の総面積に占める私有地の割合は，農業目的地が 33.4%，都市・集落地が 23.9%，
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産業・国防等目的地が 1.7%となっており，最も私有地の割合が高い農業目的地でも，全体

の 3 分の 2 は国公有地である。特別保護地，森林フォンド地，水利フォンド地，保留地につ

いては，私有地はごくわずかで，ほぼすべてが国公有地となっている。 

また，同表から私有地の総面積 1 億 3,342 万 ha に対する各類型区分の私有地の割合を見

ると，農業目的地に属する私有地（１億 2,798 万 ha）が私有地総面積の 95.9%を占めてい

るのに対し，その他は都市・集落地に属する私有地（488 万 ha）が 3.7%，産業・国防等目

的地に属する私有地（29 万 ha）が 0.2%とわずかである。次項で見るように，都市・集落

地に属する私有地の大半も，実は住民副業経営等の農業生産主体の所有となっていること

を考えると，1990 年代のロシアの土地改革は，実質的には農業部門に限定された土地改革

だったと言うことができる。 

 

３）ロシアの私有地の所有構造－農業目的地に着目した現状の把握 

ロシア連邦に存在する私有地について，主な類型区分別，所有者別に現状（2017 年 1 月

1 日現在）を整理したものが第 3 表である。 

 

第３表 ロシア連邦の私有地の内訳（2017 年 1月 1 日現在） 

  
私有地の総

面積 

自然人所有地の面積 

自然人所有地
計 

集団所有計 
集団所有内訳 

集団的持分所有 集団的共有 

全類型区分（万 ha）（1） 13,317.1  11,406.5  8,617.5  8,556.5  61.0  

うち農業目的地（万 ha）（2） 12,798.0  10,974.1  8,611.7  8,550.9  60.8  

同，都市・集落地（万 ha）（3） 487.7  427.8  5.3  5.1  0.2  

農業目的地に属する私有地の構

成比（%）（4） 
100.0  85.7  67.3  66.8  0.5  

都市・集落地に属する私有地の
構成比（%）（5） 

100.0  87.7  1.1  1.0  0.0  

  

自然人所有地の面積 

個別所有計 

個別所有内訳 

農民経営 
農産物生産を
行う個人企業 

住民副業経営 
農産物生産を行

う市民 
菜園 

（1） 2,789.0  568.0  108.2  606.8  1,420.3  85.8  

（2） 2,362.5  566.3  107.3  295.3  1,332.6  60.9  

（3） 422.6  1.6  0.9  311.5  83.6  24.9  

（4） 18.5  4.4  0.8  2.3  10.4  0.5  

（5） 86.6  0.3  0.2  63.9  17.1  5.1  

  

法人所有地の面積 

  

法人所有計 

内訳 

農業目的地
の持分権 

農業組織 
法人格を有す
る農民経営 

非農業企業 
・その他 

（1） 1,910.6  131.5  1,525.3  169.0  84.8  

（2） 1,823.8  131.5  1,511.1  168.4  12.9  

（3） 59.9  0.0  13.6  0.6  45.8  

（4） 14.3  1.0  11.8  1.3  0.1  

（5） 12.3  0.0  2.8  0.1  9.4  

資料：ロシア土地白書 2016 年版 43 頁表 1.10 を筆者が要約したもの． 
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同表に示すとおり，ロシアの私有地のほとんどは類型区分では農業目的地に属しており，

一部が都市・集落地内で特定の主体によって所有される構造になっている。このため，農業

目的地について考察することを通じてロシアの私的土地所有の基本的な構造を把握し，必

要な場合に都市・集落地についても併せて考察することによって全体の理解を深めること

としたい。 

 

（ⅰ）農業目的地の私的所有の大枠 

農業目的地に属する私有地の総面積は，1 億 2,798 万 ha である。このうち自然人の所有

地が 1 億 974 万 ha で，農業目的地に属する私有地全体の 85.7%を占める（以下に示す構成

比は，原則として農業目的地に属する私有地全体に対する割合）。これに対し，法人の所有

する農業目的地の総面積は 1,824 万 ha（14.3%）である。 

自然人の所有は，さらに集団所有と個別所有の二種類に分類される(51)。集団所有は，多数

の自然人の集団による土地の共有であり，個別所有は，境界の画定された土地区画を，一人

の自然人が所有する（又は少数の自然人が共有する）ものである(52)。これらに属する農業目

的地の面積は，集団所有が 8,612 万 ha（67.3％），個別所有が 2,362 万 ha（18.5％）とな

っている。既に見たように，ロシアの土地改革における土地の私有化は，農業目的地の私有

化とほとんどイコールだが，私有の農業目的地の中で 3 分の 2 を上回る最大の割合を占め

ているのは自然人による集団所有である。 

 

（ⅱ）自然人による農業目的地の所有 

ⅰ）集団所有 

集団所有は，ソ連時代にはコルホーズ等が占有・使用していた国有地を，土地改革の過程

でコルホーズの構成員等の集団に共有させる形で私有化したものである。 

第 3 表に示すとおり，集団所有には集団的持分所有と集団的共有という二つの形態があ

る。両者の違いは，集団的持分所有では共有者の持分割合が定められているのに対し，集団

的共有では持分割合の定めがない点にあるが，共有者ごとに具体的な土地区画が特定され

ていないことは両者に共通している。農業目的地の面積で見ると，集団所有のほとんどは集

団的持分所有の形を取っており，集団的持分所有の 8,551 万 ha（農業目的地に属する私有

地の 66.8％）に対し，集団的共有は 61 万 ha（同 0.5％）とわずかである。 

集団所有の対象となっている土地については，共有している自然人との契約を通じて，農

業組織がこれを使用し，農業生産を行っている場合が多いと考えられるが，問題となるのは

その契約の形態である。前述のとおり，農業目的地取引法においては農業目的地の共有持分

の賃貸借契約を認めず，これを土地区画の賃貸借契約に改めることを求めた。この対応は同

法の施行（2003 年）から 8 年以内に行われなければならないとされているので，2019 年の

現時点においては「土地の共有持分の賃貸借」はすべて「土地区画の賃貸借」に切り替えら

れ，賃貸借契約は登記されているはずである。しかし，実際には農業組織の多くは土地区画

の賃貸借契約への切替えも賃貸借契約の登記も行わず，共有持分権の賃貸借契約のままで
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土地を使い続けていると指摘されている(53)。 

ロシア土地白書 2010 年版（数値は 2011 年 1 月 1 日現在）によれば，農業組織が占有す

る集団所有地の総面積 100.8 百万 ha，共有持分権者数 9.4 百万人のうち農業目的地取引法

施行後に登記されたものは，面積で 19.1 百万 ha，共有持分権者数で 0.4 百万人と一部に

限られており，共有持分権の賃貸借契約から土地区画の賃貸借契約への切替えと賃貸借契

約の登記が進んでいない状況が示されている(54)。 

また，集団的持分所有とされる農業目的地については，その少なからぬ部分が「権利行使

のない土地持分」となっている。その発生原因としては，土地改革の過程で交付されるはず

の権利証書が交付されなかった場合や，持分権配分後の長年月の経過に伴い持分権者の移

住や死亡が発生する中で権利者が不明になった場合などが考えられる。前述のとおり，この

問題の改善を図るため，2010 年の農業目的地取引法改正で第 12 条の 1 が追加された。権

利行使のない土地持分の総面積は，法改正直後の 2011 年 1 月 1 日現在では 2,396 万 ha（集

団的持分所有に属する農業目的地の 23.9％）だったが，2017 年 1 月 1 日現在では 1,663 万

ha（同 19.4%）となっている。権利行使のない土地持分は減少を続けているが，その総面積

は依然として大きい。 

 

ⅱ）個別所有 

個別所有は，一人あるいは少数の自然人が，土地の持分ではなく，境界の画定された土地

区画を所有するものであり，土地改革の過程で具体的な土地区画の分与を受けて形成され

たものである。ここでは，「農民経営」と「住民副業経営」に着目したい。 

 

（a）農民経営 

第 3 表においては，農民経営を二つの類型に分けて掲載している。第一の類型が現行農

民経営法に基づく法人格を有さない農民経営である。これが所有する土地の面積は，同表で

は「自然人所有地の面積」の中の「農民経営」に掲げられており，農業目的地は 566 万 ha

（全類型区分の土地では 568 万 ha）となっている。 

第二の類型は法人格を有する農民経営である。これは既に廃止されたロシア共和国農民

経営法（旧農民経営法）において，農民経営は法人格を有するとされていたことの名残であ

る(55)。第二の農民経営が所有する土地の面積は，第 3 表では「法人所有地の面積」の中の

「法人格を有する農民経営」に掲げられている。所有する農業目的地の面積は 168 万 ha で

あり，それ以外の類型の土地の所有はわずかである。 

後ほど見る全ロシア農業センサスで「農民経営」と呼ばれるのは，第一と第二の農民経営

を合わせたものなので，両者が所有する土地の面積の合計を示すと，農業目的地では 735 万

ha（全類型区分の土地では 737 万 ha）となる。農業目的地に属する私有地の総面積に占め

る割合は 5.7％にとどまる。 

なお，全ロシア農業センサスなどの統計で第一と第二の農民経営に準じるものとして扱

われるのが「個人企業」である。ロシア土地白書では「農産物生産を行う個人企業」がこれ
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に当たると思われる(56)。第 3 表に示すとおり，「農産物生産を行う個人企業」の所有する農

業目的地の土地の面積は 107 万 ha（全類型区分の土地では 108 万 ha）である。第一と第

二の農民経営にこれを加えても，所有する農業目的地に属する私有地の合計面積は 842 万

ha であり，私有農業目的地の総面積の 6.6％にとどまる。農民経営の創設はロシアの土地

改革の最重要課題の一つだったが，土地の所有面積という観点からは，ロシアの農業生産主

体の中で農民経営が占める割合は，現状においても小さい。 

一方，ロシア土地白書においては，農民経営（第一＋第二）に限定して，土地の占有・使

用面積を示している（数値は全類型の土地の値で，農業目的地のみの値は示されていない）。

これによると，農民経営（第一＋第二）が占有・使用する土地区画の総面積は 1,850 万 ha

である。このうち私有地の面積が 737 万 ha とされ，これは上述した第一と第二の農民経営

が所有する全類型区分の土地の面積と一致している。残りの 1,113 万 ha は，すべて国公有

地を賃貸借等の形で使用しているものである(57)。 

このロシア土地白書のデータから，農民経営は国公有地の賃貸借等を通じて自己所有地

以上の面積の土地を確保していることがわかる。他方，農民経営は当然ながら私有地も借り

ていると思われるが，土地白書では言及されていない。この点については全ロシア農業セン

サスのデータが参考になると思われるので，後ほど確認したい。 

 

（b）住民副業経営 

第 3 表には，土地を個別所有する自然人の類型として，前述の農民経営や個人企業のほ

かに，「住民副業経営」，「農産物生産を行う市民」，「菜園」を掲げている。これらは，いず

れも「自給を主目的とする農業生産主体」という点において共通性を有し，企業的な農業生

産主体とされる農民経営等とは別のカテゴリーにまとめられる(58)。ここでは，住民副業経

営法に根拠をもち定義が明確な「住民副業経営」を取り上げる。 

第 3 表に示すとおり，住民副業経営の所有する土地の面積は，全類型区分の土地で見る

と 607 万 ha である。そのうち農業目的地に属するものが 295 万 ha であるのに対し，都

市・集落地に属するものが 312 万 ha で，都市・集落地に属する土地の方が多くなっている

ことが特徴である 

ロシア土地白書においては，農民経営と同様に，住民副業経営による土地の占有・使用状

況の数値（全類型の土地の値）を示している。これによると，住民副業経営の占有する土地

の総面積は 799 万 ha である。このうち私有地が 607 万 ha であり，前述の住民副業経営が

所有する全類型区分の土地の面積と一致している。残りの 192 万 ha は賃貸借等を通じて使

用する国公有地である(59)。農民経営と比べて，自ら所有する土地の面積に対して賃借等し

ている国公有地の面積が小さいが，これは企業的な農民経営と自給を主目的とする住民副

業経営の性格の違いによるものであり，後者における経営規模拡大志向の低さを示すもの

であろう。 

なお第 3 表は，都市・集落地に属する私有地の 86.6％は，「住民副業経営」，「農産物生産

等を行う市民」及び「菜園」という，何らかの農業生産を目的とする者に所有されているこ
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とも示している。その多くでは農業生産が行われていると考えられるので，ロシアにおいて

は，農業生産に用いられていない市街地の場合，そのほとんどは国公有地であって私有地は

わずかしかない，ということになる。 

 

（ⅲ）法人による農業目的地の所有 

法人による農業目的地の所有については，第 3 表では「農業目的地の持分権」と「農業組

織」の所有地に注目したい。 

農業組織は，コルホーズ等の後身に当たる農業企業であり，土地については，その多くが

土地改革によって構成員等の集団所有とされたため，これらの集団所有者から土地を借り

る形で農業生産を行っている場合が多いと考えられる（前述のとおり，法律上正しい形は土

地区画の賃貸借だが，実態は法律上認められていない共有持分権の賃貸借が多いとみられ

る）。これほど一般的ではないが，権利者が土地の持分権を農業組織の資本金の一部として

現物出資する場合もある。その場合には土地の持分権は農業組織が所有することになる。第

3 表には，農業目的地のうち法人が所有する「農業目的地の持分権」が 132 万 ha 存在する

ことが示されているが，その多くはこの資本金への出資のケースと考えられる。 

もう一つの「農業組織の所有」は，土地の持分権ではなく，具体的な土地区画を農業組織

が自ら所有するものである。第 3 表に示すとおり，農業組織自らの所有に属する農業目的

地の面積は，2017 年 1 月 1 日現在で 1,511 万 ha である。 

 

４）ロシアの私有地の所有構造－最近 10 年間の変化 

第 3 表の元になる表は，ロシア土地白書の 2007 年版（データは 2008 年 1 月 1 日現在）

から最新の 2016 年版（同 2017 年 1 月 1 日現在）まで継続して掲載されているので，これ

を用いて最近 10 年間のロシアの私的土地所有構造の変化を見てみよう。 

具体的には，第 3 表から面積の大きい①集団的持分所有地，②農業組織所有地，③農民経

営（自然人＋法人＋個人企業）所有地，④住民副業経営所有地，⑤農産物生産を行う市民の

所有地を取り上げ(60)，2008 年から 2017 年までの面積の変化を第 2 図にまとめた。その際，

土地の類型区分との関係では，住民副業経営の所有地は都市・集落地に属するものが少なく

ないことを考慮して，農業目的地ではなく全類型区分で面積を把握した。 

第 2 図に示すとおり，2008 年から 2017 年の間に，①の集団的持分所有地の面積が減少

を続ける一方で，②～⑤は増加を続けている。2008 年と 2017 年を比較すると，①が 1 億

897 万 ha から 8,557 万 ha へと 2,341 万 ha 減少しているのに対し，②～⑤は，合計で 2,031

万 ha から 4,302 万 ha へと 2,271 万 ha 増加しており，増減面積はおおむね均衡している。 

ここから指摘できることは，土地改革の結果主流となった「コルホーズ等の土地は構成員

等の集団所有とし，コルホーズ等を継承した農業組織は，構成員等から土地の共有持分を

借りる形で土地の利用（農業生産）を継続する」という土地の所有・利用形態が依然とし

て主流ではあるものの，その面積は減少傾向にあり，他方で個人や法人による具体的な土

地区画の所有・利用への転換が徐々に進んできている，ということである。所有と利用の

分離から一体化への変化ということもできよう。 



第１部 第２章 土地（農地）政策の横断的分析 ２. ロシアの土地制度と農業生産主体の構造変化（長友） 

 

- 22 - 

 

 

 

②～⑤の変化を個別に見ると，増加が大きいのは，②農業組織所有地（1,083 万 ha 増）

と⑤農業生産を行う市民の所有地（913 万 ha 増）であり，③農民経営所有地（156 万 ha

増）と④住民副業経営所有地（119 万 ha 増）は相対的に変化が少なかった。 

そのうち②の農業組織所有地の増加は，後ほど見るアグロホールディングの動向と通底

する現象と考えられ(61)，ロシアで進行している企業による大規模な農地保有の拡大の一端

を示しているのではないかと推測される。一方，⑤については具体的な実態がわからないが，

農業組織の活動停止によって働く場を失った従業員（土地持分の所有者）が，法律上要件の

定められている農民経営にも住民副業経営にも該当しない形で自給的な農業生産を行って

いるのではないかと推測される。 

②と⑤の変化が示唆するのは，農業組織の土地所有・利用における部分的な両極化の進行

である。土地白書には私有地の所有者類型別の面積に係る連邦構成主体別のデータは掲載

されていないため，地域別の具体的な状況はわからないが，仮説的には，農業生産の条件に

恵まれ，相応の収益性を期待できる地域の農業組織においては，外部資本の流入も相まって，

従来型の集団的共有地の共有持分の賃借等を通じた土地利用（所有と利用の分離）から，農

業組織自身による土地の所有・利用の一体化への変化が進んでいること(62)，他方で農業生

産の条件に恵まれない地域においては，農業組織が活動を停止し，残された元従業員等が持

分権を背景として何らかの形で土地を利用し，自給的な農業生産によって生計を維持する，

という状況が少なからず発生していること，が推測される。 

なお，③の農民経営，④の住民副業経営の所有地の面積は大きく変化していない。この点

については，既に触れたように，農民経営では所有よりも賃貸借等によって土地面積を拡大

していること，住民副業経営については主目的が自給であり規模拡大志向が少ないことが

理由と考えられる。 
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第２図 ロシアの私的土地所有の構造的変化

⑤農産物生産を行う市民

④住民副業経営

③農民経営

②農業組織

①集団的持分所有（右軸）

資料：ロシア土地白書2007年版から2016年版より筆者作成．

注．データは各年1月1日現在（白書の"A"年版には"A＋1"年1月1日現在のデータが掲載されている）．
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（２）全ロシア農業センサスに見る農業構造の変化 

 

ソ連解体後のロシア連邦においては，2006 年と 2016 年の 2 回「全ロシア農業センサス」

（以下「農業センサス」）が実施されている。両年のデータを比較することにより，ロシア

の農業構造の変化，具体的には，農業生産主体の経営体類型（農業組織，農民経営等，住民

経営）(63)別の経営体数や占有・使用する土地面積の変化とその地域別動向を把握したい。 

なお，前述のロシア土地白書が基本的に所有面積を示すのに対し，農業センサスが示すの

は占有・使用面積である。調査の方法や時点に違いがあるため，両者のデータには厳密な対

応関係はないものの，両者の数値の差異は，所有権以外の権原に基づく土地の利用実態など

を示唆するものとして考察する意味があると思われる。 

 

１）連邦全体の動向 

第 4 表にロシアのすべての農業生産主体が占有する土地とそのうちの農用地について，

総面積とこれに占める各経営体類型のシェアの変化を示した。農業生産主体が占有してい

る土地の面積であり，調査年に実際に使用しているか否かを問わない。 

 

第４表 農業生産主体の土地・農用地の総面積と経営体類型別のシェアの変化（ロシア連邦） 
  2006 年 2016 年 

全生産主体の土地の総面積 4 億 5,060 万 ha 3 億 4,836 万 ha 

同農用地の総面積 1 億 6,599 万 ha 1 億 4,266 万 ha 

生産主体の経営体類型 
農業 
組織 

農民経
営等 

住民経営 
農業 
組織 

農民経
営等 

住民経営 

住民副業 
経営等 

市民の非
営利団体 

住民副業 
経営等 

市民の非
営利団体 

農用地総面積に占める各経営体類
型のシェア（%） 

79.7  14.5  5.3  0.5  63.2  27.7  8.5  0.5  

資料：2006 年及び 2016 年ロシア農業センサス各第 3 巻より筆者作成．  

注 1）「農民経営等」は「農民経営」と「個人企業」の合計．「住民副業経営等」は「住民副業経営」と「市民の個人的経

営」の合計．  
注 2）2016 年のロシア連邦の数値にはクリミア（連邦構成主体としてはクリミア共和国及びセヴァストポリ市）の値を含
む．具体的な数値は，クリミア共和国が「全生産主体の土地の総面積」115 万 ha，「同農用地の総面積」111 万 ha，セ

ヴァストポリ市が同じく 2 万 ha，1.5 万 ha であり，連邦全体に占める割合は 1％以下にとどまる． 

 

同表に示すとおり，ロシアのすべての農業生産主体が占有する土地の面積は，2006 年と

2016 年を比較すると，総土地面積が 4 億 5,060 万 ha から 3 億 4,836 万 ha へ，農用地の

面積が 1 億 6,599 万 ha から 1 億 4,266 万 ha へと大幅に減少した。厳密な比較はできない

が，2016 年版土地白書によれば農用地の総面積が 2 億 2,204 万 ha なので，地目が農用地

であっても農業生産主体によって利用はもとより占有もされていない土地が 2016 年の時

点で 8 千万 ha 程度存在することになる。 

第 4 表で農業生産主体が占有する農用地の総面積に占める農業生産主体の経営体類型別

のシェアの変化を見ると，2006 年には農業組織 79.7％，農民経営等 14.5％，住民副業経営

等5.3％，市民の非営利団体0.5％だったが，2016年には農業組織63.2%，農民経営等27.7％，

住民副業経営等 8.5％，市民の非営利団体 0.5％となっており，農業組織のシェアが低下す

る一方で，農民経営等と住民副業経営等のシェアが上昇しており，特に農民経営等のシェア
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の上昇が顕著である。 

次に第 5 表と第 6 表で，ロシアの農業生産主体の類型別の経営体数と土地の利用面積に

係る連邦全体の数値の変化を確認しよう。 

 

第５表 農業組織，農民経営等の経営体数と土地面積（ロシア連邦） 

  

2006 年 2016 年 

農業組織 

農民経営等 

農業組織 

農民経営等 

計 
農民 
経営 

個人 
企業 

計 
農民 
経営 

個人 
企業 

経営体数（単位：1 経営体） 59,208  285,141  253,148  31,993  36,048  174,765  136,719  38,046  

 うち調査年に農業活動を行ったもの（a） 40,627  147,496  126,208  21,288  27,521  115,597  90,150  25,447  

 その総数に占める割合（%） 68.6  51.7  49.9  66.5  76.3  66.1  65.9  66.9  

総土地面積（万 ha） 41,026  2,937  2,597  340  29,078  4,331  3,788  543  

 うち農用地 13,229  2,414  2,159  256  9,018  3,958  3,505  453  

  うち実際に使用されているもの（b） 9,795  2,009  1,790  219  8,019  3,629  3,237  392  

1 経営体当たり農用地面積：実質値（b/a, ha） 2,411  136  142  103  2,914  314  359  154  

資料：2006 年及び 2016 年ロシア農業センサス各第 2 巻及び第 3 巻より筆者作成． 

注．2016 年のロシア連邦の数値にはクリミアの値を含む．クリミア共和国の値を例示すると，経営体数は農業組織が 498，農民経営
等が 2,156 であり，連邦全体に占める割合は 1％強にとどまる． 

 

第６表 住民経営の経営体数と土地面積（ロシア連邦） 

  

2006 年 2016 年 

住民副業経営等 市民の

非営利
団体 

住民副業経営等 市民の

非営利
団体 計 

住民副
業経営 

市民の個
人的経営 

計 
住民副
業経営 

市民の個
人的経営 

総数（単位：万経営体）（c） 2,280  1,746  534  8.0  2,350  1,752  597  7.6  

 うち調査年に農業活動を行ったもの（a） 2,022  1,500  522  7.4  1,875  1,382  494  6.8  

 その総数に占める割合（単位：%） 88.7  85.9  97.9  92.7  79.8  78.8  82.6  89.0  

総土地面積（万 ha） 971  890  81  125  1,312  1,203  108  115  

 うち農用地（d） 876  813  63  80  1,218  1,131  86  72  

 総土地面積のうち放棄されていないもの（b） － 843  － 98  1,164  1,063  102  93  

1 経営体当たり農用地面積：名目値（d/c，ha） 0.38  0.47  0.12  9.90  0.52  0.65  0.14  9.46  

1 経営体当たり土地面積：実質値（b/a，ha） － 0.56  － 13.18  0.62  0.77  0.21  13.84  

資料：2006 年及び 2016 年ロシア農業センサス各第 2 巻及び第 3 巻より筆者作成． 

注 1）「総土地面積のうち放棄されていないもの」は，住民副業経営等については土地の総面積から「土地の総面積のうち放棄さ
れた土地区画の面積」を引いた値，市民の非営利団体については「土地の総面積のうち団体構成員が使用する土地区画の面積」
である．2006 年についてはデータが一部しか掲載されていない． 

注 2）2016 年のロシア連邦の数値にはクリミアの値を含む．クリミア共和国の値を例示すると，住民副業経営等の経営体数は 37

万であり，連邦全体に占める割合は 1％強にとどまる． 

 

経営体数については，第 5 表に示すとおり農業組織では総経営体数が 59,208 から 36,048

へ，そのうち調査年に農業活動を行ったものが 40,627 から 27,521 へといずれも大きく減

少している。また農民経営等においても，総経営体数が 285,141 から 174,765 へ，調査年

に農業活動を行った経営体が 147,496 から 115,597 へと大きく減少しており，同様の傾向

を示している。また，第 6 表で住民副業経営等の動きを見ると，総経営体数が 2,280 万から

2,350 万に増加する一方で，調査年に農業活動を行った経営体は 2,022 万から 1,875 万に減

少している。総経営体数の増加と農業活動を行った経営体の減少は, 住民副業経営等の中で

は「住民副業経営」，「市民の個人的経営」に共通している。 

土地については，第 5 表及び第 6 表で「実際に使用されている農用地」の総面積を経営
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体類型別に見ると，農業組織では 9,795 万 ha から 8,019 万 ha へ 1,776 万 ha 減少したの

に対し，農民経営等では 2,009 万 ha から 3,629 万 ha へ 1,620 万 ha 増加した。また，住

民副業経営等の農用地面積は，2006 年と 2016 年を比較できる数値を見ると，農用地の総

面積が 876 万 ha から 1,218 万 ha へ 342 万 ha 増加し，住民副業経営の総土地面積のうち

放棄されていない面積が 2006 年の 843 万 ha から 2016 年の 1,063 万 ha へ 220 万 ha 増加

している。実際に使用されている農用地は，活動を縮小又は停止した農業組織から農民経営

や住民副業経営等に（とりわけ前者に）移っているとみられる。 

1 経営体当たりの農用地面積は，農業組織では 2,411ha から 2,914ha へ，農民経営等で

は 136ha から 314ha へ，住民副業経営では 0.47ha から 0.65ha へ，市民の個人的経営では

0.12ha から 0.14ha へと，いずれの経営体類型においても拡大した。特に農民経営等の 1 経

営体当たり面積の拡大が顕著である。住民副業経営等の 1 経営体当たり土地面積は，拡大

したとはいえ依然きわめて小さい(64)。 

農業組織や農民経営等に共通する経営体数の大幅な減少と 1 経営体当たり農用地面積の

拡大は，これらの経営体の淘汰と生き残った経営体の発展を示すものだが，こうした現象は

農民経営等において特に顕著である。そして，農業組織が使用する総農用地面積の減少と農

民経営等が使用する総農用地面積の増加は，活動を停止した農業組織に代わって農民経営

等が地域の商業的な農業生産を担うケースが多いことを示している。 

一方，住民副業経営等における経営体数の増加と総農用地面積の拡大は，農業組織の淘汰

が進む中で職を失った農民が，生計を維持するために自給的な農業生産を行う場合が増え

たことを示していると推測される。特に，「市民の個人的経営」と総称される既存の法制度

からは外れた経営体において，経営体数が大きく増加する一方で実際には農業活動を行っ

ていないものが少なくなく，1 経営体当たり農用地面積も極めて小規模となっていることは，

農業組織等の淘汰に伴う実質的な失業者が農村に取り残されている実態を示唆するものと

考えられる。 

 

２）地域別動向 

次に，農業生産主体とそれが利用する農用地を巡る変化における地域差を見てみたい。ロ

シア連邦の地域区分としては，自然・経済地理的条件を的確に反映した地域区分である「経

済地区」を用いることとし(65)，第 7 表において，すべての農業生産主体が実際に使用する

農用地の面積を，2006 年時点と 2016 年時点で経済地区別に比較した。より正確な地域比

較の観点から，ここではクリミアは対象から除いている 

ロシア連邦全体の農用地の総面積（クリミアを除いた値）は，2006 年の 1 億 2,548 万 ha

に対し 2016 年には 1 億 2,410 万 ha であり，変化量は 138 万 ha 減，減少率 1.1％と変化

は比較的小さかった。しかし経済地区別に見ると，それは地域ごとの大きな変化が相殺され

た結果であることがわかる。 

2006 年と 2016 年を比較すると，沿ヴォルガ（402 万 ha 増），北カフカス（145 万 ha

増），中央黒土（69 万 ha 増），極東（61 万 ha 増）の各経済地区では農業生産主体が実際に
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使用する農用地面積が増加していたのに対し，その他の経済地区では減少していた。特にウ

ラル（242 万 ha 減），西シベリア（219 万 ha 減），中央（119 万 ha 減）の各経済地区では

減少面積が 100 万 ha を上回った。 

 

第７表 農業生産主体が使用する農用地の面積の変化（全経営体類型・経済地区別） 
（単位：万 ha） 

経済地区 2006  2016  変化量 変化率（%） 

ロシア連邦 12,548 12,410 ▲ 138 ▲ 1.1 

沿ヴォルガ 2,502 2,904 402 16.1 

北カフカス 1,919 2,063 145 7.5 

中央黒土 999 1,067 69 6.9 

極東 225 286 61 27.1 

北西 159 135 ▲ 23 ▲ 14.6 

北方 109 69 ▲ 40 ▲ 36.4 

東シベリア 873 799 ▲ 74 ▲ 8.5 

ヴォルガ・ヴャトカ 551 453 ▲ 98 ▲ 17.7 

中央 953 834 ▲ 119 ▲ 12.5 

西シベリア 2,128 1,909 ▲ 219 ▲ 10.3 

ウラル 2,132 1,890 ▲ 242 ▲ 11.3 

資料：2006 年及び 2016 年ロシア農業センサス各第 3 巻より筆者作成． 

注．すべての経営体類型の農業生産主体が当該年に使用した農用地の総面積．クリミアの数値は除いた． 

 

農業生産主体が実際に使用する農用地面積が増加した経済地区は，極東を除き，ヨーロッ

パ・ロシア地域にあって大消費地や輸出拠点に近く，多くが肥沃な黒土地帯に属し，気温や

降水量にも比較的恵まれた，農業生産にとって良好な条件を備えた地域であり，冬小麦を中

心とした穀物生産や，養鶏・養豚を中心とする畜産が盛んである(66)。一方，農業生産主体が

実際に使用する農用地面積が減少した経済地区は，ウラル，西シベリア，東シベリアといっ

た，温暖な時期が短く降水量も少ないため春小麦を中心とした粗放的な穀物生産が行われ

ており，大消費地や輸出拠点からは遠く離れている地域や，中央，ヴォルガ・ヴャトカ，北

方，北西といった，ヨーロッパ・ロシア北部に位置し，非黒土地域で土壌は肥沃ではなく，

高緯度で気候は冷涼・湿潤なため，酪農が農業の中心となり，穀物，特に小麦の生産にはあ

まり適さない地域である。 

2006 年と 2016 年の比較からは，農業生産主体が実際に使用する農用地の面積は，農業

生産にとって地理的条件や気候，土壌などの自然条件に相対的に恵まれた経済地区におい

て増加する一方で，これらの条件に恵まれない地域においては減少していたことがわかる。 

こうした変化を更に経営体類型（農業組織，農民経営等，住民経営）に分解したものが第

8 表である(67)。2006 年と 2016 年の間に，ロシア連邦全体では，農業組織が使用する農用

地は 9,795 万 ha から 7,960 万 ha へと 1,835 万 ha（18.7％）減少したのに対し，農民経営

等が使用する農用地は 2,009 万 ha から 3.606 万 ha へと 1,596 万 ha（79.4％）増加し，住

民経営が使用する農用地は 744 万 ha から 826 万 ha へと 82 万 ha（11.1％）増加した。農

民経営等が使用する農用地の面積の増加が顕著であり，農業組織が使用する農用地の減少

面積の 87％をこれが埋め合わせる形となった。 

ロシア土地白書 2016 年版によれば農民経営（個人企業を含まない）が占有・使用する土
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地区画の総面積は 1,850 万 ha（うち自己所有地 737 万 ha，国公有地の賃貸借 1,113 万 ha）

であるのに対し，2016 年農業センサスによれば農民経営（個人企業を含まない）が使用す

る農用地の面積が 3,237 万 ha であることから考えれば(68)，農民経営は，自己所有地と国公

有地の賃貸借のほかに 14 百万 ha 程度の私有地を借り入れて経営規模を拡大しているので

はないかと推測される(69)。 

 

第８表 農業生産主体が使用する農用地の面積の変化（経営体類型別・経済地区別） 
（単位：万 ha） 

経済地区 

農業組織 農民経営等 住民経営 

2006  2016  変化量 
変化率 

（%） 
2006  2016  変化量 

変化率 

（%） 
2006  2016  変化量 

変化率 

（%） 

ロシア連邦 9,795 7,960 ▲ 1,835 ▲ 18.7 2,009 3,606 1,596 79.4 744 826 82 11.1 

沿ヴォルガ 1,817 1,580 ▲ 237 ▲ 13.1 625 1,171 546 87.4 60 149 89 148.7 

北カフカス 1,440 1,319 ▲ 121 ▲ 8.4 416 633 217 52.1 63 100 38 60.3 

中央黒土 795 800 6 0.7 151 221 70 46.5 53 46 ▲ 7 ▲ 13.4 

極東 140 162 22 16.0 39 93 54 140.0 46 29 ▲ 17 ▲ 37.1 

北西 132 105 ▲ 27 ▲ 20.3 8 13 6 72.8 19 17 ▲ 2 ▲ 10.8 

北方 89 55 ▲ 35 ▲ 39.0 6 9 2 34.8 13 6 ▲ 7 ▲ 53.3 

東シベリア 679 468 ▲ 211 ▲ 31.1 90 170 80 89.2 104 160 56 53.8 

ヴォルガ 

・ヴャトカ 
480 360 ▲ 120 ▲ 24.9 32 58 26 79.4 39 35 ▲ 4 ▲ 10.0 

中央 833 671 ▲ 162 ▲ 19.5 56 119 63 112.1 64 43 ▲ 20 ▲ 32.1 

西シベリア 1,649 1,223 ▲ 426 ▲ 25.8 357 589 233 65.2 123 96 ▲ 27 ▲ 21.6 

ウラル 1,742 1,217 ▲ 525 ▲ 30.2 260 529 269 103.2 130 144 14 10.8 

資料：2006 年及び 2016 年全ロシア農業センサス各第 3 巻より筆者作成． 

注 1）各類型の農業生産主体が当該年に使用した農用地の総面積．クリミアの値は除いた． 

注 2）「農民経営等」は農民経営と個人企業の合計．住民経営の数値は筆者計算（全経営類型－（農業組織＋農民経営等））． 

 

さらに第 3 図（第 8 表から農業生産主体が使用する農用地の面積の 2006 年と 2016 年の

間における変化量を取り出してグラフ化したもの）で各経済地区の変化を見ると，農業組織

の使用する農用地の面積がほとんどの経済地区において減少する一方で，農民経営等の使

用する農用地の面積はすべての経済地区で増加している。そして農業組織と農民経営等の

使用する農用地面積の増減の程度には明確な地域差がある。 

両年の間に農業生産主体が使用する農用地の総面積が増加した沿ヴォルガ，北カフカス，

中央黒土，極東の各経済地区を見ると，沿ヴォルガと北カフカスにおいては，農業組織の使

用する農用地面積の減少を農民経営等が使用する農用地面積の増加が大きく上回った結果，

農業生産主体が使用する農用地の総面積が増加していた。また中央黒土と極東においては，

農業組織が使用する農用地面積が若干増加する一方で農民経営等が使用する農用地面積は

それ以上に増加していた。 

他方，2006 年と 2016 年の間に農業生産主体が使用する農用地の総面積が減少した連邦

構成主体においては，農民経営等が使用する農用地の面積は増加していたが，農業組織の使

用する農用地面積の減少がこれを大きく上回ったため，結果として農業生産主体が使用す

る農用地の総面積が減少していた。 

第 8 表に示すように，農用地を利用し農業生産を行う主体として中核をなすのは農業組
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織であり，農民経営は補完的な存在であるという基本構造は，各地域ともまだ維持されてい

る。しかし第 3 図は，そのような基本構造の中で農業組織のウェイトが低下し，農民経営等

のウェイトが増大するという変化が全国的に生じていることを示している。そして農業生

産の条件に恵まれた経済地区においては，農業組織が使用する農用地面積の縮小を肩代わ

りする以上に農民経営等が使用する農用地面積を拡大させ，地域全体として使用される農

用地が拡大しているが，農業生産の条件に恵まれない経済地区においては，農業組織の使用

する農用地面積の縮小を農民経営等が肩代わりしきれず，地域全体として使用される農用

地の縮小が進んでいる。 

 

 

 

さらに，各経済地区における農業組織が使用する農用地の総面積の減少と農民経営等が

使用する農用地の総面積の増加の背景にどのような農業構造の変化があったのかを考える

ため，第 9 表に農業組織と農民経営等の経営体数と 1 経営体当たり農用地面積の変化をロ

シア連邦全体及び各経済地区について整理した。 

同表によると，農業組織については，経営体数がすべての経済地区で減少する一方，1 経

営体当たり農用地面積はすべての経済地区で拡大していた。農民経営等についても，一部の

経済地区を除いて経営体数が減少する一方で，1 経営体当たり農用地面積はすべての経済地

区で拡大していた。第 3 図に示された各経済地区における農民経営等の使用する農用地の

総面積の拡大は，農民経営等の経営体数が減少する中で，1 経営体当たりの農用地面積の拡

大が急速に進んだことによるものだった(70)。 

既存経営体の淘汰と生き残った経営体の土地面積の拡大は，農業組織と農民経営に共通

しているが，既に 1 経営体当たり数千 ha の農用地を使用する農業組織よりも，相対的に 1

経営体当たり農用地面積が小さい農民経営の方が，生き残った経営体の規模拡大志向が強

いと考えられる。農民経営の規模拡大が進んだ結果，1 経営体当たりの農用地面積は，例え

-600 -400 -200 0 200 400 600 800
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第３図 農業生産主体が使用する農用地面積の変化量

（経営体類型別・経済地区別）

農業組織

農民経営

住民経営

資料：第8表と同じ．

（単位：万ha）
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ば沿ヴォルガで 688ha，西シベリアで 600ha に達しており，企業的な農業経営主体という

意味では，大規模な農民経営と農業組織との差異は小さくなってきている。 

 

第９表 農業組織と農民経営の構造変化 

経済地区 

農業組織 農民経営 

経営体数 
1 経営体当たり農用地面

積（単位：ha） 
経営体数 

1 経営体当たり農用地
面積（単位：ha） 

2006  2016  
変化率

（%） 
2006  2016  

変化率

（%） 
2006  2016  

変化率

（%） 
2006  2016  

変化率

（%） 

ロシア連邦 40,627  27,070  ▲ 33.4 2,411 2,941 22.0 147,496  113,709  ▲ 22.9 136 317 132.7 

沿ヴォルガ 5,164  3,405  ▲ 34.1 3,519 4,641 31.9 17,276  17,020  ▲ 1.5 362 688 90.3 

北カフカス 6,875  6,081  ▲ 11.5 2,094 2,169 3.6 76,172  42,623  ▲ 44.0 55 149 171.8 

中央黒土 3,284  2,004  ▲ 39.0 2,419 3,993 65.1 7,893  7,229  ▲ 8.4 191 306 60.0 

極東 1,712  1,367  ▲ 20.2 818 1,189 45.2 5,527  5,551  0.4 70 167 138.9 

北西 1,176  775  ▲ 34.1 1,122 1,357 21.0 2,084  2,085  0.0 37 63 72.7 

北方 867  482  ▲ 44.4 1,031 1,131 9.8 1,083  989  ▲ 8.7 60 88 47.6 

東シベリア 2,526  1,371  ▲ 45.7 2,686 3,410 27.0 3,631  6,558  80.6 248 259 4.8 

ヴォルガ・

ヴャトカ 
3,339  1,633  ▲ 51.1 1,437 2,206 53.5 4,032  3,708  ▲ 8.0 80 156 95.1 

中央 5,670  3,839  ▲ 32.3 1,469 1,748 19.0 6,444  6,149  ▲ 4.6 87 194 122.3 

西シベリア 4,542  2,823  ▲ 37.8 3,629 4,332 19.4 10,353  9,818  ▲ 5.2 344 600 74.2 

ウラル 5,472  3,290  ▲ 39.9 3,183 3,698 16.2 13,001  11,979  ▲ 7.9 200 442 120.5 

資料：2006 年及び 2016 年全ロシア農業センサス各第 2 巻及び第 3 巻より筆者作成． 

注．経営体数は，当該年に農業生産活動を行った経営体の数．1 経営体当たり農用地面積は，前表の当該年に使用された農用地面
積を経営体数で除して筆者計算．農民経営には個人企業を含む．経営体数・農用地面積ともにクリミアの値は除いた． 

 

（３）アグロホールディングによる土地集積の進行 

 

「アグロホールディング」は，農業分野を中心とする企業のインテグレーションにより形

成された大規模な企業グループである。食品産業などの農外資本が主導する場合が多く，

2000 年前後から形成，発展してきた。アグロホールディングについては，確立された定義

がなく，公式の統計も存在しないため，信頼できる情報を得ることは難しい。そうした中で，

ロシアの会計監査・コンサルティング会社である BEFL が，10 万 ha 以上の土地を保有（所

有だけでなく，賃借その他の権原に基づく使用も含む）するアグロホールディングのランキ

ングを掲載したレポートを 2014 年以降毎年公表している。もとより情報の確度や網羅性に

は限界があるが(71)，これをもとにアグロホールディングによる大土地保有の状況を紹介し

たい。 

BEFL（2018）には，2018 年 5 月時点で 10 万 ha 以上の農業用地(72)を保有する 55 のア

グロホールディングが面積順に掲載されており，これらが保有するとされる農業用地の総

面積は 12.6 百万 ha に及ぶ。そのうち上位 10 位までを抜粋するとともに，前年の上位 10

位（BEFL（2017））と対比土地面積したものが第 10 表である。この表から言えることは，

これらアグロホールディングの土地保有は既に巨大な面積となっていること，それにもか

かわらず現在も変化を続けており順位の入れ替わりが激しいこと，である。 

第 10 表所掲の 2018 年の上位 10 アグロホールディングのうち，2017 年から 2018 年に

かけて土地面積の変化がなかったのは，前年に続いて第 1 位のプロディメクス＋アグロク



第１部 第２章 土地（農地）政策の横断的分析 ２. ロシアの土地制度と農業生産主体の構造変化（長友） 

 

- 30 - 

 

ルトゥーラのみであり，第 2 位のミラトルグから第 8 位のヴァシリーナまでは，統合によ

って新たに 10 位以内に浮上したものも含めて，いずれも土地面積が拡大している。一方，

第 9 位のロスアグロと第 10 位のイヴォルガ・ホールディングでは土地面積が縮小した。巨

大アグロホールディングの土地保有はいまだ安定的で固定化したものではなく，合従連衡

は今も続いている。 

 

第 10表 ロシアの最大級の農業用地保有者（上位 10 位） 

順位 

2018 年 5 月 

順位 

2017 年 4 月 

名称 
土地面積

（千 ha） 
名称 

土地面積

（千 ha） 

1 プロディメクス＋アグロクルトゥーラ 790 1 プロディメクス＋アグロクルトゥーラ 790 

2 ミラトルグ 676 2 ルスアグロ 670 

3 ルスアグロ 675 3 ミラトルグ 644 

4 アグロコンプレクス 644 4 アグロコンプレクス 640 

5 ヴォルガ・ドン アグロインヴェスト(*1) 452 5 アク バルス ホールディング 505 

6 アヴァンガルド・アグロ 400 6 イヴォルガ・ホールディング 489 

7 ステップ＋RZ アグロ(*2) 380 7 ロスアグロ 400 

8 ヴァシリーナ(*3) 380 8 アヴァンガルド・アグロ 390 

9 ロスアグロ 377 9 ステップ＋RZ アグロ 350 

10 イヴォルガ・ホールディング(*4) 362 10 ドミナント グループ 320 

資料：BEFL (2018) 6 頁及び BEFL (2017)4 頁の図より上位 10 位を筆者が抜粋．注１）は BEFL(2018)2 頁，注 2）～注 4）は
同 7 頁による． 

注 1）「保有」とは，所有と賃貸借その他の権原に基づく使用の合計． 

注 2）ヴォルガ・ドン アグロインヴェスト（*1）は，2017 年 21 位の VAPK＋LAPK と同 17 位のアグロ・インヴェスト（ス

ウェーデン資本）が統合したもの． 

注 3）ステップ＋RZ アグロ（*2）は，いずれも投資会社システマの傘下であり，RZ アグロにはルイ・ドレフュスの一族が役員
として参加． 

注 4）ヴァシリーナ(*3)は，2017 年には 240 千 ha で 18 位． 

注 5）イヴォルガ・ホールディング(*4)は，既に土地に対するコントロールを失っており，傘下企業の一部は清算段階にある． 

 

アグロホールディングの土地保有の詳細，例えば所有と貸借の割合等については事例的

にしか把握できないが，長友（2015）146 頁の第 22 表にまとめたように，所有地よりも賃

借地の方が多いというアグロホールディングは少なくない。第 3 表に示した農業目的地に

属する私有地の 7 割近くが「集団所有」であるという構造を前提とすれば，アグロホールデ

ィングの保有地に含まれる賃借地は，農業組織を買収して傘下に加える際に，当該農業組織

が集団所有地の所有者集団と結んでいた賃貸借契約（契約の対象はしばしば土地区画では

なく共有持分権となっている）を承継した場合が多いのではないかと推測される。 

 

（４）農業生産主体の構造変化と土地制度 

 

第 4 節の最後に，農業生産主体の構造変化と土地制度の関係について考えてみたい。 

土地改革を経て形成されたロシアの現行土地制度において最も特徴的なのは，私有の農

業目的地の大半が，法的な形式の上では集団的持分所有となっていることである。集団的

持分所有の土地は，土地改革前には国有地であり，コルホーズやソフホーズが無償・無期

限での使用を認められていたものであるが，土地改革の結果，コルホーズ等の構成員を中

心とする関係者の集団による共有とされ，土地に対して持分権を有する者は往々にして数
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百人にも及ぶ。 

かつてのコルホーズ等を引き継ぐ農業組織が農業生産活動を継続する場合，土地につい

ては個々の持分権者から持分を借り受ける形を取ることになる。土地の持分権を有する者

が多数に及ぶため，制度的には，土地の処分については原則として持分権者総会の議決が

必要となり，権利者個々人が独自の判断で持分を処分することは難しい。また，農業組織

と持分権者との法律関係は往々にして曖昧なのが実態であり，制度上は土地区画の賃貸借

に改め，登記をしなければならないはずが，土地持分の賃貸借のまま，登記もなく事実上

継続されている場合が多いとみられる。 

このように，集団的持分所有においては，個々の持分権者の地位は制度上も実態上も弱

く，持分権者全体あるいは土地を利用する農業組織の経営者の意向に左右されるところが

大きくならざるを得ないと考えられる。アグロホールディングによる大土地保有の形成を

容易にしたのは，出資を通じて農業組織の経営を支配すれば農業組織が利用している農用

地を事実上支配できる実態があるためと推測される。 

また，土地の価格が安いロシアにおいて，農民経営の規模拡大が主として所有権の取得

ではなく貸借によって行われていることについても，集団的持分所有が私有の農業目的地

の大宗を占めていることが背景となっている可能性があると考えられる。農民経営が適当

な広さの土地区画を取得したいと思っても，私有の農業目的地の多くは，相当広い面積の

まとまりで集団的持分所有の対象となっているため，必要な部分を分割して買い取るよう

なことは難しく，容易な方法としては，法的形式は曖昧にしつつ個々の持分権者から賃借

する形になるのではないかと推測される。そうであるならば，農民経営の権利関係の法的

安定性という観点からは脆弱性のある枠組みである。 

集団的持分所有という方式は，土地改革における農業目的地の迅速な私有化という観点

からはやむを得ない形式だったと考えられるが，将来にわたる土地関係の健全な発展とい

う観点からは課題が多い仕組みだと言わざるを得ない。 

 

５．おわりに 

 

本稿においては，ソ連解体前後に行われたロシアの土地改革の経緯，その結果として制

定された現行土地法制の概要，そしてこれらを基礎として形成されたロシアの土地関係と

農業生産主体の構造変化の動向を記述した。 

ロシアの土地改革の推進者たちが目指したのは，農民を集団農場から解放し，自立した

生産主体としてその創意を十分に発揮させることにより，農業生産に活力を取り戻すこと

だった。このための方策の中心と考えられたのは，集団農場から独立した農民経営を創設

し，彼らが生産の中心を担う農業構造を実現することだった。しかし，現実の改革は，ソ

連時代の集団農場体制の存続を志向する保守派の抵抗，改革が引き起こした経済の混乱な

どによって，徹底的なものとはならなかった。コルホーズ的な経営体は形を変えて存続

し，農民経営の創設は限られた時期にしか実現されず，農民経営が受け取った土地も広大
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なロシアの農用地の中では小さな割合にとどまった。 

しかし，直接的な改革は限られたものであっても，その後も変化は続いた。その中に

は，改革当時意図されていた方向に進んだものもあれば，当時は意図されなかった方向に

進んだものもあった。農民経営の創設は限定的であり，その後の淘汰で経営体数は更に大

きく減少したが，生き残った経営体は土地を拡大し，穀物生産等の耕種農業を中心に存在

感を高めている。一方，コルホーズ等を引き継いだ農業組織の方も，2000 年前後の経営難

の時期を経て再編・淘汰が進み，農外の投資家による支配やアグロホールディングによる

グループ化が進行している。 

農民経営の土地の貸借を中心とした規模拡大や，アグロホールディングによる農業組織

のグループ化と大規模な土地支配については，いずれも集団的持分所有というロシアの土

地改革を通じて生み出された制度が背景となっていると推測される。しかし，ロシアの農

用地の集団的持分所有を巡っては，解明できていない部分がまだ少なからず残っており，

さらなる実態把握が求められる。 

注(1) ノーヴ（1982）49 頁。藤田（1986）10 頁も同様。 

(2) ブレジネフ政権最末期の 1982 年 5 月に「1990 年までの食料プログラム」が制定され，農業生産の集団請負制が

公認されたが，同プログラムの策定を実質的に担当したのは，当時ソ連共産党中央委員会の農業担当書記兼政治局員

だったゴルバチョフとされる（金田（1990）68 頁）。 

(3) 本稿における用語としては，原則として「農業組織」を用いるが，参照・引用元の文献が「農業企業」を用いて

いる場合にはそれに従う。 

(4) 山村（1997）30-31 頁。 

(5) 山村（1997）16 頁。 

(6) 第 1 図のデータの出典であるロシア統計年鑑には，2001 年版から 2007 年版まで農民経営の経営体数と土地面積

のデータが掲載されていた。それ以降は掲載が途絶えている。 

(7) これらの数値は，農民経営の経営体の登録数なので，経営体の実態上の減少はこれより大きい。第 1 図のデータ

とは調査方法が異なるので数字に若干ずれはあるが，2006 年の全ロシア農業センサスによれば，同年 7 月 1 日現在

の農民経営は 253,148 経営体であり，そのうち調査年に農業活動を行ったものは 126,208 経営体とされている。 

(8) 山村（1997）76-96 頁。 

(9) ①及び②は 12 月 27 日付けロシア連邦大統領令第 323 号「ロシア共和国における土地改革実施に係る緊急措置に

ついて」Указ президента РФ от 27.12.1991 г. № 323 «О неотложных мерах по осуществлению земельной 

реформы в РСФСР»，③は 1991 年 12 月 29 日付けロシア連邦政令第 86 号「コルホーズ及びソフホーズの改組手続

きについて」Постановление Правительства РФ от 29.12.1991 г. №86 «О порядке реорганизации колхозов и 

совхозов»による。 

(10) 山村（1997）129 頁。 

(11) 山村（1997）130 頁。なお，農業企業の組織形態が実質的にも変更されるのは，農業企業の債務の累積と破産処

理を通じた再編が進んだ 2000 年代初頭以降ではないかと推測される。その時期以降，それまでは主流を占めていた

農業生産協同組合が急激に減少し，代わって有限責任会社が増加する現象が起きている。 

(12) 山村（1997）133 頁。なお，コルホーズ等の土地の私有化に伴う持分権証書発給の具体的な実行状況や根拠法令

については，シャガイダ（2010）67-70 頁に詳述されている。これによると，持分権証書は 1993 年 10 月 27 日（下

注 14 の大統領令の発出日）までは農業組織宛に発給するものとされていたが（農業組織内で個々の権利者に証書を

配布することが想定されていたが，実際には配布されない場合も少なくなかったとシャガイダ（前掲 118 頁）は指摘

している），同日以降は個々の権利者宛に発給するよう改められている。山村（1997）133 頁の「個々の持ち分に相

当する具体的な土地区画も定められず，権利証書も発行されず，持ち分所有権に対する配当も支払われないのである

から，土地は今までどおり「誰のものでもない」と意識されていた」という指摘は，持分権証書が個々の権利者宛で

なく農業組織宛に発給されていた 1993 年 10 月までの状況を反映しているのではないかと推測される。 

(13) エリツィン派は，議会（ソ連解体前に設置された人民代議員大会及び最高会議）において安定的な勢力を確保す

ることがなく，このことが一貫してエリツィンの進めようとする改革の足かせとなり続けた。1993 年には，議会に

対して大統領の力を強めようとする新憲法の制定を巡って，大統領と議会の対立が激化し，9 月には大統領が議会の

機能を停止する措置に出た。議会側はこれに抵抗して議会ビルを占拠した。ルツコイ副大統領も議会側につき，議員

たちとともに議会ビルに籠城した。この事件は 10 月に入って実力による衝突に発展し，最終的に大統領側が武力で

議会ビルを制圧した。いわゆる「10 月事件」である。 

(14) 1993 年 10 月 27 日付けロシア連邦大統領令第 1767 号「ロシアにおける土地関係の規制と土地改革の発展につ

いて」Указ Президента РФ от 27.10.1993 г. № 1767 «О регулировании земельных отношений и развитии 

аграрной реформы в России» 

(15) 1990 年のロシア共和国土地改革法では，土地の私的所有を認めつつも，処分の自由については判断を先送りし
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ていた。 

(16) 山村（1997）173 頁。 

(17) 1996 年 3 月 7 日付けロシア連邦大統領令第 337 号「土地に対する市民の憲法的権利の実現について」Указ 

Президента РФ от 07.03.1996 г. № 337 «О реализации конституционных прав граждан на землю» 

(18) 山村（1997）201 頁。 

(19) 1993 年 12 月 24 日付ロシア連邦大統領令第 2287 号「ロシア連邦の土地法制をロシア連邦憲法に適合させるこ

とについて」Указ Президента РФ от 24.12.1993 г. № 2287 «О приведении земельного законодательства 

Российской Федерации в соответствие с Конституцией Российской Федерации» 

(20) 農業目的地取引法の政府案では，国境地域でのみ外国人の農地所有を禁止していた。 

(21) Кодекс Российской Федерации от 25.10.2001 № 136-ФЗ «Земельный кодекс Российской Федерации» 

(22) ボゴリュボーヴァ他（2015）444-445 頁。 

(23) 「フォンド」（фонд）という言葉は，翻訳が困難なためロシア語をそのまま用いた。野部（2003）によれば，

「『フォンド（фонд）』とは，英語の fund に近い意味を持つロシア語である。フォンドは，『基金，積立金，準備

金』という意味の他に，『特定の目的・基準によって備蓄・集積された財貨・物品の総体』を示す言葉としても多用

される」（野部（2003）68 頁注（4））。「森林フォンド」や「水利フォンド」は，後者の意味の「フォンド」である。 

(24) 「農業目的地」は山村理人元北海道大学教授から教示頂いた訳語である。その定義を考慮すれば，あるいは「農

業用地」などとした方が耳になじむかもしれないが，「農用地」（次注参照）と混同しやすいので，本稿でも「農業目

的地」を使わせて頂いた。 

(25) ロシア連邦土地法典における сельскохозяйственные угодья の定義は，我が国の「農業振興地域の整備に関す

る法律」第 3 条第 1 号における「農用地」の定義である「耕作の目的又は主として耕作若しくは養畜の業務のための

採草若しくは家畜の放牧の目的に供される土地」にかなり近いと思われるので，訳語として「農用地」を採用した。

なお，ロシア連邦土地法典の「農用地」の定義に含まれる小類型について原語を示すと，耕地 пашня，採草地

сенокос，放牧地 пастбище，休耕地 залежь，多年生樹木植栽地 многолетные насаждения である。 

(26) Федеральный закон от 21.12.2004 г. № 172-ФЗ «О переводе земель или земельных участков из одной 

категории в другую» 

(27) 産業等用地については，類型区分の変更を原則自由としつつ，変更が認められない場合を列挙している（土地類

型区分変更法第 9 条）。 

(28) ロシアの農用地の類型区分の変更を日本の農地転用規制との対比で説明すると，日本においては，農地転用を行

おうとする場合，農地法による農地転用許可と農業振興地域整備法による農業振興地域除外の二つの規制が適用され

るところ，ロシアにおいては，農地転用許可に相当するものはないが，農業振興地域除外に相当するものとして土地

の類型区分の変更だけがあるというイメージになろう。 

(29) Федеральный закон от 24.07.2002 г. № 101-ФЗ «Об обороте земель сельскохозяйственного назначения» 

(30) 農業目的地であっても農業目的地取引法が適用されない場合としては，当該土地区画を用いる者が，住民副業経

営である場合，菜園（市民が団体を構成して営むもの）である場合などが挙げられている（農業目的地取引法第 1 条

第 1 項第 2 パラ）。 

(31) 例えば，住民副業経営等の土地については，外国人等による農業目的地の所有規制（農業目的地取引法第 3 条）

や，農業目的地の売買に当たっての連邦構成主体の先買権の規定（同法第 8 条）が適用されないことになると思われ

るが，住民副業経営等が占有・使用する土地面積は，2016 年全ロシア農業センサスのデータから計算すれば 1 経営

体当たり 0.62ha（農用地に限れば 0.52ha）と狭小であるため（後掲第 6 表参照），これらの規制を適用する必要性

は乏しいと判断されたものと考えられる。 

(32) 農業目的地取引法第 3 条においては，外国人等による土地区画の所有権の取得が例外的に認められるケースとし

て，「2016 年 5 月 1 日付けロシア連邦法第 119-FZ『ロシア連邦極東連邦管区に所在する国公有の土地区画の市民へ

の提供に関する特例及びいくつかのロシア連邦法令の改正について』に規定する場合」が定められている。同法は，

極東連邦管区の国公有地について，市民からの申請に基づき 1 人当たり 1ha を上限として無償使用を認める仕組み

を定めており，ロシア国民だけでなく外国人や無国籍者（いずれも自然人）も対象としている。 

(33) この規制は，農業目的地全体ではなく，その中の農用地のみに係る規制である。 

(34) ロシア連邦の地方行政組織は，連邦構成主体である州 область 等のすぐ下に市 городской округ と郡 район が

置かれ，郡の下に町村 поселение が置かれる構成である。市・郡以下が地方自治体とされる。本稿で「郡」と訳し

た район（ライオン）は，「地区」と訳すことも多いが，日本の仕組み（県と町村の間に郡がある）との対比による

イメージしやすさも考慮して，訳語に「郡」を当てた。ただし，ロシアの「ライオン」は日本の「郡」と違って地方

自治体としての実体がある。 

(35) ヴォロネジ州の総農用地面積は，ロシア土地白書 2016 年版によれば 408 万 ha である。郡ごとの農用地面積は

入手できていないが，ヴォロネジ州には 31 の郡があるので，郡の平均総農用地面積を機械的に計算し，その 25％を

求めると約 3.3 万 ha となる。 

(36) シャガイダ（2012）55 頁。 

(37) シャガイダ（2010）162 頁。 

(38) 農業目的地取引法第 9 条第 2 項においては，集団所有に属する土地区画の賃貸借契約は，持分権者総会から委任

を受けた者を相手方として，総会の定めた条件に従って締結することができるとされている。 

(39) 2002 年制定当時の農業目的地取引法第 16 条においては，同法制定前に締結された土地持分の賃貸借契約は，同

法施行の日から 2 年以内に民法典及び農業目的地取引法第 9 条第 2 項の規定に適合するように措置されなければな

らないこと，2 年以内に当該措置が講じられない場合には，当該契約には不動産信託の規定が適用され，当該契約に

ついては登記を要しないものとすることが定められていたが，この規定はその後本文の記述のとおり改正され，「登

記を要しない不動産信託扱い」という措置はなくなっている。 

(40) 「権利行使のない土地持分」の原語は невостребованные земельные доли である。 

(41) 長友（2017）106 頁。1992 年以降 2000 年代初頭までのロシアの農業組織の法人形態の変化については未整理。 
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(42) ロシア連邦民法典は民法典と商法典が一体化された民商一元方式を採っており（小田（2015）129 頁），会社の

組織形態など，我が国でいえば会社法に相当する内容も民法典に規定されている。 

(43) Федеральный закон от 11.06.2003 г. № 74-ФЗ «О крестьянском (фермерском) хозяйстве» 

(44) Федеральный закон от 07.07.2003 г. № 112-ФЗ «О личном подсобном хозяйстве» 

(45) 2014 年にロシアが連邦に編入したクリミアを含む数値である。 

(46) 前年と比べ，保留地（18 万 ha 減），農業目的地（12.6 万 ha 減），森林フォンド地（6.1 万 ha 減）が減少し，特

別保護地（21.8 万 ha 増），産業・国防等目的地（8.3 万 ha 増），都市・集落地（5 万 ha 増），水利フォンド地（1.6

万 ha 増）が増加している。 

(47) угодья の訳語として，土地の名目上の用途を示すが，現況とは必ずしも一致していないという共通点に着目し

て仮に「地目」を当てた。両者の概念を厳密に比較したものではない。 

(48) 「非農用地」に含まれる各地目の原語は，林地 лесная площадь，林木植栽地 земля под лесными 

насаждениями，水底地 земля под водой，建物敷地 земля застройки，道路敷地 земля под дорогами，沼沢地

болото，荒廃地 нарушенная земля である。 

(49) 農用地及び非農用地の地目別面積の数値は，ロシア土地白書 2016 年版 172-174 頁の付表 2 による。 

(50) このパラの数値の単位は，出典資料に従い百万 ha とした。関連する次パラも同様である。 

(51) 自然人による土地所有の二分類はロシア土地白書によるものだが，「集団所有」と「個別所有」という名称は，

それぞれの内容を踏まえて筆者が当てたものであり，ロシア土地白書で使われている用語ではない。 

(52) 「集団所有」と「個別所有に含まれる共有」との区別について，ロシア土地白書には説明はないが，農業目的地

取引法第 12 条第 1 項において，「農業目的地に含まれる土地区画の共有持分の取引に対しては，ロシア連邦民法典

の規定が適用される。農業目的地に含まれる土地区画の持分権者の数が 5 人を上回る場合においては，民法典の規定

は，（中略）本法（中略）に定める特例に留意して適用される」と規定していることから，共有者の数が 5 人を上回

る場合が「集団所有」に該当するものと推測される。 

(53) シャガイダ（2010）162 頁。 

(54) シャガイダは，この土地白書の数値を土地持分の賃貸借から土地区画の賃貸借への移行が起きていないことを示

すものだとしている（シャガイダ（2010）180 頁）。本文に示した農業組織が占有する集団所有地の総面積や，その

うち農業目的地取引法施行後に登記された面積等の数値は，ロシア土地白書の 2007 年版から 2010 年版までの 4 年

分だけに掲載されており（具体的には 2007 年版 54 頁表 1.15，2008 年版 52 頁表 1.14，2009 年版 50 頁表 1.14 及

び 2010 年版 51 頁表 1.14），シャガイダは 2008 年版を引用している。2011 年以降の状況については今のところ情

報を入手できていない。 

なお，上記のロシア土地白書の表にはいくつか誤りと考えられる点があるので，本文の記述では補正した。まず各

年版共通の誤りとしては法律の制定年がある。本文及び本注上記で「農業目的地取引法施行後に登記された」とした

箇所は，原表では「2007 年 7 月 24 日付けロシア連邦法第 101-FZ の施行後に形成され，登記された」（下線筆者）

となっているが，そのような日付・番号の組合せの連邦法は存在しない。これについては，2002 年 7 月 24 日付けロ

シア連邦法第 101-FZ が農業目的地取引法なので，文脈も考えて同法の制定年を誤記したものと推測した。また数値

の年次について，2007 年版 54 頁表 1.15 は 2008 年，2008 年版 52 頁表 1.14 は 2008 年，2009 年版 50 頁表 1.14 は

2009 年，2010 年版 51 頁表 1.14 は 2010 年としており，2008 年が重複しているが，数値は異なっている。この点に

ついては，「農業組織が占有する集団所有地の総面積」の数値が，これらの表とともに同年次の白書の他表に同時に

掲載されていることから，この数値を照合した結果，2007 年版 54 頁表 1.15 の数値が 2008 年というのは正しく，

2008 年版以降が誤りと考えた。正しくは，2008 年版 52 頁表 1.14 の数値の年次は 2009 年であり，以下 2009 年版

50 頁表 1.14 の数値は 2010 年，2010 年版 51 頁表 1.14 の数値は 2011 年（いずれも 1 月 1 日現在）が正しいと考え

られる。本文で「ロシア土地白書 2010 年版（数値は 2011 年 1 月 1 日現在）」としたのはこれによるものである。 

(55) 現行農民経営法第 23 条第 3 項においては，当初，旧農民経営法に基づいて創設された法人格を有する農民経営

は 2010 年 1 月 1 日まで法人としての地位を保持するとされていたが，この期限は累次改正により延長され，現在

（2014 年 6 月 23 日付けロシア連邦法第 171-FZ による最終改正）では 2021 年 1 月 1 日とされている。 

(56) 「個人企業」の原語は индивидуальный предприниматель である。「農民経営」と「農業活動を行う個人企

業」は，法的には別のものだが，「自然人が主体となって営利目的の農業を営む」という実態上の共通性があること

から，全ロシア農業センサスにおいても，農業生産主体の一つのカテゴリーとして「農民経営及び個人企業」で括っ

ている。 

(57) ロシア土地白書 2016 年版 64-66 頁，特に図 1-33 及び図 1-34。なお，図 1-33 の凡例は誤っており，経営体数

количество と面積 площадь が入れ替わっている。 

(58) 全ロシア農業センサスにおいては，これらを「住民経営」（хозяйство населения）という大枠で括っている。 

(59) ロシア土地白書 2016 年版 67-68 頁，特に図 1-35 及び図 1-36。 

(60) 「農業生産を行う市民の所有地」земли, принадлежащие гражданом, занимающимся производством 

сельскохозяйственной продукции という項目名は，ロシア土地白書 2015 年版だけで使われており，それ以外の版

（2007 年版～2014 年版及び 2016 年版）では「土地区画所有者の所有地」земли, принадлежащие 

собственникам земельных участков やそれに近い項目名が使われている。他の項目については名称に変更がな

く，それぞれのデータの推移にも断絶は見られないので，「土地区画所有者の所有地」と「農業生産を行う市民の所

有地」はおそらく同一項目であると思われるが，特段の説明はない。とりあえず「農業生産を行う市民の所有地」と

いう項目名を採用したが，この項目に含まれるものの実態については，確たることはわからない。 

(61) 筆者が 2017 年 7 月にクルスク州で訪問したアグロホールディング傘下の穀物生産企業では，現状で農地約 4 万

ha を保有し，約 3 万 ha が所有地，約 1 万 ha が賃借地だが，所有地を増やすようにしているとのことだった。 

(62) 同時に，農業生産の条件に恵まれた地域においては持分権者の権利意識も高いことから，農業組織による土地の

自己所有化との間でせめぎ合いがあることにも留意する必要がある。 

(63) 全ロシア農業センサスにおける経営体類型の定義は，基本的には本稿 3．の（3）に記述した関係法令の内容が踏
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襲されているが，留意すべき点を補足すると以下のとおり（詳細な定義は 2016 年全ロシア農業センサス第 1 巻第 1

分冊 432-433 頁に記載されている）。 

「農民経営等」：センサスでは「農民経営及び個人企業」とされているが，本稿では「農民経営等」と略称した。セン

サスでは，「農民経営」については本稿でも記述した現行農民経営法上の定義を用いており，「個人企業」

（индивидуальный предприниматель）については，「ロシア民法典第 23 条に基づく国家登録の時から法人を

構成することなく，国家登録証明書において『全ロシア経済活動分類』に基づき業種を農業と申告した，企業活動

を行う市民（自然人）」と定義されている。 

「住民経営」（хозяйство населения）：①住民副業経営，②その他の市民の個人的経営，③菜園等の市民の非営利団体

において土地を有する形で行われる市民の経営の 3 類型がこれに含まれる。それぞれの定義は次のとおり。 

①住民副業経営（личное подсобное хозяйство）：本稿でも記述した住民副業経営法上の定義を用いている。 

②その他の市民の個人的経営：ⅰ）個人住宅建設のための土地区画を 400 平方メートル以上有し，農業を営んでいる

市民，ⅱ）菜園等の土地区画を有しているが，非営利団体には入っていない市民，ⅲ）土地を持たないが家畜を有

している市民の 3 類型がこれに含まれる。 

③菜園等の市民の非営利団体：1998 年 4 月 15 日付けロシア連邦法「園芸，菜園及びダーチャに係る市民団体につい

て」に基づいて設立された市民の任意・非営利団体。 

(64) 「市民の非営利団体」だけは一経営体当たり農用地面積（名目値）が 9.90ha から 9.46ha に縮小している。より

実態に近いと思われる一経営体当たり土地面積（実質値）は 13.18ha から 13.84ha とわずかな拡大である。この類

型に属するのは，市民が団体を作って運営する菜園等だが，ロシアもかつての物不足の時代と異なり，スーパーマー

ケットや市場で豊富に食品が手に入るようになった現在，こうした菜園等を拡大するニーズは少ないのであろう。 

(65) 「経済地区」については，長友（2016）186-187 頁参照。なおロシアの統計には，2014 年以降，ロシアが一方

的に連邦に編入したクリミアの値が入っているが，本稿の分析はその値を除外して行った。分析の対象年のうち，

2013 年はクリミアの値を含まず，それ以外の年はクリミアの値を含んでいては分析の妨げになるためである。 

(66) 農業生産主体が実際に使用する農用地面積が増加した経済地区の中でも，極東は総じて農業生産に係る条件に恵

まれない地域に属しているが，極東地域の開発が連邦政府の重要課題となる中で，耕作放棄地の回復が政策的に進め

られたことが面積の増加につながった可能性がある。 

(67) 第 8 表所掲の各類型の経営体が使用する農用地の面積について，2016 年のロシア連邦全体の値が第 5 表及び第

6 表の対応する値より小さいのは，第 8 表においてはクリミアの数値を除いているためである。 

(68) ロシア土地白書 2016 年版の 1,850 万 ha，2016 年農業センサスの 3,237 万 ha は，いずれもクリミアを含む値。 

(69) 農民経営等が借り入れているであろう私有地はどのような土地であり（第 3 表に示された私有地の構成を考えれ

ば相当部分は集団所有地と推測されるが），農民経営等がこれをどのような形で使用しているか（例えば，集団所有

地の一部を利用する場合には土地区画を分割して賃貸借契約を締結しているのか，それとも非公式な形で共有持分権

を借りているのか）といった詳細は，まだ明らかにできていない。 

(70) 農民経営等の経営体数の変化の背後には，経済地区やその中の連邦構成主体の個別事情もあると考えられ，その

詳細は現時点では把握できていない。例えば，他の経済地区において農民経営等の経営体が減少する中で，東シベリ

アだけはこれが大幅に増加しており，しかも同経済地区のすべての連邦構成主体で増加が見られる。また，北カフカ

ス経済地区においては，2006 年時点で農民経営等の経営体数が極端に多く，2016 年までにこれが大幅に減少した

が，減少の大半がダゲスタン共和国で発生している。 

(71) BEFL は，当該レポートについて，「レポートの作成に用いた情報は，当社専門家が信頼できるとみなした公開

情報等である」とし，「ロシアの領域内における農業目的地の主要な保有者と，その保有地のおよその面積を明らか

にすることを目的としており，農業用地を 100 千 ha 以上保有する者すべてを網羅することは目的としていない」と

の留保を付している（BEFL（2017）6 頁「免責事項」）。なおここでの「保有」とは，所有だけでなく，賃貸借その

他の権原に基づく使用も含む意味である。 

(72) BEFL（2017）では，レポートの対象とした土地を сельскохозяйственная земля（直訳すれは「農業の土

地」）としているが，その定義を示していない。このため，本稿でこれまで用いてきたロシア連邦土地法典等の用語

と区別する観点から，とりあえず「農業用地」と訳した。 
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３．中国の農村土地政策 

―土地請負の安定化から土地の流動化へ― 

 

河原 昌一郎  

 

１．はじめに 

 

 1978 年の改革開放政策開始時において中国が採用していた農村土地政策は人民公社に

よる土地所有体制であった。人民公社は，生産隊，生産大隊，公社の 3 級から成り，実質

的には自然村程度の規模の生産隊が耕地を管理して統一農業経営を行っていた。ところが

改革開放政策の実施によって，農家が実質的な農業経営主体となる農家請負経営という方

式が全国に普及した。農家請負経営は農村土地を各農家に分配して農業経営を請け負わせ

るというものであり，農業経営はそれぞれの農家によって担われる。このため，生産隊に

よる統一農業経営を行ってきた人民公社体制は，その基礎を喪失することとなり，人民公

社は 1985 年には完全に消滅することとなった。その後は，人民公社に代わり，行政機関

としては郷鎮が置かれ，土地は生産隊に代わって農民集団（村，村民小組）の所有とされ

た。 

この後，中国農村では農家請負経営を基本とする農村土地制度が実施されたが，中国政

府が最も重視したのはこの農家請負経営を安定化させることであった。農家請負経営が実

施されるようになったといっても中国で初めて採用される制度であり，現実には貸手方と

請負方との間で契約内容等に関して全国的にトラブルが多発した。土地請負関係が安定し

なければ健全な農業生産の発展は望めず，また，農村労働力の有効な活用にも支障を来た

すこととなる。土地請負関係の安定化は全ての農村政策の基本として考えられるべきもの

であった。このため，中国政府は，まず土地請負の安定化に努力を傾注することとなるの

である。 

 その一方で，改革開放政策実施後は中国経済がめざましく発展し，1 人当たり国民所得

も大きく増加するとともに，土地開発が活発に行われるようになって都市化が急速に進ん

だ。これとともに，農村労働力の都市流出が拡大し，農村労働力が不足する農村も見られ

るようになった。また，農業においても生産経営の効率化が求められるようになり，新た

な農業経営主体の育成のために経営規模の拡大が必要とされるようになった。経済の発展，

都市化の進展のもとで，農村土地流動化は不可避の要請とされることとなったのである。 

 本稿は，以上のような中国の農村土地をめぐる事情を踏まえ，農家請負経営の安定化を

図るための制度的整備の経緯やその変化を整理・分析するとともに，現在中国で進められ

ている土地流動化推進施策を整理する。 

なお，農家請負経営の制度を規定している農村土地請負法は 2018 年 12 月 29 日に全人
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代常務委員会の議決を経て修正されたが，本稿での法的制度の検討は，本稿執筆時期との

関係もあって，修正前のもので行っている。修正後の法については，従来の制度にはどの

ような課題があり，それらが今回の修正でどのように変化したかという観点からとらえて

いくこととした。したがって，本稿での検討において，農村土地請負法とは修正前の法（修

正後の法に対して「旧法」と言うこともある。）のことを言い，修正後の法は修正法と称す

る。修正法の内容は，３の（３）で詳しく検討する。 

 

２．農村土地請負の安定化 

 

（１）人民公社の解体と農民集団有 

 

 改革開放政策の開始後，中国農村では，各種の農業生産の請負制度が導入されるように

なり，人民公社体制の下で実施されてきた生産隊による統一経営から，紆余曲折を経て，

農家の自主的な農業生産が可能な農家請負経営へと移行する。 

 農家請負経営は，実質的に人民公社（生産隊）による統一経営を否定して農業の経営単

位を個々の農家とするものである。したがって，農家請負経営と人民公社（生産隊）によ

る統一経営とは両立せず，農家請負経営の普及は必然的に人民公社（生産隊）の経済的基

礎を弱化ないし消失させることとなる。また，人民公社（生産隊）内の土地が農家に分配

されただけでなく，従来は統一経営を行うために人民公社（生産隊）で管理使用していた

農具，役畜等の生産資材も人民公社（生産隊）で保有する必要がなくなり，分配が困難な

一部の大型機械等を除き，原則として農家に分配されることとなった。 

 人民公社は政社合一(1)の組織であったが，その経済的基礎が喪失したことから，人民公

社機能が事実上麻痺し，行政事務の処理にも支障が生じるという状況が見られるようにな

った。また，農家請負経営は，農業の統一経営を基本業務としていた生産隊に対して，直

接的な解体作用を持つこととなった。 

 こうした状況に対応して，人民公社を解体して政社を分離し，郷政府を樹立して行政事

務を担当させ，経済部門については別に経済組織の設立が進められることとなった。1983

年 10 月 12 日中共中央・国務院「政社分離を実施して郷政府を樹立することに関する通知」

は，そうした方針を明確にしたものである。 

 この結果，1983 年末までに全国でまず 12,702 の人民公社が，1984 年末までにさらに

39,838 の人民公社が解体され，1985 年には残りの 249 の人民公社も解体されて人民公社

の解体作業は終了する。これに替えて，1985 年に 72,153（うち鎮は 7,956）の郷鎮が成立

し，生産大隊すなわち村レベルでは 940,617 の村民委員会が設置された。生産隊は一般的

に村民小組に改組された。このため，土地所有は，それまでの人民公社（生産隊）有に代

わり，村民小組の構成員である農民の集団有とされることとなった。なお，その後，村民

小組の解消等により，土地が村レベルの農民集団有とされたところも少なくない。したが

って，現在の中国農村の土地所有は，原則として，村レベルまたは村民小組レベルの農民

集団有である。 
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（２）農村土地請負制度の確立と安定化 

 

 中国農村の土地請負制度は，改革開放政策開始後の農業農村発展の基礎として重要な役

割を果たしてきた。しかしながら，農家請負経営における農家の地位は，現実には極めて

不安定であり，貸手である社区経済組織(2)による請負土地の取上げ，変更といったことが

容易に行われ，請負土地に関する紛争が絶えなかった。このため，改革開放政策開始後の

中国の農業農村政策は，農家請負経営の安定化を図ることを第一の目標として展開してき

たのである。農家請負経営の確立と安定化のための施策の変遷は，①形成期（1978～1983

年），②15 年請負期（1984～1992 年），③第 1 次 30 年請負期（1993 年～現在）に区分し

て整理することができる。なお，第 1 次 30 年請負期としたのは，現在，農村土地請負法

の修正案で現行の 30 年の請負期間を再度 30 年延長することが予定され，延長後の請負期

が第 2 次請負期と呼ばれているためである。 

 

１）形成期（1978～1983 年） 

 改革開放政策の始まった 1978 年から農家請負経営がほぼ全国的に普及する 1983 年ま

でを農家請負経営の形成期とする。この時期は，生産隊による統一経営から，いろいろな

農業生産請負制が試みられた後，最終的に農家請負経営へと移行する過程である。 

 1978年から 1981 年ごろまで全国的に比較的広く採用されたのは生産作業を生産隊の中

の作業組に請け負わせる作業組生産請負という方式であった。この方式は，労働報酬を作

業組の生産量とリンク付けたものである。それまでの生産隊の中での労働点数制に基づい

た労働に応じた報酬という考えを変革する画期的なものであったが，集団（生産隊）によ

る統一経営という原則を崩すものでなく，個々の農家による経営とは依然として距離があ

った。 

 これに対して，農家請負経営は，土地の耕作を請け負った農家が，国家への売渡義務と

集団（村または村民小組）への一定数量の現物または現金の上納義務を果たせば残りの生

産物はすべて農家のものにすることができるという方式であり，土地所有権は集団にある

ものの，実質的に個々の農家経営を実現させるものである。農家請負経営の利点は，「責任

明確，方法簡便，利益直接」と表現され，農家から広く歓迎されるところとなった。しか

しながら，統一経営に代えてまさに個別経営を実践するものであり，社会主義体制と矛盾

するのではないかとの懸念から，実施を躊躇する地域も多かった。このため，中共中央は，

1982 年 1 号文件で農家請負経営が社会主義体制と矛盾しないことを確認し，農家請負経

営を容認する姿勢を明確にした。これによって農家請負経営は全国的に急速に拡大してい

き，農家請負経営に移行した生産隊は 1983 年末には 98.3 パーセントを占めることとな

る。すなわち，中国農村は，1978 年の改革開放政策の開始後，1983 年には人民公社（生

産隊）による統一経営に代え，農家請負経営によって個々の農家を実質的な経営単位とす

る新しい時代を迎えることとなったのである。 
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 しかしながら，この時点での農家請負経営は，各種の農業生産請負の試行と改善の中か

ら最も現実的で受け入れられやすいものとして，ようやく全国の農村に普及したという段

階のものであり，請負期間，請負農家の権利等の制度的枠組が確立していたわけでなく，

地域によって現実の取組には様々なものがあった。もちろん法律の規定による整備は全く

なされていない。これらは，15 年請負期以降，徐々に整備が図られていくこととなる。 

 

２）15 年請負期（1984～1992 年） 

 中共中央 1984 年 1 号文件によって，請負期間が 15 年とされた 1984 年から，請負期間

をさらに 30 年延長することが公表された 1993 年の前年の 1992 年までを 15 年請負期と

する。 

 請負期間については，1984 年 1 号文件が発出されるまでは中央政府から明確な方針が

示されておらず，請負期間は一般的には 3～5 年，請負期間の定めのないところも少なく

なかった。請負農地が短期間で一気に分配されたため，請負契約が締結されていないこと

も多く，あっても不完全で，時間の経過とともに請負農地に関するトラブルが多発するよ

うになっていたのである。 

 1984 年 1 号文件はこうした事態に対応して，請負期間を 15 年と定め，農家請負経営権

の安定化を図ろうとしたものであった。1984 年 1 号文件の後，中共中央から 1985 年 1 号

文件，1986 年 1 号文件が引き続いて発出されるが，これらはいずれも農家請負制の長期

安定化を最重視し，これとともに，農家と集団の関係の再調整のために，統分結合または

双層経営(3)を強調したものとなっている。 

 しかしながら，請負契約に関するトラブルは相変わらず多かったため，1986 年 4 月 14

日には最高人民法院から「農村請負契約紛争事件の審理に関する若干の問題についての意

見」（以下「法院 1986 年意見」という。）が出されている。法院 1986 年意見は，紛争解決

のための調停方法，請負契約の無効時由等，紛争に関する最高人民法院の処理方針を示し

たものであり，この時期の紛争事件の現実の処理において大きな役割を果たした。 

 農村土地の請負経営が初めて法で規定されるのは，1987 年 1 月 1 日に同時に施行され

た民法通則および土地管理法においてであった。両法の農村土地の請負経営に関する規定

は次のとおりである。 

 

 民法通則第 80 条第 2 項 

 集団所有の土地または国家所有で集団が使用している土地に対する公民，集団の請負

経営権は法律の保護を受ける。請負双方の権利および義務は，法律に照らして請負契約

が定めるところによる。 

 土地は，売買，貸出，担保またはその他の形式で不法に譲渡することはできない。 
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土地管理法第 12 条 

 集団所有の土地並びに全人民所有制単位および集団所有制単位が使用する国有の土

地は，集団または個人が経営を請け負い，農，林，牧，漁業の生産に従事することがで

きる。 

 土地の経営を請け負った集団または個人は，土地を保護し，請負契約に規定する用途

に基づき土地を利用する義務を有する。 

 土地の請負経営権は法律の保護を受ける。 

 

 以上のとおり，農村土地の請負経営に関する規定はごく簡単なものであるが，両法とも

土地の請負経営権が法的保護を受けることを規定している。このことは，農村土地の請負

関係が当事者間の事実上の関係というだけでなく，法的関係であることを改めて明確にし

たという点で重要な意義を有するものである。 

 ただし，農村土地の請負に関する当事者の権利義務は請負契約に委ねられており，法的

保護を受けるべき請負経営権の内容について具体的に規定するところがない。これは，こ

の当時において，農村土地請負の方式はまだ地域による差異があり，中央で統一的に規定

することは時期尚早ととらえられていたためと考えられる。 

 このように，15 年請負期においては，農家請負経営の安定化が重視されるようになり，

土地の請負経営権が法的保護を受けることが法律上も明確化されるが，土地請負経営権の

具体的な内容等についての規定はなく，制度的整備としては不十分なところがあった。こ

れらは第 1 次 30 年請負期を待つ必要があったのである。 

 

３）第 1 次 30 年請負期（1993 年～現在） 

 農家請負経営は中国農村経済の基本的制度であり，その長期安定化と改善が農村政策の

最重要課題であると認識されるようになっており，また，15 年請負期は 90 年代半ば頃か

ら期間満了を迎えることから，中共中央・国務院「当面の農業および農村経済発展に関す

る若干の政策措置」（1993 年 11 月 5 日）において，土地請負期間は，もとの土地請負期間

が終了した後，さらにそのまま 30 年延長することとされた。 

 なお，この文件では，請負農地の頻繁な変動や農地の細分化を防止するため，請負期間

内は「人が増えても土地は増やさず，人が減っても土地は減らさない〔増人不増地，減人

不減地〕。」という方式を実行することが提唱された。また，土地の集団有および土地用途

を改変しないという前提で，貸手方の同意を経て，土地使用権の有償譲渡を認めること，

第二・三次産業の比較的発達した地域では，請負土地について必要な調整を行い，適度の

規模経営を実施することができることという農地の流動化に関する規定も併せてなされて

いる。 

 また，1997 年 8 月 27 日，中共中央弁公庁・国務院弁公庁「農村土地請負関係をさらに

安定させ改善することに関する通知」では，①土地の請負期間 30 年の延長は，もとの土地

請負関係の安定を図るために 15 年請負期を基礎にして行うこと，②請負地の調整は「大
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安定，小調整」(4)を前提として行い，「小調整」の方法は村民大会または村民代表大会の成

員の 3 分の 2 以上の同意を必要とし，かつ，郷（鎮）人民政府および県（市，区）人民政

府主管部門の承認が必要であること，③両田制(5)は請負関係の安定性の観点からは弊害が

多いことから今後は整理すること等が規定された。 

 第 1 次 30 年請負期においては，以上のような政策の実施と併せて，土地請負経営権に

関する法的な整備が図られ，最終的に農村土地請負法が制定される。 

 まず，1993 年に成立した農業法（旧農業法）は，その第 13 条第１項で請負方は「生産

経営の決定権，生産物の処分権および収益権を享有する」ことを規定した。これとともに，

請負方は貸手方の同意を得て請負経営権を譲渡できること（同法第 13 条第 2 項）等を法

規定上初めて明確にした。これらは，民法通則第 80 条第 2 項の規定から土地請負経営権

の権利内容の明確化を一歩進めたものとして評価できるものである。 

1998 年に成立した土地管理法（旧土地管理法の全面改正）では，土地請負期間が 30 年

であることが明記される（同法第 14 条第 1 項）とともに，土地請負関係の調整には村民

大会等で 3 分の 2 以上の同意を必要とすること（同条第 2 項）等の規定が盛り込まれた。

これらは，言うまでもなく，前述の中共中央から発出された文件での政策方針を法規定と

して明文化したものである。 

また，土地請負経営権に関する現実の紛争処理の適正化を図るため，前述の法院 1986 年

意見に代え，土地管理法等の規定を受けて法院 1999 年規定が定められた。 

農村土地請負法は，こうした農村の土地請負に関するこれまでの政策，法律規定，経験

等を総括し，土地請負経営権に関する法的な制度的整備を図るため，2002 年 8 月 29 日に

成立し，2003 年 3 月 1 日から施行されたものである。 

同法は，貸手方および請負方の権利義務，請負契約の締結手続き，請負期間と契約内容，

土地請負経営権の保護，土地請負経営権の移転等に関する規定を設けた総合的な内容を有

するものとなっている。 

第 1 次 30 年請負期では，以上のとおり，30 年の請負期間を基礎として，請負経営権の

権利内容もひととおり法規定で整備されることとなった。同法は，その後，2009 年にごく

一部の技術的改正(6)が行われたほか，実質的な修正は行われてこなかった。 

しかしながら，最近になって，農村の経済事情の変化等に対応して，同法の修正が議論

されるようになった。2015 年全人代第 3 回会議では，土地請負経営権への抵当権設定の

許可，請負方が非農業戸籍となった場合の請負地の回収，耕作放棄地の回収，土地請負経

営権の流動化等を修正内容とする修正法案が提出された(7)。また，2015 年初めには，同法

修正に向けて，全人代，党中央，国務院等の農業担当者から成る農村土地請負法修改領導

小組および工作小組が設立された (8)。その後，2017 年 11 月 7 日から同 12 月 6 日まで同

法修正案（第一次修正案）についてのパブリックコメントの募集が行われ，さらに 2018 年

11 月 2 日から同 12 月 1 日まで第二次修正案の募集が行われた後，2018 年 12 月 19 日の

全人代常務委員会で同修正案は可決成立している。 
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（３）土地請負経営権の権利内容 

 中国における農村土地請負は，土地請負経営権が農家に与えられることによって成立す

る。しかしながら，土地請負経営権という用語は，これまで民法通則，土地管理法等にお

いて特に定義されることなく用いられてきており，農村土地請負法でも土地請負経営権に

ついての定義規定は設けられていない。このため，土地請負経営権の内容は，農村土地請

負法における具体的な規定を通じて把握するほかはない。 

結論から先に言えば，同法の規定によれば，土地請負経営権には，「個人としての土地を

請け負う権利」と「農家が請負土地の使用，収益，土地請負経営権の移転等を行う権利」

の二つの内容が含まれている。すなわち，土地請負経営権は，「個人」としての権利（土地

を請け負う権利）と「農家」としての権利（土地経営を行う権利）という権利主体の異な

る二つの権利内容を含む概念なのである。 

 農村土地請負法は，まず，第 5 条に次のとおりの規定を置く。 

  

第 5 条 

 農村集団経済組織の成員は，当該集団経済組織が貸し出す農村土地を法に則って請け

負う権利を有する。 

 いかなる組織または個人も農村集団経済組織の成員が土地を請け負う権利を剥奪し，

または不法に制限することはできない。 

 

 ここで農村集団経済組織とは，土地所有者である農民集団（村または村民小組）の経済

担当部門のことであり，実質的に村または村民小組と同じと考えてよい。したがって，農

村集団経済組織の成員とは，村または村民小組を構成する農民個人のことである。 

 引き続いて，第 6 条では次のように規定する。 

 

 第 6 条 

 農村土地請負について，女子は男子と平等の権利を有する。請負においては女子の合

法的権益を保護するものとし，いかなる組織および個人も女子が享有すべき土地請負経

営権を剥奪し侵害することはできない。 

 

 農村土地請負法では，この第 6 条で初めて土地請負経営権という用語が用いられるが，

ここでの土地請負経営権の内容が第 5 条の規定を受けたものであり，個人としての「土地

を請け負う権利」を示しているものであることは，同条が女子としての個人の権利を規定

したものであることからも明らかだろう。第 5 条および第 6 条の規定から，農村集団経済

組織（村または村民小組）の成員として出生した農民は，男女を問わず，土地請負経営権

の一つの内容として，その村または村民小組から「土地を請け負う権利」を有するのであ

る。 

 一方，同法第 15 条では，「家庭請負の請負方は本集団経済組織の農家である」として，
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農家が土地請負契約の当事者であることを明記している。農家が農村経営請負戸として法

律行為の主体となり得ることは民法第 27 条に規定されており，中国の法制度上，農家が

土地請負契約の当事者となることは問題がない。 

 続く同法第 16 条では，請負方すなわち農家として享受する権利として「請負土地の使

用，収益，土地請負経営権の移転，自主的な生産経営および生産物の処分等」を掲げてい

る。 

 そして，同法第 22 条において「請負契約は成立の日から効力を生ずる。請負方は請負契

約が効力を生じたときから土地請負経営権を取得する」と規定する。 

 同法第 15 条，第 16 条および第 22 条の規定に係る土地請負経営権は明らかに農家とし

て有する権利だけを指しており，個人としての「土地を請け負う権利」は含まれていない。

このように同法では，土地請負経営権という一つの用語を二つの意味に使い分けているの

である。 

 それでは，個人としての「土地を請け負う権利」と農家として「土地経営を行う権利」

とはどのような関係になるのだろうか。同法ではこのことについては特に規定はしていな

いが，農家が，家族員の「土地を請け負う権利」によって各家族員に分配された請負農地

をまとめ，請負方として農村集団経済組織と請負契約を締結し，農家としての「土地経営

を行う権利」を行使することができるようになるものと常識的に理解しておいてよいもの

と考える。 

 土地請負経営権の内容で留意すべきことは，個人としての「土地を請け負う権利」は，

農村集団経済組織の成員であるという身分から生じる一種の身分権であり，他に譲渡でき

ないものであるということである。また，この権利は農村土地請負法第 5 条で「土地を請

け負う権利を剥奪し，または不法に制限することはできない」ものとしてその不可侵性が

強調されているように，土地請負経営権の本質的内容をなすものと考えられている。 

 その一方で，「農家が土地経営を行う権利」を他者に譲渡することは可能であろう。自分

では事情があって農業経営を行えないような場合に，他者に農業経営を依頼するというこ

とは一般的にあり得ることである。 

 しかしながら，第 1 次 30 年請負期ないし現行の農村土地請負法では，この「土地を請

け負う権利」と「農家が土地経営を行う権利」とが分離されずに土地請負経営権として両

者が一体として扱われてきた。すなわち，土地請負経営権には，本来譲渡ができない「土

地を請け負う権利」が含まれるため，農村土地請負法では一定の要件の下に土地請負経営

権の譲渡は可能とされていたものの，土地請負経営権を全体として移転することには矛盾

が内包されていたのである。 

最近になって，三権分置による土地流動化が進められるようになったが，これはこの「土

地を請け負う権利」と「農家が土地経営を行う権利」を分離させ，「農家が土地経営を行う

権利」だけを移転させようとする試みである。 

  



農林水産政策研究所 [主要国農業戦略横断・総合]プロ研資料 第 9 号（2019.3） 

 

- 9 - 

 

３．農村土地の流動化 

 

（１）農村土地請負法における土地請負経営権の移転方式 

 

 第 1 次 30 年請負期においても，土地請負経営権の移転は，農村労働力の多くが他産業

に転出した都市近郊地域では不可避のものであり，一戸当たりの経営規模が極めて零細な

中国の農業経営にあって，適正規模の経営を実現するためにも必要なものとして早くから

認識されていた。1993 年中共中央・国務院「当面の農業および農村経済発展に関する若干

の政策措置」において，農地流動化の規定が置かれていたことは前述のとおりである。 

 しかしながら，請負農地の流動化は，これを口実として農民の意向に反して請負農地の

変更等を行う地区もあり，その弊害も少なからず指摘されていた。例えば，ある村では村

収入増加のために土地流動化を利用して請負先を変更したり，ある村では広大な農地を長

期にわたり企業にリースして農民の利益を害し，またある村では土地流動化を名目として

土地の用途を宅地に変更してしまう等である。 

 こうした事態に対処して土地流動化の適正化を図るために中共中央は 2001 年 12 月 30

日付けで「農家請負地使用権の流動化作業を適正に実施することに関する通知」を発出し

ている。同通知は，①土地流動化は農家請負経営を基礎とする双層経営体制の安定を図る

ことを基本とし，必要な検査監督等を強化すること，②農家請負地の使用権の移転は，法

に従い，自発的なものであり，有償であるという原則のもとに行うこと，③農家請負地の

企業や都市住民へのリースは抑制的に行うこと等を内容とするものである。 

同通知では，「第二次，三次産業が発達し，大多数の農民が非農業に就業して安定した職

場と収入源を実現した地域のみが比較的広範囲での土地流動化を行い，適度な規模の経営

を発展させることができる。全体として見て，我が国の絶対多数の農村は，現在のところ，

この条件を備えていない」と規定しており，土地流動化の必要性は否定しないものの，ま

だ土地流動化を積極的に推進するような状況にはないという認識を示すものとなっている。

この当時においては，土地流動化による農業経営規模の拡大よりは，土地流動化に伴う弊

害を防止し，農家請負経営の安定化を図ることのほうが重視されていたのである。 

農村土地請負法における土地請負経営権の移転に関する規定は，こうした流れの中にあ

るものであり，土地請負経営権の移転に関する規定を整備して土地請負経営権の移転を規

範化しようとするものであった。 

同法で規定されている土地請負経営権移転の方式は，転貸，リース〔租賃〕，交換，譲渡

またはその他の方式である（同法第 32 条）。その他の方式には，例えば代耕，土地出資等

が考えられる。 

これらの移転方式は，請負契約の当事者の変更（貸手方は村または村民小組で変わらな

いので実質的に請負方の変更）を伴うかどうかという観点から，第１表に掲げるとおり，

譲渡等方式と転貸等方式に分類することができる。譲渡等方式には，譲渡，交換，土地出

資という方式が含まれ，転貸等方式には転貸，リース，代耕が含まれる。 
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第１表 土地請負経営権の移転方式 
移転方式 

グループ名 
移転方式 

請負契約当
事者の変更 

移転の要件 対抗要件 

譲渡等方式 

譲渡 有 
貸手方（農民集団）の同
意 

県級以上人民政府への登録 

交換 有 貸手方への届出 県級以上人民政府への登録 

土地出資 有 
（貸手方の実質的な同
意） 

無 

転貸等方式 

転貸 無 貸手方への届出 無 

リース 無 貸手方への届出 無 

代耕 無 （貸手方への届出） 無 

資料：筆者作成． 

 

 このうち，譲渡は土地請負経営権を全体として一括して被譲渡人に譲渡する方式である。

農民集団（村または村民小組）と農家との請負契約においては，通常，請負農家の農民集

団への義務（請負料または収穫物の納付，義務労働等）が具体的に定められているが，譲

渡にあっては，これらの義務が被譲渡人に移転する。農民集団は，これらの義務が履行さ

れることによって，財政を維持し，各種事業を実施している。このため，請負契約の義務

が着実に履行されるかどうかは，農民集団にとっての重要な関心事である。譲渡にあって

は貸手方（農民集団）の同意が必要とされているのはこのためである。交換は，同じ農民

集団内の者が互いの合意のもとに相手の請負契約の内容をそのまま引き継いで土地請負経

営権を交換するものである。交換の理由としては，例えば，請負地が何か所かに分散して

いる場合に，請負地の隣の土地の請負農家と土地の交換を行い，農作業の効率化を図るこ

と等が考えられよう。交換は，同じ農民集団の構成員間で行われることから，請負方の義

務遂行能力等のチェックも特に必要とされないため，貸手方には届出だけでいいものとさ

れているものと考えられる。 

 この譲渡と交換は，県級以上の人民政府に登録すれば第三者への対抗要件を有するもの

とされている（農村土地請負法第 38 条）。譲渡と交換は請負契約の当事者の変更を伴うも

のであり，請負方を保護するとともに請負契約の安定性という観点からも契約当事者を確

定させることが必要である。譲渡と交換に第三者への対抗要件を備える方法が規定される

こととなったのはこうした要請に応えるためであろう。 

 土地出資〔入股〕に関しては，農村土地請負法第 42 条に次にように規定されている。 

 

 第 42 条 

 請負方の間で農業経済の発展のために，自発的に連携して土地請負経営権を出資

し，農業共同生産に従事することができる。 

 

 これは，一定面積の土地請負経営権をまとめて農家に共同で農業生産を行わせ，効率的

な農業経営の育成に資そうというものであり，労働力に余裕がある農家が高齢化等で労働

力が不足する農家と農業経営を共同化するような場合には効果があろう。しかしながら，

互いに労働力に余裕がある農家同士が共同化することは難しい。 
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 土地出資については，現実的には，一定面積の請負土地をいったん農民集団に戻し，農

民集団がそれらをまとめて農業企業等に出資するという方法がとられている。農民集団に

いったん戻すことによって請負料の支払い等の請負契約が白紙に戻されるのであり，農民

集団以外の組織に請負土地を集めても請負契約は残ったままとなって不都合である。した

がって，土地出資は，実際には農民集団が主体的役割を果たしている。こうした請負土地

を農民集団に戻し，改めて農業企業等に出資または貸し出すという方法は「反租倒包」と

言われ，農業労働力が不足している都市近郊地域で比較的多く採用された方式である。た

だし，この方式は，農民集団によって強引に請負土地を農家から回収することにもつなが

るため，必ずしも積極的に推奨された方法ではない。 

 一方，転貸は，請負契約の当事者を変更せずに，その土地の経営を転借人に移転させる

方法である。実際には農民集団への義務も転借人が転貸人（請負方）に代わって履行する

ことも多いようであるが，義務履行の最終責任は転貸人（請負方）が負っており，貸手方

との権利関係は変わらない。 

 リースは，転借人が転貸人にリース料を払って当該土地で農業経営を行うというもので

あり，当該土地を所有する農民集団との関係は通常は想定されていない。転貸人（請負方）

がリース料を受け取り，農民集団への義務は転貸人が履行するのである。 

 代耕は，すなわち請負耕作のことである。代耕者は請負方から耕作料を受け取り，請負

方が農業経営の危険を負担する。農村土地請負法第 39 条では，代耕期間が 1 年を超えな

い場合は代耕契約書も必要ないものとされている。代耕は，事実として耕作作業が行われ

ればよく，土地をめぐる法的な権利関係にはほとんど影響を及ぼさないことからそうした

取扱いがなされているものであろう。 

 農村土地請負法で規定する土地請負経営権の移転の方式は以上のとおりであるが，これ

らの方式のうち，現実にどの方式が多く採用されているかは地域によって異なる。 

 浙江省は中国でも経済発達地区に属するが，浙江省紹興市における 2001 年の調査によ

れば，同市での土地請負経営権の移転方式は，代耕 23.5 パーセント，リース 38.2 パーセ

ント，転貸 17.6 パーセント，その他 20.7 パーセントとなっている(9)。また，土地請負経

営権の移転先は，同じ農民集団内の者が 31.3 パーセント，集団外が 68.7 パーセントであ

る(10)。 

浙江省紹興市では，この当時において既に，経済の発展とともに農村労働力の流出や他

産業への転換が進んでおり，同一農民集団内では農地の借手が不足する状況となっていた。

農地を同一農民集団内に貸している農家の割合が 3 割余りにとどまり，7 割近くの農家が

集団外の者に貸し出す状況となっているのはこのためである。同一農民集団内の者でなけ

れば借手が貸手（土地請負契約の請負方）に代わって農民集団への義務を果たすことは難

しい。同市における移転方式では，農民集団への義務履行とは直接の関係のない代耕，リ

ースが両者を合わせて 6 割以上を占めているのは，こうした事情を背景にしたものであろ

う。 

 一方，経済中等発達地区の湖北省宜城市の同じく 2001 年の調査によれば，移転方式は
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代耕 9.7 パーセント，転貸 83.8 パーセント，その他 6.5 パーセントの比率であり，移転先

は同一農民集団内の者が 100 パーセントである(11)。このように，湖北省宜城市の土地請負

経営権の移転の状況は，浙江省紹興市の状況とは大きく異なるが，これは，①宜城市では

紹興市に比較して他産業からの収入が少ないことから，各農民集団（村または村民小組）

の収入のうちで土地請負契約による収入の比率が大きく，請負農家から農民集団への確実

な義務履行が重視されること，②宜城市では労働力の流出や他産業への転換がまだ少なく，

同一農民集団内に労働力が比較的多く滞留しており，集団内で借手をみつけることが可能

であることといった事情があることによるものであろう。農民集団からすれば，借手が集

団内の者であれば，義務労働の提供を含め，集団への義務履行に基本的に問題はなく，し

かも，転貸方式は，現実には借手が集団への義務を履行することが多いものの最終的な法

的責任は貸手（その土地の請負方）が負っており，農民集団にとって不安の少ないもので

ある。主として転貸方式により同一農民集団内の者に貸し出すという宜城市の状況は，農

民集団からの請負契約の義務履行の要請と，現実的に集団内に借手が存在するという事情

とが相まってもたらされているのである。 

 以上のように，第 1 次 30 年請負期において，土地請負経営権の移転は各地で徐々に進

んだが，その進展状況や，事情，背景は各地でまちまちであり，何らかの特定の方向性が

示されるということもなかった。土地請負経営権の移転は，農業経営規模の拡大という観

点から重視されるようにはなっていたが，具体的に何らかの新しい政策が国家的に実施さ

れるというようなことはなかった。農村土地請負契約の内容は実際には地域差がかなり大

きく，また紛争も多発していたことから，国家として一律の施策を進めるには時期尚早の

憾があったためと考えられる。農村土地の流動化が，今後の農業経営のあり方とともに取

り上げられ，「経営権」という新しい法的概念が提示され，積極的にその推進方策が検討さ

れるようになるのはごく最近になってからのことである。 

 

（２）三権分置 

 

 近年の中国経済の大きな成長は多数の農民労働者を必要とし，全国で 3～4 億人の農民

労働者を都市に滞留させることとなった。このため，農村労働力が不足する地域が全国的

に増加するとともに，生産費・労働費の増嵩等から農産物価格が上昇し，中国農産物の国

際競争力が減退するという現象が見られるようになった。こうした状況に対応して，農村

土地を有効に活用し，一定規模を有する効率的な農業経営を成立させるため，農村土地の

一層の流動化を図ることが，農村土地請負の安定化とともに，中国農村土地政策における

優先的な課題とされることとなったのである。 

2013 年 1 号文件において，今後の土地流動化政策を積極的に推進するため，個々の土

地請負経営権の内容を確定し，登録，証書交付に関する事業を実施することが明記され，

翌年の 2014 年 1 号文件では，さらに農村土地制度の改革に関して，「農村土地請負政策を

改善する。農村土地請負関係を安定させて長期不変を保持し，最も厳格な耕地保護制度を
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堅持，改善し，農民に請負地の占有，使用，収益，移転および請負経営権の抵当，担保の

権利を付与する。農村土地のしっかりした集団所有権という基礎の上に，農家請負権の安

定化と土地経営権の活性化を行い，請負土地の経営権を金融機関に抵当に出して融資を受

けることを認める。」と規定し，経営権の概念を新たに提起しつつ，その経営権が金融機関

の抵当，担保(12)になることを明記した。 

 前述のとおり，土地請負経営権は「農家が農民集団と契約を締結して土地を請け負う権

利」と「農家が請負土地で農業経営を行う権利」の二つの内容を含んでいる。このうち前

者が請負権として，そして後者が経営権として，それぞれが政策的に別に扱われるように

なったのである。 

 農村の土地に関する権利を所有権，請負権および経営権の三つの権利に分けて扱うこと

は「三権分置」と呼ばれる。2014 年 11 月の中共中央弁公庁，国務院弁公庁「農村土地経

営権の秩序ある移転を導き農業適正規模経営を発展させることに関する意見」（以下「2014

経営権意見」という。）では，「農村の土地集団所有を堅持し，所有権，請負権，経営権の

三権分置を実現し，土地経営権の秩序ある移転を導き，家庭経営の基礎的地位を堅持し，

新型経営主体を積極的に育成し，多様な形式の適正規模経営を発展させ，農村の基本経営

制度を強固にし，改善する。」と規定し，三権分置を通じて秩序ある土地流動化を図ろうと

する考え方を明らかにしている。 

 また，2014 年 10 月 17 日に，農業部部長韓長賦は，2014 経営権意見に関する記者の取

材に対する回答(13)の中で，三権分置について次のように述べている。 

 

 「皆が知っているように我が国の農村土地は集団所有であり，これは憲法に明記されて

いる。ただし，各時期で異なる経営形式がとられた。人民公社期は集団経営が行われたが

効果は良くなかった。11 期 3 中全会の後，我々は農家請負経営を実行した。事実上，土地

を集団所有権と農家請負経営権とに分ける“両権分置”であったが効果は良かった。現在，

工業化，都市化が急速に進んでいることを背景として，大量の人口および労働力が農村を

離れている。もともと各戸それぞれで耕作していた農家が分化を始め，請負農家が自己の

請負地を経営しないという状況がますます多くなっており，大多数の地区で請負権と経営

権を分置する条件がすでに熟することとなった。土地について集団所有権，請負権，経営

権の三権分置を実現することは，土地の流動化を秩序あるものに導く重要な基礎である。

習総書記が中央農村工作会議で指摘したとおり，農民の土地請負経営権を請負権と経営権

に分け，請負権と経営権との分置併行を実現することは，我が国農村改革の新たな重大革

新である。」 

 

 このように，経営権の概念は，農村土地の流動化が必須と見られる社会的情勢の中で，

流動化を積極的に進めると同時に秩序あるものとするための基礎的な要素と考えられ，そ

れへの期待も大きい。このため，三権分置に関する規定を含めた農村土地請負法の修正作

業が行われ，2017 年 7 月 24 日に同法の修正案が全人代農業・農村委員会から同常務委員
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会に提示された。その後，2017 年 11 月 7 日から同 12 月 6 日まで第一次修正案について

のパブリックコメントの募集が行われ，さらに 2018 年 11 月 2 日から同 12 月 1 日まで第

二次修正案についての募集が行われた後，前述のとおり，同 12 月 29 日に可決成立した。

同修正案における主要な検討内容は第一次修正案におけるパブリックコメント募集の際に

付された説明で示されている。 

そこで，以下では，その説明を参考としつつ，今回可決成立した法修正の主要な事項に

ついて，関係規定の規定ぶりとともに，その内容，課題を整理，検討する。 

 

（３）農村土地請負法の主な修正内容 

 

 農村土地請負法修正における主要な検討項目は，上記パブリックコメント募集の説明に

よれば，①三権分置に関する規定，②請負関係の長期不変，③請負地の個別調整，④土地

経営権の移転，担保，⑤土地経営権の出資，⑥都市に転居した農民の土地請負権益，⑦農

村女子の土地請負権益保護の七つである。以下，これら項目について，それぞれ，農村土

地請負法（旧法），第一次修正案，修正法の規定を並列して，その修正内容，課題等を見て

いきたい。ところで，第一次修正案から第二次修正案の提示までおよそ 1 年を要し，第二

次修正案は修正法とほとんど変わらないものとなっている。また，第二次修正案のパブリ

ックコメントの募集時には修正趣旨の説明は付されなかった。このため，以下の比較表で

は煩雑を避けるためもあって，第二次修正案は省略した。なお，旧法，第一次修正案，修

正法の条番号は，修正の際に条文の追加，削除等があることから，必ずしも一致するとは

限らない。 

 

１）三権分置に関する規定 

〔関係条文〕 

 

条文規定比較① 
項目 旧法 第一次修正案 修正法 

三権
分置 

（権利の定義規定なし） 

第 6 条 農家請負方式で取得し
た土地請負経営権は ,移転し
ている間，土地請負権と土地
経営権とに分かれる。 

② 土地請負権は，農村集団経済
組織の成員が法によって享有
する土地請負の権利である。 

③ 土地経営権は，一定期間請負
地を占有し，自ら生産・耕作
と産品処理を行い，相応の収
益を取得する権利である。 

第 9 条 請負方は土地を請け
負って後，土地請負経営権
を享有する。自ら経営して
もよく，土地請負権を保留
してその請負地の土地経営
権を移転させ，他人に経営
させてもよい。 

第 39 条 請負方は，一定期
間，一部又は全部の土地請
負経営権を第三者に転貸
または賃貸しすることが
できる。請負方と貸手方と
の請負関係は変わらない。 

第 40 条 請負方が，一定期間，
請負土地の一部又は全部の経
営権を第三者に移転させた
後，請負方と貸手方との請負
関係は変わらず，請負方の土
地請負権は変わらない。 

第 44 条 請負方が土地経営
権を移転させても貸出方と
の請負関係は変わらない。 
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〔内容，課題等〕 

 三権分置に関する概念を改めて図示すれば第 1 図のとおりとなろう。 

 

第１図 土地請負経営権の内容 

資料：筆者作成． 

 

三権分置は今回の農村土地請負法修正の最大の眼目であり，このことを目的として法修

正が行われることとなったと言っても過言ではない。 

このため，第一次修正案では，その第 6 条で三権分置を規定するとともに，それぞれの

権利の定義規定を置いている。同条では，農家が農民集団から取得する権利は土地請負経

営権であり，これが移転する場合は土地請負権と土地経営権とに分かれるという言い方で

三権分置を規定した。そして，同条第 2 項および第 3 項で土地請負権および土地経営権を

それぞれ定義している。その内容は２（３）で述べた旧法における土地請負経営権の解釈

を踏まえたものとなっていた。 

 ところが，修正法では，第一次修正案ではあった土地請負権と土地経営権の定義規定が

削除され，請負方の土地請負経営権について土地請負権を留保して土地経営権を移転させ

ることができるという言い方で三権分離を規定するだけのものとなっている。これは，土

地請負権および土地経営権は，ともに定義することが難しい概念であり，実際，第一次修

正案の定義に実質的な意味があるものとも思えず，また，どのように定義しても疑義は免

れないため，現実の運用に任せることが適当と判断したものであろう。 

なお，土地請負権については，第一次修正案第 40 条（修正法第 44 条）で，請負方が土

地経営権を移転させた後も土地請負権は変わらないことが明記されている。すなわち，請

負方が貸手方に負っている請負料納付等の義務（債務）はそのまま請負方に残される。土

地経営権の移転に当たっては，もとの請負方と貸手方との関係は変わらず，土地経営権だ

農家

請負土地
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けが移転していくことを改めて規定したものである。しかしながら，土地経営権を手放し

た請負方が，土地請負契約で負っている請負料納付等の義務の確実な履行をどのように担

保するのかは難しい課題である。もちろん，請負方が土地経営権を譲渡する場合に，譲受

する側から十分な対価を得ておくことが考えられるが，請負方の経済事情もあり，これで

貸手方に対する確実な義務履行が確保されるというものでもない。この問題は，今後の課

題として残されている。 

 

２）請負関係の長期不変 

〔関係条文〕 

 
条文規定比較② 
項目 旧法 第一次修正案 修正法 

請負関
係の長
期不変 

第4条 国家は法によって
農村土地請負関係を長
期に安定させる。 

② 農村土地請負後，土地
の所有権の性質は変わ
らない。請負地は売買で
きない。 

第 4 条 農村土地請負後，土
地の所有権の性質は変わら
ない。請負地は売買できな
い。 

② 国家は法によって農村土
地請負関係を安定させ，か
つ，長久不変なものとする。 

第 4 条 農村土地請負後，土地
の所有権の性質は変わらな
い。請負地は売買できない。 

第 20 条 耕地の請負期間
は 30 年とする。草地の
請負期間は 30 年から 50
年までとする。林地の請
負期間は30年から70年
までとする。特殊林木の
林地請負期間は，国務院
林業行政部門の許可を
得て延長することがで
きる。 

第 20 条 耕地の請負期間は
30 年とする。草地の請負期
間は 30 年から 50 年までと
する。林地の請負期間は 30
年から 70 年までとする。 

② 前項に規定する耕地請負
期間が満了した後は，再度
30 年延長するものとする。 

第 21 条 耕地の請負期間は 30
年とする。草地の請負期間は
30 年から 50 年までとする。
林地の請負期間は 30 年から
70 年までとする。 

② 前項に規定する耕地請負
期間が満了した後は，再度 30
年延長するものとする。草
地，林地請負期間が満了した
後は，前項の規定に従って相
応の延長を行う。 

 

〔内容，課題等〕 

 耕地の請負期間をさらに 30 年延長して長期不変的なものとすることも，今回の法修正

の必須の内容である。 

 現在の耕地の請負期間は 30年であり，例えば 1995 年に請負契約を締結した農家は 2025

年には請負期間の満了を迎える。このため，第一次修正案第 20 条第 2 項，修正法では第

21 条第 2 項で，現在の耕地請負期間が満了した後には，再度 30 年延長されることが明記

された。同規定は，言うまでもなく，請負期間満了が近づくことによる現場での混乱を避

け，安定した請負関係に動揺をきたすことがないよう期待したものである。なお，第一次

修正案では草地および林地の再延長の規定がなかったが，修正法では整備されている。 

ところで，農村土地請負関係の長期安定は，現在の中国農村土地政策の根幹であるとい

う考えから，第一次修正案では，その第 4 条第 2 項に農村土地請負関係を「長久不変なも

のとする」という記述が追加されていたが，この規定は修正法では削除されている。これ

は，請負期間の 30 年延長は修正法第 21 条に明記するところであり，実質的にはこれで不

都合はなく，第一次修正案第 4 条第 2 項のような訓示規定をあえて置く必要性はないと考

えられたことによるものであろう。 
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３）請負地の個別調整 

〔関係条文〕 

 

条文規定比較③ 
項目 旧法 第一次修正案 修正法 

請 負 地
の 個 別
調整 

第 27 条 （略） 
② 請負期間内に，自然災

害で請負地を著しく毀損
したとき等の特殊事情に
よって，個別農家の請負
耕地または草地で調整が
必要なときは，本集団経
済組織の成員で構成する
村民会議の 3 分の 2 以上
の成員または 3 分の 2 以
上の村民代表の同意がな
ければならず，併せて郷
（鎮）人民政府及び県人
民政府農業等行政主管部
門の承認を経なければな
らない。請負契約中に調
整不調のときの規定があ
るときは，その規定に従
う。 

第 27 条 （略） 
② 請負期間内に，特殊な事情

で著しい不都合があり，個別
農家の請負耕地または草地で
調整が必要なときは，土地請
負関係を安定させ，みだりに
再調整しないという原則を堅
持し，本集団経済組織の成員
で構成する村民会議の 3 分の
2 以上の成員または 3 分の 2
以上の村民代表の同意がなけ
ればならず，併せて郷（鎮）
人民政府及び県人民政府農業
等行政主管部門の承認を経な
ければならない。請負契約中
に調整不調のときの規定があ
るときは，その規定に従う。 

③ 具体的には省，自治区，直
轄市が制定した地方性法規の
規定による。 

第 28 条 （略） 
② 請負期間内に，自然災害

で請負地を著しく毀損した
とき等の特殊事情によっ
て，個別農家の請負耕地ま
たは草地で調整が必要なと
きは，本集団経済組織の成
員で構成する村民会議の 3
分の 2 以上の成員または 3
分の 2 以上の村民代表の同
意がなければならず，併せ
て郷（鎮）人民政府及び県
人民政府農業農村，林業，
草原等行政主管部門の承認
を経なければならない。請
負契約中に調整不調のとき
の規定があるときは，その
規定に従う。 

 

〔内容，課題等〕 

 中国農村では，村共産党委員会書記，村民委員会主任といった農村幹部の力が強く，や

やもすれば村民の意向を無視した独善的な対応を行うことがある。このため，土地請負契

約の内容や，農村土地の利用状況等についての一般村民とのトラブルが多発しており，こ

うした事態を放置することは土地請負関係の安定を図る上でも好ましいことではない。請

負地の個別調整は，農村幹部が関与するトラブルの中で，比較的一般的に生じているもの

であり，これへの適切な対応が求められているものである。 

 請負地の個別調整とは，すでにその村の統一的な方法で請負地の分配が終わった後，農

村幹部が何らかの理由で，個別の農家の請負地についてその一部または全部の取上げや場

所の変更を行おうとする問題のことである。 

この請負地の個別調整を行うことができる場合として，旧法第 27 条第 2 項では「自然

災害で請負地を著しく毀損したとき等の特殊事情」がある場合とされているが，第一次修

正案第 27 条第 2 項では，「特殊な事情で著しい不都合があり」と規定して規定ぶりをさら

に厳格化するとともに，「土地請負関係を安定させ，みだりに再調整しないという原則を堅

持し」として原則を改めて明記していた。しかも，第一次修正案では，「特殊事情」につい

ては地方での差異も大きいことから，第 27 条に第 3 項を追加し，請負地の個別調整の扱

いについては，具体的には省，自治区，直轄市が制定した地方性法規の規定によることと

されていた。 

ところが，修正法では第一次修正案で示されていたような改正は一切行われず，旧法の

規定に戻されている。これについては，第一次修正案のように規定ぶりをいくら厳格化し
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ても解釈はいかようにでもすることができ，そもそも現行の規定が遵守されているかどう

かも疑問であって，結局のところは，現実の運用を改善していくほかはないということで

あろう。 

修正法では規定の改正はなされなかったものの，この問題が解決されたわけでは決して

なく，現場では依然として深刻な問題である。第一次修正案のパブリックコメント募集の

説明で主要な論点として挙げられたのもそのことによるのは言うまでもない。ただし，こ

の問題は法の規定ぶりで解決できるというような性格のものではなく，現場での農村幹部

のモラルの向上こそが求められているということである。 

  

４）土地経営権の移転・担保 

〔関係条文〕 

 

条文規定比較④ 
項目 旧法 第一次修正案 修正法 

土 地 経
営 権 の
移転 

第 32 条 家庭請負に
よって取得した土
地請負経営権は，法
によって，転貸，貸
出，互換，譲渡その
他の方法で移転す
ることができる。 

 
第 34 条 土地請負経

営権移転の主体は
請負方である。請負
方は，法によって，
土地請負経営権の
移転の可否及び移
転方式を自主的に
決定する。 

第 37 条 請負方は，法によっ
て，土地経営権の移転の可否
及び移転方式を自主的に決定
する。 

② 農業生産の効果を高めるた
め，第三者は請負方またはそ
の代理人の書面同意を得て，
併せて本集団経済組織に届出
して，請負土地の経営権を再
移転することができる。 

③ 請負方の同意を得て，第三
者は法によって土壌改良に投
資し，農業生産に必要な附属・
補助施設を建設し，併せて契
約の規定に従ってその投資部
分について合理的な補償を得
ることができる。 

④ 県以上の地方人民政府は，
工商企業等の社会資本による
土地経営権移転の資格審査，
プロジェクト審査及びリスク
予防の制度を確立する。工商
企業等の社会資本が土地経営
権を移転取得したときは，本
集団経済組織は適当な管理費
を受け取ることができる。具
体的には，国務院農業，林業
行政主管部門の規定による。 

第 36 条 請負方は法によって自
主的に貸出（転貸），出資又は
その他の方法で，貸出方に届け
出て，他人に土地経営権を移転
させることができる。 

 
第 43 条 請負方の同意を得て，

第三者は法によって土壌改良
に投資し，農業生産に必要な附
属・補助施設を建設し，併せて
契約の規定に従ってその投資
部分について合理的な補償を
得ることができる。 

 
第 45 条 県以上の地方人民政府

は，工商企業等の社会資本によ
る土地経営権移転の資格審査，
プロジェクト審査及びリスク
予防の制度を確立する。工商企
業等の社会資本が土地経営権
を移転取得したときは，本集団
経済組織は適当な管理費を受
け取ることができる。具体的に
は，国務院農業農村，林業及び
草原行政主管部門の規定によ
る。 

 
第 46 条 請負方の書面同意を得

て，併せて本集団経済組織に届
出して，譲受人は土地経営権を
再移転することができる。 

 

  



農林水産政策研究所 [主要国農業戦略横断・総合]プロ研資料 第 9 号（2019.3） 

 

- 19 - 

 

 

条文規定比較⑤ 

項目 旧法 第一次修正案 修正法 

土地経
営権の
担保化 

（担保の規定なし） 

第 42 条 請負方は，土地請負
経営権を金融機関への担保
にすることができる。第三
者は移転で取得した土地経
営権を，請負方又はその代
理人の書面同意を得て，金
融機関への担保とすること
ができる。具体的には国務
院の関係部門の規定によ
る。 

第 47 条 請負方は請負地の土地経
営権を金融機関融資の担保とする
ことができ，貸出方に届け出る。
譲受人は移転取得した土地経営権
を，請負方の書面の同意および貸
出方への届出を経て，金融機関融
資の担保とすることができる。 

② 担保物権は融資担保契約発効の
ときに設定される。当事者は登記
機関に登記を申請することができ
る。登記がなければ善意の第三者
に対抗できない。 

③ 担保物権を行使するとき，担保
物権者は土地経営権から優先償還
を受ける。 

④ 土地経営権融資担保方法は，国
務院の関係機関が定める。 

 

〔内容，課題等〕 

 土地経営権の移転の円滑化と担保可能化は今回の法修正の主要目的の一つであり，とり

わけ土地経営権の担保可能化は以前から検討が進められ，その実現が期待されていたもの

であった。 

 土地経営権の移転の要件について，請負方が移転（土地経営権の譲渡）させるときは貸

出方への届出が必要とされ，移転を受けた第三者（土地経営権の譲受人）が再移転すると

きは請負方の書面同意とともに本集団経済組織（貸出方）への届出が必要である（修正法

第 36 条，第 46 条）。なお，第一次修正案第 37 条第 2 項では，第三者による再移転につい

て，「農業生産の効果を高めるため」という目的が付されていたが，修正法では削除されて

おり，移転目的はあえて問わないものとなっている。 

土地経営権の移転要件が比較的厳格であることからわかるとおり，土地経営権は一般の

物権のように転々と自在に流通することが想定されているのではなく，請負方の同意する

範囲に移転は限定される。しかも当該土地の所有者である農村集団経済組織への届出が必

要である。このことは，土地経営権が移転されていても当該土地はもともと請負方が管理

すべき土地であり，請負方と貸手方との関係には変化がない（請負方は請負料納付等の義

務を負う）とされていることもあって，当該土地の利用のあり方が請負方の利害に直接的

な影響を及ぼし得ることが考慮されたのであろう。 

土地経営権が移転されていても当該土地の生産性の向上が図られるよう，第一次修正案

第 37 条第 3 項では第三者が土壌改良等を行うことができるとともに，その費用の一部の

償還を求めることができる旨が規定されたが，この規定はそのまま修正法第 43 条として

成立している。 

また，土地経営権を工商企業等が取得すると農業以外の用途に利用されることもあり得

ることから，第一次修正案第 37 条第 4 項で資格審査等を行うことを規定していたが，こ

の規定は修正法第 45 条となっている。 
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 さて，土地請負経営権の担保可能化は，中国農村では，土地が公有であること等から金

融機関から融資を受けようとしても担保に供するものがなく，農村金融が不振なままにな

っていることを背景としている。第一次修正案では，単に担保にすることができる旨の規

定でしかなかったが，修正法では対抗要件，優先償還等の規定も整備されることとなった。 

 土地経営権を担保とすることができる要件は，請負方の場合は貸出方への届出であり，

土地経営権の譲受人の場合は請負方の書面同意および貸出方への届出である。この要件は，

いずれも請負経営権の移転の場合と同じである。担保物権の設定は，担保物権が実行され

れば他者に請負経営権が移転することが想定されるため，同じ要件とされたものと考えら

れる。 

 担保物権は，登記機関に登記をして対抗要件を備えることができる。また，担保物権者

は，当該土地経営権から優先償還を受けることができる。 

 このように，土地経営権の担保可能化については，一応の規定が整備されることとなっ

たものの，現実に有効に機能するかについては疑問も多い。まず，担保価値をどのように

見積もるかであるが，当該土地をすぐにでも使用したいという者がいるときはともかく，

現実的に適正な価格を設定することが困難な場合が多いであろう。あまり安い価格であれ

ば担保物権設定の意味をなさない。また，土地経営権を競売に付したときに，落札者と請

負方との関係については明文の規定がない。請負方は担保物権設定に書面同意しているた

め，誰が落札しても，請負方が同意していることになるのだろうか。いずれにしても，こ

の土地経営権の担保可能化によって，不振が続く中国農村金融の状況がすぐに改善してい

くようなことは考えにくいのである。 

  

５）土地経営権の出資 

〔関係条文〕 

 

条文規定比較⑥ 
項目 旧法 第一次修正案 修正法 

土 地 請
負 経 営
権 の 出
資 

第 42 条 請負方の間で，農
業経済の発展のために，
共同で土地請負経営権を
出資し，農業共同生産に
従事することができる。 

第 41 条 請負方の間で，農業
経済の発展のために，共同で
土地経営権を出資し，農業共
同生産及び農業産業化経営
に従事することができる。 

第 36 条 請負方は法によ
って自主的に貸出（転
貸），出資またはその他
の方法で他人に土地経営
権を移転させることがで
き，貸出方に届け出る。 

 

〔内容，課題等〕 

 旧法では，請負方が共同で土地請負経営権を出資して農業の共同生産を行うことができ

る旨が規定されていたが，実際には請負土地を農村集団経済組織に一度戻し，農村集団経

済組織から改めて農業企業等に出資するという前述した「反租倒包」という方式をとるこ

とが多かった。 

第一次修正案では，旧法の規定を引き継ぎつつ，請負方が共同で土地経営権を出資して，

共同生産だけでなく農業産業化経営に従事すること，すなわち農業企業等への出資，設立
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が認められることとされたが，第一次修正案においても土地経営権の出資が認められてい

るのは請負方だけであり，土地経営権の移転を受けた第三者が出資できるかどうかについ

ての規定がなかった。このことについて，パブリックコメント募集の説明では，土地経営

権の出資による農業産業化経営はまだ検討段階にあり，現実のあり方には様々なものが考

えられることから，修正案では原則的な規定にとどめ，実践の結果を待ってさらに具体的

な行政法規を定めるとしていた。土地経営権の出資は，農村集団による農民からの請負土

地の回収につながり，弊害も見られたためである。 

結局，修正法では，土地請負経営権の出資を促すような積極的な規定は設けられず，修

正法第 36条で出資が土地経営権移転の一つの方法となることが規定されたにとどまった。

土地出資については，当面，慎重な態度がとられたのである。 

 

６）都市に転居した農民の土地請負権益 

〔関係条文〕 

 

条文規定比較⑦ 
項目 旧法 第一次修正案 修正法 

都市に
転居し
た農民
の土地
請負権
益 

第 26 条 （略） 
② 請負期間内に，請負方が

全家族で小都市に転居し
たときは，請負方の意向に
従い，土地請負経営権を保
留できるか，法によって土
地請負経営権の移転を許
可する。 

③ 請負期間内に，請負方が
全家族で区のある都市に
転居し，非農業戸となった
ときは，請負耕地又は草地
を貸手方に返さなければ
ならない。請負方が返そう
としないときは，貸手方は
請負耕地または草地を回
収できる。 

④ （略） 

第 26 条 （略） 
② 都市に転居した労働農民

の土地請負経営権を保護す
るため，土地請負経営権の放
棄を農民の都市転居の条件
とすることはできない。土地
請負経営権を保留するか否
かは，農民の選択によるもの
とし，農民に代わって選択す
ることはできない。 

③ 請負方が全家族で都市に
転居し，都市の住宅及び社会
保障体系に入り，農村集団経
済組織の身分を喪失したと
きは，国家の関係規定に照ら
して土地請負権益を譲渡す
るよう促し導く。 

④ （略） 

第 27 条 （略） 
② 国家は都市に入った

農民労働者の土地請負
経営権を保護する。土地
請負経営権の返還を農
民の都市転居の条件と
することはできない。 

③ 請負期間内に，請負農
家が都市に転居したと
きは，自主的かつ有補償
の原則に従い，法によっ
て，本集団経済組織内で
土地請負経営権を譲渡
するか，又は請負地を貸
出方に返還することを
指導する。若しくは土地
経営権の移転を奨励し
てもよい。 

④ （略） 

 

〔内容，課題等〕 

 都市に居住する農民労働者の雇用環境は劣悪であり，単に賃金が都市労働者と差別的に

扱われて低く抑えられているだけでなく，企業の経営が悪化すると直ちに農民労働者が退

職させられるため，失職の恐れに常に直面している。出身農村にある土地請負経営権はこ

うした農民労働者の最後の生活の拠り所であり，このため，農民労働者は都市にいても土

地請負経営権を手放そうとはしない。ところが，旧法第 26 条第 3 項では，農家が区のあ

る都市（すなわち大都市）に転居した時は耕地を農村集団に返さなければならない等の規

定がなされていることから現実的に紛争が絶えず，農村社会の安定をも脅かすものとなっ

ていた。 

 こうした事情に鑑み，第一次修正案第 26 条第 2 項では，農村集団が農民労働者に土地
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請負経営権を強制的に放棄させることを防止するため，土地請負経営権の放棄を都市転居

の条件としてはならないことを規定した。 

 また，同第 26 条第 3 項では，農民が都市に転居して都市の住居と社会保障を得られる

ようになって農村集団経済組織の成員資格を喪失したときでも，自動的に土地請負経営権

が回収されるというのではなく，農民に土地請負権益の譲渡を促すという対応をとること

とされている。 

 修正法においても，この第一次修正案の考え方は基本的に修正法第 27 条第 2 項および

第 3 項の規定で踏襲されている。なお，修正法第 27 条第 3 項では，請負農家の土地請負

経営権の返還についての自主的かつ有補償の原則を規定するとともに，請負地を返還せず

に土地経営権の移転でもよい旨を規定している。都市に転居した請負農家が現実的に受け

入れやすいものとなったとしてよいであろう。 

 

７）農村女子の土地請負権益保護 

〔関係条文〕 

 

条文規定比較⑧ 
項目 旧法 第一次修正案 修正法 

農 村 女
子 の 土
地 請 負
権 益 保
護 

第 23 条 県以上の地方人民
政府は，請負方に土地請負
経営権証又は林権証等の
証書を交付し，併せて登記
簿を作って土地請負経営
権の確認を行う。 

② 土地請負経営権証又は
林権証等の証書の交付は，
規定により証書作成費を
徴取するほか，その他の費
用を徴取できない。 

第 23 条 国家は耕地，林
地及び草地等に統一登
記を実施するものとし，
具体的には行政法規の
規定による。 

② 土地請負経営権証又
は林権証等の証書は，土
地請負経営権を有する
全部の家庭成員を記入
しなければならない。 

第 24 条 国家は耕地，林地及
び草地に統一登記を実施す
る。登記機構は請負方に土地
請負経営権証又は林権証等
の証書を交付し，登記簿に登
記して土地請負経営権を確
認する。 

② 土地請負経営権証又は林
権証等の証書は，土地請負経
営権を有する全部の家庭成
員を記入しなければならな
い。 

③ 登記機構は規定により証
書作成費を徴取するほか，そ
の他の費用を徴取できない。 

 

〔内容，課題等〕 

 土地請負経営権の流動化を推進し，しかもその法的安定性を確保するためには，権利の

内容が明確であり，かつ，第三者でもその内容をあらかじめ了知できることとし，権利内

容についての争いを極力少なくすることが前提となる。そのために考えられたのが，土地

請負経営権の登記制度の整備であり，また，登記を通じて権利内容を確定し，権利内容を

記載した証書を交付することであった。 

土地請負経営権は，従来から県以上の地方政府で登記することが可能であったものの，

登記の要件，内容等は各地方政府にまかされ統一されていなかったため，修正案では今後

は国家が統一的に登記制度を運用するものとされている。 

ところで，農村で土地を請け負う権利は農村集団経済組織の成員に与えられることとさ

れているが，ここで農村集団経済組織の成員とは具体的には同経済組織を構成する農家の
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一員のことである。したがって，農家の一員であるかどうかが土地請負権を有するかどう

かの分かれ目となるのであり，家族構成員が誰であるかを確定することはこの観点から大

変重要である。 

 農村土地請負法第 6 条は，農村での土地請負に関して女子も男子と同等の権利を有する

ことを規定しているが，女子は結婚によって村外に転出することもあることから，現実的

には農家の成員ではないという扱いを受け，女子の土地請負権益が十分に保護されないと

いうことがあった。こうしたことから，第一次修正案第 23 条第 2 項では，女子が土地請

負権を有することを明確にするため，土地請負経営権証に女子を含めた全部の家庭成員を

記入することとしている。修正法も第 24 条第 2 項で，この規定をそのまま引き継いでい

る。 

 また，従来から，女子に限らず，農家の成員が誰であるかは必ずしも常に明確というわ

けでなく，したがって，土地請負権者の範囲がはっきりしていないという問題があったが，

土地請負経営権証に全部の家庭成員を記入することによってこうした問題も解決されるこ

ととなった。 

 

（４）農村土地流動化の推進施策 

 

１）土地請負経営権確定登記事業 

 中国政府が現在進めている農村土地流動化施策の中で，最も重視され，かつ，これらの

施策の要とされているのが土地請負経営権確定登記事業である。 

中国農村では，土地請負契約が貸手方（農民集団）と請負方とで締結されたといっても，

現実には土地台帳が不備なことから，具体的にどの範囲の土地が契約の対象となっている

のかは不明確なことが多かった。請負土地の面積が正確でなく〔面積不准〕，周囲が四方と

もはっきりしない〔四至不清〕という問題が頻繁に発生した。このため，当事者間におい

て，また他者との間においても請負土地をめぐるトラブルが絶えなかった。こうした状況

は，一方で，請負農家に土地請負経営権に関する不安を抱かせることとなり，農業経営の

安定化という観点からも望ましいものでないことは言うまでもないだろう。また，請負契

約の内容についても農家ごとにそれぞれ異なっていたため，第三者がそれを知ることは難

しく，このことも土地請負経営権の流動化には障害となるものであった。 

 このような情勢に対応して，農村土地の流動化のための基礎的条件の整備を図るため，

2013 年 1 号文件で，「5 年の期間を用いて農村土地請負経営権の権利の確定，登記，証書

交付の事業を基本的に完成させる」という目標が示され，この土地請負経営権確定登記事

業の実施費用は地方財政で負担するが，中央財政がこれに補助を与えるものとされた。続

いて，2014 年 1 号文件では，同趣旨の内容が繰り返されるが，現実の権利確定，登記事業

の難航を反映し，「作業中に直面した矛盾や問題は，農民群衆に十分依拠して，自主的に協

議して解決する」という規定が盛り込まれた。また，確定する権利の内容について，必ず

しも具体的な土地に関する権利だけでなく，「権利を確定し，持分を確定し，土地は確定し
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ない〔確権確股不確地〕」という方式もあり得ることとされた。この方式は，例えば 10 ヘ

クタールの土地がある場合に，１ヘクタール分の持分，すなわちその土地の 10 分の１の

持分を権利として与え，具体的な土地は確定しないというものであり，一定面積の土地を

まとめて農業企業等に利用させる場合にとられる方式である。これはまさに前述の「反租

倒包」を想定したものであり，現実には「反租倒包」その他の土地出資を実施している地

区が多いという事情を反映したものであろう。 

 土地請負経営権確定登記事業の内容を中央政府が具体的に整理して公表したものが農経

発〔2015〕2 号「農村土地請負経営権の権利の確定，登記，証書交付の事業を成し遂げる

ことに関する意見」（農業部，財政部，国土資源部等，2015 年 1 月 27 日付け。以下「2015

確定登記事業意見」という。）である。同意見では，同事業の具体的な任務として，①土地

請負関係保存資料の精査を行うこと，②土地請負経営権の内容を調査すること，③土地請

負契約を整備すること，④土地請負経営権登記簿を改善すること，⑤土地請負経営権証書

を交付すること，⑥土地請負経営権の情報プラットホームを建設すること，⑦土地請負契

約保存資料の管理制度を改善することの七つを規定しており，土地請負経営権の内容を確

定するために現実的には保存資料と実態の両面を十分に調査する必要があることを強調し

ている。 

 また，同意見では，2015 年の同事業実施の計画として，2014 年における 3 省全体およ

び 27 県全体での試験実施を基礎として，江蘇，江西，湖北，湖南，甘粛，寧夏，吉林，貴

州，河南の 9 省（自治区）全体での試験実施を行うことを規定している。なお，この 9 省

については中央財政から，試験実施 1 ムー（0.0667 ヘクタール）当たり 10 元の補助金が

支出されることとなった(14)。 

 土地請負経営権確定登記事業については，2016 年 4 月 18 日付けで農経発〔2016〕4 号

「農村土地請負経営権の権利の確定，登記，証書交付に関する事業をさらに的確に成し遂

げることに関する通知」（農業部，財政部，国土資源部，国家測量地理情報局）が出され，

2013 年 1 号文件で示された方針どおりに，2018 年末には，一部の少数民族または辺境地

区を除き，権利確定，登記，証書交付事業を基本的に完成することとされている。 

 2017 年 11 月の段階で，省全体で土地請負経営権確定登記事業に取り組んでいるところ

は 28 省となり，2718 県（区，市），3.3 万郷（鎮），53.9 万行政村に試験実施の範囲は拡

大した。このうち，山東，寧夏，安徽，四川，江西，河南，陝西の 7 省（自治区）は同事

業が基本的に完成したことを国務院に報告している(15)。 

 また，同じく 2017 年 11 月現在，全国で実測請負地面積は 15.2 億ムー（1.01 億ヘクタ

ール）で第 1 次 30 年請負期の請負地面積を超え，経営権確定面積は 11.1 億ムー（0.74 億

ヘクタール）で同請負期面積の 82 パーセントとなっている(16)。 

 

２）農村土地請負経営権情報利用プラットホーム建設事業 

 農村土地の流動化を図るために，中国政府が近年発達の著しい情報技術（IT）等を駆使

して構築しようとしているのが農村土地請負経営権情報利用プラットホームである。 
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言うまでもなく，農村土地の流動化のためには，土地請負経営権の確定の後，経営権の

市場化が図られなければならない。すなわち，流動化が可能な経営権に関する情報が市場

に的確に提供されており，必要な情報を需要側が市場で要領よく入手できるようにしなけ

ればならない。また，そのためには経営権に関する情報を公的機関が適正に管理・監督し，

情報の正確性についての信頼性を確保するとともに，経営権の移転に係る紛争を極力防止

し，併せて農家の権利保護が図られなければならない。そのために進められている事業が，

先進的 IT 等を利用して土地請負経営権の情報をデータベース化し，ネットで必要な情報

のやりとりを可能とする「土地請負経営権情報利用プラットホーム建設事業」である。 

 情報プラットホームを建設する方針は 2014 経営権意見（13 頁参照）に規定され，2015

確定登記事業意見では，情報プラットホームの建設は土地請負経営権確定登記事業の一部

として実施されることとなった。 

 これらの方針を受け，情報プラットホームの建設については，2016 年 6 月 29 日付けで

農業部によって「農村土地請負経営権情報利用プラットホーム建設総体方案」（以下「総体

方案」という。）が策定され，同事業の目標任務，プラットホームの構成内容等が示されて

いる。総体方案によれば，情報プラットホームの持つ機能は，①全国の権利確定，登記，

証書交付のデータを備え，集中管理すること，②請負契約，土地移転，紛争仲裁等に関す

る管理サービスをネット上で行うこと，③現代農業建設，新型農業経営主体の育成，土地

経営権担保化等に関して必要なデータを提供すること，④関係機関に必要なデータを提供

するとともに，多数の農民の経営権に関する調査需要に応え，農民の合法的権利を保障す

ることである。情報プラットホームは，国，省，市，県の 4 級で建設され，それぞれ連結

されることとなっている。 

 農村土地請負経営権情報利用プラットホーム建設事業は，現実には民間の情報会社に委

託して進められており，例えば，2018 年 5 月時点で，「神州情報農業プレート〔神州信息

農業板塊〕」という情報会社は，甘粛，山東，天津，陝西，寧夏，吉林，重慶および雲南の

8 省（市）の事業を受注している(17)。 

 

３）紛争解決のための調停仲裁制度の改善 

 中国農村の土地請負は，もともと制度的準備がなかったところに導入されたことから，

請負地の範囲，請負契約の内容等において不明確なところも多く，制度導入以来，請負地

または請負経営権に関する紛争が現在に至るまで頻発している。そうした紛争についてい

かにして妥当な解決を図るかは，土地請負制度の安定または土地請負経営権の流動化を進

める上で極めて重要であることは言うまでもないだろう。 

 とりわけ，土地請負経営権の移転を原因とした紛争は，土地請負経営権に関する全紛争

中の半数以上を占めており，農村土地の流動化を図る上で紛争の多発が一つの大きな障害

となっている。その他の紛争は，主として，土地請負経営権の契約内容がそもそも不明確

だったことに起因するものである(18)。 

 土地請負経営権の移転に関して発生する紛争の要因は，主として次の 4 類型に整理でき

る。 
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第 1 類型：政府の農業農村政策等の変更に起因するもの。農業税の廃止，補助金交付の実

施等により土地請負に関する状況が変化し，転貸方が転借方に土地の返還を求めること

等によって生じる紛争。 

第 2 類型：移転契約当事者の一方の事情が変化したことに起因するもの。出稼ぎ者の帰郷，

婚姻，相続等の事情によって，当事者の一方が契約の変更を求めることによって生じる

紛争。 

第 3 類型：土地請負契約の歴史的経緯に起因するもの。請負土地の境界等に争いがあるた

め，隣接土地の請負者等との間で生じる紛争。 

第 4 類型：土地収用補償費の受取りをめぐるもの。土地が収用されて補償費が支払われる

場合に，転貸方および転借方の双方が補償費を受け取る権利を主張すること等によって

生じる紛争。 

 

 このうち，現実の紛争の発生原因として最も多いのは第 2 類型に属するものである。第

1 類型は，食糧生産補助金が本格的に支出されるようになった 2004 年以降や農業税が廃

止された 2006 年ごろには増加したが，最近では減少している。また，第 3 類型は件数と

してはそれほど多くない。第 4 類型は農村での土地開発が活発に行われた 2010 年前後に

多かったとされる。いずれにしても，類型毎にはこうした特徴が見られるものの，紛争件

数は全体として増加する趨勢にあり，何らかの対策が不可避の要請となっている。 

 土地請負経営権に関する紛争の解決に資するために，2010 年 1 月 1 日から「農村土地

請負経営紛争調停仲裁法」（以下「仲裁法」という。）が施行されており，同法に基づく仲

裁制度の活用が期待されている。 

 ただ，現在，紛争解決のために当事者に最も多く利用されているものは村民委員会での

調停であるとされる。 

村民委員会に調停を求めるのは，簡便で時間や費用が節約できるからであり，また，村

民委員会は村内の事情によく精通しているということもあろう。村民委員会による調停を

当事者双方が受け入れて一応の解決を見るというケースが多いものと考えられるが，村民

委員会の調停には，①村民委員会担当者の影響が大きく規範性に欠けること，②村民委員

会は村民である当該農民に一定の行政権力を持っていることから，当該権力を背景に何ら

かの措置を強制しようとすることがあること，③当該事件に村民委員会の利害がからんで

いる場合には農民の利益を侵害することがあること，という弊害が指摘されている(19)。 

 したがって，法的に公正な解決を求めようとする場合には仲裁制度等を利用することが

必要とされるが，そのためには契約書や一定の証拠書類がそろっていなければならない。

しかしながら，現状では土地請負経営権の移転等に関する契約は口頭だけで行われている

ことが多く，契約書等はほとんど作成されていないというのが実情である。 

一方で，仲裁法では，原則として県級の政府に必要に応じて仲裁委員会を設置すること

ができるとされているが，仲裁委員会を設置していない県も多く，専門的な法的知識を有
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する仲裁委員の養成も不十分だった。 

 中国政府はこうした状況を踏まえ，2014 経営権意見では，「農村土地請負経営紛争調停

仲裁システムの建設を強化」することを謳い，2016 年 3 月に農業部弁公庁から発出され

た「2016 年農村経営管理工作要点」では，農村土地請負経営紛争調停仲裁事業を実施し，

その一環として「郷鎮農村土地請負調停委員会の建設」等を進めることとした。 

2016 年末までに全国で設立された仲裁委員会は 2,476 委員会，任用仲裁員は 5.2 万人で

基本的にほとんどの農業県をカバーしている。また郷鎮農村土地請負調停委員会は 31,716

委員会，村レベル調停小組は 59 万組で，全国での調停仲裁制度の体制は整いつつあると

される(20)。 

また，2017 年 5 月までに，仲裁法に基づき提訴された農村土地請負に関する紛争は

147.13 万件，そのうち和解は 121.6 万件，仲裁は 11.22 万件であったという(21)。 

 

４）土地請負経営権有償退出施策 

 都市に転居した農民の請負土地の回収の法的問題については，農村土地請負法修正案の

内容の説明でも述べたところである。同修正案においては，農村土地請負法の旧第 26 条

の規定よりもより明確に農村集団経済組織が農民労働者に土地請負経営権を強制的に放棄

させることはできないこと等が謳われ，その趣旨は修正法第 27 条においても踏襲されて

いる。 

農村土地請負法の旧第 26 条では，「請負方が家族全員で区が設置されている市(22)に転居

し，非農業戸となったときは，請負耕地および草地を貸出方に返還するものとする。請負

方が返還しないときは，貸出方は請負耕地および草地を回収することができる。」と規定し

ているが，この規定は現実には有効に機能していなかった。 

これは，言うまでもなく，家族全員が都市に移転したとしても，都市の社会保障制度の

不備等から農村出身者は都市での社会保障が受けられず，万一失業した場合には生活の保

障がなくなるため，農村での請負土地の返還に応じないことが多いためである。また，農

民は，農民集団の一員として，土地を請け負うことができる権利だけでなく，農民集団の

有する一定の財産（例えば村内の土地を運用して得られた利益等）について持分権的な請

求権を有している等，農民集団とその構成員である農民との間の財産をめぐる権利関係に

は不分明なところがある。農民集団が都市転出農家から請負土地の返還を求める場合には，

当該農家の生活の保障とともに，農民集団と農民との間の権利関係の解決が図られなけれ

ばならない。 

 このため，中国政府は，2015 年 8 月 7 日に国務院弁公庁「農業発展方式を速やかに転

換させることに関する意見」を発出し，その中で，農民の意思を尊重しつつ農家の請負土

地からの退出を進めるため，農村改革試験区においてそのための試験実施を行うことを明

記した。試験実施では，非農業収入の安定化を図り，都市に長期に居住している農家が自

発的に土地請負経営権を手放すことができる方策をとるとしている。 

 2015 年 8 月において，農村改革試験区は 58 区設定されており，28 省（自治区，市）に
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広がっている。今後，2020 年までには都市に転出した約 1 億戸の農家の土地請負経営権

等の問題を解決し，都市での居住定着化が図られねばならないとされる(23)。 

 ところで，それでは農村改革試験区ではどのような退出施策がとられているのだろうか。

退出施策では，現実的に土地流動化を促進するという観点から，多くは永久退出土地請負

権と長期退出土地請負権の 2 種類に分けて農家に補償金を支出している。永久退出の場合

は，まさに土地請負権を永久放棄したもので，その後は農家が当該土地請負権を取り戻す

ことはない。一方の長期退出は一定の年数にわたり土地請負権を譲渡しているが，一定の

年数が経過すれば土地請負経営権が戻るというものである。 

 四川省の竜門村を例にとれば，永久退出の場合は 1 年 1 ムー当たり 1000 元，補償期間

は 30 年で計算され，1 ムー当たり 3 万元の補償がなされた。また長期退出の場合は 1 年 1

ムー当たり 850 元，補償期間は 14 年，1 ムー当たり 11,900 元であった(24)。この補償金額

はそれぞれの地域の経済事情等によって異なっており，2018 年の調査では，永久退出では

多くの農村改革試験区で 1 ムー当たり 5 万元以上，一部の農村改革試験区では 1 ムー当た

り 8 万元にもなっているという(25)。 

 ただし，この有償退出施策は現在では農村改革試験区での実施にとどまっており，全国

で一律に実施されているというものではない。また，補償金を支出している農村改革試験

区でも，長期退出という方式をあえて作らなければならなかったように，農家は永久退出

には依然として躊躇している。この問題の解決のためには，もとより，農民労働者の工場

等での労働条件の改善を含め，都市での農民労働者の受入体制を十分に整備するほかはな

いが，最近の中国経済をめぐる厳しい事情を踏まえれば，この問題の解決に向けての環境

は決して好ましいものではない。 

  

（５）農村土地流動化と新型農業経営主体 

 

１）新型農業経営主体の種類 

 農村土地の流動化は，農村労働力の不足への対処を直接の要因としているが，併せて，

土地の集約化を適切に進めて一定の規模を有する効率的な農業経営体を育成することを重

要な目標としている。育成すべき農業経営体について，中国では，2012 年 11 月に開催さ

れた中国共産党第 18 回大会の報告で，中国農村では，「農民専業合作および株式合作を発

展させ，新型経営主体を育成し，多様な形式の規模経営を発展させる」ことが明記された。 

 この新型農業経営主体について，特に定義や限定がなされているわけではないが，現在

では主として次の４種類が今後育成すべき新型農業経営主体として考えられている。 

  

① 「家庭農場」：家庭農場は，2013 年 1 号文件で初めて提起された農業経営主体の概念

であり，家庭農場とは「家族構成員を主要な労働力とし，大規模化，集約化，商品化し

た農業生産経営に従事し，農業収入が家庭の主要な収入源である新型農業経営主体」(26)

とされる。望ましい経営規模として，土地の経営規模が平均請負土地面積の 10～15 倍
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あり，農業収入が同地域の二，三次産業従事者の収入に相当するといったものが考えら

れている。中国の農家の平均的請負土地面積は 8 ムー足らずなので，およそ経営耕地面

積 100 ムー（6.7 ヘクタール）程度の農家が想定されていることとなる。 

② 「専業大戸」：家庭農場とともに，農家の経営規模が拡大した経営主体の概念として，

「専業大戸」がある。これは，ある特定の農作物について専門的大規模経営を行う農家

のことである。したがって，家庭農場がある作物に特化した経営を行えば，専業大戸の

概念と重複すると考えられるが，専業大戸には「家族構成員を主要な労働力とする」と

いう限定がなく，一般的には家族農場よりも大規模な経営が考えられている。 

③ 「農民合作社」：農民合作社とは農民を主体として組織された組合のことである。農民

合作社は，必ずしも農民専業合作社法に基づく合作社に限らず，各種の形態の合作社が

想定されている。例えば，相応の面積がある一定区画の土地で大規模農業経営を行うこ

ととし，当該区画内にある請負土地を関係農民が拠出（各農民は拠出した土地面積等に

応じて持分〔股分〕を有する。大規模農業経営によって得られた利益は持分に応じて分

配する。）して土地股分合作社を設立したような場合，そうした合作社もここでの農民合

作社ということとなろう。 

④ 「竜頭企業」：竜頭企業とは，農村で農産物加工，流通等の事業を行い，原料農産物の

確保等のために農民や農民合作社を組織化し，農村の経済発展のために主導的な役割を

果たし得る企業のことである。竜頭企業が自ら一定区画の請負土地の提供を受けて種苗

生産等に従事することもあれば，農家を組織して求める農産物の生産を指導するという

こともあろう。また，農業用施設，工場等の設置のためには，当該用地の関係農家から

請負土地の拠出を受けることが必要である。いずれにしても，竜頭企業が農産物の大規

模，効率的生産を実現させ，企業として発展するためには土地流動化が必要とされる。 

 

２）新型農業経営主体に関する施策 

 新型農業経営主体の育成は，政府の積極的な指導の下に，各地で多様な取組が見られる

ようになっており，新型農業経営主体の数も徐々に増加しつつあるとされる。2017 年 6 月

現在，全国で家庭農場は 87 万戸超，登録農民合作社は 188.8 万社，農業産業化経営組織

は 38.6 万企業（うち，竜頭企業は 12.9 万企業）に及んでおり，農業社会化サービス組織

は 115 万を超えている(27) 

 こうした中で，2017 年 5 月 31 日，中共中央弁公庁・国務院弁公庁から，「新型農業経

営主体を育成する政策体系の構築を加速させることに関する意見」が発出され，新型農業

経営主体の育成のさらなる加速がめざされることとなった。 

 同意見で今後とるべき施策として考えられているのは次の 6 点である。 

 

① 財政税制施策の改善：新型経営主体への直接補助，農産物加工企業への減税等を実施

する。 

② 基礎施設建設の強化：新型経営主体の行う施設建設等に対する財政補助等について優
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先的に配慮する。 

③ 金融貸付サービスの改善：新しい金融商品の開発等により新型農業経営主体への金融

を支援する。 

④ 保険の範囲の拡大：規模経営を行う農家への災害保険の試験実施等を進め，保険のカ

バー率を高める。 

⑤ 販売市場の拡大奨励：新型農業経営主体の都市部での直営店設置，ブランド化等を支

援する。 

⑥ 人材の養成・導入：農業に詳しく，技術を理解し，経営に優れた新型職業農民を育成

する。 

 

 このように，新型農業経営主体の育成は中国農業農村政策の重要政策の一つとされ，今

後とも積極的な展開が見込まれるが，前述したとおり，新型農業経営主体については必ず

しも決まったタイプのものに限定されているわけでなく，各地の創意工夫にまかされてい

る面がある。したがって，例えば，竜等企業と家庭農場が連携した方式や，村内農民の全

員が持分を有する農民合作社の大規模展開等，今後とも多様な地域性を見せながら新型農

業経営主体の設立が進んでいくこととなろう。 

 

４．おわりに 

 

 人民公社解体後の中国政府の農村政策の基本は農村土地請負制度を安定化させることで

あった。農村での農業生産の発展，郷鎮企業の設立，農民労働力の活用等は，すべて土地

請負制度によって形成された農家の個別経営を基礎とし，農家が自己の労働力を自分の判

断で自由に使えるようになって初めて実現可能になったものであることは中国政府の認め

るところであった。改革開放政策の下で経済成長をめざす中国にとって，農村のこうした

動きは動揺させてはならず，安定を堅持すべきものと考えられたのである。 

このため，当初は定めのなかった請負期間が 1984 年 1 号文件で 15 年と定められ，1993

年にはさらにそのまま 30 年延長することとされた。また，1987 年の民法通則または土地

管理法の改正によって，土地請負経営権は法律の規定に基づく保護を受けることとなった。 

2002 年 8 月に成立した農村土地請負法は，こうした土地請負制度安定化のための施策

を集大成したものと言うべきものである。同法は，土地の貸手方・請負方の権利義務，請

負契約の手続き，請負期間等，土地請負経営権に関して総合的な規定を設け，また土地請

負経営権を物権として位置付け，その保護を強化した。 

しかしながら，その一方で中国経済の成長・発展とともに農民労働力の都市流出が進み，

農業労働力が顕著に不足して大量の耕地が放置される農村も目立つようになった。また，

諸物価の上昇とともに生産費が増加し，中国農産物の国際競争力が失われ，効率的な農業

経営が求められるようになった。こうした中で，農村土地の有効利用を図り，適正な経営

規模の農業経営等の実現を図るために，農村土地の流動化が中国農村土地政策の新たな重
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要課題として位置付けられることとなったのである。 

ところで，農村土地に関する権利の内容が徐々に整備され，現在では，集団所有権，請

負権および経営権の三権分置が農村土地の基本的な権利制度とされているものの，本来，

これらは改革開放政策実施後に全国に広まった農家請負経営を基礎とするものであり，現

在でもその枠組を超えるものではない。改めて述べれば，農家請負経営は，もともと，土

地所有主体である農民集団（村，村民小組）が土地経営を農家に請け負わせ，一方で請負

農家はその農民集団に請負料納付，義務労働の提供等の一定の義務を負うというものであ

った。農民集団にとって，請負農家から納付，提供を受ける金銭や労働は，農民集団を維

持し，必要な行政的経費をまかなう重要な財源であり，確実な履行が確保されなければな

らない。こうした農民集団と請負農家との基本的な関係は，土地請負経営権が請負権と経

営権に分離されて考えられるようになった現在でも変わってはいない。 

 こうした事情は，経営権は，通常の物権のように完全に排他的独占的な権利とすること

は難しいということを示している。経営権の譲渡を受けた者が誰かによって，請負農家の

農民集団への義務履行が確保されるかどうかが左右されるのであり，このことは農民集団

にとっても重要な関心事である。2018 年末に成立した農村土地請負法の修正法において

は，経営権の譲渡があった場合，当該経営権譲受者は農民集団に届出だけすればよく，農

民集団への義務履行は，経営権譲渡後も請負農家が一律に責任を負うこととされている。

ただし，経営権譲受者が経営権をさらに第三者に譲渡しようとする場合は請負農家の書面

による同意が必要とされる。 

 このように，経営権を物権化して市場で流通するようにし，担保価値まで認めるとして

も，経営権の移転等に現実的に何らかの制限がつけば経営権の市場価値または担保価値は

大きく下がることとなろう。 

農村土地の権利制度の整備が難航するのは，農家請負経営の本質に由来するこうした事

情が背景にあるためである。しかしながら，その一方で，土地流動化の要請はますます強

まっており，現実的に土地流動化は大きく進行している。中国農村の土地流動化は，いわ

ばこうした矛盾を内包しながら進んでいるのである。 

農村土地請負制度については，今後さらなる改善が図られるとしても，農村土地請負の

本質と物権性とを何らかの形で妥協させたものでしかあり得ない。制度改正と併せて土地

流動化を円滑に推進するための各種施策が進められていることを紹介したが，中国農村土

地については制度的矛盾の内包とともに関係者（農民集団，請負農家，農家成員，経営権

譲受人等）も多い。制度の整備が進み，精緻なものとなっても，請負土地に関する紛争や

混乱の発生は避けられず，それらをいかに解決または防止するかは今後とも中国農村土地

政策の重要な課題であり続けるであろう。 
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注(1) 行政と経済組織が一体となっていること。 

(2) 村または村民小組レベルで，経済業務の実施のために，必要に応じて設けられた公的組織。 

(3) 農家請負経営においては，土地所有者である農民集団（村，村民小組）が，農機具の管理・提供，栽培技術の指

導等で一定の役割を果たすことが期待されており，そうした農民集団が行う経営的機能は「統合経営」と呼ばれ

た。一方で個別の請負農家の経営は「分散経営」とされた。「統分結合」とは，この統合経営と分散経営が結合し

たものという意味であり，統合経営と分散経営とが 2 層になっているという意味で「双層経営」とも言われる。 

(4) 請負関係の安定を重視し，請負地の変更等の調整は必要最小限にとどめること。 

(5) 請負農地の配分に際して，農地を農家の自給用食糧等を栽培するための「口糧田」と，国家に売り渡す食糧や市

場向けの作物などを栽培する「責任田」に分けて配分する方式のこと。「責任田」の分配は能力ある農家への土地

集中を図るため競争的要素が導入されることが多かったが，集団の裁量の余地が大きく，その弊害が指摘されてい

た。 

(6) 「徴用」を「徴収，徴用」とする改正（第 16 条，第 59 条関係）が行われた。これは用語の意味の明確化を図

るためのものである。 

(7) 2015 年 11 月 7 日，法制網－法制日報。 

(8) 同上。 

(9) 鐘漲宝，汪萍「農地流転過程中的農戸行為分析」『中国農業観察 2003-6』。 

(10) 同上。 

(11) 同上。 

(12) 物権法第 133 条では，すでに，荒地等に関する請負経営権が担保の対象になり得るとの規定がある。 

(13) 2014 年 10 月 17 日，農業部新聞弁公室発表。http://news.xinhuanet.com/politics/2014-

10/17/c_127111746.htm 

(14) 2015 年 3 月 2 日，網易財経。 http://money.163.com/15/0302/19/AJNOEJB400252G50.html 

(15) 2017 年 11 月 30 日，人民日報第 1 面。 

(16) 同上。第 1 次 30 年請負期（原資料では単に「第 2 期」としているが，第 1 次 30 年請負期のことを指すと考え

られるので，本文ではそのように記述した）の請負地面積よりも実測請負地面積の方が多くなるのは，通常，各村

では請負に出さずに村で留保している農地（村農地面積の 5～10 パーセント）があり，これらも計測されるためで

あると考えられる。 

(17) 2018 年 5 月 10 日，神州信息，https://baijiahao.baidu.com/s?id=1600001978983094439&wfr=spider&for=pc 

(18) 関長坤，黄美鈞「農地承包経営権糾紛的類型，特点，原因及解決策略－基于江蘇省Ｄ市的実地調査」『安徽農学

通報』2011 年，17（17）号，5 頁。 

(19) 同上，6 頁。 

(20) 2017 年 5 月 9 日，法制日報。 

(21) 同上。 

(22) 中国で各省にある市は地区級の市と県級の市とに分かれ，地区級の市には区が設置されているが県級の市には

区が設置されていない。 

(23) 「国家新型城鎮化規画（2014-2020 年）」による。 

(24) 2018 年 5 月 25 日，百度百家号，

https://baijiahao.baidu.com/s?id=1601405172981550707&wfr=spider&for=pc 

(25) 同上。 

(26) 2013 年 2 月 14 日，新華網。 

(27) 2017 年 6 月 1 日，新華社。 
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４．ベトナムの農業と農地制度 

 

岡江 恭史  

 

はじめに 

 

 ベトナムにおける農業はロシアや中国における農業と同様に，社会主義化（農業集団化）

と市場経済化（脱集団化）を経験している。本稿では，その経緯をたどりながらベトナムの

特徴を指摘し，現代の農業・農地問題についても解説する。 

本論に入る前に，ベトナムの行政区分と自然環境を第 1 図に示す。ベトナムは大陸部東南

アジア（インドシナ半島）の東端に位置し，南北 1,650km の細長い国土（東西の幅は最も狭

いところで 50km もない）をしている。北に中国と，西にラオス・カンボジアと陸で国境を

接する。また南シナ海（ベトナムでは Bien Dong（東海）と呼ぶ）を挟んでフィリピン・マ

レーシア等と向き合っている。ベトナムの国土面積は 331,231km2（日本全国から九州を除

いた面積にほぼ相当），人口は 92,695 千人（2016 年）である（TCTK online）。国土のほとん

どが山地であり，平地は南北両デルタ（紅河・メコン）とそれを結ぶ南シナ海沿いの狭隘な

小平野のみである。民族区分では人口の 8 割以上を占めるベト族（１）が主に平地に居住し，

少数民族が山地に多く居住している。 

地方行政組織としては 63 の省及び省と同格の中央直轄市（首都ハノイ・ハイフォン市・

ダナン市・ホーチミン市・カントー市）が存在する（２）が，複数の省をまとめて，「紅河デ

ルタ（Dong bang song Hong）」「北部山岳地域（Trung du va mien nui phia Bac）」「沿岸地域（Bac 

Trung Bo va duyen hai mien Trung）」「中部高原（Tay Nguyen）」「東南部（Dong Nam Bo）」「メ

コンデルタ（Dong bang song Cuu Long）」という地域区分も用いられる。 

紅河デルタはベトナム国家発祥の地であり，ベトナムの王朝はここを拠点に山岳地域や

南部へ支配を広げていった。人口密度は 994 人/km2 とベトナムの中でも飛び抜けて高く，

現在でも紅河デルタの農村から南部（特に中部高原やメコンデルタ）への移住が行われてい

る。紅河デルタは，コメ・野菜・養豚などの主産地である。北部山岳地域は林地が約 6 割と

多くの割合を占め，農地の割合は全国で最も少ない。また民族的にはタイ系の少数民族の居

住地である。南北両デルタを結ぶ沿岸地域は農地として利用可能な面積が南シナ海に面し

た地域に限られている。特に台風常襲地帯である沿岸地域北部は国内でも最貧困地帯であ

る。中部高原地域は元来少数民族の居住地であったが，特に南北統一後に人口過密な北部

（特に紅河デルタ）からの移民によってコーヒー等の生産地として開拓された。ベトナム最

大の商業都市ホーチミン市（旧南ベトナム首都サイゴン）周辺の東南部は近年外国投資が盛

んで工業やサービス業などが急速に発展しているが，農業分野でも近年コショウ栽培が盛

んに行われている。メコンデルタは，コメ・水産養殖・果樹等の主産地である。 
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第１図 ベトナムの地域区分 

資料：寺本・坂田（2009）のベトナム地図に筆者が加筆． 

注．下線が省と同格の中央直轄市． 

紅河デルタ 11.ヴィンフック省 

14.首都ハノイ 15.バクニン省 17.クアンニン省 

18.ハイフォン市 19.ハイズオン省  

20.フンイエン省 22.ハナム省 23.タイビン省 

24.ナムディン省 25.ニンビン省 

中部高原 

35.ｺﾝﾄｩﾑ省 

37.ザーライ省 

39.ダクラク省 

40.ダクノン省 

43.ラムドン省 

北部山岳地域 1.ﾃﾞｨｴﾝﾋﾞｴﾝ省 2.ライチャウ省 

3.ラオカイ省 4.ハザン省 5.カオバン省  

6.イェンバイ省 7.ﾄｩｴﾝｸｱﾝ省 8.バクカン省  

9.ランソン省 10.タイグエン省 12.フートォ省 

13.ソンラ省 16.バクザン省 21.ホアビン省  

 

沿岸地域 

26.タインホア省 27.ゲアン省 

28.ハティン省 29.クアンビン省 

30.クアンチ省 31.ﾄｩｱﾃｨｴﾝ=ﾌｴ省 

32.ダナン市 33.クアンナム省 

34.クアンガイ省 36.ビンディン省 

38.フーイエン省 41.カインホア省 

42. ﾆﾝﾄｩｱﾝ省 48.ﾋﾞﾝﾄｩｱﾝ省 

東南部 44.ビンフォック省 

45.タイニン省 46.ビンズオン省 

47.ドンナイ省 49.ﾊﾞﾘｱ=ｳﾞﾝﾀｳ省 

50.ホーチミン市 

メコンデルタ 

51.ロンアン省 

52.ドンタップ省 

53.アンザン省 

54.ﾃｨｴﾝｻﾞﾝ省 

55.ベンチェ省 

56.ヴィンロン省 

57.カントー市 

58.ハウザン省 

59.キエンザン省 

60.チャヴィン省 

61.ソクチャン省 

62.バクリュウ省 

63.カマウ省 
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第１表 ベトナム各地域の面積と人口（2016 年） 

 全国 
紅河 

デルタ 

北部山

岳地域 

沿岸 

地域 

中部 

高原 
東南部 

メコン 

デルタ 

全面積（km2） 331,231 21,260 95,222 95,871 54,508 23,553 40,816 

うち農地（%） 34.8 37.4 22.3 23.0 44.4 57.9 64.3 

  林地(%) 45.0 23.3 56.8 60.0 45.7 21.4 6.1 

人口（千人） 92,695 21,134 11,984 19,799 5,693 16,424 17,661 

人口密度 

（人/km2） 

280 994 126 207 104 697 433 

資料：TCTK(online)． 

 

 本稿の構成は以下のとおりである。まず「１．ベトナムの農業・農地政策の変遷」におい

て，ベトナムにおける農業集団化と脱集団化・市場移行化がどのように行われ，農業・農地

制度がそのように変化してきたかを解説する。「２．農業・農地の現状」において，近年の

農業政策の動向を主食のコメとその基盤となっている農地の問題を中心に報告する。最後

に「３．事例分析」において，筆者自身のハイズオン省の調査村における農業・農地問題に

ついて紹介する。 

 

１．ベトナムの農業・農地政策の変遷 

 

（１）共産政権確立と農業集団化 

 

フランスによる植民地化以前のベトナム王朝では，分裂や戦乱が続く中でかつて国有地

（公田）を管理する単位だった「社」が，特に紅河デルタにおいては自立した村落共同体と

して成長していった。そして公田も村落の共有財産として公認された（桜井 1987）。村落の

行政に関しては，朝廷から官吏が直接派遣されることはなく，村民によって選出された組織

が自治の担い手となっていた。村落自治を体現する「村の掟」は，「郷約」として成文化さ

れるのが常であった（白石 2002）。 

フランス支配からの独立運動はベトナムが植民地化された 19 世紀当時から存在したが，

共産主義者が主導権を握った独立運動が展開されるのは，1924 年に中国の広州国民政府（３）

に対してコミンテルン（ソ連の指導下に活動した共産主義の国際組織）が派遣した政治顧問

団の一員としてホー・チ・ミン（Ho Chi Minh）が広州にやってきたことを契機とする。ホ

ー・チ・ミンは東遊運動（４）の流れを汲むナショナリスト達を糾合して，1925 年にベトナム

青年革命会を結成した。これが現在のベトナム共産党の起源である（５）（古田 1996）。 

1945 年 9 月に成立を宣言したもののどこの国からも承認されなかった北ベトナムの共産

政権（ベトナム民主共和国）を 49 年に誕生した中国共産政権（中華人民共和国）が最初に

承認し，また支援したが，そのことは北ベトナムの革命路線における「中国モデル」の導入
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を促すことになった。第一次インドシナ戦争を終結させ北ベトナムにおける共産政権を公

認したジュネーヴ協定が成立した 1954 年以降，北ベトナムでは土地を地主から取り上げて

貧農に分配する土地改革（Cai cach ruong dat）が本格的に実施された。ベトナム労働党（６）

は，中央政府レベルではチュオン・チン（Truong Chinh）書記長を委員長とする中央土地改

革委員会を設けてその実施にあたったが，各地方省の土地改革委員会には中国の顧問が招

かれ，中国の経験に学ぶという形で展開された。土地改革は 1956 年 7 月までには北ベトナ

ムの平野部では基本的に完了したが，その過程で農村人口の 5％は地主という中国の経験が

機械的に導入されて，実際には中農までが「地主」と判定されて土地没収の対象となった。

ドイモイ後の公式のベトナム共産党史では，この時期に行われた土地革命は「不必要」であ

ったと総括している（古田 1996）。 

ソ連で始められた急速な重化学工業化は，農民に高い工業製品を売りつけて農産物を安

く買い上げることによって農業余剰を国家が吸引すること（社会主義的原資蓄積）によって

行われた。このような非等価交換は市場によっては行えないため，農村部では国家権力によ

る強制的な農業集団化を行う一方，都市生活者には食糧などの生活必需品を低価格で供給

する配給制度を整備した（ラヴィーニュ 2001）。その他の社会主義国の多くもこのようなソ

連型開発モデルにそった開発戦略をとり，ベトナムもそれを目指したが，ベトナム戦争のた

めに人的資本を使い果して工業化は不十分なままだった。また冷戦構造の一環としてのベ

トナム戦争を戦っていたために東側諸国から莫大な援助が与えられ，自国で工業化する必

要も薄かった。この時代の経済体制を知るために，農業集団化と配給制について以下に解説

する。 

ベトナム農村では 1958 年から中国に倣った初級農業生産合作社（hop tac xa san xuat nong 

nghiep bac thap，以下「初級合作社」）が組織され，農業集団化が始まった（白石 1993）。そ

して，1959 年 4 月の第 16 回ベトナム労働党中央会議によって合作社の高級化が決定され

た。この後，初級合作社の多くが高級農業生産合作社（hop tac xa san xuat nong nghiep bac cao，

以下「高級合作社」）に移行した。初級合作社は集落単位に生産労働を集団化したが，土地

は各農民が所有していた。高級合作社は初級合作社より更に集団化を進めたもので，土地の

共有化が行われ，一合作社の管轄範囲も集落から自然村へと広がった。各農民は合作社の下

部組織である生産隊（Doi san xuat）に所属した。生産隊は合作社から生産量・労働点数・生

産費の 3 項目について経営を請け負い（三請負制），所属の農民との間に作業契約を結んだ。

各農民は作業ごとの労働点数に応じて報酬を受けることになっていた。1960 年末には北部

での合作社化が完了し，40,422 の合作社が誕生した。その結果農業生産性は低下したが，第

一次 5 か年計画（1961～65 年）において農業集団化が更に強力に推進され，1961 年には高

級合作社の数が 8,403（全合作社の 33.8％）だったのが，1967 年には 18,560（全合作社の

76.7％）になった（Nguyen Sinh Cuc 1995）。農業生産の面でマイナスであり工業化する必要

も薄かったにもかかわわらず 1960 年代に無理に農業集団化が強行されたのは，ベトナム戦

争のために戦場へ兵士を拠出し銃後の家族の生活を保障するための装置として合作社が必

要とされたこともある。また農民の側からみても，生産のインセンティブを欠く集団農業生



農林水産政策研究所 [主要国農業戦略横断・総合]プロ研資料 第 9 号（2019.3） 

 

- 5 - 

 

産は，「戦争に勝つ」という社会的合意が存在し戦時体制の負担は皆が公平に分かち合うべ

きだという考えが共有される中では合理的なものであった（古田 2009）。北ベトナムでは

1965 年時点ですでに全農家の 90.1％が農業合作社に参加していた（うち初級 25.1%, 高級合

作社 65.0%）が，これが 75 年には 95.6%（初級 2.5%, 高級 93.1%）にまで達し，ほとんどの

農家が集団化（しかも高級合作社化）した（白石 1993）。 

前述のように北ベトナムでは「中国モデル」に沿った土地改革・農業集団化によって，国

家主導による大がかりな村落再編が行われた。しかし，中越の農業集団化はまったく同じだ

ったわけではない。中国では合作社のあとにさらに人民公社が結成された。人民公社は政治

組織であるとともに農業生産組織でもあり（政社合一），共同食堂のように個々人の生活ま

で管理することになった。これに対してベトナムの場合は農業集団化は合作社までで，人民

公社は結成されなかった。合作社は後に大型化して社（行政村）の範囲と同じになるが，あ

くまで社とは別の組織であった。ベトナム共産政権は，村落自治の伝統を持つ農民社会のプ

ライベートな空間を完全には制圧できなかった。集団農業体制下でも農民の宅地は個人所

有地（自留地）とされ，農民達は合作社が管理する公式の集団農業ではできるだけ手を抜き，

自留地内の畑で育てた作物を闇市場に販売して生計を立てていた。この自留地は土地の 5％

以内という規定であったが，非公式に 7～20％まで配分されていたという。農家収入に占め

る自留地の割合も，北ベトナムでは農業集団化が強行された 1967 年においても 54％を占

め，後述のようにベトナム経済が崩壊状態だった 1970 年代半ばには 60％を越えていたと推

測される。同時代の中国農村（1978 年）ではインフォーマル経済の割合は 27%だったと推

測されている（Kerkvliet and Selden 1999）。 

ベトナムでは配給制度はバオカップ（bao cap）と呼ばれ，ベトナムにおける社会主義経済

建設事業の根幹をなすものであった。農民は農業税に加えて，上記の農業合作社を通じて安

価に農産物を譲り渡し（強制買上げ），その対価として農業生産に必要な投入材（肥料，農

機具，セメント，ガソリン等）や生活必需品の供給を受けた。国家・党幹部，公務員，軍人，

国営企業労働者，そしてこれらの職業に就いていた年金生活者には，国家から配給切符が支

給された。配給対象は開始当初（1955 年）にはコメと布だけであったが，65 年には 26 品目

にまで拡大し，ほとんど生活に必要なものすべてが配給対象となった。しかしベトナムでは

工業生産が不振であったため農民に必要な物資を供給できず，農民は国家に対する食糧売

却に消極的になるという問題があった（中臣 2002）。このようなバオカップ制度に内在する

矛盾は，ベトナム戦争後に東側諸国からの援助が落ち込み，また「戦争に勝つ」という社会

的合意がなくなるにつれて，深刻化することになる（古田 2009）。 

 

（２）市場移行の過程とドイモイ政策（７） 

 

ベトナム戦争は 1975 年に北ベトナムが南ベトナムを占領・吸収するという形で終結し，

翌 76 年に統一ベトナム（ベトナム社会主義共和国）が発足した。1976 年末に開催されたベ

トナム共産党第 4 回大会（当大会でベトナム労働党から改称）では，引き続き重工業中心の
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ソ連型開発モデルに沿った開発戦略が決定され，北部で行われていた統制経済・集団農業生

産体制を南部にも強いた。その結果，農民が合作社やその前段階の生産集団（Tap doan san 

xuat）に加入する前に自らの農機具や水牛を売り，果樹を切り倒し土地を捨てる事例が相次

いだ （Nguyen Sinh Cuc 1995）。また価格面においても北部と同様に政府の買い上げ価格を

適用したが，その価格が低すぎたため農民が農産物を政府に売らずに闇市場（自由市場）に

売ったため，1970 年代末には南部最大の都市ホーチミン市（旧南ベトナム首都サイゴン市。

第 1 図の 50）の市民は飢餓状態になった。このような経済的窮状を打開するために南部各

地方省政府は中央政府の命令に反して指令価格（政府の公定買い上げ価格）より高値での買

い上げを行った。1979 年にはホーチミン市における共産党トップ（党書記）であったヴォ

ー・ヴァン・キエット（Vo Van Kiet）(8)が，食糧公社に命じて穀倉地帯のメコンデルタにお

いて市場価格に近い価格でコメを買い付けさせ，すでに農民から市場価格に近い非公認価

格でコメの買い上げをしていたアンザン省（第 1 図の 53）政府等がこれに応じた。これら

の地方政府の非公式の実験が，農民・市民の生活改善，生産増加，国家への納入増加といっ

た成果を示したため，中央も 1979 年 8 月にベトナム共産党第 4 期第 6 回中央委員会総会が

第 6 回決議を出し，計画外の市場（自由市場）を承認するようになった（トラン 2010）。こ

の改革は「新経済政策（Chinh sach kinh te moi）」と呼ばれたことからわかるようにレーニン

のネップ(9)にならって，経済的危機を脱するための一時的なものであったが，これが後のド

イモイにつながる経済改革の第一歩であった（三尾 1988）。このように自由市場の公認とは

南部における「地方の実験」を中央が追認したことであった。 

北部でも同様に「地方の実験」が行われていた。農業生産における請負制の導入である。

いくつかの地域では，農民個人に土地を貸し与え合作社に対してあらかじめ契約した以上

の収穫物が農民の所有となる農産物請負方式が，中央・地方政府の承認を得ずに実施されて

いた。北部第二の都市で国際貿易港を持つハイフォン中央直轄市（第 1 図の 18）は，この

ような非公認請負が 1970 年代初頭から行われていた地方であった。1980 年 6 月 27 日には

ハイフォン市人民委員会常務委員会が 24 号決議を出し，市全体で生産請負制を採用するこ

とを決定した。地方とはいえ公的機関が生産請負制を決定したのはこれが初めてである。こ

のハイフォン市の実験は次第に中央の高級幹部にも理解が広がり，ついに 1981 年 1 月の

「農業合作社における請負活動の改善と『労働者グループと労働者に対する生産請負』の拡

大に関する共産党中央書記局 100 号指示」（DCSVN 1981）によって生産請負制が中央レベ

ルで正式に認められた。この 100 号指示が推奨している生産請負制は，稲作の場合は請け負

った農民個人にまかせる作業は，田植え・日常の世話・収穫などの「手工業的な方法」で行

われている作業で，苗代づくりと田おこし，水利，苗，化学肥料の管理と分配，病害虫駆除・

発生予察などは合作社の指導のもと集団労働でやる方が望ましいとしている。100 号指示は

あくまで合作社の計画の範囲内で一部作業を農家世帯に請け負わせており集団農業体制に

は変更がないとして改革反対派を押さえ込んで出されたものだった。 

フランス及びアメリカ「帝国主義」から祖国を「解放」したことを統治の正統性としてい

るベトナム共産党にとって，資本主義への転向と批判されうる統制経済体制の改革には，理
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論武装が必要であった。1982 年の第 5 回ベトナム共産党大会において，「半封建的植民地社

会」から解放されたばかりのベトナムは「農業的・小規模生産の社会」であり，資本主義を

経過せず直接に社会主義社会を建設すべきだが，そこに至るまでの「過渡期」の前期におい

ては食料品・消費財・輸出品の増加を目的とする発展戦略を取るのが適切である，と主張さ

れた。消費財の一部と輸出品の大部分の原材料は農産品であり，そのために農業の発展を最

重要課題としたのである(トラン 2003)。 

1985 年 6 月の第 5 期第 8 回中央委員会総会は配給（バオカップ）制度の廃止という面で

画期的であったが，このことがベトナム経済を混乱に陥れることになった。バオカップ制度

では国家が農民に供与する投入財と農民が生産する農産物が市場を介さずに交換されてい

た。配給制度が廃止された結果，国営企業も国家の指示ではなくコスト計算に基づき価格決

定を行うようになるが，コスト削減努力のないまま大幅に上昇した労賃をコストに含めた

ため，製品の大幅な値上がりにつながった。これは当然農民に供与される投入財の値上がり，

さらには食糧の販売価格の上昇もつながった。なおベトナム戦争中は東側諸国からの援助

によって財政赤字を埋め合わせていたが，戦争が終了してそれもできなくなったため財政

赤字を貨幣の増刷によって埋め合わせた。さらに 85 年 9 月には物価上昇による通貨不足を

補うため旧 10 ドンを新 1 ドンに交換する通貨改革（デノミ）を行ったが，政府が十分な新

通貨を用意できなかったため，ドンに対する信認が更に喪失した。このような複合的な要素

から，物価上昇のサイクルが急激なスピードで起こり，ハイパーインフレーションを招いた。

中臣は，1985 年改革は直接的には経済の破綻をもたらしたが，単一市場・単一価格の形成

を促すことになり，ベトナムの市場移行においてきわめて重要な過程であったとみている

（中臣 2002）。 

1986 年の第 6 回党大会は以下の点で画期的であった。第一に，社会主義への過渡期が「比

較的長期の歴史的時期」であると確定された。第二に，従来の統制経済システムを抜本的に

変革する姿勢を明示し，社会主義セクター内であっても，市場原理を基軸とする生産単位ご

との独立経営方式へと転換されることとなった。第三に，長期にわたって非社会主義セクタ

ーの存続を認め，それらを積極的に活用することが明示された。これらの政策はドイモイ

（Doi moi）政策と呼ばれ今日までの市場経済化路線を決定づけたといわれる。ドイモイ政

策は新経済政策の延長線上にあるものだが，新経済政策が当座の経済的危機を脱するため

の一時的なものであったのに対し，ドイモイはそれを長期的に継続し更に深めることにな

ったのである。88 年 4 月には「農業経済管理におけるドイモイに関する共産党政治局 10 号

決議」（DCSVN 1988）によって，集団農業生産は事実上終焉を迎えた。各農家世帯は 81 年

の 100 号指示で生産単位として公認されていたものの，この時点では合作社の管理が残り

国家による買い付けもあった。これに対して 10 号決議は，農家は税金と合作社基金（組合

費）を支払ったのちには，請負地からの生産物に関しては自由に処分する権利を与えられた。

これが農家の生産意欲を刺激(10)し，改革前には恒常的なコメ輸入国だったのが翌年からは

コメの輸出国に転じた。７月には，非国営部門（集団経済，公私合営経済，私営経済，家族

副業経済）の管理に関する政治局 60 号決議によって，国家による規制を緩和し，大幅な経
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営自主権を認めた（白石 1993）。 

1989 年には，当時もっとも大きな問題であったハイパーインフレーションの解決のため，

ショック療法(11)的な一連の政策が取られた。具体的には，①預金金利をインフレ率以上に上

げて実質金利を正の水準に保つ，②国営企業の赤字補填政策の中止，財政赤字の貨幣増刷に

よる埋め合わせ中止，③配給制度の完全な廃止，④為替レートを調整して闇レートと公定レ

ートを同水準にする，の四つの政策が講じられた。これらの大胆な政策でインフレは 1989

～91 年に沈静化し，92 年からは完全に克服された（トラン 2010）。ノートンはこの価格全

面自由化政策を「小さなビッグバン」（“small bang”）と呼び，ベトナムの市場移行の特徴と

してハイパーインフレ－ションの克服がその発端であり，改革によってインフレが沈静化

したことをあげた。これに対して中国では改革によって権限の委譲された地方において投

資ブームが起きたため，逆に改革後にインフレ気味になり，その後は拡大と引き締めのサイ

クルが繰り返すことになったと指摘した（Naughton 1996）。 

そしてインフレが沈静化する中で開催された第 7 回ベトナム共産党大会（91 年）では更

にドイモイ路線を推し進め，私有制を含む多様な所有形態が積極的に認められるようにな

った。そして 92 年に採択された新しい憲法でも，多様な所有制を含めたドイモイ政策の実

施が盛り込まれた（トラン 2003）。農業面では，1993 年の土地法改正によって，土地の使

用権を交換・譲渡・賃貸・相続・抵当する権利が農家個人世帯に新たに与えられた（QHVN 

1993）。このように農業経営の決定権が農業合作社から徐々に農家個人世帯へ委譲され農業

生産における合作社の役割は著しく縮小し，その多くが解体することになった。その総数は，

1990 年代前半には 85 年頃の半分以下に激減することになった（トラン 2010）。ベトナム政

府は，ソ連型集団農場モデルに代わる新しい位置づけを合作社に求めるようになり，それが

1996 年の合作社法制定につながった。同法によって，合作社はかつての集団農業生産の執

行機関から市場経済下の協同組合へとその法的位置づけが根本的に転換した(QHVN 1996)。 

1980 年代から始めた一連の大胆な経済改革―農業の脱集団化，価格の自由化，民間経済

部門の促進，貿易及び投資の自由化，為替レートの一本化，等―によって経済を安定させ高

度成長を持続的にもたらしたベトナムを移行経済の成功例として評価した世界銀行の世界

開発報告（World Bank 1996）が出されたのが 1996 年である。だが市場経済化の進行ともに

貧富の格差が拡大するのは避けられず，上記報告書が出された正にその年に開かれた第 8 回

党大会では，社会的公正の即時実現が主張された。当大会で採択された 1996～2000 年経済

開発戦略には，①更なる高度成長への志向②雇用促進と各地域の均等開発（特に後進農山

村・地域への社会政策の強化）という二つの特徴が現れている（竹内 1997）。①とは国内に

おける市場経済化と貿易・投資の対外開放（事実上の資本主義化）であり，②は社会的公正

の実現（理念としての社会主義）である。ドイモイ政策はこの両者のバランスを取りながら

進められることになった。そして 2001 年の第 9 回党大会では，この二つの実現をめざすド

イモイ政策について「社会主義志向の市場経済」という新たな文言で説明するようになった。 
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２．農業・農地の現状 

 

（１）農業生産と農地分布 

 

現在ベトナム農家のおよそ 8 割が生産に携わっているコメ（Nguyen Ngoc Que 2009）は，

ベトナムにとって最も重要な作物である。コメの生産は，主に北部の紅河デルタ（2016 年

の生産量の 15.2％）と南部のメコンデルタ（55.2％）で行われている（TCTK online）。紅河

デルタでは，歴史的にムラ社会的な結合が強い上に独立後の土地改革で地主が追放された

ため，脱集団化においても農民に土地が均等に分配された。これに対してメコンデルタはフ

ランス植民地時代に商業的農業生産地として本格的に開拓され，独立後も市場経済下で大

規模農業が発展した。統一後の南部における農業集団化は，商品作物の生産に適するように

長年築き上げられてきた農業生産の仕組みを破壊することになり，生産放棄と深刻な食糧

不足を引き起こした。そのため脱集団化において南部では元の持ち主に農地が返還される

事が多かった。両デルタ以外のベトナムの各地域では，コメは常にぎりぎり自給できるかも

しくは不足の状態にある（Nguyen Ngoc Que 2009）。北部ではおおむね 2 期作，南部では 3

期作でコメが栽培されている。 

第 2 表は稲作農家が自らの生産したコメをどのような用途に使用しているかの内訳（2004

年現在）である。最大の稲作地帯であり輸出米の主産地であるメコンデルタでは生産の 7 割

が販売されるのに対して，紅河デルタでは生産の約半分が農家自身の食用に使用され販売

はわずか 2 割強である。また紅河デルタの農家世帯の 95％が水稲耕作を行っているという

事実（Nguyen Ngoc Que 2009）から，紅河デルタの農家にとって稲作とは昔ながらに自ら

の食を確保するために行うものであるということがわかる。さらに第 2 表では紅河デルタ

における備蓄・家畜飼料・消失がメコンデルタの何倍もの割合を占めている。このことは，

低技術水準下で収穫後の消失が大きく，零細経営による不安定性のため将来への保険とし

て備蓄と畜産の兼業を行っているという紅河デルタ農民の姿を示している。 

 

第２表 2004 年における稲作農家のコメ用途の内訳（％） 

 紅河デルタ メコンデルタ 全国平均 

農家の食用 49.30  16.40  41.50  

販売 23.00  70.00  34.00  

備蓄 12.30  4.80  12.60  

種まき 0.94  3.69  2.16  

家畜飼料 11.30  2.90  7.40  

他世帯への貸し出し 2.72  1.97  2.00  

消失 0.40  0.10  0.20  

資料：TTPNN（2008）． 
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第２－１図 紅河デルタにおける経営規模別農家世帯分布（％） 

（2001，2006，2011 年） 

 

 

 

第２－２図 メコンデルタにおける経営規模別農家世帯分布（％） 

（2001，2006，2011 年） 

資料：TCTK(2003) (2007) (2012). 
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第 2-1，2-2 図は，2001 年・06 年・11 年に行われた『農村・農業・水産業センサス』（TCTK 

(2003) (2007) (2012)）から両デルタにおける経営面積別に見た農家世帯の分布を示したもの

である。両デルタを比較してみると，紅河デルタは経営規模が小さいが比較的均等であるの

に対して，メコンデルタでは経営規模の平均は大きいが土地所有の不平等化が進んでいる

という違いが見られる。また 3 時点の変化を見てみると，紅河デルタでは「0.2ha 未満」層

の割合が常に上昇傾向にある反面，「0.2～0.5ha」層の割合が下落傾向にある。2001 年時点

では一番大きかった中間層の「0.2～0.5ha」層にいた一部農民が最零細層の「0.2ha 未満」層

に転落しており，比較的均等であった紅河デルタにおいても市場経済化の流れの中で格差

が広がってきていることがわかる。一方メコンデルタは紅河デルタよりは経営規模が大き

いといえ，ほとんどが我が国の平均経営面積（2ha）未満である。また 2001 年から 06 年に

かけて「0.2ha 未満」層の割合が下がったが，2011 年には少し持ち直している。耕作放棄さ

れた狭小な農地が，後述の 2007 年末からの米価高騰によって生産のインセンティブが生じ

て耕作放棄が一時的に止まったことを示しているのであろう。反面，メコンデルタの「0.2

～0.5ha」層の割合が常に上昇傾向にあるのは，「0.2ha 未満」層が耕作放棄した農地をこの層

が集積しているからであろう。紅河デルタでは水田耕作の主目的が農家自身の食用にある

ためこのような耕作放棄があまり起きていないと思われる。 

 また第 3 図にベトナム戦争終了（1975 年）の後のコメの生産と輸出をグラフ化した。集

団農業生産体制を終わらせた 1988 年 10 号決議の翌年（89 年）から本格的な輸出が始まっ

たこと，またそれ以降右肩上がりで生産が伸びていることがわかる。2012 年には過去最高

の輸出量を達成して，長年世界最大の輸出国であったタイを抜いた。しかしこれはもっぱら

タイがコメの担保融資制度によって米価を高騰させたことによるものである。2013 年にタ

イの輸出米価が下がると，ベトナムのコメ輸出量は激減し，その後も低迷したままである。 
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第３図 ベトナム戦争以降のコメの生産と輸出 

資料：1999 年までは TCTK(2000)，2000 年以降は TCTK(online)(2005)(2008)． 

0
500
1,000
1,500
2,000
2,500
3,000
3,500
4,000
4,500
5,000
5,500
6,000
6,500
7,000
7,500
8,000
8,500

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

55,000

75 76 77 78 79 80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17

生産（単位：千トン，左目盛り）

輸出（単位：千トン，右目盛り）



農林水産政策研究所 [主要国農業戦略横断・総合]プロ研資料 第 9 号（2019.3） 

 

- 13 - 

 

（２）2007 年末からの国際米価高騰とその後の農地政策 

 

ベトナムはコメの大輸出国であるが，流通は零細な個人経営に担われ在庫調整によるリ

スクへの対処ができないという事情のために，国際価格と国内米価とが密接にリンクして

いる。さらにコメが国民の圧倒的な主食であるために，食糧価格と物価全体の相関が強い。

そのため，2007 年末からの国際米価高騰は，国内米価及び国内物価全体の高騰をもたらし

た。国内の社会的混乱を静めるためにベトナム政府は 2008 年に米の輸出規制を行ったが，

大輸出国であるベトナムのこの措置は更なる国際米価の高騰を招くことになった。この混

乱を踏まえて， 2008 年 7 月に開催された第 10 期ベトナム共産党中央執行委員会第 7 回総

会において農業問題が議論され，さらに政府の今後の食糧政策の方針として 2009 年 12 月

23 日に「国家食糧安全保障に関する政府決議 63 号」（CPVN 2009）が公布された。 

第 4 図は，1990 年以降の稲の作付面積をグラフ化したものである。図が示すように脱集

団化・市場経済化が進んだ 90 年代は年々面積が増加し続けている。この時期のベトナムで

は，主食であるコメはひたすら量的拡大が求められ，劣等地へも生産拡大が進められた。そ

のため，肥沃なデルタ地帯では 6 トン/ha 以上の生産をあげる一方，山間地や土地条件の悪

いところでは 2 トン/ha 程度のところもあった。コメ輸出拡大も，もっぱら価格の優位性（安

価）によるものであり，ベトナム米の品質は国際的にも評価が低いものであった。こういっ

た問題を解決するため，ベトナム政府は 2000 年 6 月 15 日に第 9 号政府決議（CPVN 2000）

を公布し 2010 年に向けての農業発展戦略を打ち出した。同決議はそれまでの市場経済化に

よる量的拡大という農業政策を海外市場への販売を前提にした農林水産物の高品質化へと

転換するものであった。コメに関しては，灌漑設備の整備された水田を 400 万 ha 維持する

とともに，生産性の低い水田は他のより適当な作物や養殖に転換することとしている。この

方針を受けて 2000 年以降には作付面積が年々減少し続けている。作付面積ではこのように

減少しているが，生産量自体は依然増加傾向にあった（前掲第 3 図参照）。 

だがこの水田の減少が 2007～08 年にかけての国内米価急騰の一因となったと考えた政府

は，2008 年 4 月 18 日に第 391 号首相決定（CPVN 2008）を公布し，水田専作地の転作の

原則禁止の方針を打ち出した。さらに 2009 年の 63 号決議では，具体的な目標として，国内

需要を満たすために，2020 年まで 380 万 ha の水田と 41～43 百万トンの生産を維持するこ

ととしている。 
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第４図 1990 年代以降の稲の作付面積 

単位：千 ha． 

資料：TCTK(online) 

 

第 4 図にみられるように，水田専作地の転作禁止の方針が出された 2008 年以降は稲の作

付面積が回復してきた。これは当局の規制が遵守されたというよりは，米価高騰により生産

意欲が刺激されたためと思われる。しかしその後生産過剰の状態（2013年で約 44百万トン。

第 3 図参照）となり，2013 年から政策転換が行われた。同年 6 月の首相決定 899 号（CPVN 

2013a）では，必要な生産量を維持しつつも，農地の効率的な活用（水田を他の農作物へ転

作）を推奨するようになった。さらに具体的計画として，2014 年 7 月 31 日に農業農村開発

省は，「2014～20 年の稲作地帯の作物構造転換計画承認に関する農相決定第 3367 号」

（BNNPTNT 2014）を公布した。これは 2015 年までに全国の稲作用地 26 万 ha を，さらに

2020 年までに 51 万 ha をその他の農水産用地へ転作する計画である。第 4 図にみられるよ

うに，実際に 2014 年以降は再び作付面積は下がってきている。 

第 3 表は，稲作及び稲作から転作する予定の各作物についての，2013 年現在の作付面積，

稲作からの転作の結果 2020 年に実現すると想定される作付面積，そしてその間の増減とそ

の割合を同決定から計算して表したものである。2013 年の稲作作付面積の 9.6％を転作させ

ることにしており，転作先として面積で大きいのが「トウモロコシ」「野菜，果物」，2013 年

の作付面積からの増加が大きいのが「畜産飼料作物」「水産養殖用地」となっている。これ

は生産性の低い稲作から農家の現金収入源となりうる作物への転換が図られており，ベト

ナム政府が 2000 年 9 号決議の農業発展戦略へ軌道を戻したことを示すものであろう。 

なお 2013 年首相決定 899 号でも 14 年農相決定 3367 号でも，あくまで水田からの用途変

更先は農水産用地に限定されており，工業用地や住宅地への転用は相変わらず規制されて

いる。つまり再び米価高騰のような事態に陥った場合にいつでも水田に戻せるようにして

おり，国家食糧安全保障は常に農業政策の念頭に置かれている。 
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第３表 2013 年と 2020 年（計画）の各作物の作付面積（全国） 
 

2013 年 2020 年 面積の増減 増減割合（％） 

稲作 7,899 7,144 △755.0 △9.6 

トウモロコシ 1,173 1,403 230.0 19.6 

大豆 118 166 48.0 40.7 

ゴマ，落花生 259 353 94.0 36.3 

野菜，果物 878 1,041 163.0 18.6 

畜産飼料作物 91 141 50.0 54.9 

水産養殖用地 207 299 92.0 44.4 

その他 687 765 78.0 11.4 

資料：農相決定 3367 号（BNNPTNT 2014）の添付資料より筆者が計算．「増減（％）」以外のすべての単位は千 ha． 

 

（３）現在の農地政策 

 

１）「社会主義志向の市場経済」と農地政策 

 旧北ベトナム（ベトナム民主共和国）は建国当初は非共産勢力も閣僚に取り込んでいたこ

とから，最初の 1946 年憲法では財産所有権の保護を明記していた。農業集団化が始まり社

会主義路線を鮮明にした 1959 年憲法下では，土地所有は「個人所有」「集団所有」「全人民

所有（国有）」の三つの形態が存在することになった。このうち「個人所有」とされたのは

土地の 5％以内に制限された農民の宅地（自留地）である。大部分の農地は農業合作社が管

理しており，「集団所有」形態とされた。合作社管理ではない国営農場だけが国有とされた

が，実際には合作社は国家の政策に沿って農地を管理していたので，この時代のほぼすべて

の農地は国家管理されていたといえる。統一ベトナム（ベトナム社会主義共和国）発足後初

の憲法である 1980 年憲法では，土地はすべて「全人民所有（国有）」とされた（Dang Thi 

Phuong 2014）が，これは社会主義体制の全土への適用を意味しており，統一以前から社会

主義体制下にあった北部ではこれまでの国家管理を追認したに過ぎず，この年をもって土

地管理に大きな変化があったわけではない。 

 1980 年代以降，ベトナムは共産党統治と社会主義の建前を維持しつつ市場経済化を進め

ており，現在のベトナム政府は自らが進める市場移行を「社会主義志向の市場経済」と説明

している。農業はとりわけ脆弱な経営基盤（矮小な農地面積）のもとで地域の条件や市場変

動に大きく左右されるため，平等主義（社会主義志向）と市場経済という両立が難しい二つ

の政策が慎重に進められてきた。 

農地に関しては，1993 年に全面改正された土地法（QHVN 1993）によって，土地の所有

権は国家に属するとの原則を維持しながら，20 年間の土地使用権が個人に交付された。同

法で交付される水田の使用権は一人当たり 3ha までという上限を設け，平等主義的な政策

をとっている。 
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2000 年代に入ってから政府はより一層の市場経済化をすすめる方針を鮮明にし，2000 年

9 号決議で示されたように農業に関しても国際市場に対応するために合理化と高品質化を

求めるようになった。2003 年に改正された土地法（QHVN 2003）では，高収量・高品質な

水稲栽培専用農地への国家による補助・インフラ整備・先進技術の導入，水稲栽培専用農地

の転作規制など，この方針にとった規定が盛り込まれている。なおこの年には，農地使用税

の減免措置も導入された。これは自らが使用権を持つ農地もしくは合作社（農協）や農場か

ら請け負っている農地を使用する農家には農地使用税を 100％免除する一方，不在地主は減

免税対象にはならないというものである。また，土地法の定める上限面積を超える部分につ

いては 100％ではなく 50％の減免措置としており，平等主義的な配慮もなされている。 

個人に交付される使用権の面積上限規定はその後も変わらないが，後述のように 2013 年

土地法（QHVN 2013）では譲渡や借地という形で事実上この制限が撤廃されている。さらに

この年には，大規模農家が農協と協力して販売事業を行う場合，農地使用税を免税し，工事

費や技術普及費用の補助などを行う首相決定第 62 号（CPVN 2013b）が出された。 

 このように近年のベトナムの農地政策は，平等主義（個人使用の上限）の建前を維持しな

がら，経営規模拡大による合理化を推進したいという本音がみられる。 

 

２）2013 年土地法の規定 

 現在の農地法制について詳しく知るために，現行の 2013 年土地法の条文のうち重要なも

のを解説する。 

 ベトナム社会主義共和国の土地はすべて国有であり，ベトナム国民は国家から土地使用

権を交付されている（第 4 条 土地は全人民所有に属し，国家が所有者の代表としてそれを

統一して管理する。国家は本法の規定に従って土地使用者に土地使用権を交付する）。この

土地使用権は前述のように 1993 年土地法で 20 年の期限付きで交付されたが，期限の年に

公布された 2013 年土地法の第 126 条では，1993 年にさかのぼって 50 年間の使用権が認め

られるという形で継続して使用が認められた。そしてこの使用権は，交換・譲渡・賃貸・相

続・抵当する権利も含み（第 167 条），事実上の土地所有権といっていい。国家による土地

収用に関しては，同法第 6 章全体（第 61～94 条）に詳細な規定があり，農家から農地を収

用する場合は，農地及び農地に対して投資された金額のうち残存期間分を国家が補償する

ことが第 77 条で明記されている。 

 土地使用権の交付は，国家への土地使用料納入が免除される場合（第 54 条）と納入義務

がある場合（第 55 条）の 2 種類がある。前者は個人への制限面積内の農地（第 129 条に規

定。後述）や公的機関への土地分配が，後者は個人（非農地及び制限面積以上の農地）・経

済組織・海外在住ベトナム人・外資系企業への土地分配が含まれる。なお第 55 条 3 項では，

外資系企業へは販売・賃貸用住宅建設投資プロジェクトの実施のために土地使用権を交付

されるとある。さらに第 183 条 4 項は外資系企業が土地使用権を持つベトナム企業の株を

購入することを認めている。また第 185 条は，工業団地において外資系企業が土地使用権の

譲渡を受けることを認めている。このように外資系企業がベトナムの企業から土地使用権
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を入手することは認められるが，いずれも非農業用途に限られる。また第 56 条 1 項には，

外資系企業が投資プロジェクト（農業・非農業とも含む）を行う場合に国家が土地を賃貸す

るとある。外国人個人は，土地使用権を持つことを認められておらず（第 169 条），ベトナ

ム人から土地使用権を賃借することも認められていない（第 179 条）。 

 農地の定義は第 10 条 1 項にあり，稲作地及びその他一年生作物栽培地，多年生作物地，

林地，水産物養殖地，製塩地，その他農地（栽培用の温室その他建物の土地，家畜・家禽そ

の他動物を飼育する施設の土地，研究・試験目的に使用される栽培地・飼育地・水産物養殖

地，苗木・花・盆栽の栽培地）となっている。 

 国家から農民個人への農地使用権交付は，一年生作物・水産物養殖地・製塩地の場合は東

南部及びメコンデルタでは 3ha まで（地域区分については第 1 図参照）, その他の地域では

2ha まで（第 129 条 1 項），多年生作物地の場合は平野部で 10ha まで, 山岳地の場合は 30ha

まで（同 2 項），林地の場合は 30ha まで（同 3 項）となっている。ただし，他の世帯から譲

渡を受けた場合は，上記の 10 倍まで土地使用権を持つことができる（第 130 条）。また土地

使用権の賃借の場合は面積の上限を設けていない（第 129 条 8 項）。 

また農民個人が交付された農地の使用権を自分以外の人間に移転するのは，同一社（行政

村）内での譲渡・交換や親族への相続に限られ，さらにその相続人が海外在住ベトナム人（ベ

トナム国籍保有者）の場合はベトナムでの住宅所有権を持つことが義務づけられており（第

179 条），外国人個人や外資系企業がベトナム人から農地使用権を譲り受けることはできな

い。なお同条 1 項では，農民個人が交付された農地の使用権を，ベトナム国内の組織・個

人・海外在住ベトナム人に賃貸する権利を認めているが，外国人個人や外資系企業あてには

認めていない。 

 農地の中でも特に重要な稲作地については第 134 条を設けて特別に規定している。同条 1

項では国家に対して，稲作地を保護し非農業目的への転用を規制する政策を，またインフラ

整備や先進技術の導入を図る政策をとるべきことを規定している。2 項では使用者に対して，

当局の許可なく転作・転用してはいけないことを規定している。3 項では，国家から水田専

作地の使用権交付を受けて非農業目的に使用した者は喪失した水田面積分の補償費を納入

しなければならないことを規定している。 

 

３）農地の交換分合 

「１） 『社会主義志向の市場経済』と農地政策」で述べたように，近年ベトナム政府は，

農地の規模拡大を推進する政策を進めている。しかし，前掲の第 2-1, 2-2 図のように経営規

模の拡大は進んでいない。その理由の一つに農地の分散錯圃状態があげられる。1993 年の

農地分配時には，その地方（社と呼ばれる行政村）ごとに農業人口一人当たりの面積が等し

くなるように均等に分けられた。特に紅河デルタでは，面積のみならず土地等級（地味）ご

との平等性も追求されたため，ただでさえ小さい農地が更に細分化された。この状態を解消

するために，2003 年と 13 年からの 2 回にわたって農地の交換分合が行われた。これは分散

した農地の地片（筆）を農家同士で交換させて集約させる政策である。交換分合に際して農
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家の宅地に付属する畑以外の耕地（田，畑）はすべて交換対象となった。「１．ベトナムの

農業・農地政策の変遷」で述べたように集団農業の時代でも，農家の宅地とその付属する畑

は集団化されずに個人所有のままであった。 

2003 年交換分合の法的根拠は，2002 年首相決定 68 号（CPVN 2002）である。その中に

「農民に交換分合を勧める」との文言がある。さらに 2003 年首相指示 22 号（CPVN 2003）

にも，「省級人民委員会は農民の自主性と同意，各方面の相互利益の原則のもと交換分合事

業の指導を行い，農地再配置と効果的な土地使用のための組織再編を行う。」との文言があ

る。2013 年交換分合については，2013 年土地法第 190 条に同一社内の人間に農地を譲渡・

交換する場合は土地からの収入税（土地を販売して受け取った料金にかかる税）と登記の費

用を免除するとの規定があるが，これは交換分合を促進するための規定である。さらに 2013

年土地法の施行細則である 2014 年政府議定 43 号（CPVN 2014）の第 78 条に，各世帯・個

人の交換分合の手続きについて，以下のように記載がある。 

 

① 交換分合に際しては，農地を使用する個人世帯がお互いに文書を交わして合意して農

地を交換する。 

② 社人民委員会（行政村の執行機関）は管内の交換分合計画案を策定し，県（社より上級

の行政組織）の天然資源環境局（土地管理の部局）に送る。 

③ 県の天然資源環境局はそれを検査し県人民委員会の認可を得たのち，社に対して認可

を得た計画に沿った交換分合の実施を指示する。 

④ 省（県より上級の行政組織）の天然資源環境局は，土地台帳の調査・整理・再作成を指

示する。 

⑤ 農地を使用する個人世帯は，農地の使用権証書を更新のために提出する。 

⑥ 土地使用権登記所(12)は，回収した使用権証書を点検し再発行し，情報を更新して土地台

帳を再作成する。なお土地や土地に付属する家屋やその他財産に金融機関の抵当権が設

定されている場合は，金融機関から抵当権証書を回収して更新した証書を再発行する。 

 

この交換分合は国家の政策として推進されたが，政府が強制的に農地を回収・分配したの

ではない。あくまで農民間の自主的な交換であり，中央及び地方政府はそれを促すための計

画は立てるが，農地の使用権をもつ農家はそれに従う法的義務はない。ムラ社会的な無形の

圧力によって実際にはほとんどの地域で計画どおり交換分合が行われたが，交換に同意し

ない人も存在した。特に土地の価格の高い地域では交換に同意しない人が多かったようで

ある。また成功した地域でも，各世帯の分散していた農地が 1～2 か所に集約されただけで

経営する総農地面積自体には変化がなく，特定の専業農家に農地が集積されたわけでもな

い。 

  



農林水産政策研究所 [主要国農業戦略横断・総合]プロ研資料 第 9 号（2019.3） 

 

- 19 - 

 

３．事例分析 

 

ベトナム農村における農業問題を理解するために，以下に筆者自身の調査による紅河デ

ルタ地域のカオドイ村における農業・農地問題について紹介する。 

現代のベトナムの地方行政組織は，省－県－社の三重構造であり，最末端の行政組織が社

と呼ばれる行政村である。そして中央－省－県－社の四つのレベルごとに，共産党組織・祖

国戦線（共産党の翼賛組織群）・議会（国会・各レベルの人民評議会）・行政（中央政府・各

レベルの人民委員会）が存在する。祖国戦線・人民評議会・人民委員会の幹部のほとんどは

共産党員であり，共産党一党支配の体制を脅かすような存在は排除されている（野本 2000）。 

 

（１）調査村の概要 

 

調査村は行政区分上，ハイズオン省ナムサック県ホップティエン社に属する。当地は，第

5 図で示したように首都ハノイと北部第二の都市で国際貿易港であるハイフォン市を結ぶ

国道 5 号線と，ユネスコ世界遺産にも登録されている景勝地ハロン湾（クワンニン省）とハ

ノイを結ぶ国道 183 号線が近くを通っている。当地は，このように交通アクセスに恵まれて

おり，紅河デルタの中では比較的市場経済化が進み，農業以外の産業が発達している。 

第二次大戦後の北ベトナムでは共産政権によって大がかりな村落再編が行われた。その

際，それまでの伝統ある行政村である社を合併させて新たに行政を担う社が誕生した。以

下，混乱を避けるために合併前の旧社もしくはその分村を「村」と表記し，「社」は共産

政権下で誕生した新社（現行政村）を指すことにする。当地においても，それまでの五つ

の村が統合されて現在の行政村であるホップティエン社が誕生した。第 4 表には 2017 年

におけるホップティエン社及び各村の人口規模を示した。 

当地では北ベトナムの他の地域と同様に 1958 年から農業集団化が始まり，その執行機

関として農業生産合作社が結成された。最初は村よりも小さな単位だったのが，次第に拡

大していき，1974 年に社と同範囲に合作社が設立された。1996 年にそれまで集団農業生

産を担ってきた農業生産合作社が解散すると，かつての村が復活し，行政の下請けを行う

ようになった。 

1993 年に農民に農地が分配された際に，村は池の一部の管理をまかされるようになった。

村は村人にこの池を貸し出し，賃料を積み立てて村内の公共電灯の費用の一部に充当して

いる。前述のように，ベトナムの伝統村落は公田という村落共有田を有していたが，それと

同じような村落の財産が復活したといえる。村にとって必要なその他のインフラは村人の

カンパによってまかなわれている。カオドイ村では，村人が公共用に拠出する金額の約 98％

が村レベルで使用され，社（行政村）へ支払うのはわずか 2％のみ（土地・家屋税等）であ

る（2014 年調査より）。また「郷約」（村の掟）の現代版であるカオドイ村の「規約」を 2003

年に作成し，村落の自治機能を明文化した。 
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第５図 紅河デルタの中の調査地の位置 

出典：桜井（1999）に筆者が加筆． 

 

 

第４表 ホップティエン社各村の人口規模（2017 年） 

社と人口規模 村名 人口規模（人口・世帯数） 

 

ホップティエン社 

（7,753 人・2,395 戸） 

カオドイ村 （795 人・235 戸） 

ベン村 （590 人・167 戸） 

ダウ村 （1,628 人・505 戸） 

テ村 （1,850 人・608 戸） 

ラドイ村 （2,890 人・880 戸） 

資料：2017 年 3 月のホップティエン社人民委員会での筆者自身の調査による． 

 

 

  

 

 

首都 ハノイ 

国際貿易港 

 ハイフォン 

クアンニン省 

ハロン湾 
国道５号線 

国道 183 号線 

中華人民共和国 

ハイズオン省ナムサック県 
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現在村長は村民の選挙によって選ばれる。複数の候補から選ばれるが，候補は事実上村

レベルの共産党支部によって立てられるので，各行政機関と同様に共産党統治を脅かす人

物は排除されている。村長の任期は 2 年半であるが，ほとんど 1～2 期で村内の共産党員

もしくは行政関係者（社の請負事務などをしている者）の間でポストが回される。村長は

社と村民との間の連絡や税の徴収代行を行い，村人の土地台帳も管理する。また 5 年ごと

の国勢調査も現場では村長が中心になって行い，村人の経済状況も把握している。村人が

死亡した場合は村が主体となって葬儀委員会が結成されて葬儀が執り行われる。カオドイ

村では 2012 年に落成した公民館があり，村の全世帯が年 2 回，またその他必要に応じて

随時集合する。また社から各世帯への通常の連絡は村長が村内のラジオ放送で行う。 

ベトナムにおいて共産党一党支配を円滑に行うために大衆工作を行うのが，祖国戦線と

呼ばれる組織群である。この祖国戦線加盟組織のうち，農民会・婦人会・退役軍人会・青

年団の 4 組織がカオドイ村で活動している。これらの組織は中央から社まで組織されてお

り，その支部が村単位に存在する。これらの組織は貧困世帯等の社会政策対象者への低利

融資を仲介するとともに，各種政策の周知徹底や住民参加の各種プログラム（農業技術学

習会，ゴミ管理などの衛生改善，困窮会員への援助など）を行っている。また共産党支部

もその支部が村単位に存在する。これらの組織も各々上記の公民館で会合を持つ。こうい

った活動が評価されてカオドイ村は 2012 年に文化村に認定され，カオドイ村を含むホッ

プティエン社も 2015 年に新農村(13)に認定された。このように農業集団化によって解体さ

れた旧村が，脱集団化によって徐々に生活の中に復活してきた。 

 

（２）土地使用権の分配と農地の交換分合 

 

 カオドイ村を含むホップティエン社では，ベトナムの他の地域と同様に土地使用権の分

配は 1993 年に行われた。分配面積は一人当たり平等に 520m2 ずつであった。「１．ベトナム

の農業・農地政策の変遷」で述べたように集団農業の時代でも農家の宅地とその付属する畑

は個人所有のままであったので，それ以外の合作社が管理していた耕地が分配対象となっ

た。 

このとき分配されなかった耕地は，公益地基金（Quy dat cong ich）もしくは公田地（Dat 

cong dien）と言われ，国家の規定では耕地の 5～10％の範囲で社が管理することになってい

る。この公益地基金は現在ホップティエン社の耕地の 10％ほどあり，人々に入札させた後

賃貸している。この公益地基金から，1993 年土地分配で分配できなかった人々（早く退職

して年金がない者，93 年以降に生まれた人間だけの世帯等）に分配された。また 2003 年及

び 2013～15 年の交換分合の時もここから一部分配された。 

池に関しては土地分配の対象ではない。大規模な池は公益地基金と同様に人々に賃貸し，

小規模な池は前述のように村に管理を任せている。また元々水田を分配されて池に転用し

て水産養殖を営む農家もいる。 

土地使用権の分配を受ける資格は，1993 年 1 月 1 日以前に生まれた者が有するものとさ
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れている。ただし，復員兵，国営企業や警察官などの公務員，その他年金をもらっている者

は分配資格がない。社の幹部はみな農業を兼営しているので分配された。規定では耕地を使

用しない者は耕地を返納しなければならないが，実際には遠くに行っているが村に戸籍が

残っている人は，耕地を持ち続けている。彼らは耕地を村の人や親戚に貸している。 

 

第５表 カオドイ村の耕地面積 

 2005 年 2010 年 

水田面積（m2） 314,630 282,572 

 うち裏作割合（％） 58.2 33.4 

世帯当たり（m2） 1,692 1,527 

その他耕地面積（m2） 9,696 8,360  

耕地面積合計（m2） 324,326 290,932 

 世帯当たり（m2） 1,744 1,573 

資料：2005 年及び 2010 年における筆者自身による家計調査． 

 

2005 年及び 2010 年にカオドイ村で実施した筆者自身による家計調査(14)から，両年におけ

る耕地の利用状況を第 5 表に示す。当村では一経営体の耕地面積が平均 2 反未満の零細経

営である。農地は二期作（6 月～9 月頃と，1 月～5 月頃）の水田がほとんどであり，その二

期作の合間に裏作（10 月～翌年 1 月頃）として野菜も栽培されている。これらの点は 2005

年と 2010 年で変化がないが，最も大きな違いは裏作野菜の面積の急激な減少である。これ

は以前裏作に従事していた労働力が，工場労働のような非農業部門に移動したからだと思

われる。なお多くの途上国農村では，農業以外の職種につかざるを得ない土地なし貧困層が

存在する。しかし，ベトナム紅河デルタでは耕地が均等に分配されたため，このような現象

はみられない。実際にカオドイ村でのデータでも，非農業部門の収入と耕地面積との相関は

低く，耕地を有さない農家や耕地面積が小さい農家ほど非農業部門の収入が多いといった

現象は観察されなかった。 

農業機械については，村内に耕耘機・脱穀機を持つ農家が複数おり，彼らは機械を使った

農業労働を村内で行う（労働力込みのサービスであり，機械を貸すのではない）。また 2012

年にコンバイン機（刈り取りと脱穀が可能）を購入した農家がおり，彼はカオドイ村内はも

ちろんナムサック県全体で機械を使った農業労働を行っている。現在，カオドイ村の農家の

ほぼ全戸が耕耘機を使ったサービスを購入し，約 8 割の農家が上記のコンバインサービス

を購入している。ただし，このサービスは 1 月～5 月頃の水稲の作期にしか使えない。裏作

の野菜のネギ・カボチャを栽培するには藁で被覆して温める（畑の敷き藁）必要があるが，

コンバインは，藁と籾を分離した後，残った藁を裁断するため敷き藁を利用することができ

なくなるためである。上述のように裏作野菜面積は減少したが，裏作をしない農家も水田が

分散して他の農家と入り組んでいるので，自分だけコンバインを入れる訳にはいかない。こ

れも交換分合が必要とされた理由である。 

他の地域と同様にホップティエン社でも 2003 年及び 2013 年に農地の交換分合が実施さ
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れた。2013 年の交換分合は 2015 年 10 月に完了した。交換の対象はいずれも 1993 年に分配

された耕地である。社人民委員会幹部によると，実施に際して最も困難だったのは，計画案

作成のために計測し直して耕地を確定することと人々を説得することであった。前述のよ

うに交換分合の計画案作成と実施は社が行う。実際には農民にとって身近な共同体である

村が測量・説得・計画案作成に果たした役目が大きい。実行に際して社レベルで実行委員会

が，さらに村レベルでそれを補佐する小委員会が結成された。2013 年の交換分合の場合，

カオドイ村の小委員会は 13 人であり，共産党支部書記が委員長，村長が副委員長となって

いる。その他の委員も，党幹部（副書記），村の監査役，村の警察官，祖国戦線加盟組織幹

部，元村長など，これまで村人の管理監督を任されてきて村の事情に通じている者が選ばれ

た。交換分合は農民間で同面積の耕地を交換するので，原則として交換前に比べて各農家の

耕地面積は増えたり減ったりはしないはずである。しかし 2013～15 年の交換後は一人当た

り耕地面積が 480m2 と，1993 年分配時の 520 m2 よりも減っている。これは交換分合を機に

村内道路・畦道・水路などを拡張したためであり，減少の割合は全員が同様に負担した。 

 2013 年の交換分合に際して，誰にどの土地を分配するかの決定の手続きは以下のようで

あった。まず分配すべき土地を良い土地（40％）と悪い土地（60％）の 2 グループに分ける。

まず優待者（烈士・傷病兵といった政策対象者・80 歳以上の老人）が良い土地から 1 筆で

まとまった土地を取り，また悪い土地でもいいのでまとまった土地が欲しい世帯が自主的

に手を上げ 1 筆の土地を手に入れる。残りの土地がくじの対象となる。各世帯が 2 票のく

じを引き，両グループからそれぞれ一ずつ取り，すべての世帯が 2 筆に収まった。なお 2003

年の交換時にも同様にくじ引きをした。この時は，土地は地味（収量）ごとに 4 等級に分類

され，くじも 4 票引いた。2013 年の時点では各農家の土地改良によって収量はどこも違い

がなくなったので，良い・悪いは村の居住地や道に近いかという地理的条件だけで決まった。

こういった手続きを経て耕地は集約されていった。カオドイ村の場合，1993 年土地分配時

の世帯ごとの平均筆数は 5.6 筆だったのが，2003 年の交換分合の結果 4.6 筆に，さらに 2013

～15 年の交換分合の結果 1.83 筆にまで減少した。 

 このようにカオドイ村では 2 回の交換分合の結果，各農家の農地分散は解消されたが，一

部の農家に農地が集積された訳ではない。つまり政府が望むような大規模経営体は生まれ

ていない。村の近くに近年工業団地が建設され，そこへの通勤が急速な所得向上をもたらし

ているが，これらの就業機会を得た世帯の多くも稲作を兼業している。そして農地の使用権

売却はほとんど行われていない。農地の使用権の賃貸は，老人世帯や非農業世帯が耕作でき

ない農地を隣人や親戚にほぼ無償で貸借しており，農地の使用権の賃貸市場は成立してい

ない。農民にとって稲作は，生存維持のためのものであり，例え他の就業機会に恵まれ機会

費用が大きくなっても，家族が食べるコメは原則として自ら栽培している。 
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おわりに 

 

本稿では，ベトナム農業の社会主義化（農業集団化）と市場経済化（脱集団化）の経緯と

現代の農業・農地問題について解説した。ベトナム農業の市場経済化においては，農家個人

世帯に農業経営のみならず農地の使用権（交換・譲渡・賃貸・相続・抵当する権利も含む事

実上の所有権）もゆだねられたことが特徴であった。ベトナムでは，ソ連は言うまでもなく，

中国ほどにも農業集団化が徹底していなかったため，より集団化以前に近い形での原点回

帰が可能だったと考えられる。 

1993 年の農地分配時には，農業人口一人当たりの面積が等しくなるように均等に分けら

れた。特に紅河デルタでは，面積のみならず土地等級（地味）ごとの平等性も追求されたた

め，ただでさえ小さい農地が更に細分化された。この分散錯圃状態状態を解消するために，

2003 年と 13 年からの 2 回にわたって農地の交換分合が行われた。これは分散した農地の地

片（筆）を農家同士で交換させて集約させる政策である。 

本稿では筆者自身のハイズオン省の調査村における農業・農地問題についても紹介した。

農地の交換分合の結果，各農家の農地分散は解消されたが，一部の農家に農地が集積された

訳ではない。この背景には，過去にハイパーインフレーションを経験し現在も市場経済化に

おける変動リスクに直面している農民にとって，分配された農地で家族が食べるコメを自

ら栽培することが最低限の生活保障となっている事実がある。現在のベトナム政府が望む

ような大規模経営体の育成には克服すべき課題が多い。 

 

 

注（1） ベトナムではキン（Kinh, 京）族と呼ばれるが，本稿ではわかりやすくベト族と記載する。 

（2） 本稿において「各地方省」という場合には，この中央直轄市も含める。なお地域区分では 2008 年度の統計年

鑑からクアンニン省（第 1 図の 17．）が紅河デルタに区分けされた。本稿において 2007 年までの紅河デルタの

数値はクアンニン省を含まない。 

（3） 当時の中国は第 1 次国共合作時代であり，孫文はソ連の支援で中国革命運動の建て直しを図っていた。 

（4） 20 世紀初頭ベトナム独立運動家の間でおきた日本への留学運動のこと。1909 年にはフランス政府の要請を受

けた日本政府が留学生全員を国外に追放し，運動は終焉を迎えた。指導者ファン・ボイ・チャウ（Phan Boi Chau）

はその後中国に渡り，1912 年に広州でベトナム光復会を結成した。 

（5） その後 1927年の蒋介石の反共クーデタによって国共合作は崩壊し，青年革命会の広州での活動も困難に陥り，

同会も分裂した。ホー・チ・ミンは 1930 年 2 月に，青年革命会系及びその他の共産主義者団体を香港に糾合

して，ベトナム共産党を組織した。同党は同年 10 月にインドシナ共産党と改称し，仏領インドシナ全域の革

命を目指すコミンテルンの正式な支部となった。 

（6） 設立当初のベトナム民主共和国は，共産主義者以外のカトリック教徒や穏健なナショナリストも閣僚に取り

込んだ。さらに 1945 年 11 月にはインドシナ共産党も偽装解散した。その後冷戦構造に組み込まれていく過程

で党を再び公然化する必要があり，同党は「ベトナム労働党」と改称した（白石 1993）。 

（7） この項における市場移行の記述は特に本文中に断りがない限り，（古田 2009）による。 
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（8） ホーチミン市における改革を主導したヴォー・ヴァン・キエットは，1991～97 年の間首相を務め 1986 年から

本格化したドイモイ政策（市場経済化政策）を一層推進した。 

（9） ネップ（New Economic Policy）とは，ソ連で内戦による疲弊を回復させるための一時的な政策として 1921 年

に施行された市場原理の部分的導入である。 

（10） 1981 年 100 号指示で生産物のうち実質的に農家の手元に残るのがわずか 20％であったが，88 年 10 号決議に

よって 40％と倍増した（Nguyen Sinh Cuc 1995）。 

（11） ショック療法とは新古典派経済学に則った市場原理主義的な急激な体制移行戦略であり，一般には東独，ポ

ーランド，ブルガリア，ルーマニア，チェコスロバキア，ロシア，モンゴルが導入を行った代表的な国である

とされる（中兼 2010）。 

（12） ベトナムの行政組織で土地管理を行うのは天然資源環境省であり，その指導の下に活動するのが各地方省の

天然資源環境局と土地使用権登記所である。省より下の県にも同様に天然資源環境局と土地使用権登記支所が

ある。また県より下の最末端の行政組織（農村では社）には土地管理の担当官がおり，住民の土地管理を行っ

ている（2013 年土地法第 23～24 条）。農民に交付される農地の使用権は登記されており，各人に証明書が交付

されている。居住する社にも，社の地図とともにすべての筆ごとの登記内容の写しが存在する（2013 年土地法

第 31 条）。農民が農地の登記内容の変更（譲渡や賃貸など）をする場合は，県レベルの土地使用権登記支所へ

申請書類を提出する（富士通株式会社 2014）。農村では社が事務を代行するが，実際には近隣村や親戚への農

地の貸し借りは登記を行っていないことが多い。 

（13） 新農村建設事業とは，インフラ・経済改善・教育・環境などの認定基準を満たす社を「新農村」と認定・顕

彰し，その普及をはかる最近の政策である。管内の旧村の 70%以上が「文化村」であることもその基準の一つ

である。文化村の基準には，コミュニティの団結を重視し奨励する基準が多く存在する。「規約」作成もこの文

化村運動の中で全国的に展開された。これらの政策は，伝統的なムラ社会を農業農村開発に活用しようとして

いることの表れだと思われる。「新農村」「文化村」については，一昨年度のカントリーレポート（岡江 2017）

参照。 

（14） この家計調査については，一昨年度のカントリーレポート（岡江 2017）参照。 
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第２部 世界食料需給見通し 

第１章 2028 年における世界の食料需給見通しの概要 

―世界食料需給モデルによる予測― 

 

古橋 元・小泉達治・池川 真里亜  

 

１．はじめに 

 

近年の世界の食料需給の背景には，中国やインド等の新興国・途上国の経済成長による食

料消費量の増加と総人口の増加等といった今後とも継続する構造的な要因がある。一方，我

が国は，多様な食生活が実現される中，需要が拡大した畜産物や油脂類の生産に必要な飼料

穀物や大豆等の油糧種子のほとんどを国土条件等の制約から，現在も多くの食料を輸入に

依存せざるを得ない状況にある。日本の食料の安定供給は世界の食料需給に大きく依存し

ており，世界の食料需給の将来的な見通しは，我が国の食料・農業政策の検討にとって必要

不可欠な指針となっている。 

我が国のこうした状況から，農林水産省では，大賀圭治氏（現東京大学名誉教授）が計量

モデルである「世界食料需給モデル」を 1974 年に開発し，その後も同氏が中心となり継続

的に開発・改良が加えられ，1982 年に中期的な世界食料需給予測結果を公表した。1992 年，

1995 年，1998 年には，大賀圭治氏および小山修氏（現国立研究開発法人国際農林水産業研

究センター（JIRCAS）理事）らが同モデルを改良した IFPSIM（International Food Policy 

Simulation Model）を用いて，農林水産省と JIRCAS が共同で予測を実施した。この

IFPSIM をベースに，農林水産政策研究所では，2008 年度から世界の食料需給に関する定

量的予測分析として，「世界食料需給モデル」の開発・改良を行い，世界食料需給見通しを

毎年公表している。今回は，2015～2017 年の 3 か年平均である 2016 年を基準年として，

2028 年における世界の食料需給の見通しを行った。 

 

２．世界食料需給モデルの構造 

 

「世界食料需給モデル」は，将来における人口増加率や経済成長率について一定の前提を

置き，価格を媒介として各品目の需要と供給が，世界全体を市場として目標年まで毎年一致

する「同時方程式体系需給均衡モデル」であり，約 6 千本の方程式体系から構成されてい

る。各品目の消費量（需要量）は，総人口，実質 GDP，実質経済成長率，当該品目及び競

合品目の価格によって決定される。耕種作物の生産量は，収穫面積と単位当たりの収量（単

収）によって決定され，そのうち単収はトレンドによって，収穫面積は前年の当該品目及び

競合品目の生産者実質価格（生産者が市場で受け取る価格に財政等の直接的または間接的



第２部 世界食料需給見通し 第１章 2028 年における世界の食料需給見通しの概要 

－世界食料需給モデルによる予測－（古橋・小泉・池川） 

 

- 2 - 

 

な補助を加えたもの）によって決定される。また，畜産物の生産量は，1 頭（羽）当たり生

産量と飼養頭羽数から決定され，そのうち 1 頭（羽）当たり生産量はトレンドによって，飼

養頭羽数は前年の飼養頭羽数，当該品目及び競合品目の生産者実質価格及び飼料価格によ

って決定される。国際価格は，各品目の需要と供給が一致する点において決定される(1)（第

1 図）。 

 

 

第１図 世界食料需給モデルの概念図（穀物） 
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本モデルの対象品目は，耕種作物 6 品目（小麦，とうもろこし，米，その他粗粒穀物，大

豆，その他油糧種子），食肉・鶏卵 5 品目（牛肉，豚肉，鶏肉，羊肉，鶏卵），耕種作物の

加工品 4 品目（大豆ミール，その他のオイルミール，大豆油，その他植物油），生乳・乳製

品 5 品目（生乳，バター，脱脂粉乳，チーズ，全脂粉乳）の合計 20 品目である。今回の予

測においては，現時点から 10 年後を予測するとの観点から 2028 年を目標年次とし，基準

年次は 2015 年～2017 年の 3 か年を平均値とした 2016 年とした。 

予測項目は，品目別・地域別の生産量，消費量，純輸出量（または純輸入量）及び品目別

の国際価格（実質及び名目）である(2)。そして，対象範囲及び地域分類は，世界全体（すべ

ての国）を対象範囲とし，予測に用いるデータの地域分類は，地理的基準により 8 地域区分

（小分類として 31 か国・地域）に分類した（参考）。品目ごとの需給予測では，この 8 地

域区分による予測値を紹介している。また，「世界食料需給モデル」は，世界全体としての

食料需給の基調を予測することを主な目的とし，品目ごとの需給の予測では，この 8 地域

区分による予測値を示している。 

 

３．予測の主要前提条件 

 

「世界食料需給モデル」による世界の食料供給と需要の予測は，日本を含めて各国政策が

現状を維持することや平年並みの天候を前提とする自然体の予測（ベースライン予測）とし

て試算を行った結果である。この予測は，2016 年（2015-17 年の平均）を基準年として 2028

年における食料需給を見通したものであり，その前提となる総人口は，アジア，アフリカな

どの新興国及び途上国を中心に増加し，2028 年には 83.8 億人（基準年から 12.6％増加）

に達し，1 人当たり実質 GDP も基準年の 10,345 ドルから 2028 年に 12,878 ドル（24.5％

増加）に増加する見通しである（第 2 図）。世界の経済成長については，インド等の一部の

新興国・途上国において比較的高い経済成長率が維持されるとみられる一方で，先進国にお

いて成長が鈍化する傾向が見られ，途上国においても中国，ロシア，ブラジル等の新興国を

含めてこれまでに比べて成長がやや鈍化することから，中期的にはより緩やかに成長する

と見込まれる。このため，今後，新興国・途上国等の人口増加とともに，緩やかな経済成長

が食料需要に影響を与えていくことが見込まれる（第 2 図，第 1 表）。 

耕種作物の単収は，近年（10～20 年程度）の実績による傾向値に基づいており，単収の

伸びが継続することを前提としている。また，収穫面積の拡大に特段の制約がないことを前

提としている。 
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第２図 世界の総人口と 1人当たり実質 GDP 

資料：世界銀行「World Development Indicators」，国連「World Population Prospects: The 2017 Revision」から試算． 

注．図中の 2003－2005 年，2015－2017 年はそれぞれ 3 か年平均の数値（本節中，以下同じ）． 

 

第１表 主要国の経済成長率の見通し 

 

資料：IMF「World Economic Outlook 2018」から試算． 

 

４．予測結果 

 

（１）穀物需給見通し 

 

今後，農産物需要の伸びは鈍化しつつも，総人口の継続的な増加，所得の向上等に伴う新

興国及び途上国を中心とした食用・飼料用需要の増加に加え，緩やかに増加するバイオ燃料

原料用需要の下支えもあり，世界の穀物の消費量は基準年の 25.3億トンから2028年に 29.5

億トンに達する見通しである。特に，肉類消費量の増加等から飼料用の穀物消費量は 21％

と食用等に比べて高い伸び率を示している（第 3 図）。ただし，この伸び率は，2000 年代
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の伸び率に比べて低下している。こうした穀物需要の増加に対して，世界の穀物生産は，収

穫面積は横ばいとなるものの，単収の増加で生産量が増加することが見込まれる（第 2 表）。 

 

第３図 世界の穀物消費量と 1人当たり年間肉類消費量 

 

第２表 世界の穀物生産量 

 

 

（２）品目別・地域別生産量，消費量及び純輸出入量の予測 

 

主な品目ごとに，地域別の生産量，消費量及び純輸出入量について基準年（2015-2017 年

の平均値）と 2028 年の予測結果を以下に示した。また，それぞれの品目について，主要生

産国・消費国に関する予測結果も参考値として示した。 

 

１）小麦 

基準年では，欧州，北米，オセアニアが純輸出地域，アジア，アフリカ，中東，中南米が

純輸入地域となっている（第 3 表）。 

中南米，中東，アフリカは，それぞれ消費量が生産量を上回って増加するため，2028 年

における純輸入量はそれぞれ増加する見通しである。中東の純輸入量は 2028 年に 2,281 万

トンまで増加し，アフリカの純輸入量は 6,273 万トンに達すると見込まれる。2028 年に中
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国の純輸入量は基準年に比べてほぼ横ばいの 454 万トンでやや増加するものの，インドネ

シア等を含めて多くのアジア地域の国で純輸入量が増加するため，アジア地域の純輸入量

は 5,762 万トンまで増加すると見込まれる。インドは，引き続き最低支持価格を実施する政

策の下，生産量が継続的に増加して，消費量の増加を上回るため，純輸入量は 89 万トンに

減少するものと見込まれる。 

北米，欧州では，収穫面積はやや減少するものの，単収の伸びに伴い生産量の増加率が消

費量の増加率を上回り，いずれも 2028 年における純輸出量が 4,806 万トン，8,875 万トン

まで増加する。豪州によって牽引されるオセアニアの純輸出量は増加し，2028 年の純輸出

量は 2,003 万トンまで達すると見込まれる。米国は相対的に利益率の低い小麦の収穫面積

が減少するものの単収の増加により生産量はやや増加し，純輸出量も増加する見通しとな

る。欧州では，ロシアとウクライナが天候次第という不確実性を抱えつつもこれらの生産量

の伸びが消費量の伸びを大きく上回り，両国の純輸出量は 2028 年に 6,209 万トンとなる見

通しである。EU は食用消費量の伸びが限られ，生産量が飼料用消費量を上回るため，純輸

出量は 2,655 万トンに増加する見通しとなる。 

 

第３表 小麦に関する地域別予測結果  

 
 

２）とうもろこし 

基準年では，純輸出地域として北米が最大であり，次いで中南米，欧州が続き，アジア，

アフリカ，中東は純輸入地域となっている（第 4 表）。 

純輸入地域アフリカは，今後も消費量の増加が生産量の増加を上回ることが見込まれ，

2028 年における純輸入量はそれぞれ 3,333 万トンまで拡大する見通しである。中東は，消

費量の多くを占める飼料用消費量の増加が生産量の増加の 2 倍以上と見込まれ，純輸入量

　（単位：百万トン）

2015-17年 2028年 2015-17年 2028年 2015-17年 2028年

世界合計 752.4 865.7 733.9 865.1 0.0 0.0

北米 85.4 92.1 40.3 43.9 42.4 48.1

中南米 28.9 33.9 40.1 47.0 -9.8 -13.1

オセアニア 25.6 29.3 8.2 9.3 17.2 20.0

アジア 285.8 331.4 320.0 388.7 -51.0 -57.6

中東 40.9 50.2 59.8 72.9 -18.3 -22.8

欧州 260.5 295.2 189.4 206.4 70.6 88.7

アフリカ 25.4 33.6 75.6 96.3 -50.6 -62.7

(参考）

　EU 152.5 168.8 129.5 142.2 22.4 26.5

　ロシア 72.9 85.3 40.7 44.1 30.9 41.2

　カナダ 29.9 34.3 9.2 10.9 21.2 23.4

　米国 55.4 57.8 31.1 33.1 21.2 24.7

　豪州 25.1 28.9 7.3 8.2 17.8 20.7

　ウクライナ 27.0 32.1 10.8 11.2 17.6 20.9

　中国 133.4 134.6 119.2 139.0 -3.2 -4.5

　インド 90.7 115.3 93.9 116.1 -1.9 -0.9

　インドネシア 0.0 0.0 10.1 11.6 -10.1 -11.6

生産量 消費量 純輸出(入)量
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は 2,097 万トンに増加する見通しとなる。アジアの純輸入量は，中国等の純輸入量が増加す

ることから，5,997 万トンまで増加する見通しである。アフリカは，食用消費が総消費量の

6 割を超えており，人口の増加により消費量が拡大し，純輸入量は増加する見通しである。

欧州では，2028 年において EU の純輸入量が 1240 万トンとやや減少して，ウクライナが

2,368 万トンまで純輸出量を拡大する等により，2028 年における欧州全体の純輸出量は

2,119 万トンまで増加する見通しとなる。 

北米では，米国におけるガソリンへのエタノール混合比率が上限に達している問題（ブレ

ンド・ウォール）の影響等で需要の伸びは今後も抑えられ，とうもろこしを原料とするバイ

オエタノール需要の継続的な伸びはさらに鈍化することが見込まれる。とうもろこしの収

穫面積の伸びは鈍化するものの，緩やかに単収は増加し，生産量が消費量を上回って増加

し，2028 年における米国の純輸出量は 5,900 万トンに達する見通しである。中南米では，

ブラジル，アルゼンチンにおける 2028 年の純輸出量はそれぞれ 3,561 万トン，2,929 万ト

ンに達する見通しとなり，中南米の純輸出量は 3,283 万トンの見通しとなる。ブラジル，ア

ルゼンチンは，一部大豆の裏作になるとうもろこしの第 2 作によって生産量が拡大し，飼

料用需要を中心とする国内消費量の増加を大きく上回り，純輸出量が拡大する見込みであ

る。 

 

第４表 とうもろこしに関する地域別予測結果 

 
 

３）米 

基準年では，世界市場において，アジアが生産量の約 9 割及び消費量の 8 割超を占めて

純輸出地域となっており，生産量は少ないものの米国がリードする北米も純輸出地域とな

っている。これに対して，アフリカ，中東，欧州，中南米が純輸入地域となっている（第 5

表）。 

　（単位：百万トン）

2015-17年 2028年 2015-17年 2028年 2015-17年 2028年

世界合計 1,071.0 1,221.7 1,052.3 1,219.4 0.0 0.0

北米 381.0 404.6 323.4 343.8 54.7 60.2

中南米 159.8 210.6 143.3 177.6 15.8 32.8

オセアニア 0.6 0.7 0.6 0.6 0.0 0.0

アジア 337.2 375.7 367.2 434.4 -46.3 -60.0

中東 7.5 9.6 25.3 30.6 -17.4 -21.0

欧州 109.3 132.5 98.3 111.3 11.9 21.2

アフリカ 75.6 87.9 94.1 121.1 -18.7 -33.3

(参考）

　米国 367.1 388.8 310.2 329.2 54.4 59.0

　ブラジル 83.0 117.2 60.4 81.5 22.2 35.6

　アルゼンチン 34.5 41.4 10.4 12.1 23.9 29.3

　ウクライナ 25.1 30.4 6.1 6.8 19.1 23.7

　EU 60.9 72.4 75.0 84.7 -13.4 -12.4

　中国 262.6 288.6 249.1 292.4 -3.1 -5.0

生産量 消費量 純輸出(入)量
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第５表 米に関する地域別予測結果 

 
 

アジアでは，人口の増加に伴い食用需要が増加するものの，一部の国で経済成長に伴う食

の高度化等により 1 人当たり消費量の伸びが鈍化傾向にある一方で，単収の増加によって

生産量は増加し，2028 年におけるアジア地域の純輸出量は 3,141 万トンに達する見通しで

ある。インドは，2028 年においても世界最大の純輸出量を維持することになり，天候及び

国内の最低支持価格の実施と備蓄等の政策を優先する結果に左右されるものの，2028 年に

は 1,255 万トンまで増える見通しである。主要輸出国であるタイは，国内の政治的な不安定

性を背景にしつつも生産者保護等の政策及び天候次第であるが純輸出量を増加させ，純輸

出量は 1,138 万トンとなる見通しである。ベトナムは，純輸出量を増やすものの，純輸出量

は 610 万トンにとどまる見通しで，メコン川流域を中心に，米の高付加価値化等により収

量の拡大からの転換を目指している。一方，中国は最低買付価格を下げる傾向にあるが，国

内供給量の増加等に伴って，純輸入量は減少して 99 万トンまで低下する見込みである。 

中東，アフリカは，総人口の増加に伴う消費量の増加が主因となって，いずれも純輸入量

が拡大し，2028 年に中東が 824 万トン，アフリカが 2,291 万トンまで増加する見通しであ

る。中東・アフリカは，今後，経済成長がやや低下する見通しだが，食用需要は増加する傾

向を示して純輸入量は増加し，アジアの純輸出量の増加によってまかなわれる構図となる。

ブラジルでは，生産量の伸びが消費量の伸びを上回り，2028 年の純輸出量は 84 万トンに

なると見込まれる。このため，中南米は純輸入量を減少させる見通しである。欧州は生産量

が増加する一方で，域内消費量も増加傾向を示して，純輸入量はほぼ横ばいとなる見込みで

ある。 

 

４）その他粗粒穀物（大麦，ライ麦，ソルガム等） 

基準年では，欧州，北米，オセアニア，中南米が純輸出地域であり，アジア，中東，アフ

リカが純輸入地域となっている（第 6 表）。 

　（単位：百万トン）

2015-17年 2028年 2015-17年 2028年 2015-17年 2028年

世界合計 485.7 558.6 477.7 557.6 0.0 0.0

北米 6.3 7.1 4.4 4.9 2.1 2.2

中南米 18.1 22.4 19.5 22.8 -1.4 -0.4

オセアニア 0.4 0.4 0.4 0.5 0.0 -0.1

アジア 434.9 496.1 403.9 463.7 22.4 31.4

中東 2.4 2.7 9.1 11.0 -6.5 -8.2

欧州 2.8 3.1 4.8 5.1 -2.0 -2.0

アフリカ 20.7 26.8 35.6 49.7 -14.6 -22.9

(参考）

　インド 108.0 128.4 95.6 115.9 11.6 12.5

　タイ 18.5 23.0 10.8 11.6 10.4 11.4

　ベトナム 28.0 32.7 22.2 26.6 5.8 6.1

　ブラジル 7.9 9.8 8.0 9.0 -0.1 0.8

　中国 148.4 149.9 142.1 149.8 -4.7 -1.0

　インドネシア 36.7 45.6 38.0 46.7 -1.2 -1.1

　バングラデシュ 33.9 41.8 35.2 43.7 -1.2 -1.9

生産量 消費量 純輸出(入)量
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第６表 その他穀物に関する地域別予測結果 

 
 

中東は 2028 年においても現在と同様に消費量が生産量の 2 倍以上であり，生産量の伸び

を消費量の伸びが上回ることにより，純輸入量が 1,828 万トンまで拡大する見通しである。

一方，アフリカは食用需要が中心で，2028 年に食用需要が 88%にまで達する見通しである。

同地域は，その他粗粒穀物においても他の穀物と同様に，人口増による消費量の増加が続

き，消費量は生産量を超過し，2028 年における純輸入量は 867 万トンまで拡大する見通し

である。一方，アジア地域は，飼料用需要と食用需要がほぼ同程度の割合であり，消費量が

生産量を上回って増加するため，純輸入量が増加し，純輸入量は 1,748 万トンまで増加する

見通しである。インドは，その他粗粒穀物において，生産量も消費量も同程度に増加して，

ほぼ需給が均衡する見通しである。 

オセアニア，欧州においては，天候に左右されやすい一部の地域が含まれるため，平年並

みの天候であれば，単収増により生産量が順調に増加し，2028 年における純輸出量は増加

して，それぞれ 1,125 万トン，2,336 万トンまで増加する見通しである。その他粗粒穀物に

おいて，オセアニアの生産量は豪州がほぼ占めており，限られた国内需要を上回って，生産

量が増加し，純輸出量を拡大させることになる。欧州地域において，ウクライナとロシアは，

天候次第であるものの，それぞれ消費量の伸びを生産量の伸びが上回って，純輸出量の拡大

が見込まれ，両国の純輸出量は 2028 年にそれぞれ 691 万トン，586 万トンまで増加する見

通しである。一方，中南米は，純輸出国であるアルゼンチンを除いて，ほとんどの国が純輸

入国であるため，消費量全体の約 7 割強を占める飼料用需要が畜産需要の拡大とともに増

加し，純輸出地域からほぼ需給が均衡して 22 万トンの純輸入量となる見通しである。 

 

５）大豆 

基準年では，中南米，北米が純輸出地域として突出し，純輸入地域としてアジアが純輸入

量 1 億トンを超え，続いて，欧州，中東，アフリカとなっている（第 7 表）。 

  

　（単位：百万トン）

2015-17年 2028年 2015-17年 2028年 2015-17年 2028年

世界合計 259.5 309.8 261.7 309.9 0.0 0.0

北米 29.0 33.7 20.6 23.7 8.3 10.0

中南米 19.4 21.9 18.1 22.2 1.5 -0.2

オセアニア 13.9 17.7 5.7 6.5 8.2 11.3

アジア 31.7 37.9 48.4 55.3 -16.5 -17.5

中東 12.2 14.7 26.9 33.0 -14.1 -18.3

欧州 106.5 125.1 91.1 101.7 16.1 23.4

アフリカ 46.7 58.8 50.8 67.5 -3.5 -8.7

(参考）

　EU 68.9 80.5 62.0 70.1 7.2 10.3

　米国 17.3 19.9 11.9 13.4 5.1 6.5

　ウクライナ 10.0 12.3 5.2 5.4 4.9 6.9

　ロシア 23.7 27.5 19.9 21.7 4.1 5.9

　インド 17.3 21.4 17.5 21.7 -0.2 -0.3

生産量 消費量 純輸出(入)量
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第７表 大豆に関する地域別予測結果 

 
 

中東，アフリカにおける生産量は非常に限られ，輸入に依存する構造は今後も継続し，

2028 年における消費量も他の地域に比べて低く，それぞれ 592 万トン，525 万トンとなる

見通しである。アジア及び欧州の生産量は，需要量に比べて相対的に低いため，それぞれの

消費量は，欧州が生産量の 2 倍超，アジアは生産量の 5 倍程度となる。両地域ともに，今後

も輸入超過が続き，2028 年における純輸入量はいずれも拡大し，それぞれ 1 億 2,939 万ト

ン，1,625 万トンになる見通しである。欧州地域では，EU の純輸入量が増加すると見込ま

れ，2028 年に EU は 1,756 万トンに達する見通しである。特に，アジア地域における中国

の純輸入量は，1 億 862 万トンとなる見込みである。さらに中国は，アジア地域の純輸入量

の 8 割を占め，世界最大の大豆輸入国を維持するとともに，国際市場においても大きな影響

を与え続けることが見込まれる。 

北米の純輸出量は 6,847 万トンにまで増加する見込みであり，カナダも純輸出国ではあ

るが米国はその純輸出量の 9 割を占めることが見込まれる。一方，中南米も生産量を拡大

することが見込まれ，2028 年における純輸出量も拡大し，北米とともにアジア及び欧州の

純輸入量の拡大を賄う構図となる。中南米は，ブラジルにおいて農地面積を増加させる余地

が十分にあり，単収だけでなく収穫面積も増やし，同地域の生産量が 2028 年に 1 億 3,617

万トンに達する見通しである。ブラジルは，基準年において，世界最大の輸出国となったそ

の位置を保持して，純輸出量が 2028 年に 7,804 万トンに達すると見込まれる。アルゼンチ

ンは，大豆の国内市場規模が限られるという背景の下，ブラジル同様に収穫面積も増加させ

て，2028 年において大豆の純輸出量を増やして 546 万トンになると見込まれる。また，同

国は大豆油の純輸出量を増加させつつ，その大豆油の国内搾油用大豆需要を十分に満たす

一方で，大豆の純輸出量も増加させている。今後も，中国や EU で増加する純輸入量を，ブ

ラジル，米国，アルゼンチンの純輸出量の増加によって賄う構図が見込まれる。 

  

　（単位：百万トン）

2015-17年 2028年 2015-17年 2028年 2015-17年 2028年

世界合計 334.2 402.6 328.2 403.0 0.0 0.0

北米 121.4 142.1 59.0 73.7 59.9 68.5

中南米 176.0 216.2 104.0 130.8 70.8 85.7

オセアニア 0.1 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0

アジア 24.1 29.2 130.9 158.6 -109.0 -129.4

中東 0.2 0.3 5.7 5.9 -5.4 -5.6

欧州 10.2 12.4 23.7 28.7 -13.5 -16.3

アフリカ 2.2 2.4 5.0 5.3 -2.8 -2.9

(参考）

　ブラジル 110.2 136.2 44.5 58.2 63.8 78.0

　米国 114.4 134.3 56.4 70.3 55.6 64.0

　アルゼンチン 50.3 61.0 46.4 55.7 4.6 5.5

　インド 8.8 10.1 8.6 10.2 0.1 -0.1

　中国 13.7 17.1 102.7 125.8 -91.2 -108.6

　EU 2.5 2.8 16.4 20.4 -14.0 -17.6

生産量 消費量 純輸出(入)量
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６）植物油（大豆油，菜種油，ひまわり油） 

基準年では，欧州，中南米，北米が純輸出地域であり，アジアの純輸入量が最大で，続い

てアフリカ，中東が純輸入地域となっている（第 8 表）。 

アフリカ，中東では他の地域に比べて高い人口の増加によって消費量の増加が見込まれ，

アジアは，経済成長に伴う 1 人当たり消費量の増加を主な要因として消費量の増加が見込

まれる。一方，生産量の伸びも増加も，アフリカ，中東では低く限られており，2028 年の

生産量はそれぞれ 138 万トン，235 万トンにとどまり，純輸入量はそれぞれ増加すること

が見込まれる。また，アフリカの消費量の伸びは小さく，今後の人口の伸びに比べて，より

緩やかな経済成長が見込まれるため，所得増による影響が限られ，2028 年の純輸出量は 348

万トンにとどまる見通しである。一方，アジアも 2028 年における純輸入量の増加が見込ま

れ，消費量の伸びが生産量の伸びを上回る見込みである。アジアの純輸入量は，2028 年に

1,874 万トンに達し，特に，インド，中国における純輸入量は，総人口の多さを背景に，拡

大することが見込まれ，それぞれ 916 万トン，663 万トンの純輸入量となる。 

欧州では，ウクライナ，ロシア等がヒマワリ，菜種由来の植物油を中心に生産量を拡大す

る一方で，EU のバイオディーゼル需要の伸びが停滞することが見込まれることから，同地

域の純輸出量が増加する見通しである。中南米，北米では，国内需要量の増加を上回る生産

量の増加により，2028 年における純輸出量はそれぞれ増加する。ただし，北米地域の 2028

年における植物油の純輸出量は，米国の大豆油，カナダの菜種油等がそれぞれ牽引してい

る。中南米地域の 2028 年における植物油の純輸出量は大豆油がほとんどである。アルゼン

チン及びブラジルは，国内市場における需要量の増加に加えて，植物油の原料となる大豆の

国際市場への輸出量の増加を背景に抱えながらも，両国の植物油の純輸出量が 2028 年にそ

れぞれ 736 万トン，602 万トンまで増加する見通しである。 

 

第８表 植物油に関する地域別予測結果 

 
  

　（単位：百万トン）

2015-17年 2028年 2015-17年 2028年 2015-17年 2028年

世界合計 98.7 118.7 100.1 118.7 0.0 0.0

北米 15.3 19.0 13.2 14.6 2.0 4.4

中南米 20.2 25.3 14.4 15.7 6.0 9.6

オセアニア 0.3 0.4 0.4 0.4 0.0 0.0

アジア 31.3 38.3 42.9 57.0 -10.7 -18.7

中東 2.2 2.3 4.0 4.9 -1.6 -2.5

欧州 28.1 32.0 21.1 21.2 7.1 10.8

アフリカ 1.2 1.4 4.1 4.9 -2.8 -3.5

(参考）

　アルゼンチン 9.3 11.1 3.5 3.8 6.0 7.4

　ウクライナ 6.0 6.6 0.6 0.6 5.4 6.0

　ロシア 5.1 6.3 2.4 2.5 2.7 3.8

　ブラジル 7.8 10.3 6.6 7.1 1.3 3.2

　インド 3.4 4.0 9.9 13.1 -6.4 -9.2

　中国 23.5 29.3 26.5 35.9 -2.3 -6.6

　米国 11.0 13.8 12.0 13.4 -1.1 0.5

生産量 消費量 純輸出(入)量
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７）牛肉 

基準年では，中南米，オセアニアが純輸出地域，アジア，中東，欧州，アフリカ，北米が

純輸入地域となっている（第 9 表）。 

アジア地域は純輸入国が多い中で，インドが 14.9 億人の人口を背景に需要量を徐々に増

加させるものの，1 人当たり消費量は極めて低い水準であり，生産量は水牛の肉が含まれる

ために増加し，高い純輸出量の水準を維持することが見込まれる。アジア全体では所得向上

に伴って食生活が高度化し，低い水準にあった 1 人当たり消費量が増加する見込みで，多

くのアジア諸国で消費量が増加する。その結果，2028 年の純輸入量は 353 万トンに拡大す

る見通しである。中国の純輸入量は，消費量の増加に伴い，2028 年に 155 万トンまで増加

する見通しである。中東における生産量は需要量に比べて低い一方で，所得向上による消費

量の拡大が続き，2028 年の純輸入量は 138 万トンまで増加する見込みである。アフリカ地

域では，域内では相対的に所得が高い北アフリカが主要な消費地域となり，同地域を中心に

消費量の増加が見込まれる一方で，同地域は緩やかな経済成長が見込まれるために，アフリ

カ全体で純輸入量がやや増加する程度にとどまる見通しである。米国は，生産量の伸びが継

続して国内消費量の伸びをやや上回ることでわずかに純輸入量が減少するため，北米でも

純輸入量が減少するものと見込まれる。 

豪州を含むオセアニアでは，1 人当たりの消費量は先進国の中でも比較的高いものの，域

内の市場規模が小さいために消費量の増加は限られる。一方で，生産量は順調に増加し，豪

州だけでなくニュージーランドも純輸出量が増加する傾向は続き，純輸出量が 257 万トン

に達する見通しである。中南米では，ブラジル及びアルゼンチンが，先進国と比べても高い

水準にある 1 人当たり消費量を背景に消費量を増加させる一方で，生産量の伸びが消費量

の伸びを上回り，純輸出量を増加させることから，世界最大の牛肉の輸出地域として中南米

地域は純輸出量を増加させる見通しである。 

 

第９表 牛肉に関する地域別予測結果 

 

　（単位：百万トン）

2015-17年 2028年 2015-17年 2028年 2015-17年 2028年

世界合計 61.8 72.5 61.9 72.5 0.0 0.0

北米 12.5 14.1 13.0 14.2 -0.5 -0.1

中南米 17.1 20.0 14.7 17.1 2.4 2.9

オセアニア 2.9 3.5 0.8 0.9 2.2 2.6

アジア 15.5 19.4 17.5 23.0 -2.0 -3.5

中東 1.8 2.0 2.7 3.4 -0.8 -1.4

欧州 10.0 11.2 10.6 10.8 -0.6 0.3

アフリカ 2.0 2.4 2.6 3.2 -0.6 -0.8

(参考）

　インド 4.2 5.2 2.4 3.4 1.8 1.8

　ブラジル 9.4 11.4 7.7 8.8 1.7 2.5

　豪州 2.3 2.7 0.7 0.8 1.6 1.9

　アルゼンチン 2.7 3.5 2.5 2.8 0.2 0.7

　中国 7.0 8.9 8.0 10.4 -1.0 -1.5

　米国 11.4 12.7 12.0 13.1 -0.6 -0.4

生産量 消費量 純輸出(入)量
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８）豚肉 

基準年では，北米と欧州が純輸出地域，アジアが純輸入地域となっており，中南米，オセ

アニア，アフリカは若干の純輸入地域となっている（第 10 表）。中東はイスラム圏である

ため，豚肉の需給量が極めて少ない。アフリカ地域の北アフリカも同様に需給量が極めて少

ない。 

豚肉はアジア地域の需給量が世界全体の 6 割程度を占め，その割合は徐々に増えている。

アジア地域の生産量は，中国だけでなくベトナムやフィリピンにおいても今後順調に増加

し，2000 年代に比べてアジアの経済成長がやや鈍化する見通しがあるものの，先進国に比

べて高い経済成長率は今後も継続することから消費量はさらに拡大し，2028 年における純

輸入量は，553 万トンまで増加する見通しである。特に，アジア地域の消費量の 8 割強を占

める中国の消費量は今後も増加する見込みだが，1 人当たり消費量の伸びが 2000 年代に比

べて緩やかになるため，生産量の伸びが上回り，2028 年における純輸入量は 89 万トンま

で減少する見込みである。アフリカ地域は，サブサハラ・アフリカに比べて相対的に所得の

高い北アフリカの多くがイスラム圏であるため，豚肉の需給量が極めて少なく，サブサハ

ラ・アフリカにおける消費量の増加も限定的となる。 

米国及びカナダでは生産量の伸びが消費量の伸びを上回り，両国ともに純輸出量を増や

して，北米地域の純輸出量は 386 万トンまで増加すると見込まれる。中南米は純輸入地域

ではあるが，ブラジルが豚肉輸出国であり，同国の消費量の増加を生産量の増加が上回り，

純輸出量を増やすため，2028 年には純輸入量を減少させて，わずかに純輸出地域になる見

通しである。欧州では，EU において，生産量の伸びが鈍化するものの消費量を上回ること

が維持され，欧州地域の純輸出量は 2028 年に 234 万トンとほぼ横ばいとなる見通しであ

る。今後，豚肉の国際市場は，北米の米国，カナダ及び欧州地域の EU，さらに中南米のブ

ラジルの純輸出量の増加によって，中国を含めたアジア諸国の純輸入量の拡大をまかなう

ことが見込まれる。 

 

第 10表 豚肉に関する地域別予測結果 

 

　（単位：百万トン）

2015-17年 2028年 2015-17年 2028年 2015-17年 2028年

世界合計 112.7 130.8 112.7 130.8 0.0 0.0

北米 13.3 15.1 10.4 11.2 2.9 3.9

中南米 6.9 8.6 7.3 8.7 -0.4 -0.1

オセアニア 0.4 0.5 0.7 0.8 -0.3 -0.4

アジア 63.5 76.0 67.9 81.6 -4.4 -5.5

中東 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

欧州 28.0 29.8 25.7 27.5 2.3 2.3

アフリカ 0.7 0.8 0.8 1.1 -0.1 -0.3

(参考）

　EU 23.6 24.9 20.8 22.3 2.8 2.6

　米国 11.4 12.7 9.5 10.3 1.9 2.4

　カナダ 1.9 2.4 0.9 0.9 1.1 1.5

　ブラジル 3.6 4.7 2.9 3.4 0.7 1.3

　中国 53.8 64.6 55.3 65.5 -1.5 -0.9

生産量 消費量 純輸出(入)量
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９）鶏肉 

基準年では，北米，中南米が純輸出地域であり，中東，アジア，アフリカが純輸入地域と

なり，オセアニア，欧州は需給がほぼ拮抗している（第 11 表）。 

鶏肉は肉類の中でも，比較的安価であり，健康志向にマッチしており，宗教的にも忌避さ

れないため，全世界で消費量が増加する傾向が続く見通しである。中東，アフリカ地域にお

いても，緩やかな経済成長が見込まれる中でも所得の増加に伴って消費量が増加すること

により，2028 年における純輸入量はそれぞれ増加して 267 万トン，162 万トンと見込まれ

る。アジアの消費量の拡大は継続し，2028 年における純輸入量が 604 万トンに達する見通

しである。中国における消費量は，10%を超える高度成長から経済成長率が鈍化して「小康

社会」に移行するものの，緩やかながら増加は続き，純輸入量は 76 万トンになる見込みで

ある。ただし，中国の消費量 1,661 万トンに比べて，純輸入量は限定的であり，輸入量を減

らすことは十分に可能だろう。その他のアジア諸国もほとんどの国で消費量は一様に増加

し，経済成長に伴う食用需要の拡大を背景に，純輸入量が拡大する見通しである。 

北米では，米国とともにカナダにおいても生産量の増加が消費量の増加を上回る傾向は

続き，2028 年における純輸出量は 349 万トンに達する見通しである。中南米は，ブラジル，

アルゼンチン以外は，ほとんどが輸入国となるものの，両国の純輸出量の増加によって，

2028 年に純輸出量が 501 万トンに増加する見通しである。米国を抜いて世界最大の輸出国

となったブラジルは，鶏肉の国際市場において高い競争力を有し，2028 年には 607 万トン

まで拡大する見通しである。今後，鶏肉の国際市場は，特にブラジルが牽引する中南米と米

国が牽引する北米の両地域が純輸出量を増加させて，アジアの純輸入量の拡大を支える構

図となる。 

 

第 11表 鶏肉に関する地域別予測結果 

 
  

　（単位：百万トン）

2015-17年 2028年 2015-17年 2028年 2015-17年 2028年

世界合計 93.9 116.1 93.8 116.1 0.0 0.0

北米 19.5 21.8 16.6 18.4 2.9 3.5

中南米 21.0 26.6 18.7 21.6 2.3 5.0

オセアニア 1.3 1.6 1.3 1.6 0.0 -0.1

アジア 28.1 36.6 29.9 42.7 -1.9 -6.0

中東 3.5 4.8 5.8 7.5 -2.3 -2.7

欧州 16.6 19.6 16.3 17.7 0.4 1.9

アフリカ 3.9 5.0 5.3 6.6 -1.4 -1.6

(参考）

　ブラジル 13.1 17.0 9.2 11.0 3.9 6.1

　米国 18.3 20.6 15.4 17.1 2.9 3.5

　タイ 1.8 2.5 1.1 1.2 0.7 1.2

　EU 11.4 13.2 11.1 11.9 0.4 1.3

　中国 12.4 15.9 12.4 16.6 0.0 -0.8

　インド 4.2 5.9 4.2 7.7 0.0 -1.8

生産量 消費量 純輸出(入)量
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（３）1人当たり消費量の予測 

 

穀物，植物油及び肉類について，1 人当たり消費量の基準年（2015-2017 年の平均値）と

2028 年の予測結果を以下に示した。また，今後の経済成長に伴い，世界の食料需給に大き

な影響を与えると考えられる主要新興国（中国，インド，ロシア，ブラジル）に関する予測

結果も参考として示した。 

 

 １）穀物（飼料仕向け等を含む総消費量） 

基準年及び 2028 年における穀物の 1 人当たり消費量は，飼料向け及びバイオ燃料向けを

含む総消費量である（第 12 表）。 

 

第 12表 1 人当たり穀物総消費量に関する予測結果 

 
 

新興国として穀物消費量の増加が見込まれるロシア・ウクライナを含む欧州，さらにブラ

ジルを含む中南米の増加率が相対的に高くなる見込みである。ブラジルを含む中南米は畜

産品目の純輸出地域として飼料向け消費量が多く，欧州も飼料消費量が増えつつ総人口の

伸びが鈍化するため，それぞれ増加率が高くなる。 

アジアでは，中国，インドにおいて食の多様化・高度化の進展により，畜産物消費量が増

大し，飼料用穀物消費量が 2028 年に 300kg まで増加するが，他の地域に比べて低い総消

費量となる。中東の増加率は，飼料用消費量が総消費量に占める割合が相対的に低いため，

欧州や中南米諸国に比べて低くなり，増加量（基準年と 2028 年の差）は 11kg で他の地域

に比べて低い見込みである。アフリカの穀物消費量は，食用需要が中心となり，今後の総人

口の伸びに比べて，より緩やかな経済成長の見通しとなることから，実質的な購買力の上昇

等に課題が生じると考えられ，わずかに減少する見通しである。 

米国において，とうもろこし由来のバイオエタノール需要が増えず DDGs（とうもろこし

実数 指数 実数 指数

kg kg kg

世界合計 339.6 100 352.5 104 12.91

北米 1,080.8 100 1,062.9 98 -17.88

中南米 346.9 100 381.1 110 34.28

オセアニア 518.6 100 513.2 99 -5.38

アジア 277.2 100 299.6 108 22.42

中東 372.0 100 383.0 103 11.05

欧州 514.1 100 569.3 111 55.24

アフリカ 210.4 100 206.7 98 -3.72

(参考）

　中国 387.8 100 427.2 110 39.41

　インド 175.1 100 191.4 109 16.3

　ロシア 487.1 100 542.6 111 55.5

　ブラジル 401.4 100 485.2 121 83.79

（参考）目
標年と基準
年の差

基準年（2015-17年） 目標年（2028年）
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蒸留粕）による飼料効率が改善するため，北米の 1 人当たり消費量はわずかに減少する見通

しとなる。また，オセアニアの 1 人当たり消費量も，飼料効率の改善により増加せず，ほぼ

横ばいとなる見通しである。 

 

２）植物油 

2028 年における植物油の 1 人当たり消費量は，北米及び欧州，オセアニアが基準年に比

べほぼ横ばいとなることが見込まれる（第 13 表）。 

 

第 13表 1 人当たり植物油消費量に関する予測結果 

 
 

アジア，中東では，経済成長に伴って 1 人当たり消費量は増加傾向にある。特に，相対的

に高い経済成長率を背景として，1 人当たり消費量の増加率が 32％の中国，18％のインド

を含むアジア地域は，同増加率が 22％となる見通しで，2.3kg の増加量（基準年と 2028 年

の差）となる。ただし，アジア及び中東の 2028 年における 1 人当たり消費量は，それぞれ

12.7kg となり，欧州の 5 割程度の水準にとどまるため，今後も増加する余地は十分にある。

さらに，インドの 1 人当たり植物油消費量は 2028 年においても 8.8kg で低い水準にあり，

増加の余地は十分にある。 

中南米は，アルゼンチン，ブラジルを含めて，総人口の伸び率に比べて緩やかな経済成長

の見通しの下，2028 年における 1 人当たり消費量がほぼ横ばいとなり，北米，欧州の同消

費量水準に比べると 6～8 割程度となる見通しである。ブラジルの 2028 年における 1 人当

たり消費量は，経済成長がこれまでに比べて，より緩やかになる見通しであることから，横

ばいとなる見通しとなる。アフリカ地域の 1 人当たり消費量は，基準年においても他の地

域に比べて極めて低く，2028 年の同地域の 1 人当たり消費量が，植物油価格の上昇による

影響と人口の伸びに比べてより緩やかな経済成長の見通しによって，実質的な購買力の上

実数 指数 実数 指数

kg kg kg

世界合計 13.5 100 14.2 105 0.71

北米 36.7 100 37.3 102 0.6

中南米 22.6 100 22.2 98 -0.44

オセアニア 12.3 100 12.5 102 0.19

アジア 10.4 100 12.7 122 2.29

中東 12.1 100 12.7 104 0.53

欧州 28.3 100 28.4 100 0.07

アフリカ 3.4 100 3.0 89 -0.38

(参考）

　中国 19.3 100 25.4 132 6.13

　インド 7.5 100 8.8 118 1.34

　ロシア 16.7 100 17.7 106 0.94

　ブラジル 31.7 100 31.8 100 0.13

（参考）目
標年と基準
年の差

基準年（2015-17年） 目標年（2028年）
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昇等に課題が生じると考えられ，やや減少する見通しである。ただし，アフリカの 1 人当た

り消費量の減少量（基準年と 2028 年の差）は，0.4kg 程度で，中南米の減少量とほぼ同水

準である。 

 

３）肉類 

2028 年における肉類の 1 人当たり消費量は，アフリカを除くすべての地域で基準年に比

べて増加することが見込まれる（第 14 表）。 

1 人当たり消費量が相対的に低いアジア，中東は，2028 年に 1 人当たり消費量の増加率

がそれぞれ 18％，9％と高い見通しであり，2028 年にそれぞれ 35.2kg，33.9kg に達する見

込みである。アジア地域では，先進国に比べて相対的に高い経済成長率を背景に，2028 年

におけるインドの 1 人当たり消費量の増加率が 51％，中国の同増加率が 20％となってい

る。インドは鶏肉等を中心に同消費量を増加させるものの，基準年における 1 人当たり消費

量が低く 2028 年の 1 人当たり消費量は 8.6kg と依然として低い水準にとどまっていると

見込まれる。また，アフリカ地域の 1 人当たり消費量は，今後の人口の伸びに比べて，より

緩やかな経済成長の見通しとなることから購買力の上昇が限定的となる等の影響から，

0.5kg 減少し，9.1kg と低水準にとどまる見通しである。 

北米，オセアニアは，基準年における 1 人当たり消費量が既に高い水準にあり，北米では

わずかに増加し，オセアニアも 2028 年にやや増加し，それぞれ 112.2kg，121.0kg に達す

ることが見込まれる。欧州は，2028 年の 1 人当たり消費量が 77.0kg となり，7%の増加率

となる見込みで，ロシア，ウクライナ等の新興国における 1 人当たり消費量の増加が見込

まれる。中南米地域は 2028 年の 1 人当たり消費量が 67.7kg となり，欧州の水準に近づく

見通しであり，ブラジル，アルゼンチンは 1 人当たり消費量が 2028 年に 100kg を超える

見通しとなる。 

 

第 14表 1 人当たり肉類消費量に関する予測結果 

 

実数 指数 実数 指数

kg kg kg

世界合計 38.1 100 40.5 106 2.36

北米 111.4 100 112.2 101 0.8

中南米 64.4 100 67.7 105 3.29

オセアニア 116.3 100 121.0 104 4.69

アジア 29.9 100 35.2 118 5.28

中東 31.2 100 33.9 109 2.66

欧州 72.3 100 77.0 107 4.77

アフリカ 9.6 100 9.1 95 -0.51

(参考）

　中国 58.3 100 69.9 120 11.56

　インド 5.7 100 8.6 151 2.91

　ロシア 65.1 100 70.3 108 5.25

　ブラジル 96.2 100 104.4 109 8.18

（参考）目
標年と基準
年の差

基準年（2015-17年） 目標年（2028年）
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（４）国際価格の予測 

 

１）穀物・大豆 

世界の穀物・大豆等の需要について，世界経済のより緩やかな成長に伴ってやや鈍化する

傾向を強める中で，総人口の継続的な増加，中国等の一部の新興国及び途上国においてその

伸びをやや鈍化させながらも所得向上等に伴う新興国及び途上国を中心とした食用需要及

び飼料用需要の増加により，穀物・大豆等の需要量の増加が今後も見込まれる。一方，供給

面では，一部の品目で収穫面積の減少がみられるものの，穀物・大豆等の生産は，主に単収

増によって増加することが見込まれる。このため，穀物・大豆等の国際価格は，資源・穀物

価格高騰前の 2006 年以前の低い水準には戻らないものの，やや弱含みでほぼ横ばいの推移

となる見通しである（第 4 図）。 

 

 
第４図 穀物及び大豆の国際価格の推移の予測 

（実線：名目価格，点線：実質価格） 
 

 注 1) 2018 年までは実績値，2019～2028 年までは予測値． 

  2) 過去の実質価格及び将来の名目価格については，2016 年（2015-2017 年の 3 か年平均値）を基準年とし，小麦，

とうもろこし，大豆は米国の消費者物価指数(CPI)を，米はタイの CPI（いずれも World Bank による）を基

に算出している． 

 

２）植物油（大豆油及びその他植物油） 

欧州を中心としたバイオディーゼル原料用需要量の伸びは抑えられ，これまでの 10 年間

に比べて鈍化し，一部緩やかな経済成長に伴ってアジアにおける新興国等の植物油消費の

増加は弱含むが，アジア及びアフリカを中心に総人口の継続的な増加もあり，国際価格は穀

物よりやや上昇基調で推移する見通しである（第 15 表）。 
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第 15表 主要品目別に見た基準年の価格と目標年の価格 
 

 
注．目標年における名目価格については，小麦，とうもろこし，大豆，植物油のうち大豆油，豚肉，鶏肉は米国の CPI，

その他穀物，その他植物油はカナダの CPI，米はタイの CPI，牛肉は豪州の CPI，乳製品はニュージーランドの CPI

（いずれも World Bank による）を基に算出している． 

 

３）肉類 

肉類は，アジア及びアフリカ等での総人口の増加基調が消費の底堅さを示すが，2000 年

代に比べて総人口の伸び率も低下する一方で，健康志向の高まりや宗教的に忌避されにく

い鶏肉の消費量が世界的に拡大する傾向は続き，鶏肉の価格の上昇率は 2028 年において実

質ベースで 6.1%と畜産物の中では高くなる見通しである。豚肉価格は，アジアを中心とし

た消費量の増加によって同 2.2%の上昇が見込まれ，牛肉価格は同 1.9%と豚肉価格に近い

上昇率が見込まれる。ただし，2000 年代に比べて肉類価格は弱含む傾向を示している（第

15 表）。 

 

４）乳製品 

バター，脱脂粉乳，チーズ等の乳製品について，総人口の伸びは 2000 年代に比べて低下

し，世界経済の成長がより緩やかな見通しなる中で，1 人当たり消費量が低い新興国及び途

上国で所得の向上に伴って消費量は徐々に増加し，総人口が継続的に増加することによっ

て需要は今後も増える見通しとなり，国際価格はやや上昇基調で推移すると見込まれる（第

15 表）。ただし，チーズは需要の増加に対して製造・加工までにかかる期間の違いもあり，

アジアを中心とした新興国・途上国における需要の伸びはバター，脱脂粉乳等に比べて低

く，上昇率が鈍化する傾向は継続すると見込まれる。 

  

    （単位：ドル／トン（耕種作物）、ドル／100 kg（畜産物））

増減率
（％）

増減率
（％）

小麦 182 181 -0.2 236 29.8
とうもろこし 161 163 1.2 212 31.6
米 394 393 -0.3 463 17.7
その他穀物 108 108 0.4 139 28.8
大豆 397 406 2.4 529 33.2
植物油 711 802 12.8 1,037 45.8
牛肉 434 442 1.9 589 35.8
豚肉 177 181 2.2 236 33.0
鶏肉 199 211 6.1 274 38.0
バター 361 483 33.6 606 67.7
脱脂粉乳 237 279 17.4 350 47.4
チーズ 366 380 3.8 476 30.2

品　　目
基準年

（2015-17年）
の価格

2028年（目標年）

実質価格 名目価格
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５．おわりに 

「世界食料需給モデル」による予測は，農産物輸入国自ら，独自の将来における食料需給

を自然体で見通し，ベースライン予測としてありうべき事態を想定することを通して，我が

国における食料の安定供給を将来にわたって確保することに資するものである。このため，

農林水産政策研究所では，「世界食料需給モデル」を用いて，2008 年度以来，10 年後の世

界の食料需給見通しを公表してきたところであり，今回も，2015～17 年の 3 か年平均であ

る 2016 年を基準年として，2028 年における世界の食料需給見通しを行った。世界の経済

成長は，インド等の一部の新興国・途上国において比較的高い経済成長率が維持されるとみ

られる一方で，先進国において成長が鈍化する傾向が見られ，途上国においても中国，ロシ

ア，ブラジル等の新興国を含めてこれまでに比べて成長がやや鈍化することから，中期的に

より緩やかに成長すると見込まれる。このため，農産物需要の伸びは，一部の新興国・途上

国による新規需要の伸びが緩やかとなることから，やや鈍化する傾向を強めつつも，総人口

の継続的な増加，緩やかな所得水準の向上等に伴う新興国及び途上国を中心とした食用・飼

料用需要の増加により，農産物需要はこれまでの伸びに比べて緩やかに増加することが見

込まれる。一方，供給面では，穀物等の生産が，収穫面積の伸びがほぼ横ばいとなることか

ら，主に単収増によって増加することが見込まれる。このため，穀物等の需要と供給はほぼ

拮抗し，穀物等の国際価格はやや弱含みでほぼ横ばいで推移する見通しとなった。 

なお，「世界食料需給モデル」による予測に基づいた前提条件は今後も変化していくもの

であるため，今後も最新の前提条件の下で，随時・適切な見通しを行っていくこととしてい

る。 

 
注(1)  基準年の需給に関する数値は，1）単年度の需給均衡を前提としたモデルであるため，世界全体での純輸出入量

がゼロとなるように調整を行っている。2）国際価格の不連続かつ異常な動きを防止するため，世界全体での各品

目の生産量と消費量がバランスするように調整を行っている。このように，モデル予測のために調整を行ってい

ることから，必ずしも実績値と一致しない。 

(2) 各品目の需給表は，基本的に USDA の食料需給表の考え方に準拠している。また，米は精米ベースである。さ

らに，牛肉，豚肉，鶏肉，羊肉，鶏卵，牛乳及び畜産物加工品の在庫が需給に及ぼす影響は，データの制約のた

め考慮していない。 
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（参考）対象国及び地域区分 

 

  

地域区分 小分類（国名・地域名）

北米 米国、カナダ

中南米 アルゼンチン、ブラジル、メキシコ、その他中南米

オセアニア 豪州、ニュージーランド

アジア
日本、中国、韓国、タイ、ベトナム、インド、インドネシア、パキスタ
ン、バングラデシュ、マレーシア、フィリピン、台湾、その他アジア
（中央アジア含む）

中東 中東

欧州 EU(28か国）、ロシア、ウクライナ、その他ヨーロッパ

アフリカ 南アフリカ共和国、ナイジェリア、北アフリカ、その他アフリカ

その他世界 その他世界

合計 31か国・地域
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補論 中国の統計改訂による将来予測の差異 

 

（１）はじめに 

 

世界の食料需給を巡る国際及び各国の国内市場の変化を踏まえ，今年度も「世界の食料需

給見通し」を，自然体の見通しである予測として公表した。今年度の予測値は，中国政府に

より 2018 年 11 月に改訂された中国の穀物及び畜産物等の統計数値（中国統計年鑑等）を

基に，それぞれ推計した中国の各品目需給量を基準年(2015-2017 年の平均)のデータとして

適用し，予測されている。この需給バランスにおける需要側である食用消費量，飼料用消費

量，在庫量のそれぞれの割合は，2019 年 1 月に更新された USDA（米国農務省）PS&D デ

ータベースの需給表を参考にしている。本補論では，その見通しの予測作成で用いた「世界

食料需給モデル」を用いて，中国の「統計改訂前」の数値を基に推計した主要穀物及び畜産

物の需給量を基準年に適用した場合の予測値を，参考として検討している。具体的には，中

国における小麦，とうもろこし，米，牛肉，豚肉の需給量について，改訂前の統計数値を用

いた推計を基準年として 2028 年まで予測を行い，これらの結果と「2028 年における世界

の食料需給見通し」における予測を参考までに検討している。 

 

（２）中国の統計改訂による生産量の差異 

 

基準年における改訂前後の差異について，主要穀物の生産量で確認すると（第 1 図），小

麦は，改訂前の統計値が改訂後に比べて 3%程度の約 360 万トン低く，米の生産量は，改訂

前の統計値が 2%程度となる約 280 万トン低くなっている。とうもろこしの生産量は，改訂

前の統計値が 22%程度の約 4,700 万トン低くなり，主要穀物の中で最も修正幅が大きい。

畜産物の生産量について（第 2 図），豚肉は，改訂前の統計値が改訂後に比べて 3%程度の

約 140 万トン低く，牛肉は逆に，改訂前の統計値が改訂後に比べて 11%程度の約 90 万トン

高く修正されている。これらの統計値の改訂を需給バランスの観点からみると，2019 年 1

月に更新された USDA PS&D データベースによれば，輸出入量及び穀物等の食用消費量の

修正はほとんどなく，生産量の修正に合わせて，飼料用消費量及び在庫量が修正されたと推

測される。 
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第１図 改訂前と改訂後の基準年の主要穀物需給量 

資料：「世界の食料需給見通し」の基準年データ及び推計値． 

 

 
第２図 改訂前と改訂後の基準年の畜産物需給量 

資料：「世界の食料需給見通し」の基準年データ及び推計値． 

 

（３）改訂前と改訂後の統計値を基にした予測値 

 

改訂前の統計値を基に推計した基準年データで予測を行い（以下，改訂前予測），改訂後

の統計値を基に予測したベースライン予測（公表した 2028 年における世界の食料需給見通

しで，以下，ベースライン）との差異を検討した。その結果（第 1 表），「改訂前予測」に

おける 2028 年の中国の純輸出入量について，小麦は，ベースラインの純輸入量に比べて

33 万トン少ない 422 万トンと予測されたが，ベースラインと大きな差異はない。これは，

小麦の総消費量に占める飼料用消費量の割合が約 1 割で，改訂前の飼料用消費量の推計値

がベースラインに比べて低かったことに加え，食用消費量は改定前と改訂後で大きな差異

がなく予測されたためと考えられる。次に米は，ベースラインの純輸入量に比べて 225 万

トン多い 324 万トンと予測された。これは，「改訂前予測」の生産量がベースラインに比べ

て 2％程度低く，食用消費量がベースラインと同水準に予測されるため，純輸入量がベース

ラインに比べて増えた予測となった。 
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さらに，とうもろこしは，ベースラインの純輸入量に比べて 2,882 万トン多い 3,381 万

トンの純輸入量と予測される。これは，生産量がベースラインに比べて低く予測され，かつ

飼料効率が低く推計され，飼料用消費量の増加を国内の生産量でまかなえないために，「改

訂前予測」の純輸入量がベースラインに比べて大幅に高く予測された。一方で，牛肉，豚肉

は，それぞれの改訂による生産量の増加または減少によって，需給のバランスの観点から，

生産量同様に消費量も同水準で修正されることになり，ベースラインと「改訂前予測」に大

きな差異はみられない予測となった。 

 

第１表 基準年と 2028 年の純輸入量 

 

資料：「世界の食料需給見通し」予測値及び推計値． 

 

また，改訂前予測における 2028 年の中国の生産量について（第 3 図及び第 4 図），小麦

は，ベースラインに比べて 2.8%低く基準年と同じ差異が予測され，とうもろこしは，ベー

スラインに比べて 21.0%低く，米は，ベースラインに比べて 1.6%低い予測となる。牛肉は，

ベースラインに比べて 11.6%高く予測されるが，豚肉は，ベースラインに比べて 2.6%低く

予測される。これらは，すべて基準年における改訂前の統計の差異を引き継いでおり，その

差異を反映した結果となっている。 

 

 

第３図 主要穀物の基準年と 2028 年の生産量 

資料：「世界の食料需給見通し」予測値及び推計値． 
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第４図 主要畜産物の基準年と 2028 年の生産量 

資料：「世界の食料需給見通し」予測値及び推計値． 

 

（４）小括 

 

一般に，中国の食料需給量，特に，穀物の消費量や在庫量は，公的に発表されることが限

られ，USDA によって公表される需給バランスの推計値等を基に，議論されることが多い。

今回の中国の統計改訂の公表も生産量が中心であり，本補論は，これらの改訂による統計値

の修正を基に，USDA PS&D データベースによる中国の農産物等需給バランスを参考にし

て，食用消費量，飼料用消費量，在庫量等を推計して，「改訂前を基準年とした予測」を行

った。ただし，その改訂前と後の統計値に差異が生じた要因の一つが，中国では公表が限定

的となる在庫量を含む需要側にあったと考えられる。主要穀物の中で最も修正幅の大きか

ったとうもろこしは，特に，現状の飼料用消費量及び在庫量の水準に合わせた修正に迫られ，

その結果として，中国政府は現状の生産量を修正せざるを得なくなったと考えられる。ゆえ

に，今後，需要側についても分析を続けていくべきであろう。 
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第２章 国際機関・各国の「農業見通し」 

―小麦に着目した「OECD-FAO 見通し」の概要と他の見通し等との比較― 

 

上林 篤幸  

 

１．本稿の目的と構成 

 

世界の食料需給は，需要サイドでは，世界人口の増加や，開発途上国の経済発展による所

得向上や都市化に伴う食生活の多様化，とりわけ牛乳・乳製品や食肉などの畜産物や魚介類

の消費量の増加に加え，バイオ燃料の需要の高止まりがみられる一方，供給サイドでは，異

常気象や家畜伝染病等が発生し，これらの要因が重複し，生産量は増加しつつも不安定な動

きを繰り返してきた。今後は都市化の進展に伴う宅地と農地の競合や，顕在化する気候変動，

砂漠化，水資源の制約等の様々な要因によって，長期的に食料の逼迫も懸念される。 

食料の大部分を海外に依存する日本は，食料問題に関する認識を国民全体で共有し，また

国民に対する食料の安定供給の確保を図るために，世界の農産物マーケットに関する情報

を収集し，関係者に提供していく必要がある。また，マーケットの分析は，現状分析と共に，

将来の「見通し」が重要である。諸外国の今後の農産物マーケットに関する展望，すなわち，

その変化の方向性を見通すことは，今後の我が国の食料戦略を考えていく上で必要不可欠

である。 

本稿は，これらの問題意識を背景に，国際機関や主要国が公表する農産物のマーケット

（需給及び価格）の見通しを整理し，関係者に広く情報提供を行うことを目的としている。

今回は，毎年公表される国際農産物マーケットの「見通し（outlook）」のなかで最も代表的

な「OECD（経済協力開発機構）－FAO（国連食糧農業機関）農業見通し」（以下「OECD-

FAO 見通し」と略。）を分析対象とする。その中の主要品目である小麦を例にとり，見通し

結果の概要を紹介するとともに，それらをベースにした今後の成長マーケットの分析，もう

一つの世界で代表的な「USDA（米国農務省）農業見通し」（以下「USDA 見通し」と略。）

との比較，過去の「見通し」の時系列での評価など多角的な評価を行う。 

 本稿の構成は以下のとおりである。すなわち，第 2 節では，小麦の世界マーケットの現状

を概観する。第 3 節では，2018 年 7 月 3 日に公表された最新の「OECD-FAO 見通し」 

2018-2027 中の小麦部分の概要を紹介する。第 4 節では，今後成長が見込まれる世界の小

麦マーケットを，「OECD-FAO 見通し」結果をベースに分析する。第 5 節では，「OECD-

FAO 見通し」と「USDA 見通し」とを比較し，両者の同期間の見通し結果の類似点や相違

点を評価する。第 6 節では，過去の「OECD-FAO 見通し」結果と実際のマーケットのその

後の推移を比較することにより，「OECD-FAO 見通し」の時系列での評価を行う。  
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２．小麦の国際マーケットの現状 

 

 小麦はイネ科に属する一年生植物で，冷涼乾燥という気象条件を好むので，降雨量が少な

い地域でも，またかなり緯度が高い寒冷な気候にも耐性がある。このため，その栽培地域は

北半球及び南半球の広い地域に広がっている。現在，世界の小麦生産量の約 75％は，年間

雨量 380～640mm 程度の雨量が少ない地域に分布している。近年の考古学研究によればメ

ソポタミアのチグリス川とユーフラテス川の源流域であるトルコのアナトリア高原がムギ

類の原産地であり，紀元前 8000 年頃に「肥沃な三日月地帯」，すなわち，メソポタミア周

辺の丘陵地帯で栽培化された。次にエジプトに伝播し，それからギリシャ，ローマ帝国を経

てヨーロッパに広く拡散していった。 

小麦は，コメとともに，主に食用に供され，それに含まれる炭水化物が人間のエネルギー

になる，いわゆる「主食（staple）」の代表格であり，世界全体では生産量の約三分の二が食

用に供され，残りは飼料用や工業用に消費される。この食用以外に供される小麦は低品質で

あり，価格も概して食用より低い。飼料用小麦の小麦全消費量に占める割合が高い国は EU

であるが，これは各穀物間の価格の差異が小さいことに起因する。 

他の農産物と同様に，小麦も様々な品種があり，多種多様な小麦製品とそれらの原料小麦

粉の種類は品種毎に適性がある。主要成分であるタンパク質（グルテン）の含有量が高いほ

ど小麦粉の弾力性が高い。大まかには，小麦粉中のタンパク質の高い順に強力粉，中力粉及

び薄力粉に分類される。強力粉はパン（気泡が多くふわふわした柔らかいタイプ），中力粉

はうどんや中華麺などの麺類，薄力粉はビスケットや天ぷら粉の原料に適している。強力粉

に適した品種は主にカナダや米国の特定の地域で栽培されており，中力粉や薄力粉に適し

た品種は世界中で幅広く生産されている。 

 第 1 図及び第 2 図は，USDA のデータベースを元に，直近の世界の主要小麦生産国及び

輸出国を図示したものである。ここで USDA のデータベースを利用する理由は，生産量に

関しては，USDA の方が OECD，FAO や IGC（国際穀物理事会）に比較してより速報性に

優れているからである。 

 一方，輸入は多数の国々に分散している。また，貿易の流れは主に先進国から開発途上国

に向かっている。輸入が急増している地域は，人口が増加しているものの，乾燥した気候で

水資源に乏しいなど，自然条件が厳しく小麦を含む農産物の生産量の増加は困難な中東・北

アフリカ地域や，近年急速に経済発展を遂げ，食生活もコメ中心から小麦，食肉，乳製品な

ど様々な食品に多様化する一方，気温が高くまた春から夏に降雨量が多いので小麦の生産

に適していないアジアモンスーン地域諸国，特に東南アジアの ASEAN 諸国の輸入が増加

している。 

世界の小麦の生産量は，2000 年の 5 億 8,470 万トンから 2017 年の 7 億 4,899 万トンへ

と 17 年間で 28％増加した。同期間の世界人口の増加は 23％であるので，世界平均で小麦

の需給事情は改善したと言える。この間，小麦の栽培面積は 3％しか増加しておらず，生産

量の増加はほとんど単収の増加に起因している。機械化の進展，肥料・農薬投入の増加，栽



農林水産政策研究所 [主要国農業戦略横断・総合]プロ研資料 第 9 号（2019.3） 

 

- 3 - 

 

培管理技術の進歩，及び新品種の導入等がこの生産性の向上に貢献した。 

世界の小麦の消費の現状を 1 人当たり食用消費量で評価すると，OECD のデータベース

によれば(1)，基準年（2015-2017 年の平均）では以下のとおりである（第 3 図）。 

 

 

第１図 世界の主要小麦生産国（単位：百万トン） 

資料：USDA-ERS, PS&D Database より筆者作成. 

 

 

第２図 世界の主要小麦輸出国（単位：百万トン） 
資料：USDA-ERS, PS&D Database より筆者作成. 

注.第 2 図のスケールは第 1 図とは異なる． 
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第３図：主要国における小麦の 1人当たり食用消費量（2015-2017 年平均） 

資料：OECD-FAO Agricultural Outlook Database より筆者作成. 

 

日本の小麦事情に目を移すと，「食料需給表」によれば，直近（平成 29（2017）年度）の

生産量は 91 万トン，消費量は 658 万トン，輸入量は 594 万トンであり，したがって小麦の

自給率は 14％である。1 人当たり食用消費量は 42.4 キログラムである。第二次世界大戦直

後から，我が国の小麦製品マーケットでの国内産小麦の地位は下がり続け，一時は，外国産

に品質面で大きく差を付けられた品種は 20万トン程度しか生産されないという状況になっ

ていた。ところが，1972 年の「世界食料危機」やコメの需要の減少による生産調整強化の

必要性から，生産調整作物としての麦の生産が再び振興されるようになった。さらに，2000

年に食糧管理法の下での国家管理の流通から国内産麦が民間流通へ見直され，産地銘柄ご

との需給や評価を踏まえて取引価格が決定されるようになった。このため，実需者が使いや

すい高品質な新品種への転換も進み，国内産小麦単独での使用を表示した製品が増加する

とともに，用途においても，日本麺用だけでなく，中華麺用，パン用でも国内産小麦単独で

使用されるようになってきているなど，近年は国産小麦への評価が高まりつつある。 

 

３．「OECD-FAO 見通し」2018-2027 の概要（小麦部分） 
 

現在，世界の主要な穀物（小麦＋トウモロコシ＋その他粗粒穀物（大麦，ソルガムなど）

＋コメ（精米ベース））の供給は需要を上回っている結果，在庫が積み上がると同時に，国

際マーケットにおける穀物の価格は過去 10 年間に比較して大幅に低い水準で推移してい

る。2017 年度の世界の穀物の生産量は，2016 年度の史上最高水準を更に上回る記録的水準

に達した。 

世界の小麦の生産量は今後 10 年間で 8,200 万トン増加し，2027 年度には 8 億 3,300 万

トンに達すると見込まれる。この増加速度は，過去 10年間に比較して減速を見込んでいる。

現在世界第 3 位の小麦生産国であるインドが生産量の最大の増加（2,000 万トン）を達成す
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るとみられるが，それは，同国が小麦の自給率を増加させる政策を実施していることによる。

以下，EU（欧州連合）（1,200 万トン），ロシア（1,000 万トン），パキスタン（600 万トン），

トルコ（500 万トン），ウクライナ及び中国（各 400 万トン），アルゼンチン（300 万トン）

が続く。インドやパキスタンは栽培面積の増加により小麦の増産を達成している一方，エジ

プトやウクライナでは，高収量・干ばつ耐性品種の導入，新技術への投資により増産を達成

している。先進国においてポストハーベスト（収穫後の農産物の品質を保持する手法）の実

施は普通であるが，開発途上国におけるポストハーベストへの投資は，小麦の品質を改善し，

農業者の手取りを増やす上で重要な役割を担っている。特に，中国では政府が品質にかかわ

らず固定価格での買い入れを実施する政策を廃止しつつあることから，ポストハーベスト

は同国にとって特に重要である。 

世界の小麦の消費量は基準年度から 2027 年度までの間に 13％増加するとみられる（第

1 表）。主要 4 か国がその増加量の約半分を占めると見込まれる。すなわち，中国（2,300 万

トン），インド（1,200 万トン），パキスタン（600 万トン），及びエジプト（400 万トン）で

ある。世界の小麦の飼料用消費量は見通し期間中 3,000 万トン（年率平均増加率 2.0％）増

加するとみられる。食用消費量は 5,100 万トン（年率平均増加率 1.0％）増加すると見込ま

れ，飼料用消費量の増加速度に比較して遅いものになるとみられるが，その理由はこの間の

世界人口の増加速度（年率平均増加率）が減速（過去 10 年間の実績 1.3％から，今後の見

通し 1.0％へ）すると見込まれることによる。先進国では小麦の飼料用消費量は食用消費量

の 5 倍の速度で増加するとみられる。一方，開発途上国では食用消費量は飼料用消費量の 2

倍の速度で増加すると見込まれる。アジアの食用消費量は，例えばベーカリー食品や麺類な

どの消費量の増加に牽引されて増加すると見込まれる。これらの食品は高品質で高タンパ

クの小麦を原料とするため，米国，カナダ，オーストラリア，及びやや低い程度で EU の，

また潜在的にはロシアの小麦への需要が増加するとみられる。さらに，エジプト，アルジェ

リア，イランは多くの人口を抱え，また一人当たり食用消費量の水準も高いため，今後も小

麦の主要消費国であり続けると見込まれる。世界の小麦を原料とした燃料用エタノールの

生産量は，その主要生産国である EU のバイオ燃料政策が小麦エタノールの生産を支持す

ることを止めるとみられることから，今後は横ばいで推移するとみられる。 

 

第１表 消費量の見通し 

 

資料：「OECD-FAO 見通し」2018-2027 より筆者作成. 

基準年
2015-17年度

平均
（百万トン）
　　(A)

目標年
2027年度

（百万トン）
　　(B)

10年間の

増加量

（百万トン）

増減率

　 （％）

　 (B)/(A)

10年間の

年率平均
増加率
　（％）

飼料用 140 170 30 22 2.0

食料用 496 547 51 10 1.0

バイオ燃料用 12 13 0 3 0.3

その他用 78 94 16 20 1.8

消費量合計 726 824 98 13 1.3
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世界の小麦の輸出量は，今後 10 年間で 2,400 万トン増加し，2027 年度には 1 億 9,900

万トンに達すると見込まれる。ロシアの小麦の輸出量は，2016 年度に EU を追い抜いて

世界最大の小麦輸出国になった。今後 10 年間も世界最大の位置を維持し，2027 年度には

世界の小麦輸出量の 20％のシェアを占めるとみられる。過去 10 年間，CIS（旧ソ連）諸

国中の主な小麦生産国－すなわち，ロシア，カザフスタン及びウクライナ－では，単収が

変動し，生産量が不安定であった。しかし近年では概して生産量が消費量を上回る速度で

増加しているため，今後も小麦の生産量及び輸出量の一層の増加が見込まれる。近年の国

際小麦マーケットにおけるロシアの存在感の増大は小麦の国際価格に大きな影響を及ぼし

た。今後 10 年間もロシアのシェアの増加が続き，国際価格への影響力が強まるとみられ

る。2027 年度には EU が小麦の国際マーケットにおいて世界第二位の輸出国（シェア

18％）になると見込まれる。米国（18％），カナダ（11％），オーストラリア及びウクライ

ナ（それぞれ 10％）が続く。ロシア，ウクライナ，アルゼンチン，カザフスタン及びトル

コがシェアを増加させる一方，米国，カナダ，オーストラリアのシェアは減少するとみら

れる。しかし，これら諸国はアジアの高タンパク・高品質の小麦マーケットを今後も維持

すると見込まれる。今後ロシアとウクライナも高品質の小麦の輸出を開始する可能性があ

るが，基本的には地理的に近接する中東や中央アジアの比較的低品質で安価な小麦マーケ

ットでより競争力を発揮するとみられる。世界の五大小麦輸入国，すなわちエジプト，イ

ンドネシア，アルジェリア，ブラジル及び日本の輸入量シェアの合計は，今後 10 年間は

25～27％で安定して推移すると見込まれる。 

 小麦の国際価格（US wheat No.2 Hard Red Winter (f.o.b)）は，2014 年度以降の下落傾

向が 2017 年度に反転し，名目ベースで 211 ドル／トンに上昇すると見込まれる。今後，原

油価格が上昇しつつも過去に比較して低水準にとどまり，平年作が継続するとともに食用

消費量と輸出量が緩やかに増加するとの前提の下で，小麦の国際価格は緩やかに上昇し，

2027 年度には名目ベースで 229 ドル／トンに達するとみられる（第 4 図）。しかし，イン

フレ率を勘案した実質ベースでは，今後も下落傾向が継続すると見込まれる。 

 

 
第４図 穀物等の国際価格の見通し 

資料：「OECD-FAO 見通し」2018-2027 より筆者作成. 
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４．成長する世界の小麦マーケット 
 

（１）輸出 
 

第 5 図は，今後 10 年間で小麦の輸出量が増加すると見込まれる国々を増加量の大きい順

に並べたものである。ロシアが第 1 位であり，EU が続く。また，黒海沿岸でロシアと近接

するウクライナやカザフスタンなど，CIS（旧ソ連）諸国も輸出量を増やすとみられる。ロ

シアが今後輸出量を増やすと考えられる理由は，新品種の導入やインプット（肥料，農薬の

投入や農業機械の活用）の増加による生産性（単収）の向上で生産量が今後も増加すると見

込まれる一方，小麦の主な用途である飼料用については，養豚，養鶏などの畜産セクターの

近代化と飼料効率の改善が進行中で，畜産物の生産量が増加しても小麦の飼料用消費量が

さほど増加しないとみられるためである。このため，今後もロシアが国内で余ってくる低タ

ンパク・低品質の飼料用小麦の海外への輸出を増加させると見込まれる。その主たるマーケ

ットは世界最大の小麦輸入国であるエジプトをはじめとする中東・北アフリカ諸国であり，

今後もこの地域がロシアにとっての重要なマーケットであり続けるとみられる。なお，ロシ

アの小麦の最近（2017 年）の小麦の輸出先国別輸出量を整理すると，次のようになる（第

2 表）。 

 

 
第５図 今後 10 年間で小麦輸出量が増加する国々とその増加量 
資料：「OECD-FAO 見通し」2018-2027 より筆者作成. 

 

第２表 2017 年におけるロシア産小麦の国別輸出量 

 

資料：HIS  Markit, Global Trade Atlas Database より筆者作成． 

エジプト トルコ バングラデシュ スーダン イエメン その他諸国

輸出量（万トン） 3,307 784 345 192 145 144 1,697

シェア（％） 100 24 10 6 4 4 51

全世界
うち
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これを見ると，ロシアの主要な輸出先はまず，エジプト，トルコ，イエメンのような中東・

北アフリカ諸国の他，中東に近接する西アジアのバングラデシュが挙げられる。加えて，サ

ブサハラアフリカのスーダンも重要なマーケットであることがわかる。しかし，これらの主

要輸入国のシェアを合計しても，ロシアの全輸出量の半分のシェアしかなく，ロシアが多数

の輸入国に分散して小麦を輸出していることが読み取れる。 

 次に，今後 10 年間で小麦輸出の増加量がロシアに次いで第 2 位になると見込まれるの

は EU である。EU は 2017 年に小麦を以下の国々に輸出している（第 3 表）。 

 

第３表 2017 年における EU（28 か国）産小麦の国別輸出量 

 

資料：HIS  Markit, Global Trade Atlas Database より筆者作成． 

 

EU の小麦の輸出は，ロシアより更に，中東・北アフリカ諸国に特化している。EU の小

麦輸出が増加する背景には，域内の食料の消費水準が飽和する一方，主に EU 新規加盟国

の生産性（単収）が今後も継続して増加するため，域内の余剰分が輸出として国際マーケッ

トに放出されるからである。アルジェリアやモロッコは旧フランス植民地であることから，

これら諸国にフランス産小麦が多く輸出されていることが推察される。第 2 表と第 3 表を

比較すると，エジプトやトルコの輸入マーケットでロシアと EU の小麦の輸出が競合して

いることが見受けられる。 

 

（２）輸入 

 

第 6 図は，今後 10 年間で小麦の輸入量が増加すると見込まれる国々を増加量の大きい順

に並べたものである。インドネシアが第 1 位であり，エジプトが続く。これに続く国々，す

なわちベトナム，ブラジル，フィリピン，エチオピアの増加量は，インドネシアやエジプト

の増加量の半分以下である。これらの国々では消費量が増加する一方，国内での生産量をそ

れに見合って増加させることが困難なため，輸入量が増加している。 

第 7 図は，第 6 図の諸国の今後 10 年間の消費量の年率増加率を，人口と 1 人当たり消費

量に要因分解したものである。エジプトやエチオピアといったアフリカの国々は人口増加

が主たる要因となっている一方，インドネシア，ベトナムといったアジアの新興諸国では 1

人当たり消費量が主たる要因である。アジアでは人々の嗜好が多様化しつつあると考えら

れるが，アフリカではこれまでと同様食生活は伝統的なパターンを維持すると見込まれる。 

以下，これらの成長マーケットにおける輸出国間の競争を分析する。 

まず，小麦の輸入量の増加が世界第 1 位と見込まれるインドネシアに着目する。同国は

2017 年に下記の輸出国から小麦を輸入している（第 4 表）。 

アルジェリア サウジアラビア エジプト トルコ モロッコ その他諸国

輸出量（万トン） 2,269 400 296 159 149 133 1,133

シェア（％） 100 18 13 7 7 6 34

全世界
うち
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第６図 今後 10 年間で小麦輸入量が増加する国々とその増加量 

資料：「OECD-FAO 見通し」2018-2027 より筆者作成． 

 

 

第７図 主要小麦輸入国の輸入量増加の要因分解 

資料：「OECD-FAO 見通し」2018-2027 及び UN 2017 Population Prospect より筆者作成. 

注.人口規模は 2017 年のデータである． 
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第４表 2017 年におけるインドネシアの小麦の国別輸入量 

 

資料：HIS Markit, Global Trade Atlas Database  より筆者作成． 

 

輸送コストに関して有利な立地のオーストラリアのシェアが大きいが，新参であるウク

ライナやロシアも一定のシェアを占めている。2012～17 年の間では，インドネシアのオー

ストラリア，カナダ，米国といった伝統的小麦輸出国からの輸入量はほぼ横ばいであるのに

対し，この間にウクライナからの輸入量はわずか 3 万トンから 199 万トンへ，そしてロシ

アからの輸入量も同様にわずか 3 万トンから 122 万トンに増加しており，同国のマーケッ

トの近年拡大するパイは新興輸出国であるロシアやウクライナが獲得してきたと考えられ

る。このため伝統的輸出国，特に大きなシェアを占めるオーストラリアの危機感は相当強い

と推察される。インドネシアの熱帯モンスーン気候のもとでは小麦の栽培は無理であり，伝

統的にコメが主食であった。そして近年の同国の経済発展により食生活が多様化し，今まで

食べられていなかった小麦を原料とする食品への嗜好が強まってきた。特に即席麺が急激

にマーケットに浸透してきたようである。その原料小麦としてオーストラリアとロシアや

ウクライナが競合するが，これまでの傾向を見ると，今後もロシアやウクライナが拡大する

インドネシアのマーケットへ輸出を増加させる可能性が強い。 

 次に，世界で 2 番目に小麦の輸入量が増加すると見込まれるエジプトのマーケットは，

2016 年（統計がとれる直近年）では下記の国々から小麦を輸入している（第 5 表）。 

 

第５表 2016 年におけるエジプトの小麦の国別輸入量 

 

資料：HIS Markit, Global Trade Atlas Database  より筆者作成． 

 

エジプトでは，インドネシアやその他のアジア諸国とは異なり，伝統的に麺類は食べない。

麺類は中国が発祥の地であり，イタリアのパスタを例外として，アジア地域以外への広がり

は見当たらない。エジプトは他の中東・北アフリカ諸国と同様に，タンパク質含有量の少な

い小麦を原料とするパンを主食として消費している。同国のマーケットにおいて既に大き

なシェアを有するロシア，ウクライナという CIS（旧ソ連）諸国と EU の競争は今後も激化

すると考えられる。ちなみに，エジプトの 1 人当たりの小麦の食用消費量は基準年で年間

185 キロと既に世界最高水準に達している（世界最大の小麦の 1 人当たり食用消費国は，ト

ルコ（年間 210 キログラム）である）。 

 

オーストラリア ウクライナ カナダ ロシア 米国 その他諸国

輸出量（万トン） 1,143 510 199 169 122 115 28

シェア（％） 100 45 17 15 11 10 2

全世界
うち

ロシア ウクライナ EU オーストラリア アルゼンチン その他諸国

輸出量（万トン） 1,142 619 264 211 22 19 6

シェア（％） 100 54 23 18 2 2 1

全世界
うち
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５．「OECD－FAO 見通し」2018-2027 と「USDA 見通し」2018-2027 の比較 
 

各国際機関や主要国が発表する見通し結果を比較することにより，世界の農産物マーケ

ットの将来を展望する上での，いわゆる「値ごろ感」を評価できるので，見通し結果の比較

を試みることは有意義であろう。ちなみに，「USDA 見通し」2018-2027 は OECD-FAO に

先だって本年 2 月に公表された。 

OECD-FAO と同様の世界農産物需給見通しを毎年あるいは定期的に公表している国際

機関を探すと，前述の USDA や IGC などがリストアップされる。しかし，これらの見通し

値の直接比較は不可能である。その理由は， 

ア） OECD-FAO と USDA の両者は今後 10 年間を見通している一方，IGC は今後 5 年

間を見通している， 

イ） 各見通しのデータベースが異なる（例えば，OECD-FAO は各国に農産物の需給表

や価格に関する質問状を送り，その回答をデータベース化している一方，USDA は

世界各国に派遣し，常駐するスタッフ専門家が自らデータベースを作っている）， 

ウ） OECD-FAO と USDA の両者は世界農産物需給モデルを利用し，穀物のみならず

多くの品目の相互関係を考慮に入れた見通しを行っているが，IGC の見通しは，

穀物マーケットの専門家が定性的な評価により穀物のみの見通しを行っている， 

という三つの理由による。 

第 6 表及び第 7 表は OECD-FAO と USDA の各見通しのうち，小麦の主要輸出国及び主

要輸入国の今後 10 年間の生産量，消費量及び貿易量の増減率の比較を行ったものである。

絶対値ではなく増減率で比較する理由は，上記のようにデータベースが異なるため，絶対値

による比較は不適当という理由に基づく。 

第 6 表及び第 7 表から読み取れることは，概して OECD-FAO と USDA の両者とも，主

要輸出国及び輸入国の生産量，消費量及び貿易量の今後 10 年間の見通しについての考え方

はおおむね同様であるように見受けられる。つまり，ベクトルは同じ方向に向かっている。

違いがあるとすれば，程度の差である。輸出国については，アルゼンチンの輸出量に関し，

両者の見解の相違がある。輸入国については，まずベトナムの今後の輸入量，そしてやや少

ない程度でブラジルの輸入量に関する見解の相違が認められる。アルゼンチンは長年続い

た穀物輸出税政策を 2016 年に廃止した。これは，生産者に増産のインセンティブを与え，

今後生産量が増加する可能性が高いことについては OECD-FAO と USDA の共通認識であ

るが，どの程度増加するかの見通しについては，USDA の方が OECD-FAO より強気であ

る。一方，ベトナムの輸入量については，OECD-FAO は USDA より大幅な増加を見込ん

でいる。これらを台風の進路予想に例えれば，いわば「予報円」が大きな状態にあると表現

できるだろう。 

 本稿ではこれらの相違点を指摘するにとどめ，評価を加えることは差し控える。その理由

は，本分析は統計データに基づく分析を行ったのみであり，現地調査などエビデンス（証拠）

に基づく評価を行うための材料が不足しているからである。ただ現段階で言えるのは，アル

ゼンチンとベトナムの見通しは他国の見通しに比較してより不確実性をはらんでいるため，

今後の両国のマーケットの動向を注視する必要がある，ということである。 
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第６表 主要小麦輸出国の見通しの比較 

（今後 10年間の増減率（％）） 

 

資料：「OECD-FAO 見通し」2018-2027 及び「USDA 見通し」2018-2027 より筆者作成． 

 

第７表 主要小麦輸入国の見通しの比較 

（今後 10年間の増減率（％）） 

 

資料：「OECD-FAO 見通し」2018-2027 及び「USDA 見通し」2018-2027 より筆者作成． 

  

主要輸出国 OECD-FAO USDA

アルゼンチン 生産量 19 44

消費量 11 9

輸出量 16 42

オーストラリア 生産量 3 7

消費量 ▲ 8 2

輸出量 7 8

カナダ 生産量 2 11

消費量 ▲ 3 1

輸出量 3 11

EU 生産量 8 7

消費量 5 1

輸出量 17 13

ロシア 生産量 28 10

消費量 9 16

輸出量 28 18

米国 生産量 ▲ 0 2

消費量 3 2

輸出量 3 7

主要輸入国 OECD-FAO USDA

ブラジル 生産量 1 4

消費量 14 8

輸入量 20 6

エジプト 生産量 10 16

消費量 20 46

輸入量 29 25

インドネシア 生産量 - -

消費量 38 31

輸入量 36 23

日本 生産量 4 12

消費量 ▲ 4 ▲ 3

輸入量 ▲ 5 ▲ 5

ベトナム 生産量 - -

消費量 42 7

輸入量 33 3

サウジアラビア 生産量 ▲ 82 ▲ 60

消費量 24 35

輸入量 35 35
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６．過去の「OECD-FAO 見通し」と実績値との比較 

 

 本稿ではこれまで一貫して「見通し」という用語を使い，「予測」という用語を使うのを

避けてきた。その理由について，本節でこの議論を進める。 

 OECD-FAO 及び USDA の両「見通し」レポートには，冒頭，以下の断り書きがなされて

いる。微妙なニュアンスを読者に正確にお伝えしたいので，英語原文をそのまま引用するこ

とにする。 

 

“The baseline projection is not a forecast about the future, but rather a plausible 

scenario based on specific assumptions regarding the macroeconomic conditions, the 

agriculture and trade policy settings, weather conditions, longer term productivity 

trends and international market developments. (OECD-FAO)” 

 

“The projections are a conditional scenario based on specific assumptions about the 

macro economy, agricultural and trade policies, the weather, and international 

developments. ………..(中略)………….Thus, the projections are not intended to be a 

forecast of what the future will be, but instead are a description of what would be 

expected to happen under these very specific assumptions and 

circumstances……(USDA)” 

 

文章は異なっているが，意味するところはほぼ同じである。つまり， 

ア） 見通しは将来を言い当てる「予測（forecast）」ではない。 

イ） 見通しとは，マクロ経済見通し，現在の政策の継続，及び全ての年での平年作（豊

凶変動は起こらない）などを前提とした，一つのシナリオから導き出される結果で

ある。 

 では，何のためにこのような見通しを行うのだろうか。参考までに，IEA（国際エネルギ

ー機関）が公表した「世界エネルギー見通し（World Energy Outlook）2015」の冒頭部分

を引用する。事務総長の Fatih BIROL 博士は，次のように述べている。 

 

“Policy-makers and all others with a stake in the energy sector need to have well-based 

expectations about the future, as an influence on their decision-taking.” 

 

つまり，「各国のエネルギーセクターの政策担当者や企業等の意思決定に関わる関係者は，

十分な根拠に基づいた将来の見通しを持つことが，彼らの意思決定に必要である。」と述べ

ている。エネルギーの見通しを行う目的を明快に語っているが，エネルギーに限らず，すべ

ての産品の見通しにこの短い文章が意味するところが当てはまるだろう。この「エネルギー」

の単語を「農業」あるいは「農産物」に置き換えてみよう。 
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 以上の議論をまとめると， 

「見通しは，その時点での最新の得られる諸情報を前提に，今後の農産物マーケットの変化

の方向を大まかに見通す，いわば「最大公約数」として作成される。それを作成する目的は，

各国の関係者の意思決定や政策の立案に貢献することである。」 

と表現できると，筆者は考える。 

 さらに，「最大公約数」としての見通しを基準（baseline）として有することにより，も

しその見通しの前提が変われば，結果がどの程度その基準から乖離するか，というシナリオ

分析が可能になる。例えば， 

ア） 経済成長が予想外に減速した場合などのマクロ経済シナリオ 

イ） 主要国が気候変動等の影響により不作になった場合などの凶作シナリオ 

ウ） 主要国の農業政策が変更された場合の政策シナリオ 

などが考えられる。いずれも現段階では想定外の出来事が将来起こった場合に各国や国際

マーケットにおける農産物需給や価格がどの程度影響を受けるか，についての定量的評価

が可能となる。そして，将来の不確実性に対するより良い認識が可能になる。これらの定量

的評価を行うためにはモデルによるシミュレーションが必要である。 

 これまでの論点を念頭に置き，過去の「OECD-FAO 見通し」はその後の農産物マーケッ

トの変化の方向を時系列的に把握できたのかどうかの検証を試みることにする。 

 第 8 図は，10 年前の 2008 年に公表された「OECD-FAO 見通し」2008-2017 における小

麦の国際価格の見通しとその後の実績を比較したものである。見通しと実績を比較するた

めの指標として国際価格を選んだ。その理由は，OECD-FAO がこれまで実施してきた

AGLINK-COSIMO モデル(2)により見通しを行う手法は，需給が均衡する点に均衡価格が形

成される，というものであり，したがってこの均衡価格の動向が需給のその時々の力関係を

最も良く表しているからである。例えば，前年度に比較して本年度の価格が上昇した場合は，

需給が引き締まった事を表している。反対に，価格が下落した場合は，需給が緩和した事を

表している。 

 ちなみに，「OECD-FAO 見通し」2008-2017 は，オーストラリアで 2006 小麦年度（2006

年 6 月～2007 年 5 月）に発生した干ばつによる同国の小麦の輸出量の激減に端を発した，

いわゆる「2007 年・2008 年の世界食料価格危機」の最中である 2008 年 5 月に公表された。

この月の小麦の国際価格は，西暦 2000 年以降の最高記録である 408 ドル／トンに達してい

た。この価格は，2006 年 1 月の 118 ドル／トンの実に約 3.5 倍であった。当時は小麦やコ

メをはじめとする農産物価格全般の国際価格の高騰により，食料を輸入に依存する多くの

開発途上国で暴動が頻発するとともに，日本でもメディアが「日本が食料を買えなくなる日」

などのセンセーショナルなタイトルの特集を組むなど，内外で食料を巡る動揺が広がって

いた。 
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第８図 10 年前の「OECD 見通し」2018-2027 と実績値との比較 

資料：「OECD-FAO 見通し」2018-2027 及び「OECD-FAO 見通し」2008-2017 より筆者作成． 

 

 そのような騒然とした雰囲気の中で公表された同見通しの中で OECD-FAO は，「現下の

高騰した価格水準に反応して農産物の生産者に強い増産インセンティブが働くため，今後

生産量は増加し価格は近未来に下落するだろう。ただし，バイオ燃料製造原料としての需要

など，過去には無かった新しい需要が形成されているため，主要農産物の国際価格は世界食

料価格危機以前の水準には戻らないだろう。」とのメッセージを世界に向けて発信した。 

 これらの背景を頭に再び第 8 図に目を向けると， 10 年前の「OECD-FAO 見通し」値は，

公表後 10 年間の現在までに至る小麦の国際価格の実績値の推移と，正確に一致してはいな

い。見通しは将来を言い当てる「予測」ではないのだから，一致しなくてもおかしなことで

はない。しかし，10 年前のメッセージのとおり，実績値は同見通し値とほぼ同じスピード

でかつほぼ同じ水準に下落しており，その後，概して「世界食料価格危機」以前より高い水

準で推移してきている点は同見通し値と同様である。なお，2010～12 年度頃の実績値が同

見通し値より高水準となった背景には，2010 年におけるロシア，ウクライナ及びカザフス

タンで発生した異常高温と干ばつによる不作があり，2012 年夏には米国で干ばつが発生し

たことが指摘できる。また2013年度以降から実績値が同見通し値より低い水準にあるのは，

同見通し値が前提とした平年作ではなく，良好な天候に恵まれ，小麦を含め世界の主要穀物

や大豆の想定を上回る豊作が続いた事を指摘することができる。以上をまとめると，10 年

前の「OECD-FAO 見通し」を事後評価すれば，主要農産物の国際マーケットの将来の変化

の方向についてほぼ正しく見通していた，と言い得るであろう。 
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７．おわりに 

 

 以上では，2018 年 7 月 3 日に公表された最新の「OECD-FAO 見通し」2018-2027 中の

主要品目である小麦の見通しの概要を紹介するとともに， 

ア） それが指摘している今後の小麦の国際マーケットの成長をリードする重要な輸出

国や輸入国の現在の状況のより詳細な分析 

イ） 今後の小麦の国際マーケットの方向性を広角かつ客観的に把握する事を目的とし

た，OECD-FAO と USDA の両「見通し」の比較 

ウ） 過去（10 年前）に公表された「OECD-FAO 見通し」2008-2017 が提示した見通

し値とその後の実績値の比較 

などの評価を行った。 

このうち第 4 節で取り上げた，ロシアやウクライナの国際マーケットにおけるダイナミ

ックな動向は特に注目に値すると考える。現在我が国はロシアから小麦を輸入していない

し，また将来も買う可能性は乏しいと考えられる。したがって，ロシアの勃興は我が国に

は直接関係がないと考えるかもしれない。しかし，今日のようにグローバルにつながって

いるマーケットにおいて，このロシアの動きは巡り巡って我が国に大きな影響を与える可

能性がある。 

 経済成長を続けマーケットの規模が年々拡大するアジア諸国が重要な顧客であるオース

トラリアは，ロシアとのこのマーケットでの競合の激化に強い危機感を抱いている。「オ

ーストラリア穀物輸出イノベーションセンター（AEGIC）」は，2016 年に「ロシアの小麦

産業－オーストラリアへの含意」と題するレポートを公表したが，その中でロシアの小麦

産業を詳細に分析するとともに，今後ロシアがオーストラリアの手強いライバルになるで

あろう事を指摘している。 

 もし両国の競争が激化すれば，オーストラリアはロシアに対抗して小麦の輸出価格を引

き下げざるを得なくなり，その結果，我が国もオーストラリア産小麦を今までより安く調

達できるようになる可能性がある。反面，アジア諸国のマーケットが価格低下を歓迎し，

将来的に予想を超える輸入増加が続けば，両国とも「ウィンウィン」の関係になるが，そ

のあおりで我が国への輸出が先細りになり，逆に現在より高値での調達を強いられるかも

しれない。どちらの方向に向かうのかは，両国の輸出量の拡大とアジアのマーケットの成

長のスピード次第であり，大いに興味のあるテーマであるが，この研究は今後の課題とし

たい。 

 最後に，本稿が現在の小麦の国際マーケットに生じている新しい潮流や将来の変化の方

向性についての洞察を深める一助になれば，筆者の望外の喜びである。 
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 注 (1) ここで生産量と同様に USDA のデータベースを利用せず OECD のデータベースを利用する理由は，USDA で

は食用と工業用をひとくくりにしており，食用のみの消費量データを得ることができないからである。 

(2) AGLINK-COSIMO モデルとは，「OECD-FAO 見通し」において，世界の農産物マーケットの中期（今後 10 年

程度）見通しの作成に用いられている動学部分均衡モデルであり，主要農産物の生産量，消費量，貿易量，在庫

量，国際価格及び国内価格の今後 10 年の推移を見通すために利用される。1990 年代前半にまず OECD で主な

OECD 加盟国を対象に AGLINK モデルとして開発され，2000 年代半ばに開発途上国を主な対象とする FAO の

COSIMO モデルと合体して AGLINK-COSIMO モデルになった。 

農業部門のみを取り扱う部分均衡モデルであり，マクロ経済状況は農業から影響を受けないものとして，実質

GDP，GDP デフレータ，CPI，為替レート，人口増減率，原油価格などのマクロ経済指標の見通しは外生的に

与えられる。これらマクロ経済指標の見通しは OECD 経済局，IMF（国際通貨基金），WB（世界銀行），国連な

どの見通しを利用している。 

同モデルは「モジュール（module）」と呼ばれる国・地域単位の農産物マーケットモデルを国際価格でリンク

させて作られており，各モジュールでは，国内価格によって国内需要と国内供給が，また，国内価格と国際価格

によって貿易量が決定される（ただし，高水準の関税などの国境措置により，貿易量が固定されている（国内マ

ーケットが閉じている）場合もある）。さらに，各モジュールから導き出される貿易量の合計が世界全体でゼロ

（すなわち，総輸出量＝総輸入量）となる点に国際価格が決定される。 
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